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の発刊にあたって   

近年、景気の停滞などにより環境汚染の問題は沈静化しているとはいえ、   

NO2など大気汚染物質の濃度は必ずしも改善されておらず、また、富栄養化に   

よる水質の劣化も依然として続くなど環境改善に対する一層の努力が求められ   

ています。一方、アメニティの重要視などに見られるように、環境に関する国   

民の関心は多様化しつつあり、本研究所の果たす責務の重さは一層増してきて   

いると思います。  

ここに、昭和57年度における研究活動の状況をとりまとめ発刊しうる段取り   

となりました。この年報が本研究所の活動に対する各方面の方々の御理解を深   

めるのに役立つことを望みます。  

なお、57年度末には霞ヶ浦湖畔に臨湖実験施設の一部が完成し、フィールド   

実験も開始できる運びになりました。また、58年度中には発足10年を迎えるこ   

とになりますが、この機にあたり、これまで整備・函養に努めてきた研究基盤   

を礎として飛躍を期す所存です。私共の今後の研究活動について広く御意見を   

賜わり、かつ、御支援と御協力が得られることを願う次第であります。  

昭和58年8月  

国立公害研究所長  

近 藤  次 郎   
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1．概  況   

国立公害研究所は、昭和49年3月、我が国の環境研究の中心、的役割を果たすために、環境庁の  

附属機関として、筑波研究学園都市に設立された。本研究所の特色は、理工学分野、生物・医学  

分野、さらには、人文・社会科学分野に至るまで広範囲にわたる多種多様な研究者集団で構成さ  

れており、大学の研究者等所外の専門家の参加を得て、研究を学際的に実施すること、及び、環  

境研究の基盤を確立するために必要な大型実験施設を駆使し、野外の実地調査研究と併せ、研究  

をプロジェクト化して、総合的に実施することにある。   

本研究所は、発足以来、組織及び施設の整備を進め研究体制の強化に努めてきており、ほぼそ  

の骨格が整ってきたところである。これまでに主要な大型実験施設が完成し、機構の拡充とあい  

まって、研究活動も本格化する時期を迎えている。   

このような状況のもとにおいて、57年度は大型実験施設関連を中心に11課題の特別研究（うち  

5課題は新規、6課蒐は継続）を実施したほか、経常研究において基礎的研究を積極的に進めた。   

昭和57年度中における主な活動は、次のとおりである。  

（1）機構については、50年度に現在の10部になり、その後は各部の内容の充実に重点を置いて  

整備を進めてきた。57年度においては、研究支援体制を強化するため、実験動物を適正に飼育・  

管理し、汚染物質の人体影響についての研究を円滑に進めるための動物施設管理室を生物施設管  

理室から分離して独立させた。   

定員につし1ては、騒音影響実験棟、臨湖実験施設に関連する研究の推進体制の強化を皐Lりこ6  

名の増員を図った。なお、これにより、57年度末の機構・定員は、10部2課39室、246名となっ  

た。  

（2）施設の整備については、昭和57年度に、「微生物系統保存棟」（アオコ、赤潮等環境に関係  

する微生物を系統的に保存し、環境の研究に役立てるための施設）を完成させた。さらに、「大気  

フリースペース」（大気汚染に関する研究のため、研究計画に機動的に対応して使用する施設）の  

建設に着手した。   

これらの施設が完成することにより、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染及び騒音についての大型  

実験施設がそろい、本構内に設置すべき施設のほとんどができあがることとなる。従って、施設  

整備の重点は、今後、実地研究の場としてのフィールド実験施設の整備に移行することとなり、  

まず霞ヶ浦湖畔に「霞ケ浦臨湖実験施設」の一部を完成させた。   

（3）予算については、研究所の運営に必要な経費として、47億3千5百万円、また施設の建設  

に必要な経費（建設省所管）として、12億3千5百万円が計上された。さらに原子力利用研究に  

必要な経費（科学技術庁一括計上）として3千4百万円が計上された。  

（4）研究活動については、大型実験施設の整備及び研究者の増員により、また所外の研究者の  

協力のもとに年ごとに活発化している。研究内容は、社会的ニーズに対応した目的指向型の研究  

に重点を置いているが、一方環境研究分野は、複雑な要因のからみあった難しい問題を抱えてお  

り、いまだその研究の基礎が確立されていないものが多いため、基礎的な研究分野も重視して進  

めている。   

昭和57年度における研究活動としては特別研究として  
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① 炭化水素一堂素酸化物一統黄酸化物系光化学反応の研究   

② 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究   

③ 環境汚染の遠隔計測評価手法の開発に関する研究   

④ 環境試料による汚染の長期モニタリング手法に関する研究   

⑤ 汚泥の土壌還元と環境影響に関する研究   

⑥ 有害汚染物質による水界生態系のかく乱と回復過程に関する研究   

⑦ 複合ガス状大気汚染物質の生体影響に関する実験的研究   

⑧ 広域における大気汚染物質の輸送、混合、沈着過程に関する研究   

⑨ 植物の大気環境浄化機能に関する研究   

⑩ 重金属汚染による健康影響評価手法の開発に関する研究   

⑪ 海域における赤潮発生のモデル化に関する研究  

を実施した。   

なお、これらの特別研究を進めるに当たっては、大学等所外の研究者と連携を密にして実施し  

ている。   

さらに、経常研究としては、環境悪化が人の健康及び生活環境に与える影響、環境汚染現象・  

機構の解明、環境汚染の計測技術方法の開発、環境に関する知見を活用した総合解析等について、  

継続及び新規の課題およそ126課題について実施した。  

（5）このほか、環境情報システムについては、大気汚染及び水質汚濁に関するデータベースの  

整備を進めるほか、国連環境計画（UNEP）の国際環境情報源照会システム（INFOTERRA）に  

ついても、さらに情報源の登録を拡大するなどの所要の作業を進めた。  
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2．調 査．研 究＊  

2．1特 別 研 究  

2．1．1炭化水素一室葉酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究   

〔研究担当部〕大気環境部：大気化学研究室・エアロゾル研究室・大気環境計画研究室  

技 術 部：理工系施設管理室  

〔研究期間〕55～57年度  

〔研究概要〕現在我が国では大都市のみならず大都市近郊及び多くの中小都市において、光化学  

反応による二次汚染は大気汚染の大きな問題となっている。本研究に先だって昭和52～54年度に  

実施された特別研究においては、炭化水素NO∫系、特にオレフィンーNO∬系の光化学反応におけ  

る新しい二次汚染物質の同定、光化学反応性解析手法の研究、炭化水素酸化反応機構の検討など  

を行ってきた。しかし、実際の野外大気中における光化学大気汚染では、炭化水素、NOズ以外に  

SOzに起因するエアロゾルの生成が重要であり、また炭化水素としても単一成分ではなく数十種  

類もの成分が関与している。実際の野外大気中における光化学大気現象を解明し、モデル化し、  
汚染防止への考え方を確立するためには、これら複合大気汚染ガスに対する光化学反応性の解析  

が急務である。   

そこで本研究においては、光化学スモッグチャンバーを用いて、各種炭化水素、炭化水素多成  

分系及び実際の環境大気の光化学反応性の研究を行うと共に、当研究所に昭和54年度に新設され  

たエアロゾルチャンバーを利用して、炭化水素－NO∬SO2系における光化学エアロゾル生成の研  

究を行った。またこれと並行して航空機による野外大気中における光化学大気汚染の測定、室内  

実験による反応速度定数の測定、反応中間休の検出、計算機シミュレーションのための光化学反  

応モデルの研究などを行い、それらを総合して光化学大気汚染抑止のための基礎データを得るこ  

とを目的とした。   

本研究で得られた3年間の成果のうち、特に光化学大気汚染の生成機構解明及びその防止のた  

めの予測モデルの確立に寄与すると思われる点を以下に要約する。  

（1）各嘩炭化水素一塁素酸化物系光化学反応におけるオゾンの生成に関して次の二つの一般則  

が見いだされた。（i）オゾンの最大生成速度は炭化水素の初期濃度とOHラジカルの濃度に比例  

する。その比例定数は「実効オゾン生成速度定数」として定義され、各種炭化水素及び炭化水素  

混合系の反応速度面からみた反応指標として用いることができる。（ii）長時間光照射後に生成す  

るオゾンの最大濃度は、炭化水素過剰領域では窒素酸化物初期濃度の平方根、光強度の平方掛こ  

比例し、「オゾン生成ポテンシャル」という無次元化指標で一般的に表すことができる。  

（2）炭化水素の種類によって「実効オゾン生成速度定数」は3桁以上異なるが、「オゾン生成ポ  

テンシャル」の差はたかだか3倍程度である。「オゾン生成ポテンシャル」は飽和炭化水素が最も  

大きく、芳香族炭化水素が最も小さい。さらに実効オゾン速度定数を用いて炭化水素多成分系の  

●〔発 表〕に記載された記号は5車成果発表一覧の記号に対応する。  
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光化学反応性をその組成分析値から見積る手法が確立された。環境大気の実効オゾン生成速度定  

数も同様の方法で求められ光化学大気汚染シミュレーションモデルではこの定数の合理的な選択  

が重要であることが明らかとなった。また環境大気中の光化学反応では通常用いられている「非  

メタン炭化水素」は指標として不十分であり、アルデヒド等の含酸素化合物の寄与を正しく評価  

する必要があることが指摘された。  

（3）オレフィンーNOズSO2乾燥空気系におけるSO2の酸化、硫酸ミストの生成に関して次の  

結果を得た。（i）オレフィン対NOズ比3以上の場合、SO2は主としてオゾンーオレフィン反応で  

生成するCriegee中間体により酸化され、OHによって酸化される割合は10～20％程度である。  

（ii）SO2の酸化速度はオレフィン対NOズの初期濃度比によって決まる。（iii）生成する硫酸ミス  

トは休校基準でみた場合二山型分布を持ち、0．1／‘m以下の微少粒子が卓越する。またSO2の初期  

濃度を場加させると、硫酸ミストの数濃度よりはむしろ粒子径の増加がみられる。  

（4）大気圧条件下における各種オレフィンーオゾン反応中間体によるSO2の酸化収率が決定さ  

れた。オゾン1分子当たりのSO2の酸化収率はエチレンが約0．4と最も大きく、有機エアロゾル  

を生成しやすいテルペン類、シクロオレフィン類では0．1以下と小さいことがわかった。  

（5）スモッグチャンバー実験データの計算機シミュレーションで問題となっていたチャンバ山  

内の「未知ラジカル源」はチャンバー壁におけるNO2とH20の不均一反応で生成する亜硝酸に起  

因するものであり、これを反応モデルにとり込むことにより、チャンバーデータは弄反応モデル  

でよく再現し得ることが確かめられた。  

（6）南関東上空における般空機調査により、一度内陸または海上に輸送された汚染物質が海陸  

風や山谷夙により循環し、翌日のオキシダント高濃度出現に重大な影響を及ぼすことが明らかに  

された。またオゾン生成速度の算出に重要なパラメーターであるOHラジカル濃度が、流跡線上  

での炭化水素成分比の時間変化から求められた。   

本研究において得られた成果は58年度から始まる特別研究「光化学汚染大気中における有機エ  

アロゾルに関する研究」に引き継がれ応用される予定である。またこれまでの野外観測結果の一  

都が「スモッグチャンバーによる炭化水素一窒素酸化物系光化学反応の研究一環境大気中における  

光化学二次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究1及び2）－」（国立公害研究所研究報告、  

第32号、第44号）として出版された。  

研究課題1）複合大気汚染ガスに対する光化学反応生成物の研究  

〔担当者〕畠山史郎・酒巻史郎・太田与洋＊・坂東 博・高木博夫・秋元 肇・泉 克幸・  

水落元之・村野健太郎・金谷 健・福山 力・坂本和彦＊（＊客員研究員）  

〔内 容〕本研究では炭化水素、窒素酸化物、オゾン、二酸化硫黄などを含む複合系での二次汚  

染物質を分析・同定し、その生成機構について検討した。本研究で3年間に研究された反応系を  

まとめると次の通りである。  

（1）ギ酸生成に対する水蒸気の効果   

プロピレンーオゾン反応で生成するギ敢の収量は水蒸気の濃度と共に増加する。H20存在下で  

のギ酸の生成機構としては、反応生成物の加水分解によるものと反応中間体CH200とHzOの反  

応によるものの二つがあることがわかった。特にCH200とH20との相互作用を確認するため  

H2180を用いた実験を行ったところ1畠0がギ酸分子中に取り込まれ、CH200とHzOの直接反応  

が一部起こっていることが証明された。  

（2）スモッグチャンバー内における亜硝酸の生成  
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スモッグチャンバー内の加湿空気にNO2を添加すると、チャンバー壁におけるNO2とH20の  

不均一暗反応により亜硝酸（HONO）が生成することが確認され、その生成速度定数が決定され  

た。この反応で生成するHONOは光分解でOHラジカ／レを供給するので、チャンバーデータの解  

析にこの反応を考慮することが非常に重要であることがわかった。  

（3）有機硫黄化合物の光酸化反応   

本年度は前年度のジメチルスルフィドに引き続き、メチルメルカプタン、ジメチルジスルフィ  

ドの光酸化反応を研究し、それぞれの化合物から生成するSO2及びメタンスルホン酸  

（CH。SO3H）の収率を決定した。SO2の収率はいずれの場合も20～30％と低く、CH。SO3Hが  

40～60％以上の高収率で生成することが確認された。さらにこれら有機硫黄化合物の光酸化反応  

機構について検討した。  

（4）アルコールの光酸化反応   

石油にかわる代替燃料として利用される可能性のあるアルコールの大気中光酸化反応機構につ  

いて検討した。メタノール、ゴープロパノールからの水素引き抜きで生成するアルコールラジカル  

と02との反応は大気圧条件下でもはとんど水素引き抜きで、RO2NO2型の過硝酸エステルは生  

成されないことがわかった。  

（5）オレフィンオゾン反応中間体によるSO2酸化収率   

本年度は特に大気中のSO2の酸化反応機構として重要な、Criegee中間体（RCHOO）とSO2の  
反応について検討を行った。オゾン1分子当たりのSO2の酸化収率はオレフィンの種類によって  

異なるが、エチレンが約0．4と最も大きく、有機エアロゾンを生成しやすいシクロオレフィン類  

は0．05以下と最も小さい。テルペン頼を含む他のオレフィン棟ではこれらの中間の0．1～0．3の  

値をとることがわかった。  

（6）C。I16（10ppm）－NO2（3ppm）SO2（2ppm）系での生成エアロゾ）t／について水溶性の全硫黄量、  

全窒素量の定量を行った。その結果、水溶性の含S化合物は、ほぼ全量が硫酸であること、また  

乾燥空気中では微量の含N化合物が検出されたが、硫酸の3％以下で無視し得るほど少ない。  

（7）C2H4、C3H6、lC．H8、Cis2C。HB系での炭素系エアロゾルの定量   

① C2H．くC3H6＜1－C．H8くcis2－C4H8の順に炭素含有量が多くなる。しかも、400CC以下では  

揮発しない炭素成分があることから、高分子量の生成物が含まれていることが考えられる。   

② 乾燥空気系では、炭素含有量が硫酸生成量の1～3割もあり、重要な成分となっている。   

③ 加湿空気系では、炭素含有率は少なく、硫酸の1％以下であり、絶対量からも、乾燥空気  

系に比べて少ないことがわかった。   

従って、生成エアロゾル中の成分としては、乾燥空気系の場合、有機成分がかなり含まれてい  

ること、また加湿空気系では硫酸が主成分であることがわかった。  

〔発 表〕リー29，31，d68～72，74，75  

研究課題 2）複合大気汚染ガスの光化学反応性に関する研究  

〔担当者〕酒巻史郎・秋元 聾  

〔内 容〕本研究では光化学スモッグチャンバーを用いて各種の炭化水素NO∫系、複合炭化水  

素
 
反
 
い
 
 

－NOズ系、環境大気試料等についての光照射実験を行い、光化学オゾン生成の面からその光化学  

応性を明らかにすることを目的とする。そのために前年度までに主に以下の（1ト（4）の検討を行  

、明らかにしたが、本年度は特に（5）の擬似大気試料を用いた実験について検討を加えた。  

（1）炭化水素の光化学反応性の決定  
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オレフィン、パラフィン、芳香族の各種炭化水素についてその炭化水素－NOメ系光照射実験を行  

い、その最大オゾン生成量を実験的に求め、オゾン生成量に関する炭化水素の光化学反応性の一  

般化指標であるオゾン生成ポテンシャル使の決定を行った。また同時にオゾンの最大生成速度を  

測定することによって速度に関する一般化反応性指棲である実効オゾン生成速度定数値の決定も  

行った。  

（2）炭化水素二成分系の光化学反応性の検討   

プロピレントルエンーNOよ系及びプロピレンーブタンーNO∫系の光照射実験から二成分系全体  

の総括オゾン生成ポテンシャ／レと総括実効オゾン生成速度定数を検討し、これらは個々の炭化水  

素の光化学反応性の加成性によって決定されることを明らかにした。  

（3）環境大気採取試料の光化学反応性の検討   

土浦市内で採取した環境大気をスモッグチャンバー内に導入して光照射実験を行った。その結  

果、この大気試料について実験的に決定された総括実効オゾン生成適度定数値は大気中の個々の  

炭化水素のそれら値の加重平均値よりも若干大きな値ヒなることを明らかにし、さらにこの逢い  

について検討した結果、試料大気中の炭化水素ギけでなく、COやアルデヒド等の含酸素化合物の  

寄与についても考慮すべきことを明らかにした。  

（4）SO2－NO∫一空気系におけるオゾン生成   

SOユはラジかレ連鎖反応を形成しNOを酸化してオゾンを生成させ得るが、そのオゾン生成ポ  

テンシャル、生成速度は小さく、通常の炭化水素が共存する場合ではオゾン生成に対するSO2の  

寄与は無視できるものと考えられた。  

（5）擬似環境大気試料の光照射実験   

土浦市内の環境大気炭化水素組成に近似させた炭化水素23成分から構成される擬似大気試料  

を調整し、光照射実験を行った。その結果、このような組成の明白な擬似大気の総括実効オゾン  

生成速度定数値は構成炭化水素のそれら情の加東平均値と一致することを明らかにし、複合炭化  

水素系の全体の光化学反応性はその中の個々の炭化水素の反応性を反映した結果であることを明  

らかにした。また、この擬似大気系にCOやHCHOを添加させた実験も行い、それらの光化学反  

応性についても検討した。  

〔発 表〕D－20，d－1，2，34～42  

研究課臨 3）光化学大気汚染シミュレーションのための化学反応モデルの研究  

〔担当者〕秋元 肇・酒巻史郎・山崎秀郎●・芳田伸明・井上 元（◆客貞研究貞）  

〔内 容〕  

（1）素反応式約160、分子種数約90から成るプロピレンーNOズー乾燥空気系に対する化学反応  
モデルを作成し、スモッグチャンパーデータの解析から実験的に得られたオゾン生成の一般則の  

計算機シミュレーションによる再現、検証を試みた。シミュレーションの結果は、〔03〕m8xと  

′F面応、ノ后及び〔0。〕。5との比例関係を長く再現した。さらに（C。H6〕。／〔NOズ〕。に対する  

〔03〕m8X／〔03〕。Sのプロットは〔C。H6〕。、〔NOズ〕。、々．によらず同一曲線上にのることが示唆され、  

この曲線はオゾンの一般化等濃度曲線として提案された。オゾン生成速度についても同様に、計  

算機シミュレーションは最大オゾン生成速度定数が〔C。H8〕。、〔OH〕m欄Ⅹの積に比例するという実  

験結果をよく再理し、「実効オゾン生成速度定数」の定義づけを明確なむのとした。  

（2）本年度はさらに以前作製した上記の反応モデルについて、その後の文献から得られた新し  

い知見をもとに速度定数の更新、反応式の更新を行った。この修正モデルを用いて、特にスモッ  
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グチャンパー中での不均一暗反応による亜硝酸生成を考慮したとき、乾燥空気系、加湿空気系の  

両者についてプロピレン，NOズ系光化学反応の時間プロフィールが再現できるかどうかの検証を  

試みた。シミュレーションの結果は、亜硝酸の初期濃度として0．1～数ppbを仮定することによ  

り、チャンバー実験データは乾燥空気系、加湿空気系を問わず、用いられた反応モデルで点く再  

現されることがわかった。このことは少なくとも国公研の真空排気型スモッグチャンバーにおい  

ては、上記の不均一暗反応による亜硝酸の光分解で生成するOHラジカ／レ以外には「未知のラジ  

かレ源」は仮定しなくても長いことを示唆しているが、結果の解析については現在なお検討中で  

ある。  

（3）光化学反応モデルに使用される素反応速度定数を測定するため光イオン化質量分析法によ  

る大気化学反応装置を作製した。本年度は特にケテン類と酸素原子の反応について研究し、ケテ  

ン、メチルケテン、エチ／レケテン、ジメチルケテンと酸素原子との反応速度定数が298Kにおい  

てそれぞれ0．043±0．04、1．16±0．13、1．36±0．11及び6．04±0．64（単位はすぺて10▲11  

cm3・mOl‾1・S‾1）と決定された。  

（4）レーザー励起けい光法によってピノキシラジカル（CH2CHO）が初めて直接検出され、そ  
の分光学的性質が明らかとなった。ピノキシラジカルはフッ素原子とアセトアルデヒドとの反応  

の他、酸素原子．とエチレンとの反応でも生成することがわかった。従来酸素原子とエチレンの反  

応は大部分0十C2Hヰ→CH3＋HCOのような反応で進むと考えられていたが、本研究により0  

＋C2H4→C2H30＋Hの反応が重要であることが明らかとなり、大気化学反応として重要な酸素  

原子とオレフィン類の反応経路について、再検討の必要性が指摘された。  

〔発 表〕D－1，d－35，39，102  

研究課題 4）二酸化硫黄一成化水素一窒素酸化物系におけるエアロゾル生成に関する研究  

〔担当者〕泉 克幸・水落元之・村野健太郎・金谷 健・福山 力・森川 陽事・笠原三紀夫■  

（事客員研究貞）  

〔内 容〕  

（1）SO2の光化学的酸化に重要なOHとSO2との反応速度定数をエアロゾ／レチャンパーを用  

いて調べた。大気圧下、30OCで（1．22±0，13）×10－12cm3・mOl‾1・S1が得られ、Calvertらによっ  

て推奨されている値と誤差の範囲で一致することを確認した。  

（2）炭化水素としてC3H。を選び、SO，とNOxを添加して実験を行った。加湿空気中でSOz  

は、03が共存すると反応によって消失するよりも速く壁面へ吸着されるため、SO2→硫酸への転  

換を調べるのは困難であった。実験は主として乾燥空気中で行った。照射開始後、03の生成に伴っ  

てSO2が減少し、エアロゾルの生成が認められた。最大0。生成濃度はSO2濃度によらず、スモッ  

グチャンバーを用いて確立されたノ面則、ノ石則に従うことがわかった。C3H。の消失速度から  

推定したSO2の消失に対するOHの寄与は、〔C3H6〕。／〔NOズ〕。≧3では全消失量の10～20％程度  

であり小さい。C2H。、1－C4H8等についても同様であった。   

C3H6と03との反応で生成するCriegee中間体とSO2との反応が速いことは知られている。  

OHの寄与分を差し引いたSO2の消失速度とCaH8－0。反応速度の間に原点を通る直線関係が得  

られたことから、オレフィンーNOx－SO2系では、03一オレフィン反応によって生成するCriegee  

中間体とSO2の反応が重要であることがわかった。また、種々の〔C。H6〕。、〔NOx〕0に対するSO，  

の消失速度の等高線図を得ることができた。これによると、消失速度は、〔CユH6〕0／〔NO∫〕。比に  

依存し、tC3Ii6〕。／tNOズ〕。≧3の領域では【C。H6〕。の1次に比例している。  

－ 7 －   



生成エアロゾルの個数濃度の最大値は、〔SOぎ】。によらず一定の値（1．2～1．5）×105cm‾Jを示し  

たが、平均粒径は〔SO2〕。に対し、1／3次に近い依存性を示した。従って、〔SO2〕。の効果は数膿魔  

の増加よりはむしろ、粒子径の成長に寄与することがわかった。生成粒子の粒径分布は、体梗塞  

準でみた場合、0・2J∠mを墳とする2山型の分布を持ち、幾何平均径が0．06～0▲1／‘mの微小粒子  

が多く生成していることがわかった。   

消失したSO2の硫酸への転換率を検討したところ約45％であった。微小粒子のチャンバー壁面  

への沈着と、SO2の非水溶性含硫黄有機化合物（高分子を含む）への転換の可能性が挙げられる。  

後者については今後の解明が必要である。  

〔発 表）d3，4，K－8  

研究課題 5）環境大気中における光化学二次汚染物貿生成機構の研究  

〔担当者〕小川 靖・若松伸司・鵜野伊津志・鈴木 睦・村野健太郎・水落元之・五井邦宏●・  

尾野信也■・菊地 立事・栗田秀資■・古塩英世－・須山芳明＊（＊客貞研究貞）  

〔内 容〕地上における各種観測データ、上空における立体分布観測データ等を用いて光化学大  

気汚染の実態を解析し、これらの結果をチャンバー実験で得られた知見や、理論的な数値計算モ  

デルなどと比較検討することにより、環境大気中における光化学二次汚染物質生成機構の解明を  

行うことが本研究の目的である。この目杓のために昭和50年から52年にかけて、関東地方を対  

象として、広域立体分布観測が行われた。このフィールド観測結果は以下の視点から解析された。  

（1）光化学大気汚染の実態把握、（2）環境大気中における光化学反応過程の把握、（3）光化学  

シミュレーションモデルの検証、などである。（1）に関しては、関東地方における光化学大気汚染  

の生成メカニズムには局地気流循環が重要な役割りを果たしており、一度、内陸又は海上に輸送  

された汚染物質は海陸風や山谷凧により循環し、翌日の高濃度出現に重大な影響を及ぼすことが  

わかった。また現象の空間スケールは横方向には100kmのオーダー、高さ方向には1～2kmの  

オーダーである。（2）に関してはラグランジュ的観測システムを用いて、光化学汚染気塊の化学変  

化過程の研究がなされた。炭化水素濃度成分比の時刻変化データを用いて、光化学反応過程で最  

も重要なパラメーターの一つであるOHラジカルの平均濃度の推定がなされ、（2，1±0．9）×10‾7  

ppmの値が得られた。この値はチャンバー実験、数値計算の結果等に一致していた。またこの値  

を用いてNO∫の酸化過程に関する考察を行い、HNO3（g）の生成速度は20％／hのオーダーであ  

ることを得た。一方NO。（p）の生成速度の実測値はたかだか1％／hのオーダーであり、このこと  

からHNO。（g）→NO3‾（p）が律速であることが推定された。（3）に関しては、ラグランジュ型のモ  

デルを用いて、光化学反応モデルの検証がなされた。計算結果と実測結果は、オゾン濃度に関し  

てはほぼ一致していたが、2日以上にわたる汚染現象を再現するためには、早朝の逆転層より上  

の層に滞留しているアルデヒドなどを含んだ前日からの古い汚染空気の成分組成や、これらの古  

い汚染質が、日中の混合層の発達に伴って混合層内にとりこまれる過程をモデルに組み込むこと  

が重要であることがわかった。   

特に本年度は、ガス状物質と粒子状物質を同時に観測することができたとともに、CO、HNO3、  

アルデヒド類、及び有機エアロゾルの立体分布測定にむ成功した。COは、一次汚染物質の移流・  

拡散の指標となるため、よりきめの細かいモデル検証が可能となった。また、HNO3、無機、有機  

ェァロゾル濃度、アルデヒド類等の測定結果を用いることにより、環境大気中におけるエアロゾ  

ル生成過程に関する検討や、前日の影響を含む反応過程の定量的な議論が可能となった。  

〔発 表）K74～84，118，D－12，39，d－21～24，90，93～96  
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2．1．2 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究  

〔研究担当部〕総合解析部：第一グループ・第ニグループ・第四グループ・第五グループ  

計測技術部：大気計測研究室・水質計測研究室・分析室  

水質土壌環境部：陸水環境研究室・水質環境計画研究室  

生物環境部：水生生物生態研究室・生物環境管理研究室  

環境情報部：業務室・情報システム室  

〔研究期間〕55～57年度  

〔研究概要〕本研究は陸水域の富栄養化現象を水質、生物、社会経済等の専門分野から研究し、  

その機構を明らかにした上で、富栄養化防止の諸施策の意義を明らかにし、それらを選択するの  

に必要な環境動態モデルの構築、並びにそれによる防止効果の予測評価を行うことを目的として  

いる。3か年の研究が終了したので、ここに総括報告をするが、特に57年度研究のねらいは、有  

効な富栄養化防止を行うための施策とその効果を裏付けるような環境動態モデルを構築し、それ  

を用いて各種の試算、感度解析等により施策の実効性を確認または立証することである。われわ  

れが構築した環境動態モデルは〔生態系ダイナミックスのモデルだけではなく、負荷流出モデル  

や社会経済モデルもある。しかし、要となる生態系ダイナミックスモデルについていえば、これ  

まで内外で構築されてきたモデルの大部分は、必ずしもフィールドでの現象、実態と整合せず、  

生物種の多様性やその量的消長を細部にわたって説明し、あるいは予測するに耐えるものではな  

かった。今回、霞ヶ浦西浦について構築された生態・水質系動力学モデルは、36の方程式から成  

り、80近いパラメーターが用いられている。その適用にあたっては、霞ヶ涌水域のボックス割、  

水量・水質の変化と収支、光の照射と減衰、一次生産、同消費、食物連鎖機構、栄養塩の流出入  

と内部生産機構などに関する重要な諸元、パラメーター値を、昭和51年以来一貫して行って来た  

フィールド研究調査の成果に求めており、ケーススタディとしては精度、確度の極めて高いもの■  

である。従って、例えばクロロフィルβ量、藻類構成比率、動物プランクトン現存量変動、コイ、  

フナ、イサザアミ、ハゼ、エビの現存量変化、T－N、T－Pの周年変化などに閲し、過去の長期間  

の実測値とその変化傾向とをよく説明し得る。   

環境動態モデルの信頼度の高いもの、精ちなものが得られたことにより、考えられる種々の富  

栄養化防止施策の効果を定性、定量的に知ることができ、また、望ましい生態系像、水質値が設  

定された時、それを実現するためにとるぺき方策、あるいは必要とされる条件等につき有益な示  

唆が得られることは確かである。しかし、動態モデルだけでは富栄養化防止にオールマイティで  

はあり得ない。当然のことながら、栄養塩負荷流出・流速形態の詳細な把握と、それにもとづく  

有効な湖外対策一例えば小規模な稚排水処理、合併排水処理を効果的に行うことの意味、また、  

窒素・リンの下水道系統での除去がどのレベルまで期待できるかを具体的に示し得るような研究  

が必要で、こりためのフィールド調査、プラント実験のもつ意義は大きい。   

以下に、昭和57年度に行ったグループ研究の課題を記すが、1）、2）、3）、4）、5）、6）、7）はそ  

れぞれ環境動態モデルの構築あるいは計算に何らかの形で寄与している。8）、11）、12）は環境動  

態モデルの論及できない範囲の問題について、やはり霞ヶ浦とその流域を対象に行われた防止施  
策とその評価手法に関する研究である。これに対し10）のみは異なり、水質・生物分布や生態系構  

造の比較的とらえ易い湯の湖に関する総合的調査解析である。  
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1）湖への汚濁負荷の流入に関する研究   

2）湖水理及び気象に関する研究   

3）水質及び生物量の変動特性の把捉   

4）霞ヶ浦の魚類及び甲殻類現存畳の季節変動の把握   

5）底泥からの栄養塩の回帰に関する研究   

6）湖の生態系における物質循環の研究   

7）富栄養化した湖沼の水質回復手法の開発   

8）富栄養化促進物質の処理技術の開発及び実用化   

9）湖環境動態モデルの構築  

10）湯の湖の富栄養化機構の解明及びモデル化  

11）富栄養化防止施策の設計・計画  

12）防止施策総合評価手法の開発   

課題ごとに見ると、l）では降下物（dry及びwet）由来の各態N、Pの負荷率を明らかにし、地  

下水から西浦へ流入するN、P堂、農地からの負荷率が判明した他、年間を通じて河川へのCOD、  

N、Pの流出量及びその特性が明確になった。2）では、西浦各水域の流動及び水質分布特性を明ら  

かにし、ボックス分割した場合の、各コンパートメント間の交換流量を、移流分散率の正確な測  

定から算出した。3）に関して、西浦の高浜入、土浦入、湖中心各部それぞれにつき水質量はもち  

ろん、細菌、動・植物プランクトン、ベントスについて、種別、季節別の消長、分布を明らかに  

した。4）では、霞ヶ涌特有のイサザアミ、テナガエビ等の甲殻類、各種魚類の現存量変化を把握  

し、養殖コイへの投餉の有効率とN、P内部負荷率などを求めた。5）の課題は完全な解明には  

至っていないが、N、Pの溶出におけるFe、Mg、Ca、Mn、Siなどの役割を詳細に調べ、基礎実  

験の成果とあわせ、底泥からのリン溶出における関係物質の反応、依存関係を新しいモデルとし  

て提示した。6）西浦の物質循環を調べ、総生産、純生産、光エネルギー転換率などが関係因子を  

含め明らかにされ、ベントスとして重要なユスリカの食性、発生量等を明らかにした。7）では、  

湖中の隔離水界より、栄養塩流入のインパクトや凝集剤使用による除去の効果が水質にどういう  

影響を与えるかがわかり、ホテイアオイの増殖によるC、N、Pの植物への蓄積率が示された。   

8）においては、生活系維排水、合併排水、畜産排水に対し、回転円板、好気・嫌気生物ろ過、  

ひも状接触体によるCOD、N、Pの効果的除去を実験室並びに実際規模で検討し、下水道によら  

ない小規模排水処理が、湖外対策としてもつ意義を明らかにした。9）については冒頭に述べた通  

りである。10）では、湯の湖に流入する有機物、N、Pの負荷率、水収支、水質分布、湖底からの  

栄養塩溶出率などを明らかにし、溶存酸素収支モデル解析によって湖水浄化対策の選択を行った。  

11）は防止施策の総合的検討であるが、湖外における負荷流達率のための諸対策、湖内における内  

部負荷抑制のための底泥除去、藻類回収などの諸対策の効果、実施可能性、経済性、将来水質予  

測などにより、霞ヶ浦の場合の展望、一般論などを示した。12）は、富栄養化の水利用、特に漁業、  

水道に及ぼすマイナス影響を環境経済学的な立場から解明した。  

研究課題1）湖への汚濁負荷の流入に関する研究  

〔担当者〕村岡浩爾・海老瀬潜一・大坪国順・岩田 敏・安部書也・横内陽子・大槻 晃・  

宗宮 功■・園松孝男◆・橘 ■治園■・山本哲也■（事客員研究員）  

〔内 容〕霞ヶ浦への汚濁負荷として、流入河川、地下水、降下物及び湖岸農地について、その  

大きさと変動特性を明らかにし、湖水の富栄養化現象への影響の評価を行った。  
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（1）降下物による負荷  

1977年6月より国立公害研究所屋上において、dry並びにwetfalloutを1か月分ずつ採取し、  

TotaトP、NH．＋TN、NO2－N、NO3－Nの各月降下量を測定した。Org／Nは測定していないが、  

上記の三つの無機態窒素の和をTotalrNとして、TotaトP及びTotalN降下量の季節変化特性  

や経年変化の傾向の検討を行った。年間平均降下量はTotal－Nで1二010mg／m2・年、TotalPで  

36mg／m2・年であり、最近若干増加の傾向にある。月間降下量では、Total－Nが冬季を羊低く春・  

夏に高いのに対して、Total－Pは逆に冬季に高い傾向があり、気象・水文条件との関係の密接さ  

が明らかとなった。  

（2）地下水による負荷  

1979年8月より霞ヶ浦湖岸地域の6～8か所において地下水の水位・水質の観測を継続してい  

る。水質は隔週ごと、水位は連続観測である。地下水水位は降水量の小さな冬季とかんがい期に  

低下する傾向が見られた。水質では、POヰ3▲一Pの濃度変化はNに比べて小さく、冬に低く着から  

秋に若干高い傾向がある。NH4＋－Nは春から秋に高濃度となるのに対して二NO。】－Nは逆に春か  

ら夏まで低く、冬季に高い。水位・水質とも降水量の影響が大きいほか、湖岸農地の影響も考え  

られる。  

（3）湖岸農地からの負荷   

霞ヶ浦へ直接排出される湖岸農地からの負荷を、美浦村大山地区を対象として調査研究を行っ  

た。農耕地の用排水量から水収支及び栄養塩を中心とした物質収支を明らかにし、施肥に伴う栄  

養塩流出量の多さが確認された。  

（4）河川による流出負荷量   

流入負荷量として最も大きなウェイトを占める流入河川については、土浦入を中心とした主要  

7河ノーlの1年間過1回頻度の定時負荷畳観測と晴天時24時間負荷量観測を実施し、年間流出負荷  

量算定の基礎データを得た。このほか、西浦の全流入河川（24河川）について同日負荷観測を実  

施し、西浦への全流入河川による負荷量の総量を明らかにした。晴天時のデータであるが、Total  

－Nで2．095t／年、Total－Pで125t／年、TotalCODで5，080t／年となり、これに降雨時流出分の  

負荷量が加わる。   

また、流域内の土地利用形態の異なる四つの小河川において降雨時流出負荷量観測を行い、降  

雨時流出分の負荷量を求めた。単位流域面積当たりの流出負荷畳は、有効雨量または実質降雨強  

度との回帰式によって算定できることを確認し、モデル式が構築できた。   

毎週1回の定時負荷量観測結果を用い、各河川の流域内土地利用形態別面積比率との統計解析  

によって、水田・畑地・市街地・林地等の流出負荷量への寄与度の比較を行った。エ場廃水・下  

水処理場等の影響の無視できる河川では、妥当な土地利用形態別の寄与度が得られた。  

〔発 表〕E－11，12，59，e－8，C－2～4  

研究課簸 2）湖水理及び潮気象に関する研究  

〔担当者〕村岡浩爾・大坪国順・平田健正・福島武彦・土屋 巌・大西外明■・松尾友矩●・  

中辻啓二■（■客員研究員）  

〔内 容〕  

（1）水質予測モデルの水域分割方法   

湖沼水質の長期予測にはボックスモデルが利用されることが多い。その際、流動に関係する水  

理現象の導入、並びに水域の分割数の決定、分割の方法等が重要な課題となる。ここでは霞ヶ浦  
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での水理現象の現地観測、模型実験、数値解析の結果をふまえて、水深の浅い湖沼における上記  

の問題点を理論的に検討した。この結果ボックスモデルにおける水平混合現象の表現に交換流量  

を用いること、水域分割数が水域の無次元数Pe（（流速）×（湖の長さスケール）／（分散係数））、♪烏  

＝水質の変化速度）×（湖の長さスケール）ノ（流速））により決定されること、並びに水域分割にあ  

たっては交換流量を含めた各ボックスの滞留時間を均等に選ぷペきこと等を明らかにした。また  

この方法を霞ヶ浦に適用して、水質予測モデルの基礎資料とした。  

（2）霞ヶ浦における懸濁態物質濃度の変化特性の把握   

前年度に引き続き霞ヶ浦高浜入に設置した湖上ステーションにおいて風向・風速・流向・流速・  

濁度の連続観淵びを継続した。湖内水質、沈降量、底泥の観測、分析をあわせて行うことにより、  

沈降現象、吹送流、風波による底泥のまきあげ、あるいは降雨による河川懸濁物の流入等により  

生じる湖内懸濁態物質濃度の変化特性を水理的観点から明らかにした。特に懸濁物、底泥組成の  

地点変化特性をもとに、湖内での懸濁物にかかわる物質循環の特性を明らかにした。  

（3）霞ヶ浦の水温変化特性   

霞ヶ浦総合開発計画に伴い霞ヶ浦の水ガメ化が計画されている。水収支の変化により生じる水  

位変動に関しては昭和55年度で既に解析を行ったが、水位変化に伴う湖内生態系の変化予測が重  

要な課題となる。ここではその評価を行うために、生態系に大きく影響を及ぼす水温に関して水  

位変化の与える影響を調べた。3基のタンク（直径1．2m、高さ1m、2m）を作成し、強制混合  

を与えた場合、与えない場合に対して水温鉛直分布の観測を長期間継続して行った。この結果鉛  

直一層モデルによる水温予測では水深の変化の影響が顕著に現れないが、観測結果によると水温  

鉛直分布の日変動パターンが水深により大きく異なることが明らかになった。同時に霞ヶ浦現地  

での水温鉛直分布の長期観測を行い実験との比較検討を行った。  

（4）霞ヶ浦の蒸発量の算定   

湖岸2地点での大型蒸発計による通年観測を継続し、昭和52年7月以来5年9か月の資料を得  

た。この期間の年蒸発量の平均値は632mmであった。また蒸発量の実用的な算定方式のいくつ  

かを比較した結果、風の項が存在する場合には扱い方によって誤差が大きくなることがわかり、  

実用方式としては湖水湿より求める方法が有力であることがわかった。  

〔発 表〕K－86，k－14，E－51，58  

研究課題 3）霞ケ浦の水質及び生物長の変動特性の把糧  

〔担当者〕柏崎守弘・福島武彦・海老瀬清一・岩熊敏夫・高村典子・花里孝幸・大槻 晃・  

河合崇欣・安部喜也・赤羽政亮◆・新井孝昭＊（■客員研究員）  

〔内 容〕霞ヶ浦における栄養塩類・細菌類・動物プランクトン・植物プランクトン・ベントス・  

浮遊性懸濁物量等の現存畳の把握を行うことを目的として、昭和51年以来、霞ヶ浦における数地  

点において継続的に調査を行っている。本年度においては、高浜入4地点、土浦入3地点、湖心  

を含むその他3地点、合計10地点におし）て月に2度の頻度で調査を行った。フィールドにおいて  

測定した項目は水温、透明度、溶存酸素、照度、pHであり．、また実験室に持ち帰った試料につい  

ては各種栄養塩濃度、COD、各種無機イオン、電気伝導度、細菌量、各種藻類塁、各種動物プラ  

ンクトン童、ベントス量、光合成速度、懸濁物質量等の測定を行った。   

昭和57年度は8月上旬までは比較的水温も低く透明度も例年に比べると高かった。8月上旬及  

び9月上旬に台風が通過し、湾奥部において顕著な影響がみられた。クロロフィルα量の最大値は  

台風が通過した後の∂月下句に高浜入湾奥部で観測され、約3DO／′g／】という濃度であった。台風  
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の影響は8月と9月で大きく異なり、9月の台風の通過後は湾奥部の藻類量が著しく減少し、そ  

の状態をしばらく持続した。56年度と比べ冬期は水温が高く、1月下旬に4．20cを記録した以外  

は50C以上の水温を維持した。その結果として透明度は0．5～1．1mと例年に比べて低い値を示  

した。それに伴い、冬期の藻類量、COD濃度等も高く夏期と大差のない水質状態となった。一方、  

水平分布をみると、56年度とは異なって、湖心部から麻生沖にかけても比較的藻類量が高く全水  

域が平均化される傾向を示した。  

〔発 表〕K－86，87，98，k－14，ELl，51，C－12，17  

研究課題 4）霞ヶ浦の魚類及び甲穀類現存畳の季節変動の把捉  

〔担当者〕春日清一・北島能房・田中昌一●・立川賢一◆・稲垣 正＊・小林 稔■・小沼浄司◆  

（■客員研究員）  

〔内 容〕霞ヶ浦の魚類及び甲殻類の現存量を前年に引き続き調査した。その結果、夏期に魚類  

やテナガエビが、また冬期にはイサザアミがが優占するという季節的に動物相が入れ替わる基本  

的パターンは前年と変わらないが、ワカサギの増加、テナガエビ、イサザアミの減少など前年と  

異なった動物組成パターンが示され、年変動の大きなことが明らかになった。このような年変動  

要因の解析にはさらに長年にわたる調査が必要であるが、昭和56年にテナガエビが嚢常に繁殖  

し、夏期から10月までテナガエビの買上げ制限が行われた。このためテナガエビと同時に漁獲さ  

れるハゼ類を主体とする魚類の現存畳が11月まで維持され、漁獲制限に似た効果を示した。これ  

により、昭和57年の越冬イサザアミ群密度は低く抑制された。57年春のイサザアミと動物プラン  

クトンの両者の密度は高い逆相関を示し、イサザアミが湿重10g／mZ以上になるヒワムシ等、ワ  

カサギの初期飼料がほとんどみられなくなった。このことはワカサギの初期生残率にイサザアミ  

の存在が重大な影響を与えていることを示唆した。この年のワカサギの漁獲量は比較的好漁であ  

り、魚類・イサザアミ・動物プランクトンによる捕食関係と漁業等の人為的行為が霞ヶ浦の生態  

系構造形成上重要な意味を持っており、生態系管理が漁業のコントロール、魚類の生酒域の保護、  

魚類の放流などにより比較的容易に行える可能性が示された。   

この特別研究期間に行われた調査と共に魚類や甲殻類の飼育実験も加え、霞ヶ浦での魚類組成  

の単純化やイサザアミの生態学上での重要性が浮き彫りにされた。  

〔発 表〕K－93～95，b－5，h－10  

研究課題 5）底泥からの栄養塩の回帰に関する研究  

〔担当者〕河合禁欣・大槻 晃・柏崎守弘・西川雅高  

〔内 容〕霞ヶ浦の湖底泥には乾泥の0．3～0，1％のリンが含まれている。このリンの夏季におけ  

る藻類異常増殖に対する役割を調べ、湖水の富栄養化防止、水質回復への指針を得ることを目的  

として研究を行った。   

現場での連続的な間げき水採取と分析により溶存元素の濃度変動を測定することを中心に、底  

泥組成、酸化還元電位変動、ESCAによる泥粒表面の分析、湖水中溶存在元素の濃度変動、実験  

室での溶出実験等を行った。これらの結果に基づいてリンの溶出機構を考察し、それによって溶  

出の条件と限界等について検討した。   

現場で採取した間げき水の測定結果から、川底泥のかく乱等により濃度が下がった間げき水中  

のリン濃度が回復（深さ数cmで0．5～1ppm）するには、1週間（夏）から10引立（冬）かかる、  

（ロ）間げき水中では、今まで指摘されて来たリンだけでなく、Mg、Ca、Mn、Siなどの元素も鉄  

一13 －   



の濃度と共に増加し、これらの元素もリンの固定・溶解に何らかの形で寄与している可能性があ  

る、いこの中で、特にケイ素は冬と夏とで鉄の濃度との相関が異なり、冬では鉄の濃度がふえる  

とむしろ減少することが見られた、H間げき水中のリンの濃度こう配はせいぜい0．2～0，3ppl11／  

Cm程度である、ことが示された。   

蘭化還元電位の周年変動から、川底泥の酸化層は12月初めころ厚くなり始め、3月いっぱい  

まで厚くなる、（ロ）この酸化層の生成と消滅は湖水中溶存ケイ素の増加と減少の周期と非常によく  

合っている、などの観察結果から、ケイ酸が鉄等の挙動に関与することによってリン酸の固定・  

溶解に間接的に寄与していることが示唆された。   

ESCAの漸定結果は泥粒表面のリンー鉄比の季節による変化を示し、底泥中のリンのq郡は夏  

季に回帰していることを示唆した。   

実験室での溶出実験では、pHによっては、ケイ酸が2価鉄を固定する可能性があることが確か  

められた。また、底泥の練気化に伴って鉄の溶出が始まったような場合でも吸着されていたリン  

が直ちに検出されるのではなく、pHが上がって溶出が抑えられること、この時の溶出は炭酸ガス  

の供給によって促進されることなどが示された。   

以上のような測定結果に基づいて、底泥中のリンの固定・溶解の機構を図2．1のようにまとめ  

てみた。このような機構から、底泥中のリンはある程度回帰するが、藻類の異常増殖を単独で支  

えるには回帰速度的に少し困難と思われる。また新生沈殿物の底泥表面での分解によるリンの可  

溶化はむしろ湖内循還的要素が強いので、流入負荷やその他の人為的負荷を十分に削減し、また  

湖水の滞留時間を短くすることができれば、底泥に多量のリンが蓄積されていても水質の回復は  

比較的速く進むことを期待し得る。今後さらに定景的な検討を進めていきたい。  

2Fe203・j＝20＋（1／n〉（CH20）n≠4Fe2＋十＝CO3り0＝  

図2．1底泥中のリンの固定・溶解の機構  

研究課題 6）湖の生態系における物質循環の研究  

〔担当者）岩態敏夫・高村典子・花里孝幸・安野正之・春日清一・大槻 晃・佐々 学・  

高橋正征★（†客員研究員）  
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〔内 容〕霞ヶ浦における植物プランクトン、動物プランクトン及び底生動物の生産量と生産速  

度、またこれらの生物問での物質移行畳を測定し物質循環モデルの作成に資することを目的とし  

て調査、研究を行った。また本研究の成果である物質循環機構の解明は、富栄養化防止対策の検  

討の基礎資料とすることができる。得られた成果は次のとおりである。  
1）前年度に引き続き湖内の10地点における植物ブランクトンの光合成活性及び呼吸活性を  

月2匝げつ測定し、物質循環研究の基礎データである一次生産量を求めた。   

2）年間の一次総生産量（GPP、gCm‾2y‾1）は年平均有光層内クロロフィルa量（Be、gm2）  

の一次回帰式、GPP＝130＋6000】】eで表された。霞ヶ浦では年間に900．1300gcm‾2の総一次生  

産が行われており、太陽エネルギーの転換効率は約1％で、これは世界の他の湖沼を比べても非  

常に高い情を示していることが分かった。   

3）前年度に引き続き湖内10地点における動物プランクトンの現存量を月2回測定し、二次生  

産量を推定した。主要出現種であるβ以胴元机7については湖内隔離水界を用いて生産量を測定し  

た。他の種類については前年度までの室内測定データ一に基づき摂会量及び生産量を推定した。  

動物プランクトンの年平均現存量及び年間二次生産量はそれぞれ0．6gcm‾2及び74gcm‾2と  

なった。また一次総生産からの転換効率は約7％であった。   

4）夏期（610月）の動物プランクトンによる摂食量は200gcm2となり、夏期の植物プラン  

クトンの純一次生産量推定値350gcm‾2の約60％であった。夏期の植物プランクトンの大半は直  

接動物プランクトンの餌となりにくい〟わⅥ耶怨であった。従って腐食連鎖が夏期の動物プラ  

ンクトンの生産を支えていることが推測された。   

5）毎月2回、湖内10地点で底生動物の現存量を測定し二次生産量を求めた。優占種である2  

種のユスリカ、7七尾び乃耶〟γ如α点α机‡搭iとCゐ如刀0机揖〆〟椚OS揖の二次生産速度のピークは  

それぞれ2月と5月にあり、植物プランクトンの一次生産の夏のピークとは時期かずれていた。  

年平均現存塵及び年間二次生産量はT akamusiについてはそれぞれ11gcm．2及び18gcm2y  

▼l、C．plumosusについてはそれぞれ0．5gcm‾2及び3．2gcm‾2y‾1であった。ユスリカの生産量  

は一次総生産量の約2％であった。   

6）前年に引き続きユスリカの羽化量を調査した。ユスリカの羽化により約1．5gcm‾2の有機  

物が湖外に取り出されることが分かった。   

7）植物プランクトン、動物プランクトン、底生動物及び環境因子との相互関係の解析を行っ  

た。  

〔発 表〕K97，99，h－2～4，31  

研究課題 7）富栄養化した湖沼の水質回復手法の開発  

〔担当者〕大槻 晃・柏崎守弘・岩熊敏夫・高村典子・花里孝幸・河合崇欣・春日清一・  

安野正之・坂本 充■（◆客員研究員）  

〔内 容〕富栄養化防止の具体策として廃水規制、排水処理、無リン洗剤への切り換えなどが考  

えられるが、これらが実施された場合、既に富栄老化した湖沼はどの程度回復し、生態系はどう  

変化するかを明らかにするなど、防止対策の効果の実証が必要である。また富栄養化した湖沼か  

ら大きな費用をかけずに自然の物質循環過程を利用して栄養塩をどのように回収除去するか等の  

研究も必要である。   

本研究では霞ヶ満高浜入に設置した隔離水界施設を利用して行ってきた。本年度はホテイアオ  

イの成長実験の確認及び炭素・窒素の安定同位体を利用した物質移動過程の研究を行った。得ら  
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れた結果は次の通りである。  

1）高崎沖においても玉造沖と同様、ホテイアオイは増殖成長することが明らかになった。   

初期成長期の生長曲線は表2．1の通りである。  

表2．1得られた生長式  

y＝C。・eODSO7xT 場  所  条    件  初期成長期の生長曲線γ2水分含堂  玉   造  網イケス（18～300C）  o．926  ロ  田  y＝C。・eロ050TITo．916  高 崎 沖  コントロール（23～250C）  y＝Co・e川722メrO．998   隔離水界  y＝Co・eD・1027xTo．錮9   
y：収率（Kq）、CD：初期添加量（kg）  

r：時間（日）   

2）ホテイアオイ中の炭素・窒素・リン含有量は表2．2の通りである。従来から報告された値  

と比べて窒素・リン含有量は極めて低いが、いくつかの仮定をもとに除去率を推定すると、約1g／  

m2のリン、及び約7g／m2の窒素を夏期の3か月間で除去可能であるという結果が得られた。  

表2．2 ホテイアオイ中の炭素・窒素・リン含量  

乾量（800C 72時間）  

場 所  部  C（％）  N（％）  P（％）  水分含量（％）   

上部  32．4   2．1  0．158  

玉  造  
根   32．9   1．2  0．138   

上部  32．6   2．0  0．223   93．3  

高崎沖  
根   30．4   0．95  0．208   95．0   

上部  31．8   2．7  0．267   95．0  

隔離水界  
根   32．8   1．6  0．211   95．3  

3）炭素・窒素安定同位体をトレーサーとする炭素・窒素の循環過程の実験的研究を行った。  

得られたデータを解析中である。  

〔発 表〕c－10～12，h－19，26   

研究課題 8）音栄養化促進物質の処理技術の開発及び実用化  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・稲森悠平・岡田光正・山根敦子・松重一夫・土屋重和・  

吉野善禰■・国包章一●・大垣章一郎＊・戎野棟一事（■客員研究員）  

〔内 容〕霞ヶ浦のような流域内に農村地帯が多い湖沼では、下水道によって処理されず、未処  

理のまま小水路、河川等を通じ湖沼に流入する生活雑排水が多い。またし尿浄化槽が設置されて  

いても、その処理は必ずしも十分と言い難し㌔本研究では、下水道に取り込まれない生活排水中  

の窒素、リンを除去する、ための普及の容易な簡易な処理方法を確立し、その実用化のための性  
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能評価を行うことを目的とする。57年度は嫌気性ろ床処理装置、脱窒用回転円板処理装置、及び  

小水路処理装置の処理性能に検討を加えた。   

嫌気性ろ床処理装置は実容量41で内部にひも状接触材を横掛こ充てんしたものである。本装  

置に生活排水と同程度に調整したBOD200mg／1の人工‾F水を上向流で供給し、その処理水質か  

ら除去性能を評価した。なお実験条件は水温を5、10、20、300C、水理学的滞留時間を7・5、15、  

30時間に設定した。除去性能は水温及び水理的滞留時間により大きく異なり、水温が高く滞留時  

間が長い程良好な処理水質が得られた（30◇C、30時間でBODlOITlg／l、除去率95％）。また、嫌  

気性処理水を好気性処理した後嫌気性槽へ循環させることにより窒素除去率70％が得られ、富栄  

養化の制限要因の一つである窒素が効果的に除去できることが明らかになった。   

脱窒用回転円仮装置は従来の回転円板法の底部の容量を増し、そこに脱窒菌を増殖させるよう  

にひも状接触材を充てんしたものである。なお、円板直径は17cm、円仮数は6枚、円板総面積は  

0．275m2、接触槽は2．1l、脱窒槽は4．31とし、ここに下水処理場から排出される富栄養化の制限  

要因となる窒素を高濃度に含有する汚泥の埋立て後の浸出水を連続的に供給して処理特性を調べ  

た。実験条件としては、回転円仮の面積負荷を2、5、10g／m2・日とし脱窒槽を有する場合と有  

しない場合の両者で行った。その結果、脱窒槽のない場合では窒素除去率はいずれの場合でも  

50％以下であったのに対し脱窒槽のある場合窒素除去は90％程度を示した。このことから従来の  

回転円板法の底部に脱窒槽を設ければ有機物除去だけではなく陸水域の富栄養化の制限要因の窒  

素も効果的に除去できることが明らかとなった。   

小水路は長さ100m、幅50cmの水路を作成し、水路内にひも状接触材を10本充てんした。こ  

の装置にBODlOOmg／1前後の生活鱒排水を2m3／日～10m3／日で供給して処理特性を調べた。  

その結果2m3／日の流速では水温150C以上ではBOD除去率80％程度が得られたが、流量が増加  

し、また水温が低下すると除去能の低下することがわかった。このことから水路により生活排水  

を浄化するには可能な限り低負荷で処理することが効果的なことが明らかとなった。  

〔発 表〕E7，9，10，40，e－5，7，22，24  

研究課題 9）湖環境動態モデルの構築  

〔担当者〕中杉修身・松岡 譲・福島武彦・宮崎忠国  

〔内 容〕湖の富栄養化状態の推移の予測及びその防止対策の評価には、人間活動からの汚濁負  

荷が湖内水質及び生態系に及ぼす影響を記述する数理モデルを用いたシミュレーションが必要で  

ある。本研究では、他の研究課題のもとで調査・解明されたデータ及び知見に基づいて、湖にお  

ける環境動態モデルを構築することを目的とする。   

本研究では霞ヶ浦を対象に湖を四つのボックスに分割し、各ボックス内をそれを構成するコン  

パートメントに分け、湖内への流入、湖からの流出、ボックス間の移流・拡散、コンパートメン  

ト間のやり取りなどの栄養塩収支に基づくモデルを構築した。   

まず、湖内への栄養塩流入量を把握するための流入負荷量モデルを開発した。このモデルは、  

晴天時流出パターンに降水時補正を加えた河川流出負荷に、養殖、農業用水や降水による負荷を  

加えたものである。一部の河川については晴天時と降水時の負荷の分離が困難であったため、タ  

ンクモデルで求められた流量を基礎として負荷一流畳曲線から負荷畳を求めた。   

湖内の水理に関しては、研究課題2）で行った有限要素法による解析で求められたボックス間の  

交換流量を用いた。流出水量については、流域降水量などから求めた流入量と観測水位を組み合  

わせることによって算出した。  
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動態モデルでは、各ボックスを植物プランクトン2種（らん藻及びその他の藻類）、動物プラン  

クトン、魚・あみ類3種（コイ・フナ・ハゼ・エビ及びイサザアミ）、及び栄養塩類4種（有機、  

粒状態及び溶存無機態の窒素及びリン）に分けた。また、植物プランクトンについては種類によ  

る栄養塩摂取の遠いを表すため、内部栄養塩を考慮した。底泥からの栄養塩の回帰が大きな役割  

を担っていることは分かっていたが、その詳細な機構が解明されていないため、回帰は底泥中の  

栄養塩の存在畳に関係しないとして定式化した。   

他の研究課題の研究や文献からの知見に基づいて式の構造とパラメータを決定し、36元の連立  

方程式の数値計算を行い、観測値との適合性の検討を行った。実測値と計算値との比較では、ク  

ロロフィルβや藻類構成比等については比較的よく一致した結果が得られた。栄養塩については  

窒素及びリンのいずれも、トータル成分は比較的よく適合しているが、溶存無機態成分の適合が  

悪かった。   

本モデルを用いて計算した物質循環の状態をみると、イサザアミ・魚類によって外部からの負  

荷のほぼ2倍の栄養塩が底泥から汲み上げられており、底泥・ベントスを介しての腐生連鎖が藻  

類の異常増殖に果たす役割の重要性が強く浮き彫りにされた。  

研究課題10）湯の湖の富栄養化機構の解明及びモデル化  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根敦子・  

盛岡 通●（事客員研究員）  

〔内 容〕霞ヶ浦と比較して水量、水質等の情報の把握が容易な湯の湖を対象として物質循環の  
数理生態系モデルを作成し、三次処理等の防止対策効果の検討を行うことを日的とした。  

1）湯元処理場のリン負荷削減が湖水質に及ぽす影響について、月2回程度の観測調査を行っ  

た。ここで得られた水質データは数理生態系モデルにも使用される。   

2）湖水のサンプリング頻度に関する考察を行った。調査に要するコストと調査によって得ら  

れる情報量とを考え合わせると、T－Pや透明度などは、月1回程度で、またChl，aは月2回程度  

で調査を行えばよいという結果が得られた。   

3）沈殿物に関する調査から、沈降のフラックスが植物プランクトンの現存量を大きく規定し  

ていることが推測された。また沈殿物捕集容器の形状と設置地点による羞についても検討した。   

4）底泥からの窒素の回帰調査に関する検討を行った。①擬似現場法、②チャンバー法、③  

コアー現場法、④数理モデル法、によって得られた回帰速度について統計的検定を行った。その  

結果、最も簡易である④扱理モデル法は、他の3法と有意な差がなかったので、④数理モデル  

法によって湯の湖湖底全域からの溶出速度を求めた。   

5）湯の湖における窒素の収支を明らかにした。処理場や河川から流入してくる■窒素の負荷  

は、湖底へ沈殿する真に、また湖底から溶出してくる量に匹敵した。   

6）昨年度得られたデータを基礎にして、溶存酸素モデルを構築し、溶存酸素の生成及び消費  

にかかわる各因子について、感度解析を行った。このモデルによってばっ気や水中のSSの除去が  

湖水のDO濃度に及ぼす効果について検討した。  

〔発 表〕E－16～18，53，54～57，e－12，40～42  

研究課題11）書架養化防止施策の設計・計画  

〔担当者〕合田 健・田井慎吾  

〔内 容〕霞ヶ浦に流入する汚濁負荷量を流域における排出負荷畢、河川水質、河川特性を考慮  
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して算定し、霞ヶ浦条例による規靴下水道の整備等の富栄養化防止施策の霞ヶ浦水質に及ぼす  

効果を検討した。すなわち、霞ヶ浦流域を流入河川（28河川）流域及び小河川並びに湖に直接流  

入する流域（残流域）をその土地利用形態に基づいてクラスター分析によって山地河川、農耕地  

河川、都市河川などの5グループに分類し、このグループ別の流達率を河川水質、河川流域別排  

水負荷量及び降雨量ヒ雨水流出係数から求めた河川流量ヒから定め、流入河川流域別の排出負荷  

立と霞ヶ浦水質との応答を検討した。霞ヶ涌水質は河川を通して流入するいわゆる陸域由来の  

CODと窒素、リンの流入に基づく内部生産CODとの和として表した。その結果、昭和65年にお  

ける霞ヶ浦水質は霞ヶ浦条例の汚濁負荷削減対策が行われ、下水道整備も計画通り（普及率、湖  

北流域下水道81．8％、常商流城下水道64．2％、単独公共下水道18．4％）進捗したとしてもCOD  

で8ppm（西浦）程度しかならず、環境基準A類型（COD3ppm以下）を達成するためには生活  

排水の徹底した処理、畜産排水対策、面源負荷対策などが必要であることが示された。   

なかでも生活排水の排出負荷量は全排出負荷量のうちCOD＝60％、T－N＝30％、TLP＝33％  

と大きな割合を占めており、下水道整備の他に生活稚排水対策とし尿単独浄化槽処理水質の改善  

が必要である。たとえば昭和65年の湖北流域下水道の普及率を飢．1％、常商流域下水道を91．6％  

とし、さらにこれらの下水道計画区域外の生活排水をすべて小規模下水道（COD＝15mg／1、T－  

N＝15mg／l、TP＝1mg／1）と合併式浄化槽（COD＝20mg／1、TN＝15mg／1、T－P＝2mg／  

1）で処理するとした場合の霞ヶ浦の水質はCODで2ppmほど低下する。生活排水と同様に霞ヶ  

浦流域に多数存在する零細な蕉豚業排水も含めて土壌処理、嫌気性生物処理といった簡易で低廉  

な小規模排水処理技術の確立と、さらにこれらの排水が放流された後で河川、湖沼に入る前に水  

路、土壌あるいは池沼などの自然浄化機能を利用しかつその能力を人為的に向上させ活用するこ  

との必要性が示唆された。この視点は弱年度からの特別研究“自然浄化機能による水質改善に関  

する総合研究”に引き継がれ新たな研究が展開される。  

〔発 表〕E－24，26，27，45，e－18，19  

研究課題12）防止施策総合評価手法の開発  

〔担当者〕内藤正明・中杉修身・北畠能房・原沢英夫●・荻原清子＊（■客員研究貞）  

〔内 容）本研究は、湖利用活動に対する富栄養化影響を定量化すると共に、富栄養化防止施策  

の社会的受容性を検討することによって、防止施策総合評価の考え方及び評価手法の開発を目的  

とする。   

富栄養化影響の定量化については、葦殖業、上水利用を対象にして被害関数の推定を試みた。  

まず、昭和53年度に国公研の行った漁業調査データ等を用いての統計解析の結果、養殖業につい  

ては、透明度、水温といった環境要因だけでなく、給餌方法や曝気装置を所有しているかいない  

かといった影響受容者側での防止対策の有無が、養魚の被害率に影響しうることが明らかになっ  

た。特に、給餌器を用し）ている養殖業者について、透明度及び水温といった環境要医と養魚の被  

害率の間に統計的にみて有意な関係式が得られた。ここでは、昭和53年時点のデータを用いてい  

るため、個々の養魚場の水質データとして近傍の水質測定点のデータを使用したが、現在では主  

要な養魚場に溶存酸素計が設置されているため、被害発生についての疫学とそれに対応する汚染  

の動態との関係について詳細な研究が可能と思われるが、これは今後の検討課題である。ともあ  

れ、この成果iま、生産活動への富栄養化影響に関するデータを収集するには、生産に関するデー  

タと対にして被害データを収集すべきことを示している。   

上水利用への富栄養化影響の定量化については、浄水場における上水生産への影響の定量化を  
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試みると共に、上水の消費者である住民の意識を調査した。すなわち、富栄養の程度に関して対  
照的な霞ヶ浦、琵琶湖の周辺住民が、供給される上水に対してどう感じているか、また、どのよ  
うな対策（浄水器の購入等）を講じているか等を調査した。   

次に、各種の富栄養化防止施策の社会的受容性を検討するために、霞ケ浦という湖環境のもつ  
多面的機能が誰によって、どのように利用されてきたかを歴史的に調べてみると共に、各利用を  

正当化している法律ないし魔贋の休系を明らかにすることを試みた。また、機能利用間にみられ  
る相互作用及び外部効果に対して地域社会がどのように対処してきたかを整理した。その結果、  
署栄養化防止施策の評価は、これら既存の枠組との関連でなされなければならないことが明らか  
となった。   

最後に、評価手法の開発に関しては、時間を考慮した評価手法について予麻的検討を試みた。  

低成長経済の定着、財政赤字の累積の費用効果が時間軸上にどのように分布していくのかを考虜  
して評価する手法が必要とされているが、今後の検討課題である。  

〔発 表〕B－7，b－3，5  
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2．1．3 環境試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研究  

（研究担当部〕計測技術部：大気計測研究室・水質計測研究室・生体化学計測研究室・  

底質土壌計測研究室・分析室  

総合解析部：第一グループ  

技 術 部：理工施設管理室  

〔研究期間〕55～57年度  

〔研究概要〕本研究は長期にわたる環境汚染のモニタリングの手法の一つとして考えられる、い  

わゆる環境試料バンクについてとりあげ、その有効性について検討するとともに試料バンク実施  

の基礎として、汚染の指標となる環境試料の選定方法、長期保存方法の確立を目指した。また、  

日本列島規模の長期的環境汚染の変化を検出するベースラインとして汚染物質に関するバックグ  
ラウンド地域を選定し、その濃度レベルを明らかにしておくことが基本的に必要であると考え、  

そのための手法を確立することを本研究のもう一つの目標とした。さらに上記の目的と関連して、  

環境中に存在する各種未確認物質をモニターするための分析法の研究、測定の高感度、高精度化  

のための機器分析法の開発を加え、以下の五つのサプテーマを設定して研究を実施した。  

1）モニタリングのための試料の選定に関する研究としては、霞ヶ浦湖水の長期的変動を例と  

して、試料サンプリングの時間的、空間的代表性について検討し、測定する成分が変動する要因  

についての理解が必要であることが示された。また、重金属頬を高度に濃縮する水生辞苔頬数種  

につしゝて検討し、これらの植物が特定の水系において、重金属汚染を検出する指標として用いら  

れる可能性があることが推定された。   

2）バックグラウンド地域の選定とそこにおける汚染レベルに関する研究については、陸水域  

の汚染について、前年度選定した摩周湖を対象とし、重金属濃度について前年度とほぼ同じ結果  

を得たほか、γ－BHC、各種PAH等の測定を行った。これら成分はBHCを別にして、諸外国で  

のバックグラウンド値と比較しても極めて低く、この湖を陸水に関するバッグラウンドと考える  

ことが適当であると確認された。   

大気汚染に関するバックグラウンド地域を選定する指標として、山岳地、林野地の7地点にお  

いて各種大気成分を測定、解析した結果オゾン濃度の変動率、主要大気汚染成分の相乗モデル、  

ろ過捕集式エアロゾルサンプラ一による測定などが有効であることが推定された。また、バック  

グラウンド地域における炭化水素の起源として、植物起源の有機物質の検索を行い、モノテルペ  

ンの他にカンファー及びセスキテルペンを新たに大気中に検出した。   

3）試料の保存性に関する研究としては、先年度に採取し、各種の処理条件、温度条件で保存  

した。大気粉じん、底質、生物試料について、それぞれ含有するPAHその他の成分について定期  

的に測定し変化を追跡する実験を進めた。保存開始後半年～1年半の間で物質によっては保存条  

件に従って著しく変化するものがあるこ∵とが確認された。実用的な保存方法については更に検討  

が必要とされる。   

また並行して低温試料庫を利用して、各種の機会に収集した環境試料の保存を行い、あわせて、  

試料バンク運営に伴って生じる諸問題の検討を行った。   

4）環境試料中の未確認物質の検索に関しては環境中での残留性が高く、生物濃縮等を通じて  

人体への影響が懸念される物質を中心に検索し、すすや水道水中にそれぞれにこれまで報告のな  

－21一   



かったPAH系の物質を検出した。   

5）高感度分析法の開発に関しては、前年度に引き続き、HPLC－1CP法、L／－ザpラマン分光  

法について、いずれも実試料への応用を試み、それぞへ微量成分について新しい情報を得る手法  

として有効であることを確認した。また、レーザーけい光法によるPAHの高感度分析についても  

装置の構成と性能の検討に引き続き、摩周湖湖水に応用し、極微畳のPAHを測定することができ  

た。   

本特別研究の中心課題の一つである試料の長期保存性の研究は、問題の性質上、長期にわたる  

息の長い研究を続ける必要がある。保存した試料を利用して次期特別研究で引き続き研究を進め  

てゆく予定である。また、バックグラウンドに関する研究についても同様に長観的な取り組みが  

必要である。今後の課題として、前者については、さらに系統的な実験計画を組んで継続してゆ  

くとともに、乾燥法による保存など、完全ではないかも知れないが、より実際的な方法での保存  

性の検討を行い、既存の保存試料の環境指標としての活用をはかることも重要である。後者に関  

しては、本研究で推論されたバックグラウンド地域選定法及び、そのための指標の選定怯の妥当  
性について、さらにデータを蓄積してゆくことにより検証するとともに、周辺の諸因子との関連  

の解析を進めてゆく必要があろう。   

なお昭和55・56両年度の研究成果は国立公害研究所研究報告、第36号（1982）として出版さ  

れた。  

〔発 表〕K－1，13，k－10，C岬1，5  

研究課題1）長期モニタリングのための試料の選定及びサンプリングに関する基嘩研究  

（1）環境試料の代表性に関する検討  

〔担当者〕河合崇欣・大槻 晃・西川雅高  

〔内 容〕モニタリングの測定スケジュールを計画するに当たって、選定された測定項目が日常  

的にはどのような原因（変動因子）によってどのような変動をしているか、また、それは別の測  

定項眉から類推可能常態予測モデルがある－かどうかが非常に重要な条件となる。この点を数  

理統計的にではなく、現場での現象解析を基にして検討することを試みた。霞ケ浦湖水中の潜存  

元素をICPを用いて、月2回程度約3年間測定した。対象10元素のうち、ケイ紫が顕著な周年変  

動を示すことが明らかになり、原因の一つとして、底泥の酸化避元状態の季節変動が重要な役割  

を果たしているのではないかと思われた。他の元素についてはこれらの問題を検討するにはさら  

に高頻度、高精度の測定が必要と思われる。  

〔発 表〕K嶋11，C17  

（2）重金属汚染検出を目的とする指標植物の選定  

〔担当者〕佐竹研一・植弘崇嗣  

〔内 容〕重金属を高鳴度に濃縮する指標植物を見いだすため、ニューカレドニアに分布する水  

生霹首頬の調査を行った。その結果、水中の量が極めて微量でICP分析の定量限界以下であるに  

もかかわらず、高濃度のNi及びCrを含有する水生辞書類（gcJ和ク∂蝕ぐ～〝7柁之OJJ∫聯わ，Ni690  

FLg／g，Cr254JJg／g：陣sicuh7rhlild7ectons，Ni1561‘g／g，Cr44FLg／g）・及びMnとZnを含有する  

水生辞苔類1種（ム妙毎々何州都＝p．，Mn15300／‘g／g，Zn269／∠g／g）が見いだされた。それぞれ  

の元素のICP分析の定量限界はそれぞれ、NiO．07mg／1、CrO．04mg／1、MnO．02mg／1、ZnO，03  

mg／1なので上記の水生蘇苫額に含まれるNi、Cr、Mu、Zn等の元素は水中の畳に比較して10ユ  
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～106以上の存在比を示し、指標植物として有用である可能性が示された。  

〔発 表〕K－12  

研究課題 2）バックグラウンド地域の選定方法の検討とそこにおける汚染レベル調査  

（1）陸水域バックグラウンドモニタリングステーションの選定法の検討とそこにおける汚染物  

質レベルの調査  

〔担当者〕大槻 晃・河合崇欣・古田直紀・白石寛明・野尻幸宏・安部喜也・横内陽子・  

向井人史・森田昌敏・植弘崇嗣・相馬光之・・相馬悠子・瀬山春彦・堀内清司●  

（－客員研究員）  

〔内 容〕全国的、地球的規模の環境汚染の変化を早期に検出するためには、いわゆるバックグ  

ラウンドと考えられる地域の汚染物質の濃度を知り、そのベースラインを知っておくことが不可  

欠である。   

本研究では昨年度と同様、摩周湖の調査を9月中旬に実施し、湖水、底質及び生物（マス類及  

びウチダザリガニ）試料を採取した。湖水については3地点、5、10、20、50、100、150、200m  

の水深を中心に採水した。重金属元素では、Al、Ti、V、Mn、Fe、Co、Ni、Cu、Zn、Cd、Pb  

を測定し、昨年度の結果を確認できた。湖水中のBHCについてはα－BHCとして25～30ng／kg、  

γBHCとして5～7ng／kgの値が得られ、また多環芳香族化合物中のベンゾ（k）フルオランテン  

0．009ng／1、ベンゾ（a）ビレン0．007ng／1、ベンゾ（ghi）ペリレン0，014ng／1の値が測定された。こ  

れらの値は諸外国のバックグラウンド値と比較してBHCを除き、極めて低いものであった。2回  

にわたる予備調査の結果では陸水域のバックグラウンドモニタリングステーションとして、摩周  

湖は適していることが確認された。  

〔発 表〕K－2～8  

（2）大気域のバックグラウンド調査  

イ．大気汚染成分の測定と指標の検索  

〔担当者〕溝口次夫・功刀正行・伊藤裕康・西川雅高・植弘澄子・宮坂恵子・広瀬妙子  

〔内 容〕大気汚染成分のバックグラウンド濃度レベルの把握、及びバックグラウンド地点選定  

のための指標の検索を目的として過去3年間、本州の山岳、林野地域の7地点を選んで、SOヱ、  

NO，、03、CH小NMHC、SPM及び、降雨成分を測定した。   

測定地点は、東北地方の岩手県三陸町及び秋田県萩形ダムサイト、関東及びその北部地方では  

八満山、茨城県緒川村、及び群馬県矢木沢ダムサイト・中部地方では黒部湖ダムサイト、中国地  

方の広島県高野町である。   

測定期間は、広島県南野町、及び八滞山を除いて、わずか3日～1週間の短期間であった。ま  

た、測定時期もそれぞれ異なるため及び大部分の汚染成分は測定機の検出限界付近であったため、  

それらの結果から直接バックグラウンドレベルを比べることは危険である。   

以上の測定データを解析してバックグラウンドレベル評価のための指標を以下のように検討し  

た。   

i）オゾン濃度の変動率による評価。   

ii）主な大気汚染成分の相乗モデルによる評価。  

iii）ろ過捕集式エアロゾルサンプラ一による評価。  

iv）エアロゾル中の成分濃度による評価。  
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Ⅴ）降雨成分の減衰率による評価。   

このうち、jv）、Ⅴ）についてはデータ数が極めて少ないため、検討の段階に過ぎないが、i）、  

ii）、iii）についてはかなりの精度で評価できるとの確信を得ている。  

〔発 表〕c－39，K9  

ロ．植物起源有機物質の検索  

〔担当者〕安部書也・横山陽子・藤井敏博・向井人史  

〔内 容〕前年度に引き続き、バックグラウンド大気に対する植物起源物質の寄与を明らかにす  

るための調査・研究を行った。特に、モノテルペン炭化水素以外の植物起源物質の検索と、テル  

ペンの気相反応成物の検出を目的とした。千葉県清澄の杉林内での測定の結果、カンファー及び  

セスキテルペンが植物起源のものとして、新たに大気中で見いだされた。また、HトVolサンプ  

ラ一によって集めた粉じん中に、α－ピネン（最も一般的なモノテルペン）とオゾンとの気相反応  

によって生じるケトアルデヒドを検出した。この物質は筑波の松林内紛じん中にも存在した。テ  

ルペン気相反応生成物の実際の大気中での検出例はこれまで皆無に近かったが、今回、αピネン  

のオゾン反応生成物が粉じん中に見つかったことにより、植物起源有機物質が反応を経て、エー  

ロゾルヘ変換していることが確認された。  

〔発 表〕c45，K10  

研究課題 3）環境試料の長期保存法に関する研究  

（1）大気粒子中の有機汚染物質の保存性に関する研究  

〔担当者〕安部書也・向井人史  

〔内 容〕ハイポリュームサンプラーを用いて大気粒子をろ紙上に採取し、直径5cmのパンチに  

より打ち抜いたものをステンレス製容器に保存した。保存条件は、温度として208C、＋200Cの2  

段階、ふん囲気としてはアルゴン及び空気の2種の組み合わせ、合計4種の条件下で保存した。  

6か月後において粒子中のペンゾ（a）ビレンの保存性を検討した結果、温度208Cアルゴン中で  

の保存条件が、傾向として最も良好であった。十200C空気での保存条件は最もベンゾ（a）ビレンの  

回収率が署く、保存期間中の損失が考えられた。分析法の精度を考慮すると、さらに一年後ある  

いはそれ以上の期間経過後の分析が必要であった。  

〔発 表〕K－14  

（2）生体試料の保存性に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔内 容〕ムラサキイガイのホモジネートに各種環境汚染物質を添加し、均一に混ぜたものを作  

製し、ガラス瓶、ガラスアンプル、プラスチック瓶に入れて保存した。保存温度として、1960C、  

－850C、－200Cの3段階をとり1年後、2年後における汚染物質の変化を調べた。エンドリン、ア  

ルドリン、DDEの塩素系農薬においては、保存期間中に変化が見いだされなかった。一方N一ジ  

メチルニトロソアミンについては－20¢cの温度で保存したものは、11960Cで保存したものに比  

較して、2年後で半減しており、保存条件によって損失があることがたしかめられた。容器によ  

る差異は余り明確ではなかった。また、凍結保存法について人血清を用いて保存性を検討した結  

果、汚染元素の保存には適しているが、有機塩素化合物等の保存には適していないことが明らか  

となった。  
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〔発 表〕K16，C－2S，C－42  

（3）環境試料のパイロットバンキング  

〔担当者〕安部書也・森田昌敏・植弘崇嗣  

〔内 容）大気粉塵、湖水、ムラサキイガイ等の生物試料、毛髪等の人体試料、湖底質等を、冷  

凍保存室に入れ、小規模のバンキングを行った。試料バンクの管理のために、マイコンを用いて  

在庫管理を行うこととし、各種試料の入力フォーマットを定めた。またいくつかの種類の試料に  

ついては、在庫内容をフロツピーディスクに書き込み、検索が可能となるようにした。  

〔発 表〕K【17  

研究課題 4）環境試料中の未確認物質の検索  

〔担当者〕安原昭夫・白石寛明・大槻 晃・森田昌敏  

〔内 零〕人類が作り出し、現在実際に使用されている人工化学物質は数万点に及ぶが、さらに  

年々新しく開発されている。しかし、その有益性の反面、使用中に又は使用後の廃棄を通してそ  

れらが環境を汚染し、自然における生態系に深刻な影響を与えつつある。また、種々の燃焼過程  

を経て排出される粉じん中には多くの化合物が含まれており、呼吸を通して肺に蓄積し人の健康  

に悪影響を及ぼすことが報告されている。本研究では昨年に引き続き残留性が高く、また生物演  

縮等を通して人体への影響が懸念される物質を中心に検索した。   

大気粉じん、特に煙突のすす、水道水及び人血清を中心に種々の手段を用いて検討した。   

煙突のすす中に発ガン性はベンゾ（a）ビレン程高くないがナ7ト〔2，1，8－qra〕ナ7タセン  

を検出した。水道水中には塩素化された種々の多環芳香族化合物が検出されたが、標準化合物が  

入手できないため完今な同定にはいたっていない。人血清に関しては、臨床検査センターにおい  

て収集した、プールド血清を冷凍保存したものを試料とした。再溶解した血清31を、ジクロルメ  

タンを用いて抽出し、溶媒留去後ヘキサンに展溶する。アセトニトリルを用いて分配を行い、ア  

セトニトリル相を集め、ヘキサン溶解後、フロリジルクロマトグラフイ←によリ8フラクション  

に分画し、GC／MSを用いて同定を行った。フタル酸エステル、DDE、有機シリコン化合物、コ  

レステロール等が検出された。  

〔発 表〕K－18，19，22，C－13，30，33  

研究課題 5）微量汚染物賞の高感度分析法の研究  

（1）有機ヒ素及び有機リンの同時モニタリングのためのHPLCICPに関する研究  

〔担当者〕森田昌敏・植弘崇嗣  

〔内 容〕分離能のすぐれた高速液体クロマトグラフィー（HPLC）と高感度・高選択性元素分析  

法である誘導結合プラズマ発光分析法（ICP）を結びつけることにより、微量元素のキャラクタリ  

ゼーションが可能となった。ICPの分光器としてエシェル分光器を用い、その高い分解能の故に、  

他の元素からの干渉の少なしゝ元素選択性を高めた。HPLCTICPを環境試料中のヒ素及びリンの  

トレースキャラクタリゼーションに応用した。海産生物中の亜ヒ酸、ヒ酸、メチルヒ酸、ジメチ  

ルヒ酸、アルセノベタインはイオン交換タロマトを用いたHPLC－ICPにより分離・定量が可能と  

なった。またリン酸、ジリン敢、トリリン醜及びヌクレオチド類の分離・定量も可能となった。  

〔発 表〕K－20，C－29  

－25   



（2）レーザーラマン分光法による底質土壌中の汚染化合物の直接分析法の研究  

t担当者〕相馬悠子・相馬光之・原田一戦●（－客貞研究員）  

〔内 容〕；実際の環境試料のラマン分光法による分析を試み、コールフライアッシュ及び底質試  

料として摩周湖底質の鉱物分析を行った。それぞれの試料について平均的組成を調べる粉末の測  

定の他に、レーザー光の集光性を生かした顕徴ラマン法により、顕微鏡で一つ一つの粒子を見な  

がらラ’マンスペクトルを得ることを試みた。調掟は普通ラマン装置を使用したのでラマン光の光  

束は20／′であり、スペクトルが得られた粒子径は20～100／‘程度の大きさのものである。コール  

フライアッシュについては、結晶としては石英、他に普通ラマン法ではバックグラウンドとして  

かくれてしまいがちなケイ酸塩ガラスのスペクトルが得られ、また、これら粒子の外側を不定形  

炭素が覆っていることをラマンスペクトルにより確かめた。   

摩周湖底質では、石英、－長石、輝石、クリストバライトのスペクトル分析を行い、粉末Ⅹ線回  

析との比較を試みた。特に粉末Ⅹ繰回析では測定できない火山ガラス等のケイ酸塩ガラスについ  

ての情報がある程度得られることがわかった。  

t発 表〕K－21，C25，27  

（3）レーザーけい光法による多環芳香族炭化水素の高感度分析  

〔担当者〕古田直紀・大槻 晃  

〔内 容〕日本のバックグラウンド地点として摩周湖を選び、摩周湖の水の中に存在する低濃度  

の多環芳香族炭化水素（PAH）を測定するために、パルスレーザーを用いた高感度けい光分析シ  

ステムを開発した。通常のけい光分析計で光源として用いられているキセノンランプを、窒素レー  

ザー励起の色素レーザーに換えて、検出感度を1桁から2桁改善することができた。開発した高  

感度けい光分析システムを、高遠液体クロマトグラフィー（HPLC）の検出器として用い、ベンゾ  

（α）ビレンに対し、180フェムト・グラムの検出限界を得た。HPLC時間分解ケイ光分析法により、  

摩周湖の水の中に含まれるPAHを分析し、ベンゾ（々）フルオランテン、ペンゾ（α）ビレン、及び  
ベンゾ （ghi）ペリレンに対し、それぞれ0．009ng／1（ppt）、0．007ng／1（ppt）、0．014ng／1（ppt）  

の分析結果を得た。  
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2．1．4 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究  

〔研究担当部〕大気環境部：大気物理研究室  

総合解析郡：第一グループ・第ニグループ  

環卿青報部：情報システム室・情報調査室  

計測技術部：分析室  

技 術 部：理工施設管理室  

〔研究期間〕55～58年度  

〔研究概要〕広域化、複雑化した環境汚染を測定し、解析するために、1）大型レーザーレーダー、  

及び2）分光型レーザーレーダーを主とする車載システムによる大気汚染計測手法の開発、3）  

航空機・衛星を用いて得られる環境パターン情報の処理解析手法の開発を行った。また、4）こ  

れらの手法によって得られたデータから汚染状況を認識するための処理手法と、これら手法の実  

用性の検討とを行った。   

57年度では、大型レーザーレーダーに関しては、カラーグラフィックディスプレイを用いた  

レーザーレーダー画像表示システムの開発、広域汚染分布計測手法の高精度化のための減衰補正  

手法の検討と地上測定データとの比較、混合層構造及びエアロゾル鉛直分布の研究、広域風系測  

定データ解析プログラムの開発などを行った。   

分光塑＝／一ザーレーダーとしては、YAGレーザー励起色素レーザーを用いたNOz測定用  

DIALシステムについて、室内実験による性能評価を行い、環境濃度測定用のシステムの設計と  

受光部・信号処理郡の製作を行った。赤外半導体レーザーを用いた高感度検出システムについて  

は、9～11FLm領域のレーザー素子を用いて4MHzの周波数安定度を得て、4×104Torr・mの最  

小検出感度を得た。   

環境パターン情報の処理解析手法に関しては、霞ヶ浦の航空機マルチスペクトルスキャナー  

（MSS）データにより水質分布を定量化するために、各種水質要素と水面反射率との回帰分析を  

行い水質推定モデルを構成しキ。また、複数時期の画像データを重ね合わせ、変化を抽出するこ  

とによって植生の動態をモデル化することを試みた。さらに画像データの雑音除去方式の開発及  

びソフトウェアの拡充を図った。   

環境認識のためのデータ処理法の開発と手法の実用性の検討としては、レーザーレーダーデー  

タの濃淡レベ／レの有効な強調と、混合層高度自動決定との画像処理技術を開発した。また、パター  

ンデータを利用した測定局の最適配置法と地上測定局データからパターンデータを生成する手法  

とを検討した。  

研究課題1）大型レーザーレーダーによる広域汚染の計測手法の開発  

〔担当者〕中根英昭・笹野泰弘・清水 浩・杉本伸夫・竹内延夫・松井一郎・溝口次夫・  

功刀正行  

〔内 容〕本研究では、大型レーザーレーダーの機能を拡充し、広域汚染計測手法を確立する。  

さらに、広域汚染の実態把握並びに、その時間的推移から広域の移流・拡散現象の解明に必要な  

汚染質空間分布データの蓄積を図ることを目的としている。   
前年度までに、装置間発関係では、装置の試験・校正法、メンテナンス手法の確立、各種ノイ  
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ズ対策、装置本体の熱歪みの影響の防止対策を行ってきた。データ処理関係では、測定・制御プ  

ログラム、ミニコン・大型電算機間のデータ伝達システム、データ処理・表示プログラム、デー  

タ質チェックプログラムの開発を行った。   

57年度においては、画像表示システムの開発、広域汚染分布計測手法の高精度化、混合層構造  

及びエアゾル鉛直分布についての研究、広域風系測定データ解析プログラムの開発を行った。   

項目ごとの主要な成果は以下の通りである。  

1）大型レーザーレーダーに付属するミニコンピューターとカラーグラフィックディスプレイ  

を結合し、画像データの蓄積のためのハードウェアシステムを完成した。   

2）広域エアロゾル分布データの信額性の向上のため、減衰補正手法の検討、地上測定データ  

との比較、気象条件や発生源との対応の検討を行った。減衰補正に関しては、エアロゾル洩度に  

比例した減衰係数を用いる手法について検討した。   

3）混合層構造の時間変化を明らかにするとともにエアロゾル鉛直分布に関するデータの蓄積  

を行った。   

4）広域風系測定データ解析プログラムを開発した。  

〔発 表〕K－36，D－21～24，d－43～48，65～67  

研究課題 2）分光型レーザーレーダーによる汚染質空間分布の計測手法の開発  

〔担当者〕杉本伸夫・竹内延夫・笹野泰弘・中根英昭・清水 浩・溝口次夫・功刀正行  

〔内 容〕1）前年度までに明らかにされた問題点を考慮し、YAGレーザー励起色素レーザー  

を用いたNO2測定用DIALシステムについて、室内実験に基づぐ性能評価を行った。これによ  

り、レーザー波長の選択、波長幅の決定、2波長切り換えの方式の検討、データ処理法の検討を  

行った。測定精度の見積りの結果、環境濃度のNO2が実用的な精度で測定できるという結論を得  

た。これに基づき、YAGレーザー励起色素レーザーを用いた新システムの設計を行い、受光部と  

信号処理部の製作を行った。   

2）前年度は赤外半導体レーザー（PbSSe、発振波長4．5～4．7iLm）を光源とするCO気体高  

感度検出システムを試作した。   

57年度は、炭化水素、0ぎ等多くの大気汚染気体の吸収スペクトルが存在する9～11JJm領域で  

発振する赤外半導体レーザー（PbSnSeTe）を光源とする装置を試作し、システムの動作特性を測  

定した。エチレンを試料気体とし、レーザー発振周波数を吸収線中心にロックする方式により4  

MHz（売104cm1）の波長安定度を得た。最小検出濃度は4×10」4Torr・mであったが、吸収線  

の選択によりさらに高感度の計測が可能である。  

〔発 表）K38，D25～27，d－49～54  

研究課題 3）環境パターン情報の処理解析手法の開発  

〔担当者〕安岡善文・宮崎忠国  

〔内 容〕人工衛星、航空機を利用した遠隔計測手法により、広域環境情報を抽出するための処  

理解析手法について検討を行った。  

（1）水質分布の推定   

広水域の水質分布を定量的に推定することを目的として、データの収集実験、水質の定量化を  

行った。実験水域として昨年度に引き続き霞ヶ浦を選び、昭和57年10月及び昭和58年1月の2  

回にわたり、航空機によるマルチスペクトル画像データの収集、グランドトルースデータ（水質  
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及び水中、水面での輝度スペクトル）の収集を行った。さらにこれらのデータをもとに水質推定  

モデルを作成した。水質の定量的推定では（i）大気による影響、（ii）水面反射光による影響、Giさ  

水質組成の遠いによる影響、の評価が不可欠である。ここではまず、リモートセンンングにより  

得られた輝度と水面で測定された輝度の回帰分析により、大気の光路輝度及び大気の透過率を、  

また水中における輝度と水面における輝度の回帰分析により水面反射光強度を推定する方法を開  

発した。次に、大気及び水面による影響を除去することにより得られた水面分光反射率と各種水  

質との回帰分析により、水質推定モデルを構成し、水質分布図の作成を行った。  

（2）植生変化の把握   

時間とともに変化する植生をリモートセンシングにより計測し、その動態を把握することを試  

みた。まず複数の時期に得られたリモートセンシングデータの重ね合わせを行い、植生の変化を  

抽出する手法について検討した。データは、当研究所実験ほ場及び埼玉県丘陵地帯において航空  

機により撮影されたマルチスペクトル画像を用いた。特に、実験ほ場におけるデータでは、裸地、  

草本、木本の変化を遷移確率行列により記述し、植生動態変化をモデル化することを試みた。  

（3）画像処理手法の開発   

対話型画像処理システム（1PSEN）のソフトウェア拡充を図った。特に、リモートセンサーの  

電気的雑音に起因する各種の画像雑音について、その除去方式を開発した。また、ソフトウェア  

システムの可搬型化について検討を行い、画像処理システムのVAXll／780への移行を試みた。  

〔発 表〕K－39，40，k－15，A－24～26，a－17～21  

研究課題 4）分布パターン情報を用いた環境汚染解析及びその環境施策への適用性の検討  

〔担当者〕内藤正明・飯倉善和・落合美紀子・大井 紘・新藤純子・宮本定明＊（事客員研究員）  

〔内 容〕本研究では、遠隔計測の一つの利点ヒして得られる汚染濃眉の′ヾターン分布を用いて  

環境汚染状況を把握し解析する手法を開発するとともに、環境施策の立場から、汚染状況を監視  

しようとする際に遠隔計測技術の果たすべき役割を検討する。  

（1）レーザーレーダーデータの画像処理   

レーザーレーダーにより得られる2次元パターンデータから、画像内の地点間の濃度差が評価  

しやすく、かつ明確に濃度が認識しやすいように画像処理をする方法を提案し、実データに適用  

し、方法の有効性を確かめた。この方法は、最小と最大以外の濃淡レベルでは、原データと濃淡  

レベルが線形の関係を保つように画像強調をしたものである。最小、最大の濃淡レベルに対応す  

る原データ間値を決定するために画像のエントロピー最大化を行っている。さらに、レーザーレー  

ダーによって得られたエアロゾル鉛直濃度分布の時間変化を表すパターンから、混合層高さを自  

動決定する画像処理技術を開発し、得られた混合層高さの平滑化法を検討した。また、昨年度に  

引き続いて、レーザーレーダーによって得られたパターンデータの平滑化法につき検討した。  

（2）汚染状況把握のためのパターンデータの生成と利用及び地域代表性の検討   

上記平滑化されたデータをもとに、測定局の最適配置を行う方法を検討した。また、汚染状況  

を濃度分布のパターンとして把握しようとするときに遠隔計測技術が果たす役割を明らかにする  

ため、地上測定局データからのパターンデータの生成の手法と局数削減法の有効性を検討した。  

さらに、地域代表性を待った大気汚染データを取得するための局配置法について検討した。これ  

に加えて、探索理論に基づく、大気汚染の移動測定計画の決定法を開発した。これは、移動遠隔  

計測の実用的適用のための一つの基礎研究である。  

〔発 表〕K－37，41，A－5，6，b－1，2，11，12  

－ 29 －   



2、1、5 汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究   

〔研究担当部〕環境情報部：情報調査室  

水質土壌確墳部二土壌環境研究室・陸水環境研究室・水質環境計画研究室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間）56～59年度  

〔研究概要〕近年の下水道の普及に伴って発生量が増大しつつある下水汚泥は、多量の肥料成分  

や有機物並びに土壌改良効果をもつ成分を含有することから緑農地での有効利用（土壌還元）が  

企画されつつある。   

本研究は、下水道の緑農地への還元を環境保全の立場から評価しようとするものであり、農耕  

地を対象として下水汚泥の還元が土壌囁境に与える影響と下水汚泥中の有艶、無梯成分、重金属、  

界面活性剤等諸成分の土壌環境での挙動及び土壌をとりまく陸水及び大気環境への汚泥成分の負  

荷を長期連続還元下で明らかにするとともに、これらの成果をもとに環境影響を考慮した下水汚  

泥の土壌還元基準を立案することを目的ヒしており、以下の研究課題が設定されている。  

1）汚泥の連用が土壌の性質及び植物生育に与える影響について   

2）汚泥成分の土壌環境中での挙動について   

3）汚泥の土壌還元と陸水環境影響について   

4）汚泥の土壌還元が環境に与える影響の総合的解析と還元基準に関する検討   

57年度においては、汚泥の連用が土壌の性質と植物生育に与える影響に関しては、公害研内の  

畑ほ場、有底枠、地温制御ライシメーター及び国内各地の各種汚泥の連用土壌について物理性、  

化学性、微生物性及び植物の生育状況が調査された（研究課題1））。汚泥成分の土壌環境中での挙  

動に関しては、地温制御大型ラインメーター、有底枠及び畑ほ場を用いて表層土に施用された汚  

泥中成分の地下浸透の追跡実験が実施されたほか汚泥中成分の浸透機構や浸透に与える各種要因  

の解明のための基礎的研究が実施された♂また、汚泥の土壌還元に伴う大気環境影響に関しては、  

汚泥多量連用土壌からの窒素及び炭素の揮散状況が詳細に追跡された（研究課題2））。汚泥の土壌  

還元と陸水環境影響に関しては、表層土に下水汚泥が施用された水田土壌の田面水と浸透水につ  

いてその藻類生産力（AGP）が測定され、陸水環境影響を寓栄養化の側面から評価するための研  

究が行われた（研究課題3））。56年度に得られた研究課題1）～3）のデータについて統計学的手法  

を用いる解析が開始された（研究課題4））。  

〔発 表）E－52  

研究課題1）汚泥の連用が土壌の性質及び植物生育に与える影響について  

〔担当者〕藤井園博・向井 哲・久保井徹・服部浩之・広木幹也・村岡浩爾・大坪国順・岩田 敏・  

山口武則・辻本哲郎－・大羽 裕◆・松坂泰明＊・矢崎仁也－・和田秀徳事（＊客員研究員）  

〔内 容〕土壌中での物質の挙動は、土壌の性質や植物の生育などによって影響される。本課題  

では、下水汚泥の連用に伴う土壌の物理、化学及び微生物的性質とこれらが複合して発現する諸  

性質の変化及び土壌の性質を反映する植物生育の変化を追跡し、下水汚泥の土壌還元を土壌「植  

物生態系への影響の面から評価することを目的としている。   

57年度における主要研究成果は次のとおりである。  
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（1）汚泥連用土壌の物理性   

汚泥連用土壌の物理的特徴を明らかにするために公害研内畑ほ場の石灰凝集生活下水汚泥を連  

用した淡色黒ボク土壌について土質試験を行ったが、無施用あるいは化学肥料連用土壌との差は  

認められなかった。  

（2）汚泥連用土壌の微生物性   

汚泥中窒素の土壌中における変化に関与するアンモニア酸化細菌、亜硝酸酸化細菌、硝酸還元  

菌及び脱窒菌の菌数を測定し、これらの菌数は、汚泥施用直後から3日後にかけて施用前の10倍  

以上に増加すること、その後も高い菌数が維持されることを明らかにした。  

（3）汚泥施用土壌における植物の生育   

石灰凝集生活下水汚泥を施用した水田土壌における水稲の生育を調査した結果、移植後初期の  

生育（伸長、分けつ）は、施用量の増加に伴い抑制される傾向にあり、多量施用（2t／10a）では  

実に異常が認められること、初期の生育抑制は後期七は回復し、もみ収量は施用畳に応じた増加  

を示すこと、もみ収量は汚泥多量区が化学肥料区より多いが、わら収量は化学肥料区が多いこと  

などを明らかにした。  

〔発 表〕e－36，37，39  

研究課題 2）汚泥成分の土壌環境中の挙動について  

〔担当者〕藤井園博・高松武次郎・向井 哲・久保井徹・服部浩之・広木幹也・村岡浩爾・  

大坪国順・岩田 敏・山口武則・袴田共之・麻生末雄－・高橋英一■・吉田富男●・  

佐藤邦明●・陶野郁雄＊（一客貞研究員）  

〔内 容〕本研究課題では、下水汚泥の連用土壌における汚泥成分と付随する重金属並びに界面  

活性剤などの形態変化、植物による吸収、残留、大気への揮散、地下浸透、水田田面水への溶出  

等の挙動と陸水水質に与える影響を解明するとともに土層内での物質の浸透機構のモデル実験に  

よる理論的解析と実際の土壌で追跡した浸透現象と合せて、下水汚泥の土壌還元による物質の土  

層内移動の数理モデルを構築し、地下水への物質移動の予測シミュレーションを行う。   

57年度における主要研究成果は次のとおりである。  

（1）汚泥連用土壌における有機物の形態   

57年度は、汚泥連用土壌の腐植物質の形態分析を行い、汚泥の施用は、土壌中の腐植酸とフル  

ボ酸を増加させ、増加量は、フルポ酸が腐植酸より多いことなどを明らかにした。  

（2）汚泥及び土壌中の重金属の形態   

石灰凝集生活下水汚泥とその連用土壌の重金属（Zn、Mn、Cu）を各種抽出溶媒を用いて抽出  

し、その存在形態を比較した。その結果、ZnとMnは、汚泥及び汚泥連用土壌中ともキレート態  

（EDTA抽出）が最も多く、主要存在形態に差がないが、Cuは、汚泥中と土壌中で主要存在形態  

に遠いがあることが明らかにされた。  

（3）畑土頓における汚泥成分の地下浸透   

制卸環境下にある大型ライシメーター（淡色黒ボク土を充てん）を用いて、表層土に施用され  

た汚泥中成分の地下への移動を追跡した。その結果、汚泥の施用によってライシメーター底部（土  

層の深さ230cm）から抽出される浸透水中のNO3－N、Cl及びCa濃度が著しく上昇すること、  

汚泥として施用された窒素は、裸地区では年間施用量の約60％が、植物を栽培した区では、約  

40％が下層土に移動することが明らかにされた。  

（4）下水汚泥成分の大気への揮散  
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下水汚泥連用土壌から大気への炭素（CO2）と窒素（NH。、N20）の揮散を地温制御畑地用大  

型ライシメーターを用いて測定した。その結果、3種のガスともその発生量は汚泥施用直後から  

翌日にかけて最大になり、その後低下していくこと、かん水（土壌水分の増加）によって急増す  

ること、夜間は昼間に比べて低下することが明らかになった。また、施用後1か月間の積算発生  

量はCO2－Cでは施用全炭素の1，9～2．4％、NzONとN‡J√Nでは兼用全窒素のそれぞれ  

0．010％及び0．013％に相当することが判明した。  

（5）土層中の浸透流に伴う物質移動   

汚泥連用が実際に広域的に転地に適用される場合を想定して、選定されたモデル畑地において  

物質移動の基本となる地下水位と水質の現地観測を行った。またボーリングによる土質調査に  

よって透水層、透水係数等を明らかにし、それに基づいた数理モデルを組み、現段階で浸透流の  

シミュレーションが可能となった。   

→方、地表から地下水に至る鉛直不飽和撃退が汚泥成分の移動に対して重要な役目を担うが、  

これを詳細に解明するため、大型ライシメーターに降雨発生装置を設置、設定降雨パターンの発  

生テストを完了した。  

〔発 表〕e－33，38，i－22  

研究課題 3）汚泥の土壌還元とその環境影響について  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根敦子・  

合葉修一●・栗原 康－・佐藤敦久■・鈴木基之－・吉田富男書・高村義親－  

（■客員研究員）  

〔内 容〕土壌は畑地では地下水を通じて、水田では田面水を通じて陸水域と深しゝ関係を有して  

いる。従って土壌への下水汚泥の還元にあたっては陸水域に及ぽす影響をも考慮に入れた還元方  

策が確立されなければならない。本課題では、下水汚泥施用土壌の浸透水及び田面水の藻類生産  

力（AGP）を明らかにすることによって下水汚泥の土壌還元に伴い陸水環境が受ける影響を富栄  

養化の側面から検討する。   

57年度は、石灰凝集生活排水汚泥を乾物として2，5～20t／haの割合で施用した水田土壌と化学  

肥料施用土壌（施肥量は、水稲の標準施肥量）の浸透水と田面水について藻類の潜在生産力（AGP）  

を測定した（供試藻類滋わ祁鮎～γ〟椚叫）γ如γ柁d拗椚）。その結果、両土壌の浸透水、田面水ともリ  

ン、窒素、EDTAの添加がなければ藻類は生育しないことが明らかにされた。  

研究課題 4）汚泥の土壌還元が環境に与える影響の総合的解析と還元基準に関する検討  

〔担当者〕藤井図博・高松武次郎・向井 哲・久保井徹・服部浩之・広木幹也・須藤隆一・  

田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根敦子・村岡浩爾・  

大坪国順・岩田 敏・袴田共之・山口武則  

〔内 容〕■本課題では、研究課題1）～3）で得られた研究結果から下水汚泥の土壌還元が土壌の性  

質と植物の生育、汚泥成分の土壌環境中での挙動と大気及び陸水域への移動並びに陸水域へ移動  

した汚泥中成分の陸水水質と富栄養化等陸水環境に与える影響等を総合的に把握するとともにモ  

デル実験の結果を加え総合的見地から下水汚泥の農耕地への還元基準を立案することを目的とし  

ている。   

57年度は、研究課題2）で得られた下水汚泥及び化学肥料を連用した4種の土壌（有底枠試験）  

の浸透水中成分の分析データについて、本格的な解析に先立って、データの統計的特徴を抽出す  

、 32 －   



るためのデータモニタリングを行った。対象データは、経時的に得られた10分析項目（Cl、PH、  

NIi√N、NO2rN、NO，－N、PO4、K、Na、Ca、Mg）の各816．1国のデータである。   

土壌種類4×処理（汚泥／化学肥料）2の8層に層別し、各層ごとに対数変換処理及びスミルノ  

フ・グラブス検定による異常値探索と異常値削除処理を行った結果、各層ごとの名分析項目のデー  

タの歪度・尖度は、これら処理前に比較して小さく、正規分布に近似することができた。そこで、  

それらデータを用いて、汚泥区と化学肥料区の各データに対する主成分分析を施した結果、沖積  

水田下層土及び黒ボク土では両区の違いが著しく、他方、砂質土及び淡色黒ボク土では顕著な違  

いが見られず、10分析項目を総合的に評価した場合、前2土壌における汚泥の影響が大きいこと  

がうかがわれた。  
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2．1．6 有害汚染物質による水界生態系のかく乱と回復過程に関する研究   

〔研究担当部〕生物環境部：水生生物生態研究室  

環境生理部：慢性影響研究室  

環境情報部：情報調査室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間〕56～59年度  

〔研究概要〕有害汚染物質の多くは最終的には水界へ流入集積することから、水界生態系への影  

響が重要視され、これらの標準的な影響評価方法の確立が望まれている。そのため本研究では個々  

の生物種に対する影響についての検討も行うが、汚染物質の生態系に対する影響の研究に重点を  

置くものである。ここでは重金属等で汚染された河川における生物相の変化を藻類から魚まです  

べてを含む系の変化として把握しその特徴を明らかにしつつある。さらに実験室規模のモデル生  

態系を開発し、環境汚染物質の系に与える影響を解析した。また特定の物質について生態系内で  

の挙動を追跡することによりその影響の波及を調べている。この生態系内の変化は生物の相互関  

係を変えることによって生起する二次変化も含んでいる。生態系を特徴づける食物連鎖における  

重金属の挙動とその影響については本研究の重要課題の一つであり、藻類ユスリカ、藻類一致  

物、プランクトンー魚、藻類水生昆虫、ユスリカ魚、などの経路が実験室に確立され、各種  

の重金属あるには他の有害汚染物質による実験が可能となった。またこれらの汚染物質が生物の  

体の中でどのように蓄積し、またどのような形や速度で排出されるのかが明らかにされつつある。  

研究課題1）有害汚染物質の自然生態系に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕安野正之・畠山成久・宮下 衛・佐竹 潔・高村典子・花里孝幸・岩熊敏夫・  

菅谷芳雄・菅原 淳・横山宣雄㍉福島 情事い客員研究員）  

〔内 容〕1）重金属汚染河川の生態影響調査は昨年に引き続き秋田県小坂川、山形県吉野川、  

間沢川、背坂川、対島の佐須川において行われた。これらの河川の重金属は銅をはじめとして多  

くの種煩が流れているが、カドミウムの環境基準値付近の汚染度で生物相はかなり歪んだものに  

なっている。重金属汚染の程度と底生動物及び付着藻の種数には由りょうな関係が認められない。  

汚染の程度が高いと一般に生物群実は貧弱となり、単純化するが、個体数ないし現存量は必ずし  

も減少するとは限らない。汚染地区に特徴的なユスリカの分類学の研究が進み、指標生物として  

用いることが可能となった。水生昆虫は一般に銅をかなり取り込んでいることが明らかになった  

が、カゲロウは特異的にカドミウムを取り込むことが判った（40FEgn50JLgg1dryweight）。重  

金属汚染区に生息しているコカグロウも特徴的な生物であるが、汚染されていない河川と同種で  

あるか異種であるかはまだ判っていない。数種類が混じっているらしい。ヒラタカゲロウは汚染  

地区には生息していない。汚染されていない河川から採集してカゴに入れ汚染地区に設置しその  

生存率、及び重金属蓄積量を調べた。1週間後における生存率は70％以上であり、重金属の蓄績  

もモデル実験と比較してわずかであった。   

2）河川生物相に及ぼす殺虫剤の影響は長野県原村において実験野に行われた。本年度は羽化  

阻害物質のメトプレンとキチン生成阻害物質のディフルベンズロンを小河川に投入したが、底生  

動柳こ対しほとんど影響を与えなかった。これらの薬剤は農薬として用いられることはないので  
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混入による危険は問題でないが、プユ防除、ユスリカ防除に用いられることがあっても大きな影  

響はないと考えられる。メトプレンにおいてアセルスに対しやや影響がみられるがさらに実験を  

繰り返して確認する必要がある。二次的影響は従ってみることがなかった。  

〔発 表〕H－9～11，13，15，h－16，28～30  

研究課題 2）モデル生態系による生態系かく乱機構の実験的研究  

〔担当者〕宮下 衛・安野正之・畠山成久・高村典子・花里孝幸・佐竹 潔・岩熊敏夫・  

袴田共之・廣崎昭太・松本幸雄・菅谷芳雄  

〔内 容〕湖沼のモデルとしてはガラス水槽、ビーカーなどの小型で単純な系、自然の生態系を  

利用した所内の実験地における隔離水界、河川のモデルとしては、人工環境室内の6mの水路及  

び屋外に設置した80mの水路を用いた。  

1）湖の実験用モデルとして水槽に霞ヶ浦の底泥を入れ、動物プランクトンの組成について調  

べ、保存期間、季節にかかわらずいつでも安定した動物プランクトン群集が形成されることを認  
めた。この系は約1か月間持続するが、その後急激に減少する。さらに長期間の維持のためには、  

補食者を加えることが必要である。栄養塩類の添加は系の長期間の維持には寄与しなしユ。   

2）隔離水界における実験では殺虫剤（クロルピリホスメチル、テメフォス）及び除草剤（タ  

ロルニトルナェン）の動植物プランクトン、ユスリカ、フサカ、貧毛類など実験地の生態系に及  

ぼす影響について調べた。タロルピリホスメチル、テメフォスは1ppm、タロルニト／レフェンは  

0．2及び1ppmで処理した。クロルピリホスメチ）t／は2週間後には20ppb以下に減少していた。  

テメフォス、クロルニトルフェン1ppm区では40日後に、クロルニトルフェン0．2ppm区では  

2週間後に10ppb以下になっていた。タロルニトルフェン1ppm区ではクロロフイ）L／量の減少  

が著しく2か月後においても動物プランクトンの回復は認められなかった。クロルニト／レフェン  

0・2ppm区、テメフォス1ppm区ではミジンコ、ケンミジンコ煩が約1か月後に回復した。一方  

クロルピリホスメチル1pp汀】区及びタロルニトルフェン0．2ppm区ではワムシ類に対する影響  

はほとんど認められなかった。タロルピリホスメチルは底生生物を全滅させたが、タロルニトル  

フェンはオオユスリカ、アカムシュスリカを著しく減少させた。またテメフォス処理区ではユス  

リカの種の入れ換わりが起こっていた。   

3）人工環境室内のモデル河川では、カゲロウの生長と羽化に及ぼす鋼と亜鉛の影響を調べた。  

両金属共、その毒性は極めて高く、鋼は30ppbが亜急性的致死濃度であり、20ppbでカゲロウの  

生長は著しく阻害された。一方亜鉛は100ppb付近で生長を著しく阻害した。   

4）屋外のモデル河川では設置後の藻類、ユスリカなどの付着生物群集の遷移を長期にわたっ  

て調べた。藻類の現存量のピークは2か月後にみられ、それに伴いユスリカが出現した。ユスリ  

カは2週間ほどでビータに適し、藻類の急激な減少を導いた。藻類とユスリカの現存旦は相互に  

変動しながら、3か月後に平衡状態に達することを確認した。  

〔発 表〕H－10，h16，25，27  

研究課題 3）食物連鎖による重金属の生物濃縮とその影響について  

〔担当者）畠山成久・安野正之・宮下 衛・菅谷芳雄・鈴木和夫・山村 充・福島 僧◆  

（●客員研究員）  

〔内 容〕食物連鎖のみによる有害重金属の蓄積とその生物影響を研究した。この関連から重金  

属が生物体中でいかなる形態で存在しているかむ検討している。今年度は前年度からの継続を含  
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め以下のような実験を行った。  

（1）付着藻類－カグロウ（㊥跡Ⅶム壇鋸血）食物連鎖における嗣（Cu）と亜鉛（Zn）の影  

響   

人工環境室内（150C）に設置したモデル河川（水温12凸C）に藻類を発生させ、藻類中のCuまた  

はZnの濃度を6段階に調節した。藻類中のCu濃度が1．000JJg／g（drywt）付近ではこれを摂  

食するカゲロウの生長を著しく抑制した。これ以上の濃度は重金属汚染河川では通常よく得られ  

る値である。同様にZnでも食物連鎖による生長の著しい抑制とそのときの藻類中のZn濃度との  

関連を調べた。  

（2）酵母ユスリカ（劫毎扁撤椚別項如）食物連鎖におけるカドミウム（Cd）の影響   

ユスリカの餌として乾燥酵母にCdをおよそ22、220、1800／‘g／g（drywt）のレベルで蓄積さ  

せた（対照は約0．2／‘g／g）。流水式（230ml／min）の水槽でこの餌によりユスリカを飼育して羽  

化、産卵、受精率等に及ぼす影響を水中にCdを添加した場合と比較して調べた。220と1800  

〟g／gのCdを含む餌では羽化数に約40％の減少が見られたが受精率は対照、いずれの濃度区で  

も90％以上でありCdによる障害は認められなかった。  

（3）緑藻（Cノヱわ柁J由sp．）淡水産ワムシ（βmcんわ邦鮎門J∂β乃5）食物連鎖によるカドミウム（Cd）  

の影響   

クロレラに4段階の濃度でCdを蓄積させ、これをワムシに毎日給餌することによりRepro・  

ductionに及ぼす影響を調べた。クロレラ中のCdの最高濃度は約930／Jg／g（dry wt）であった  

がこの時の平均産仔数が7，6±2，4（タブ＝9）と対照（9．3±2．7）より少なかったが有意な差ではな  

かった（P＞0．1）。   

その他の生物種として緑藻（G痛徽妬祓＝傲飽ぬ）－カゲロウ（Cわ飢用Sp．）、ワムシ（β和Cゐわ〃〟S  

，Ⅵ∂e刀5）一フサカなどの系でCdの影響を検討した。  

（4）両生類体内における重金属存在状態   

アフリカツメガエルを用いて、飼料からのカドミウムの吸収と蓄積、メタロチオネインの誘導  

などについて検討した。メタロチオネインは重金属解毒タンパク質として知られているが両生類  

での知見はほとんどない。飼料からのカドミウムの吸収率が低いこと、通常の状態でも銅と亜鉛  

を含むメタロチオネインが存在するがカドミウムによりさらに多くのメタロチオネインが誘導さ  

れることなどを明らかにした。  

〔発 表〕k16，H8，F20，ト19，h－25  

研究課題 4）有害汚染物貿が水生生物に及ぼす影響の生理学的研究  

〔担当者〕春日清一・安野正之・畠山成久・宮下 衛・鈴木和夫・山村 充・福岡秀夫＊・  

佐藤良博●・矢島毅彦■・滝本道明＊（－客員研究貞）  

〔内 容〕1）除草剤タロルニトルフェンの魚の生殖に及ぼす影響を長期間低濃度の暴露実験に  

より明らかにした。生後1か月の公害研黄色系統グッピーを125ppbまでの4段階の濃度で4週  

間（125ppbは死亡個体が出たので2週間）暴露した。その後清水に戻し半年間産仔の状況を観察  

した。25ppbでやや産仔数に影響が現れたが、125ppbでは胚発生が進まず、正常な産仔は一回も  

行えなかった。   

2）殺虫剤の生殖抑制について昨年に続き研究が進められた。長期暴露あるいは短時間暴露に  

よっても生殖抑制として早産が引き起こされ、しかもその影響が後まで残ることは上記除草剤と  

同じであるが、ここではメダカを用いて排卵前24時間の間に4時間有機リン殺虫剤のフユニトロ  

ー36一   



チオン10ppmに暴露することで、排卵の抑制、遅延を引き起こすことができた。この現象は排卵  

を制御している脳下垂体摘出の際の現象と同じであり、フユニトロチオンが脳下垂体に影響を与  

えていることを示唆している。   

3）ギンブナを20ppbCd（流水）に暴露して、エラ、消化管、肝、腎中のCd濃度並びに生体  

必須金属濃度を2か月間、経時的に測定した。また、さらに長期の9か月間10ppbCdに暴露し  

た結果と比較検討した。   

Cdを取り込む経路となるエラ及び消化管において、20ppbCd、2か月間暴露では消化管の必  

須金属濃度の変化は見られなかったが、エラではFe濃度がCd暴露によりコントロールの39，4  

から26，1FLg Fe／gdry weightと有意に低下していた。一方、10ppb Cd、9か月間暴露では、  

エラでの生体必須金属濃度の他に、消化管でもCa及びZn濃度の低下が見られた。   

Cdの主な蓄積臓器である肝と腎では、臓器中のCdはほとんどメタロチオネインと呼ばれる低  

分子量タンパク質に結合して存在した。Cdの蓄積濃度が高い場合に臓器中にZn及びCu濃度の  

有意な増加が見られたが、これはメタロチオネインの誘執こ伴ってZn及びCuが同時に取り込ま  

れた結果であった。清水で飼ったギンブナの肝臓の中にもかなりの量のZn及びCuを結合したメ  

タロチオネインが存在しており肝に蓄積したCdが取り込まれた時にZnあるいはCuと結合し  

ているメタロチオネインと置換して解毒されるのではなく、新たにメタロチオネインを誘導する  

ことによって解毒されることが示された。  

〔発 表〕F－15，16，f－37  
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2．1．7 複合ガス状大気汚染物質の生体影響に関する実験的研究   

〔研究担当部〕環境生理部：環境生理研究室・環境病理研究室・慢性影響研究室・  

急性影響研究室  

技 術 部：動物施設管理室  

〔研究期間〕57～61年度  

〔研究概要〕大気中のSOズ濃度は近年減少傾向にある。一方、NOズ濃度は都市部を中心として増  

加傾向もみられ光化学反応二次生成物であるオキシダントの郡市郊外での発生とともにガス状大  

気汚染物質による環境汚染は複合化、広域化の様相を強めている。従って、ガス状大気汚染物質  

の複合による生体影響を解明することは社会的に重要な課題である。しかるに汚染物質の複合で  

の生体影響は極めて複雑であり、複合汚染の生体影響について因果関係を立証するためにはまず  

個々の汚染物質の生体影響を解明することが必要であろう。この結果をもとにして汚染物質の複  

合化による影響様式の変化を解明できれば、複合汚染の生体影響に対して個々の汚染物質が寄与  

する度合いを評価することも可能になると考える。このような考えの下に、本研究に先立って昭  

和52～56年度に実施された特別研究では、実験動物に対するNO2と0。の単一での急性、亜急性  

影響及びNO2の慢性影響を幅広い専門分野から系統的に検索し多くの成果を上げることが出来  

た。   

本研究においては、特にガス状大気汚染物質による複合影響の発現機構と長期複合ガス暴露に  

よる生体影響の解明を目的としている。本年度はまず動物トロン4階に設置されているNO2慢  

性暴露チャンバー（AS系）に03供給系を増設し、その性能試験も満足すべき結果を得ることが  

出来た。そこで、NO2と0ユの複合慢性暴露実験を昭和58年2月から24か月間の予定で開始し  

た。また、AS系以外の複合ガス暴露用チャンバーを使用してNO2と0。の急性、東急性複合暴露  

実験を行い、生理学、病理学、免疫学、生化学、毒性学の分野から生体影響を検索し各ガス単一  

での影響と比較検討した。これらの研究の成果は以下の通りである。  

〔発 表〕K－42～68  

研究課題1）呼吸生理学的研究  

〔担当者〕鈴木 明・局 博一・市瀬孝道・嵯峨井 勝  

〔内 容〕高濃度NO2暴露はラットの呼吸機能及び循環機能の低下を引き起こし、呼吸代謝を  

変化させることを既に報告した。今年度は低濃度NO2の亜急性及び慢性暴露の結果と、NO2十0き  

の混合暴霹の結果について報告する。動脈血酸素分圧は、4ppmのNO2暴露では3か月日から、  

0．4ppm暴露では9か月目から有意に減少することが明らかとなった。この時、分離した気道一肺  

系標本において、静的コンプライアンスの変化は観察されなかったが、動的コンプライアンスと  

気道抵抗の増加傾向が認められた。ポーラログラフィーによる肝臓、腎臓、牌臓の酸素分圧は、  

NO2暴露群で低下傾向を示し、上記臓器では酸素消費量が増加している可能性が示唆され、勘・  

静脈酸素分圧羞の増加傾向からも組織での酸素消費量の増加が推測された。また、より低濃度  

NO2暴靂の場合、ベントパルビタール麻酔下の測定では、0・04ppm及び0，12ppmNO23か月間  

暴露で、分時換気量及び呼吸数が対照群と比較して各々10～23％及び7～18％程度増加した。ま  

た、酸素消費量も0．04ppm及び0，12ppmNO23か月間暴霹で増加しており、前記臓器における  
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酸素消費量の増加傾向とほぼ同様な経過を示した。肺胞一動脈血酸素分圧差は、動脈血酸素分圧  

が低下した時に増加傾向を示し、肺胞における酸素分圧の低下及び酸素の拡散障害が起こってい  

る可能性が示唆された。   

オゾンの影響についてみると、0，8ppmオゾンの単一及び0．4ppm NO2との混合暴露のいず  

れの場合にも、肺におけるガス交換能は暴露開始2週目ころから低下した。0．4ppmオゾン＋0．4  

ppmNO2との混合暴露では対照群と比較して、肺胞動脈血酸素分圧差の増加傾向及び動・静脈  

血酸素分圧差の増加傾向が暴露開始2週目ころから観察され、肺でのガス交換能の抑制及び組織  

での酸素消費量の増加が示唆された。一方、0．4ppmオゾン単一暴露でも同様の変化が認められ  

たが、0．4ppm NO2単一暴露では変化が認められなかった。以上の結果から、オゾンとNO2は  

呼吸生理機能に同様に作用するが、その程度はオゾンの方が強いことを確認した。  

〔発 表〕K－49，61，62，F－14，23，f－14，16，28  

研究課題 2）神経系機能に関する電気生理学的研究  

〔担当者〕局 博一・鈴木 明・嵯峨井 勝  

〔内 容〕NO2の吸入が気道の神経系に与える影響について主に電気生理学的手法を用いて追  

求した。ラットの気管、気管支、肺に分布する受容器の正常な活動を調べるとともに、NO2の吸  

入による肺伸展受容器、J受容器の興奮性の変化を調べた。その結果、NO220ppm24時間暴露群  

及び0．4ppm2か月間暴露群のいずれも肺伸展受容器の一次的な興奮性は変化していないこと  

がわかった。一方J受容器に関しては、NO220ppm90分以上の暴露で、薬物の投与に対する反  

射誘発効果がこう進していることが明らかになった。  

〔発 表1K－64，F－23，f－28，29  

研究課題 3）複合大気汚染ガスの生体免疫反応に及ぼす影響について  

〔担当者〕藤巻秀和・村上正孝・今井 透＊・小澤 仁－（●共同研究員）  

〔内 容〕これまで、NO2、0。の急性、東急性暴露iこより、免疫系に関与する胸腺、脾臓の湿重  

量が変動すること、脾臓におけるIgM抗体産生が、濃度、暴露期間の違いにより抑制されたり、  

こう進したりすることを明らかにした。   

本年度は、①呼吸器系において鼻アレルギーや気管支喘息等と密接な関連をもつ1gE抗体に  

ついての検索法の確立と、②NO2＋03の急性暴露による脾臓でのIgM抗体産生への影響につい  

て検索した。   

① 抗原として、卵白アルブミン（OA）を、アジュパントとして水酸化アルミニウム（Alum）  

を用いた。IgE抗体の検出法は、OAとAlumの混濁液をipし、1、2、3週後に眼静脈より200  

〟1を採血し、その血清を分離した。そして、ラットの背皮内に希釈した血清を注入し、24時間後  

に、抗原とエバンスブルーを静注し、30分後の青斑の大きさより1gE抗体価を測定する。この方  

法により、160～640倍の抗体価が得られた。次に、抗原を吸入感作してIgE産生を誘導すること  

を試みた。超音波ネブライザーを用い、1％OA生食液を6～30分間小型暴露チャンバー内で噴霧  

し、1遇後にOAとAlumをipすると、抗原の吸入感作を行わない群に比べ有意なIgE抗体価の  

上昇がみられた。今後、この系を用いて、汚染物質の影響解明を行う予定である。   

②BALB／cマウスを用い、4ppmNO2と0．8ppmO。の24時間急性暴露を行うと、胸腺、脾  

臓の湿重量は対照群に比べ有意に減少し、脾臓における抗SRBCIgM抗体産生も抑制された。と  

ころが、抗DNP・FicollIgM抗体産生はほとんど影響がみられなかった。血清中の抗体価につい  
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ては、抗SRBC、抗DNP・Fjco】】抗体価共に、有意な抑制はみられなかった。  

〔発 表〕K－56，F－25，f－31～33  

研究課題 4）病理学的研究  

〔担当者〕竹中参二・村上正孝・白石不二雄  

〔内 容〕先に第1次特研においてラットに対するNO2単独暴露の慢性影響を病理学的に明ら  

かにした。本研究ではオゾンを加えた複合暴露による病理学的影響の解明を目的とする。特に、  

①NO2＋オゾンの複合暴露による初期病変の光学及び電子顕微鏡観察と、それぞれ単独暴露によ  

る影響との比較研究。②肺障害物質の非経口投与による肺障害の作出と、NO2またはオゾン肺障  

害との比較研究。③NO2十オゾンの複合暴露及びそれぞれ単独暴露における細胞遺伝毒性に関す  

る研究。以上を中心に研究を進める。   

57年度には複合暴露チャンパーの改造、暴露濃度及び目内変動の設定など実験計画の作成を  

ワーキンググループとともに行った。従って①については本58年度から実験が本格化する。②に  

ついては基礎的な資料を得る目的でラットに対し肺障害物質（DHPN）を腹腔内に投与し、その  

急性及び亜急性影響を観察した。（参についてはラット末梢血リンパ球の培養と姉妹染色分体交換  

法による細胞遺伝毒性の予備的検討を行った。  

〔発 表〕K－54，f26  

研究課題 5）細胞内顆粒成分に及ばす影響に関する生化学的研究  

〔担当者〕高橋勇二・国本 学・持立克身・三浦 卓  

〔内 容〕NO2及び0きの複合ガス暴露が赤血球成分と臓器生体膜成分に及ぼす影響を検討し  

た。   

ラットに0．4ppm O。、4ppm NO2あるいは0．4ppm O。＋4ppm NOzを7日間暴靂（8時  

間／1日）し、赤血球膜のヘキソース含量及びNa＋、K＋－ATPase活性を測定した。その結果、  

NO2暴露開始1日日でヘキソース含量の有意な低下が起こったが、0。単独及び両ガスの複合暴  

露では有意な変化が認められず、NO2の作用が0ユとの複合によって抑制される可能性が示唆さ  

れた。暴露開始7日目では、いずれの暴露群でも対照群のレベルに回復していた。一方、Na十、  

K＋－ATPase活性は暴露開始1日日でNO2によって有意に増加し、0，によって変化しないが、  

両者の複合で活性上昇がわずかにこう進した。7日目では0。単独の場合のみ有意に増加した。   

0・4ppmO，＋4ppm NO2または0・8ppm O。＋4ppm NO2をラットに14日間暴露（8時間／  

1日）して臓器生体膜成分が受ける影響を経時的に検索し、0．8ppmO。及び4ppmNO2による  

影響と比較した。肺では、ミクロソーム電子伝達系成分は暴露開始4日目以降いずれの暴露群も  

対照群より高い活性を示し、暴露開始14日目には0。とNO2の効果が相加的に現れる可能性が  

示唆された。肝臓では、ミトコンドリア呼吸系酵素活性が暴露期間中0。、NO。単独暴露群で対照  

群よりも低い活性を示したが、複合暴露群では7日目まで経時的に顕著な低下を示した後対照群  

のレベルに回復した。一方、ミクロソーム電子伝達系成分は暴靂開始1日日でいずれの暴露群も  

対照群より低い活性を示したが、03とNO2の複合による効果は認められなかった。その後、単独  

暴露群では対照群のレベルに回復していくが、複合暴露群では14日日に再び顕著な低下を示し変  

動のサイクルが短縮される可能性が示現された。   

以上のようにNO2と0。は臓器生体嘩成分に同様の効果を示すが、両者の複合による効果は必  

ずしも相加的ではないことが明らかになった。  
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研究課題 6）脂質過酸化的障害と抗酸化性生体防御機構の変化に関する研究  

〔担当者〕市瀬孝道・嵯峨井 勝  
〔内 容〕NO2十0。（各0．4ppm）及び03（D．4ppm）単一暴露実験（3か月間暴露）を行い、  

肺の過酸化脂質生成と抗酸化性防御機構の量的及び経時的変化を調べ、NO2十03の混合暴露の影  

響と0。単一暴露あるいはすでに報告したNO2単一暴露の場合の変化を比較検討した。呼気中エ  

タン測定による過酸化脂質生成は混合暴露群では2日巨に、0。単一暴露群では2～3日目に最大  

レベルに増加し、その後対照レベルに近づく傾向を示していた。先の0．4～4ppmNO2単一暴露  

実験の場合のエタン生成は1週日に最大レベルに増加していたのに比べると03はかなり早い時  

期に過酸化脂質生成を引き起こし、またその増加率もNO2＋0。＞03＞NO2の順に高かった。ま  

た、TBA法による肺の過酸化脂質生成はNO2＋0。及び0，単一暴露の場合とも1～2週目に  

ピークとなり、先のNO2単一暴露の場合の2～4週目でのピーク出現より早くなっていたが、そ  

の後いったん対照レベルヘ近づいた後再び増加する傾向はNO2単一暴露の場合と類似してい  

た。   

一方、抗酸化性防御系酵素活性は肺のTBA値が対照に近づく時期に最大レベルに増加し、その  

増加時期も混合暴露群が最も早く、また防御系酵素活性の経時的変化はNO2単一暴露の場合と  

同様に肺の過酸化脂質の変化と対称的な逆相関関係を示していた。   

本年度は、これらの実験に加えてパラコート（PQ）投与による慢性呼吸器疾患、特に肺線維症  

の作製と緑維化過程における過酸化脂質の関与を調べる実験を行い、NO2慢性暴露による肺の線  

維化過程における過酸化脂質の変化と比較した。PQ20mg／kgの1回投与急性実験及び10mg／  

kg PQを過1回24過反復投与慢性実験でも過酸化脂質と抗酸化性防御機構の経時的変動は0ユ  

やNO2暴露の結果と同様に逆相関関係を示し、慢性実験の8週目で肺の線椎化を認め、肺の線維  

化過程に過酸化脂質生成が密接に関連していることが示された。  

〔発 表〕F－1，2，4，11，f－2～4，12  

研究課題 7）複合ガス状大気汚染物質がアミノ酸及びペプチド等に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕河田明治・三浦 卓  

〔内 容〕NO2又は0。暴顔がラット肺の遊離アミノ酸に及ぼす影響について検討した。   

4ppm NO210日間暴霹において、肺中の遊離アミノ酸のうち大きな変化を示したのはグルタ  

ミン酸とアスパラギン酸で、いずれも暴露開始後漸次増加し、7日冒に最高値に達した後高い値  

が維持された。グルタミンは1日目に有意に増加したが、その後減少して7日日には対照群の値  

にほぼ等しくなるまで低下した。グリシンは7日目まで対照群の値と比べて変化が見られなかつ  

たが、10日日にはわずかに低下した。タウリン、セリンでは暴露期間を通じて全く変化が見られ  

なかった。   

0，8ppmO。7日間暴露において、肺中の遊離アミノ酸のうち著しい変化を示したものは、グル  

タミン酸、スレオニン、アスパラギン酸で、いずれも1日日に減少し、以後急速に増加した。グ  

ルタミン酸とスレオニンは3日日最高値に達したのち、ほぼ一定の値を示した。アスパラギン酸  

では5日日に最高値に達した後減少する傾向が見られた。   

ラット肺の還元型グルタチオン（GSH）は、4ppmNO2暴露では暴露開始後暫時増加して1週  

間後ほぼ一定の値を示し、0，8ppmO。暴露では1日目に減少した後増加して3日冒に最高値に達  

し、以後高い値が持続した。   

以上のことから、4ppmNO2及び0，8ppmO，のいずれの場合にt）GSHの構成成分であるグ  
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ルタミン酸のみがGSHとよく類似した変動傾向を示すことが明らかになった。GSHはグルタミ  

ン酸からグルタミルシステインを経て生合成されることから、今後この合成系に関与する酵素活  

性に対するNO2及び0。の影響について検討する予定である。  

〔発 表〕K－55，68，f－5  

研究課題 8）複合汚染ガス低濃度長期暴露による慢性影響の解明に関する研究  

〔担当者〕高橋 弘・高橋慎司・清水 明・山元昭二・伊藤勇三・松本 茂  

〔内 容〕本特別研究に使用する長期ガス暴露チャンバー（AS系4台）として、従来のNOズの  

1系統に加えてオゾン（0き）の制御機能を付加設置することが研究推進上必要となった。   

そこで、本件の計画・実施のためのワーキンググループ（委員長久保田意太郎環境生理部長）  

を設置し、動物施設管理室はその実施の窓口を担当した。   

AS系チャンバーは、56年12月末に第2回目の長期暴露実験が終了し、その後は入念な清掃と  

システム全体のオーバーホールを行った後、この新機能力付加工事を実施した。   

新設機能と従来備えている機能とを含めてAS系チャンバーの基本仕様は、ワーキンググルー  

プの検討結果から表2．3に示すように決定された。また、AS系1チャンバーについて、系統を図  

示すると図2．2のようになる。   

本新設工事は57年10月から同年12月にかけて実施され、完成時検査及びその後の試運転を含  

めて新設のAS系チャンバーの複合ガス制御性能試験の結果は表2，4に示すとおりであり、ワー  

キンググループが設定した基本仕様を満足するものであった。   

なお、本チャンバーは、58年2月より、第3回目の長期複合暴露実験用チャンバーとしてNO2  

0．04～0．4ppm、0，0．05ppm（1時間値平均）最高値0．1ppmの24か月長期暴竃実験が開始さ  

れた。  

表2．3複合ガス暴露装置の基本仕様  

チャンバー名   制御対象ガスの種類  
及び制御濃度域   ガス濃度制御精度   ガス濃度制御方式   

ASC  コントロール  

単一ガス制御精度 ±3％FS以内  質量流量調節計（MFC）を操作  
NO2：0．04～5ppm  

0ヨ：0．01～1ppm  
（0．1ppm定値制御時）   端とするアナログPID制御方式  

ASG－1  
複合ガス制御精度 ±5％FS以内  による定値制御またはプログラ  

2成分同時制御  
（0．1ppm定情制定耶寺）  ム制御  

NO2：0．04～5ppm  

ASG－2  0ユ：0．01′、一1ppm  同上  同上  
2成分同時制御  

NO2：0．04～5ppm  

03：0．01～1ppm  

ASG－3           SO2：0．04～5ppm  
同上  同上   

3成分同時制御  
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図2．2 複合ガス暴露装置系統図  

FA：外気処理装置 AC：空調機 MC：混合室 EX：排気処理装置 GE：  
ガス切換パネル 0，GEN：03発生装置 MFC：質量流量調節計 SU：ガス  
サンプリング装置 NO2AN：NO2分析計 SO2AN：SO2分析計 03AN：03  
分析計 CP：制御盤 PIDC：PID調節計 GLD：可燃性ガス漏洩検知苦報  
装置  

表2．4性能試験の結果  

項  目  対象ガ ス  制衝ー濃度  制御結果  試験チャンバー   

±3 ％FS以内  ASG－1  

±0．5％FS以内  ASG－2  

±3 ％FS以内  ASG 1 

±3 ％FS以内  

±0．5％FS以内  ASG－2  

±1％FS以内  

±1％FS以内  ASGA3  

±1％FS以内  

0．01ppI¶  

1・O ppm  

NO‡：0．11ppm   

Oユ：0．11ppm  

NO2：4．9 ppm   

O3：1．O ppm  

NO。：1．4 ppm   

O3：1．O ppm  

単一ガス定値制御  0，  

同  上  03  

2成分複合ガス定値制御  NO2＋0。  

2成分複合ガス定頂制御  NO2＋0。  

2成分複合ガス定傾制御  NO2＋03  

3成分複合ガス定値制御  NO2＋SO2十03  NO2：0．3ppm  ±1％FS以内  ASG－3  

SO。：0．15ppm  ±1％FS以内   

03：0．12ppm  ±2 ％FS以内  
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2．1．8 広域における大気汚染物質の輸送・混合・沈着過程に関する研究   

〔研究担当部〕大気環境部：大気環境計画研究室・エアロゾル研究室・大気化学研究室・  

大気物理研究室  

総合解析部：第一グループ  

環境情報部：情報調査室  

計測技術部：分析室  

技 術 部：理工施設管理室  

〔研究期間〕57～60年度  

〔研究概要〕近年、大気汚染の状況は光化学スモッグ発生の広域化に見られるように局地汚染か  

ら広域汚染へと変化している。さらに、最近石炭、LNG等の代替エネルギーへの転換が求められ  

つつあることから、質的にも大きく変化しながらさらに進行することが予想され、これらの変化  

に対応して適切な大気保全計画を策定する事は緊急の課題である。   

本研究では、昭和53～56年度に実施した「臨海地域の気象特性と大気拡散現象」の特別研究を  

発展させて、大都市域、内陸山岳地域をも含めた広域の大気汚染を対象とする。我が国の広域汚  

染は、領域内に種々の局地風が形成され、それが複雑に重なり合った中に汚染物質が数日間にわ  

たって滞留し蓄積されてしゝくことが特徴である。このとき、多種類の汚染物質が長時間輸送中に  

混合、反応して二次汚染物質を生成し、一方、輸送中に地面、水面、被植などに沈着し、さらに  

雨や罪によって除去される。そこで本研究では、まず汚染物質の輸送、蓄積、混合、変質、沈着  

過程などの素過程と各地域に形成される個々の局地風の構造の解明を行う。さらにこれらが重畳  

した広域気流とその中での大気汚染の動態を把握するために野外調査を実施し、大気汚染予測の  

ための風洞予測方法と数値予測手法を開発することを目的とする。このため、（1）個々の素過程に  

関する基礎研究と、（2）広域大気汚染の動態観測、（3）風洞予測手法及び（4）数値予測手法の開発の四  

つを研究課題に据え、室内実験、数値実験及び観測の三つの方向からの実験的なアプローチと、  

これと併行した理論的なアプローチを行う。   

昭和57年度は本持研の初年度に当たる。まず、粒子状汚染物質の飛散や衝突合体などの動力学  

的挙動や、雨、弄による汚染物質の除去過程、酸性雨などを研究するために、エアロゾル風洞を  

設計、製作した。個々の研究課題に関する研究成果は以下のとおりである。  

研究課題1）均相及び二相流中の乱流輸送現象に関する研究  

〔担当者〕小森 悟・小川 靖・官等 武・植田洋匡・金谷 健・福山 力・上原 清・  

竹下俊二・山本一夫●・佐藤行成－・中島正基■・福井啓介＊・薄井洋基＊（－客員研究員）  

〔内 容〕汚染物質が長時間、長距離輸送されると、拡散・混合・変質等の素過程を経て大気中  

から除去される。本研究では、ガス状及び粒子状の大気汚染物質のライフ・サイクルにおけるこ  

れらの素過程を乱流輸送現象論的に解明することを目的としている。  

（1）拡散・混合・反応機構   

大気拡散を支配している大気安定度（密度成層）の影響に関する研究として、乱流構造、乱流  

輸送機構の実験的知見を統一的に説明するための理論を提出した。特に、鉛直方向・横方向・流  

れ方向への拡散の仕方の違いと、それらの安定度依存性の遠いを説明するための乱流スベタト  
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ル・モデルと、拡散機構が接地気層内で特異な挙動を示すことを説明するためのグラディ上ント・  

モデルを提出した。   

¶方、混合・反応機構に関する研究として、周囲流が非乱流状態にある場合の円型噴流中での  

オゾンと一酸化窒素の反応実験（排出源近傍の混合・反応）と周囲流が格子乱流状態にある場合  

のプリューム中でのオゾンと一酸化窒素の反応実験（排出源遠方の大気乱流による混合・反応）  

を行い、混合過程が正味の反応速度を大きく促進させたり、減少させたりすることを示した。特  

に、周囲流が格子乱流場の場合には、乱流変動（濃度むら）による反応消滅量が平均濃度積によ  

る反応消滅量の20倍にも達し、周囲流が非乱流の場合より1オーダー以上大きいことが明らかに  

なった。さらに、反応に最も大きな影響を及ぼす噴流と周囲流との境界領域（噴流の外縁）での  

乱流混合機構を解明するため、空間的乱流変動測定を行い、そこに明りょうなコヒーレント・ス  

トラクチャーの存在することを見いだした。それらの知見に基づいて構成した一次元反応拡散モ  

デルにより反応に及ぼす乱流混合の効果を説明した。  

（2）粒子飛翔・沈降嘩度の測定法の開発   

光散乱とドップラーの原理を用いて粒子径別の粒子移動速度の測定法を開発することを目的と  

して、本年度はまず、粒子からの散乱光をレーザー・ドップラー流速計（光源ニアルゴン・イオ  

ン・レーザー）によって検出するシステムと、検出された信号を10rlS間隔でAD変換して光強度  

やドップラー周期等を処理するミニコン・システムを作り上げ、これらを組み合せた総合システ  

ムとしての性能評価を行った。  

一発 表〕月一45，D－4，16～19，35，d1D，15，28～33  

研究課題 2）広域大気汚染の動態  

〔担当者〕植田洋匡・小川 靖・若松伸司・光本茂記りJ、森 悟・鵜野伊津志・鈴木 睦・  

官署 武・竹内延夫・笹野泰弘・溝口次夫・浅井富雄－・室賀寿郎岬・栗田秀実＊・  

佐々木一敏●（－客員研究員）  

〔内 容〕本研究では、広域大気汚染の総合的な観測手法の確立を計り、これを用いて個々の局  

地風の基本メカニズムと、それらが重畳して形成される広域気象、その中での汚染物質の挙動に  

ついて、野外調査によりその動態を把握することを目的とする。   

総合的観測手法の叫部として航空機による風向・風速の測定法の開発を急いでいるが、本年度  

は、航空機に搭載した慣性航法装置と超音波風速湿度計のシステムから得られるデータに基づい  

て、大気の乱流変動成分の測定可能性とその精度を検討した。既に開発した慣性航法装置の誤差  

補正法を含めたデータ処理システムを用いると、平均風速については誤差0．5m／sは達成される  

ものの、乱流変動成分については航空機振動と乱流の変動周波数成分を分離する必要のあること  

が判明し、そのためのハードウェア、ソフトウェア両面の開発を行った。その結果、風の乱れ強  

度の測定には十分な糖度が保障されたが、乱流スペクトル及び運動竃・熱の乱流フラックスの測  

定については、精度向上が今後の課複として残された。   

広域大気汚染の動態の研究として、まず、北関東から長野・上田盆地での観測を実施した。観  

測として、5地点で、パイポールによる風向、風速の鉛直分布（高度0～3．000m）測定、カイツー  

ンによる気象要素とオゾンの鉛直分布（高度0～800m）測定を行い、1地点でオゾンゾンデによ  

る成層圏までのオゾン濃度、風向、風速測定を行った。これと平行して航空機による関東・甲信  

越上空調査と、長野県・群馬県による地上大気汚染濃度調査が行われた。その結果、日本で有数  

の高濃度オキシダント汚染が上田地域で起こる原因として、南関東で排出された汚染物質が、日  
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中、海陸風によって北関東に移送され、これが中部山岳地帯に形成される内陸性低気圧に引き込  

まれて甲信地方に流入する機構が確認された。このような広域移流の構造は、地上ステーション  

で得られた数年来のデータを基にして行った統計解析からも裏付けられた。一方、日中光化学反  

応で形成されたオキシダントは長距離移流中に拡散して鉛直方向に一様な分布を呈するが、夜間  

でも上空ではほとんど反応消滅しない。しかし、接地逆転層内ではその中に排出された一酸化窒  

素と反応して濃度はほとんどゼロになる。さらに、早朝混合層が形成されると、それに上空のオ  

キシダントが取り込まれて地表濃度は急激に上昇すると考えられる。このような機構を解明する  

ため上田市と東京都内で観測を実施し、反応性のある汚染物質と、一酸化炭素などの非反応性の  

汚染物質とでは、それらの鉛直分布は著しく異なることを示し、さらに、地上ステーションで測  

定される各種汚染物質濃度値の代表性の検討を開始した。  

〔発 表〕D－2，13，14，d－25，94  

研究課題 3）風洞予測手法の開発  

〔担当者〕植田韓匡・小川 靖t光本茂記・小森 悟・福山 力・金谷 健・竹下俊二・上原 清・  

山本一夫■・佐藤行成＊・中島正基■・福井啓介＊・長瀬洋一＊（●客員研究員）  

〔内 容〕風洞や水槽を用いてシミュレートした局地風や、数種の局地風が重畳して形成された  

広域の複雑気流について、それらのダイナミックスを解明し、さらに、野外観測や数値実験結果  

と比較しながら相似律を検討し、最終的には大気汚染予測手法の一つとして、アナログ・シミュ  

レーション法を確立することを目的とする。   

大型拡散風洞を用いた研究として、本年度は生ず、孤峰まわりの気流と大気汚染のシミュレー  

ションを行った。中立成層状態では気流は山を越えるが、安定成層流は上空の軽い気層によって  

押し戻されるため山裾を迂廻する。このように浮力が直接作用してフローパターンが変化するた  

め、大気汚染の状況も著しく変わり、安定成層流の場合、山腹に層状の高濃度大気汚染の帯が形  

成されることが判明し、種々の成層状態について濃度分布の定量的な測定を行った。さらに、地  

表状態の熱的・機械的変化に伴って生じる内部境界層をシミュレートし、それの発達機構と、大  

気汚染の機構の解明を行った。   

一方、斜面流や海風・陸風などの基本的な流動機構である重力流について、まず重力流ヘッド  

（先端部）が周囲流体中を進行する速度やその形状・大きさ及びヘッドに追従する流れ（追従流）  

の厚さなどの重力流の基本特性を求め、これが浮力流量のみによって相関できることを示した。  

さらに詳細な内部構造の研究により次のような知見が得られた。すなわち、重力流内部では底面  

近傍での強いシヤーにより壁面乱流（三次元的）が形成される。これが上方に拡散する際、重力  

流内部に形成される強い安定成層により組織化されて上層では二次元的（平面的）な波状運動（内  

部重力波）に変化していく。しかし、高レイノルズ数の重力流の場合には、この内部重力波は、  

さらに上層の周囲流体との界面領域で低速の周囲流体と高速の重力流との間の速度差によって生  

じるトルミーン・シェリヒティング型の不安定（T・S型不安定）のため、その振幅を成長させた  

後、間欠的に崩壌する。この崩壊時に新たに乱れが生じ、周囲流体のエントレインメントが起こ  

る。てのようにして、新たに得られた知見に基づいて重力流の定式化と予測モデルの開発に着手  

し、さらに重力流内部の流動機構に及ぽすT′S型不安定の寄与を詳細に調べるために、周囲流体  

を重力流に並行して流すことにより、T－Sの出現を抑制した実験を計画した。これらの研究は山  

岳部の斜面風、臨海地域に生じる海周、陸風ばかりでなく、貯留LNGや有毒ガスの拡散予測に資  

すことが期待される。  
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〔発 表〕D3，7，10，11，15，33，34，d－13，16，18，26，85，86  

研究課題 4）数値予測手法の開発  

（担当者〕植田洋匡・小川 靖・若松伸司・小森 悟・光本茂記・鵜野伊津志・鈴木 睦・  

官等 武・秋元 肇・内藤正明・飯倉善和・廣崎昭太・松本幸雄・谷 一郎■・  

橋本英典●・尾添紘之■・北田敏廣－・水島二郎－・斉藤善雄■（●客員研究員）  

〔内 容〕大都市域、内陸・山岳地域、沿岸域を含めた広域の複雑地形について、種々の気象条  
件‾Fでの気流の予測と、広域気流中での汚染物質の輸送・蓄積・混合・変質・沈着・除去過程の  

予測を行うため、本研究では基礎理論の確立と物理的な数値モデルの開発を行う。  

一方、地上測定局のデータの統計的性質と物理的・化学的知見を基にして、大気汚染の統計予測  

モデルを開発することを目的とする。   

これまでの研究で、（1）二次元気流（放物線型）プログラム、（2）二次元気流（楕円型）プロ  

グラム及び（3）海陸風プログラムを完成させたが、本年度から三次元気流のプログラム開発に取  

りかかった。従来のメゾスケールの気象予測には静力学平衡の仮定が用いられていたが、本研究  

ではこの仮定を用いない完全な形の運動方程式に基づいたメゾスケール数値予測モデルを開発  

し、テストを行った。これにより、鉛直流の予測精度が向上するため、広域大気汚染に重要な影  

響を及ぼす風の収束、発散域、前線などの挙動や熱対流に伴って生じる二次元的な流れのパター  

ンなどが予測できるようになった。この数値モデルを用いた研究として、まず正方形の島での海  

陸風をシミュレートしたところ、1、2日日はトランジェントな状態で3日日以降完全な周期解  

が得られた。また、午前0時から6暗までは陸風が、8時から18暗まで海風が卓越し、高度  
800～1200mにおいて補償風が現れることを示した。この場合完全に対称な風系が得られ計算法  

に対する一つの保証が得られた。さらに、この数値モデルによって朝方陸上に発生する熱対流や  

その後侵入してくる海風前線が新たに予測できるようになり、その結果、海風時と陸風時のフロー  

パターンに大きな非対称性の存在することや、海風前線に形成される強い上昇気流で汚染物質が  

上方に持ち上げられ海風層直上で高濃度の気層が形成されることなど従来の観測結果が良く説明  

できた。   

一方、大気汚染予報のための統計モデルの開発に先立って、まず関東、甲信地域を対象にして  

気象要素と大気汚染濃度の地上データに基づいて汚染源から離れた甲信地域にオキシダント高濃  

度が発生する場合の統計的性質を調べた。その結果、高濃度発生日には、日中太平洋側と日本海  

側のそれぞれに海陸風が形成される。このとき甲信地方にはさらに大きなスケールを持つ内陸性  

低気圧が発生して沿岸地域に比べ6ミリバール程度も気圧が下がるために、海風が引き込まれて  

甲信地方でぶつかる。南関東からの汚染物質はこの気流に乗って運ばれるうちに反応してオキシ  

ダントを生成し、夜半同地域に達して高濃度をもたらすことが確認できた。  

〔発 表〕D5，6，8，9，12，d－12，14，17，19，K－6  
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2．1．9 植物の大気環境浄化機能に関する研究  

〔研究担当部〕生物環境部：生理生化学研究室・陸生生物生態研究室  

技 術 部：生物施設管理室  

〔研究期間〕57～60年度  

〔研究概要〕本研究は、大気環境の浄化を目的とした緑地造成計画に対して有用な知見を提供す  

ることを目的とする。そこで、植物の大気汚染物質吸収能力や体内での解毒機能とガス抵抗性と  

の関係を明らかにして、大気環境浄化のために利用される植物の適性を明らかにするとともに、  

植物集団における汚染ガス吸収やガス抵抗性と環境条件との関係を解明して植生の大気環境浄化  

能力を評価するために、6研究課題を設定した。本研究に先立って昭和54～56年度に実施された  

「複合大気汚染の植物影響に関する研究」では、植物の種類によって多量の汚染物質を体内に吸  

収し、体内での種々な解毒作用により無毒化していることが明らかにされた。さらにこれらの解  

毒能力をもつ植物が汚染大気の浄化に貢献していることを示唆する基礎的知見が蓄積された。こ  

れらの成果をふまえて、植物の大気浄化能力と汚染ガス耐性との関係を評価するため生理生化学  

的並びに生態学的手法の開発を、主として植物実験棟にあるガス暴露施設を利用してすすめた。  

一方、植物群諸による大気浄化能を実験的に計測するための施設をほ場温室内に建設するととも  

に、野外条件下に生育する植掛こよる汚染ガス吸収とその生長への影響を調査し、計測手法の信  

頼性を検討した。また、植物群落の成立過程並びに大気浄化能力を検討するための数字モデルの  

開発をすすめた。  

【発 表〕H－4～6，17，l1～3，h－1，5，7～9，14，20，22，23，34，ト1～3，5～7  

研究課題1）植物の大気汚染物質の解毒機能に関する研究  

〔担当者〕菅原 浮・近藤短朗・渡辺恒雄・田中 浄・島崎研一郎・榊 剛・滝本道明♯・  

山田晃弘－・浅田浩二t・藤伊 正－・庄野邦彦■・伊藤 繁－・手塚修文＊・内宮博文■  

（＊客員研究員）  

〔内 容〕植物が有効に汚染ガスを無毒化しているかどうかを評価するためには、汚染ガス暴露  

により起こる生理的・生化学的変化が傷害とどのように関係しているかを明らかにする必要があ  

る。本年度は汚染ガス暴露によって引き起こされる生理的・生化学的変化についてさらに検討を  

加え、以下に記す結果が得られた。   

SO2による生長阻害の機構を調べる目的でキュウリの子葉の生長に対する亜硫酸の影響を検  

討した。その結果、植物ホルモンの一つであるサイトカイニンにより促進されるキュウリ子葉の  

生長は亜硫酸イオンにより阻害され、この阻害は細胞の浸透圧の減少によるものではなく、細胞  

壁の組成変化による力学的性質の変化によることが示された。   

ホウレンソウを0．5ppm O。に暴露すると、不飽和脂肪酸の分解産物がガス暴露開始後8時間  

過ぎから急速に蓄積することを既に示した。しかし、これ以前に細胞内器官の変化が見られるの  

で、03による初期の脂質変化を調べた。葉緑体膜糖脂質であるMGDG．DGDG含量は8時間以  

前に大きく減少した。レシチンも減少したが他の主要なグリセロ脂質含量の減少はわずかであっ  

た。不飽和脂肪酸の分解に先立つこのような脂質組成の変動は、他の数種の植物を03に暴露した  

場合にも見られ、03の初期傷害に関与している可能性が示唆された。  
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楷物をSO2に暴すと活性酸素の一種である過酸化水素が生成蓄積し、これが葉緑体チオール酵  

素を失活させることを既に示した。葉内に生成する活性酸素は寿命が短かく定量が困難であるが、  

葉緑体チオール酵素活性の測定から逆に活性酸素の生成を予測できる。  

0．5ppm O3暴露時の数種のチオール酵素の活性を測定したが2時間までほとんど変わらず、03  

暴露初期にはあまり活性酸素が生成しないと推定された。   

SOz、NO2及び0。の生薬クロロフィルαけい光誘導期現象に対する影響からその作用部位が  

推定されることを既に示した。SO2、NO2の作用はガスを除くと回復したが、Oaによる阻害は全  

く回復しなかった。また生業の光化学系Ⅰの反応中心P700の酸化還元をESRを用いて測定し  

た。SO2の作用部位に関して得られた結果はけい光誘導期現象から得られた結果と一致した。  

〔発 表〕H4～6，17，h－20，34  

研究課題 2）植物の大気汚染賀吸収能に関する研究  

〔担当者〕近藤矩朗・戸塚 績・古川昭雄・岡野邦夫・伊藤 治・名取俊樹・相賀一郎・  

藤沼康実・町田 孝・岩城英夫■・三宅 博－・庄野邦彦■・鈴木 隆－・佐藤 光●  

（－客員研究員）  

〔内 容〕本研究課題では、植物の気孔反応や実の構造的特徴と汚染ガス吸収速度との関係を検  

討して、大気汚染ガス吸収能力の種間差異を明らかにすることを目的としている。気孔開度と植  

物ホルモンとの関係を検討するために、オーキシンの案内含有量の微量定量法の開発をすすめた。  

植物のガス吸収能の種間差異について、イネ品種群、ポプラ品種群で、気孔のガス拡散抵抗の種  

間差異が顕著であることを認めた。木本植物6種、草本植物7種の純光合成速度と03取り込み速  

度を03処理中と処理後に測定した。その結果、03取り込み量が多くても光合成の感受性が高い  

とは限らず、葉面での0。の分解、葉内での解毒がかなり03に対する感受性と03吸収能に影響し  

ていることが示唆された。一方、被陰条件下で育成した植物ではガス吸収能力の低下が認められ  

たが、植物体内の水欠乏状態下で03処理により気孔開度が増すことも認められた。空気中のCO2  

濃度の変化に伴う葉肉の細胞間げきにおけるCO2濃度と気孔開度との関係を検討し、気孔開度一  

定のとき、外気CO2濃度と葉肉細胞間げきのCO2濃度との間に直接関係が成立し、その勾配が気  

孔開度に依存することを確認した。その他、特定な炭水化物の含有量を指標として、植物体内の  

生理作用とガス吸収能との関係を評価する手法の開発をすすめた。  

〔発 表〕h－14  

研究課題 3）植生の大気汚染質抵抗性に関する研究  

〔担当者〕戸塚 績・古川昭雄・岡野邦夫・伊藤 治・相賀一郎・大政謙次・藤沼康実・町田 孝・  

松本 茂・岩城英夫■・森田茂廣－・大村 武－・佐藤秋生＊・竹葉 剛■・橋本 康■・  

原 道宏－・松岡義浩＊（■客員研究員）  

（内 容〕土壌環境変化に伴う植生の大気汚染質抵抗性を調べるために、自然環境シミュレー  

ターに設置する土壌ユニットを試作し、土中の温度成層制御の方法について検討した。   

植物の生体反応を遠隔操作でかつリアルタイムで高速処理できる画像計測システムの開発をす  

すめた。また、このシステムに植物の気孔を通常の生育状態で観察できる遠隔操作の光学顕微計  

測システムを接続し、従来の顕微鏡では困難であった生育状態での気孔開閉運動の観察を可能と  

した。さらに環境指標植物の誓徴発現度を画像解析法によって評価する際に必要な植物の分光反  

射、透過、吸収の各特性を自然な条件で解析するためのスペクトルラジオアナライザーの開発を  
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すすめた。   

次に植物の生長を指標としたガス抵抗性とガス吸収能力との関係を明らかにする目的で短時間  

の13CO2トレーサー実験から得られた13CO2固定速度と13C一光合成産物の転流、分配に対する汚  

染ガスの影響に関するデータをもとに生長変化の程度を予測する手法を検討した。また、13CO2の  

同化と汚染ガス吸収の同時測定が可能な密閉式暴露チャンバーを試作した。   

一方、野外条件下で植物の汚染ガス吸収とその生長への影響を計測するために開発をすすめて  

いるオープントップチャンバーを東京農工大字、千葉県農業試験場、電力中央研究所（我孫子）  

及び本構内に設置し、装置の性能をテストした。  

〔発 表〕ト1，3，hr7，8，i－1，3，5～7  

研究課題 4）植生の大気汚染質吸収に関する研究  

〔担当者〕戸塚 績・古川昭雄・岡野邦夫・伊藤 治・清水英幸・相賀一郎・大枚謙次・  

安保文彰・藤沼康芙・松本 茂・岩城英夫＊・岩月善之助－・橋本 康＊・河野恭広－・  

相原敬次♯・森田茂唐傘（＊客員研究員）  

〔内 容〕植物群落内の気流解析に必要な熱線風速計、スペグトロアナライザによる連続計測と  

演算処理手法の開発を進めると共に、自然環境シミュレーター内で植物群落内気流の解析を試みた。   

画像計測による植生のガス吸収量評価法を開発するために、実験ほ場において植生の温度分布  

の変化を測定し、日射、風向、風速などの気象要因との関係を検討した。自然環境シミュレーター  

内にポプラを用いてモデル群落を作り、それによる0。の吸収とCO2、温度、湿度、風速、照度の  

群落内垂直分布を測定した。－・方、植物群落のガス吸収能及び汚染ガスの群落内挙動を明らかに  

するために、ほ場温室内に設置する人工群落育成用礫耕装置の開発をすすめた。   

次に植生に吸収された大気汚染物質の植物体内における挙動を明らかにするために15NO2と  

13CO2を葉に吸収させ、15N及び1aC標識化合物の体内移動を調べた結果、築からの転流量では両  

者は類似の動きを示した。   

蘇苔頬植物を利用して植物群落内の大気汚染状態を評価するためのプリオメーターの開発をす  

すめるとともに、野外条件下における街路樹の大気汚染物質吸収能を検討するために、平塚市に  

おいてクロマツを対象として予備的調査を実施した。  

〔発 表〕Ⅰ－2，h－9，i1，2，7  

研究課題 5）植生の成立過程に関する研究  

〔担当者〕戸塚 績・可知直毅・安岡善文・鈴木啓柘＊（事客員研究員）  

〔内 容〕植生による大気浄化能力の経年変化を評価するための基礎資料を得るために推移確率  

による植生遷移の解析を行った。研究対象として別団地ほ場内のアカマツ林伐採跡地の植生を選  

び、そのマルチバンド航空写真から画像処理システム（IPSEN）により植生を判別した。得られ  

たデータから植生の推移マトリックスを計算し、植生遷移過程のシミュレーションを試みた。  

研究課題 6）植生の大気浄化能力の総合評価に関する研究  

〔担当者〕戸塚 績・名取俊樹・相賀一郎・安保文彰・及川武久－い客員研究員）  

〔内 容〕植物群落のガス吸収能評価モデルの開発に関連して一次拡散モデルを用いて、植物群  

落の幾何学的構造がガス吸収に及ぼす影響を検討した。一方、単葉のガス吸収に関する資料をも  

とにした群落のガス吸収量評価モデルの開発をすすめた。  
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2．1．10 重金属環境汚染による健康影響評価手法の開発に関する研究   

（研究担当部〕環境情報部：情報調査室  

計測技術部：生体化学計測研究室  

環境生理郡：環境生理研究室・環境病理研究室・急性影響研究室・  

慢性影響研究室  

環境保健部：環境保健研究室t環境疫李研究室・人間生態研究室  

技 術 部：動物施設管理室  

〔研究期間〕57～59年度  

〔研究概要〕棟記の目的を達成するために、昭和57年度においては秋田県小坂町、長崎厳原町（以  

上重金属、特にかドミウム土壌汚染地域）、秋田県井川町、岩手県大迫町、茨城県協和町、茨城県  

筑波町、茨城県谷田部町、茨城県土浦市、神奈川県債須賀市（以上対象地域）の9地域において  

住民健康調査（悉皆調査）あるいは生体試料の収集を行った。血液、尿、頭髪、産米、大便など  

収集件数は3000件、受診者数は12，000人、得た情報量（血圧、血清生化学、微量元素、腎機能  

など）は58，000件に達した。これらの成績を解析した結果、カドミウム暴露の健康影響の早期診  

断指標として尿中NアセチルーPD－グリコサニダーゼ（NAG）活性の上昇が最も優れてし）るこ  

とを世界で最初に立証した。   

重金属暴露住民及び対照群について若年者から高齢者まで血清甲状腺ホルモンを測定し、暴露  

者で有意の低値を示すことを明らかにした。同時に健康人では加齢とともに甲状腺機能がどのよ  

うな変化を示すかの検索に内分泌疫学の有用性を証明した。   

尿NAGと並んで重金属暴露の健康影響評価の新手法となることが期待されているメタロチオ  

ネインのラジオイムノアッセイ法の開発は順調な研究の進展をみせ、数mg／1単位の測定が可能  

な抗血清の作製に成功した。もう1桁感度を上げることができれば所期の目的を達成できるので、  

日下鋭意検討中である。   

重金属暴露による薬物代謝及び脂質過酸化的障害については、まず動物において研究を行い、  

影響の出現に著しい性差のあること、また腎臓に蓄積した重金属（水銀）の童と呼気中ペンタン  

排出量ヒに良い対応があることを明らかにした。人間集団への応用を検討中である。   

重金属暴露者に貧血が認められることは周知である。Pb、Cu、Cd、Mn、Hgなどの重金属を  

ラット血液に添加してその影響の機序の解明を試みた。Cdによる溶血性貧血の発症機構の一つは  

赤血球の老化促進によることを示す成績が得られた。  

〔発 表）c－42，k－5，f17，g－12，13，15～17，C27，29，F－3，12，21，G－5，13，15  

研究課題1）重金属汚染地域住民の健康評価に関する研究  

〔担当者〕脇阪一郎・斉藤 憲・遠山千春・三種裕子・杉平直子・安達史朗・小野雅司・  

廣崎昭太・大井 玄■・加須屋薯■・河野俊一事・児島三郎■・小町嘗男－・鈴木継美－・  

略本 喬＊・能川浩ニー・久道 茂－・松田晴夫－（ホ客員研究員）  

〔内 容〕昭和57年度にカドミウム土壌汚染地域である長崎県厳原町佐須地域の5歳以上の全  

住民の健康調査を行い、320人（対象者総数96％）の尿N－アセチルβD一グルコサミニダーゼ  

（NAG）活性を測定した。  
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本酵素は腎尿細管細胞内に多重に存在する酵素であり、正常者（健康者）の尿中活性はごく低  

いが、カドミウムの侵襲により腎尿細管細胞が傷害をうけると尿中に大量に逸脱してきて活性が  

上昇する可能性がある。   

汚染地域住民の尿NAG活性は同年齢の対照群300例（茨城県協和町）と比較すると40歳代以  

降で有意の高値を示し、しかも年齢とともに羞も増大した。カドミウムによる腎尿細管機能低下  

の最も早期の指標としての意義が確立している尿良マイクログロプン（A血g）濃度も同時に測  

定したところ、P2－mgとNAGとの間にはよい相関（r＝0．84、p＜0，001）があったがP，－mgが正  

常でもNAG増加例が40～50歳代の住民に認められた。30歳代以下の住民はNAG、良一mgとi）  

正常であり、60歳以上の住民のほとんどはNAG、Amgの両者とも異常高値を示した。   

尿NAG活性はカドミウム暴露による腎の変化を尿Amgよりも早期に示すことが明らかに  

された。   

なお、尿NAG測定はこの1～2年の間に臨床医学や疫学に導入された方法であるが、重金属暴  

葦住民の健康調査に応用されたのは本研究が世界最初である。  

〔発 表〕k5，G－13，g12，14，15   

研究課題 2）重金属暴露が必須元素代謝に及ぼす影響の研究  

〔担当者〕脇阪一郎・遠山千春・三種裕子・杉平直子・中野篤浩・森田昌敏・田口善雄■・  

茅野充男＊・三浦 亮＊（＊客貞研究員）  

〔内 容〕重金属をはじめとする元素のバランススタディを行うための前段階として横須賀市在  

住の5地帯につしゝて、上水、洗濯、台所、風呂、し尿の五つから毎日どのくらいの量の元素が排  

泄されるかを検討した。この五つを合計すると1世帯から下水を経て排出される元素の総量が判  

明する。あとはゴミ処理にからんでの元素排出があるだけである。   

カドミウム、ニッケル、鉛、亜鉛、鋼、クロム、マンガン、鉄の8元素について5家庭で2～3  

回検討した。し尿を除く4経路からの排出をみるとカドミウム（130／‘g／人／日）、こッケル（1500  

〃g／人／日）、クロム（500〟g／人／日）は各家庭で非常によく¶致していたが、鉄、亜鉛、鋼などは  

大きな変動を示した。   

大便については灰化の方法、並びに誘導結合アルゴンプラズマ発光分光法による多元案分析を  

検討し、満足すべき結果を得たので近くバランススタディをはじめる予定である。   

秋田県小坂町紳越地域（カドミウム土壌汚染地域）の5歳以上の住民172人（対象者総数の  

82％）の頭髪を収集した。この頭髪について上記発光分光法、また原子吸光法、けい光Ⅹ線法、  

元素分析法を組み合わせてLi、Na、K、Rb、Be、Mg、Ca、Sr、Ba、Y、Sc、Ti、Zr、Ⅴ、Cr、  

Mo、Mn、Fe、Co、Ag、Ni、Cu、Zn、Cd、Hg、B、Al、Tl、C、Au、Si、Ge、Sn、Pb、N、  

P、As、Sb、S、Bi、Se、Te、Cl、Br、Ⅰの45元素の定量（一部定性）を行い、同年齢の対照群  

の成績との比較のもとに元素代謝を検討する研究をスタートさせた。うちカドミウムなど13元  

素については測定を終了した。  

〔発 表〕C－27，29，G－13，C－42，g－16，17  

研究課題 3）重金属暴露がホメオスターシスに及ばす影響の研究  

〔担当者〕脇阪一郎・斉藤 寛・遠山千春・三種裕子・杉平直子・関野 宏＊・藤田敏郎－・  

吉永 馨■（－客員研究員）  

〔内 容〕カドミウム土壌汚染地域である長崎県厳原町佐須地域の5歳以上の全住民310人（対  

52 －   



象者総数の94％）の健康調査を昭和57年5月に実施した。同年齢の対照群（カドミウム非暴露者）  

277人（秋田県井川町、茨城県筑波町、岩手県大迫町）の健康調査も同年度に行った。これら587  

人の血清甲状腺ホルモンT。（triiodothyronin）及びT4（thyroxin，tetraiodothyronin）をラジオ  

イムノアッセイ法により測定した。   

対照群では各世代ともT3は110／Jg／dl、T．は9JLg／dl前後の値を示し、従来の報告とよく一致  

した。   

一方、カドミウム暴露群（土壌汚染地域住民）ではT。、T。とも加齢七ともに低下し、50歳以降  

の世代では対照群と有意の差を示した。   

T3／T．比はどの年齢層においても12前後の値を示し、両群に全く差がなかった。   

以上の成績よりカドミウム暴露はヒト甲状腺機能に影響を与えるが、これはT4→T。への変換  

を抑制するのではなく甲状腺のホルモン産生能自体を抑制していると考えられた。   

本研究は重金属暴露者を対象に行われた世界最初の内分泌疫学の試みである。  

研究課題 4）メタロチオネインのラジオイムノアッセイ法の開発に関する研究  

〔担当者〕遠山千春・三森文行・鈴木和夫・米谷民雄・山村 充・高橋 弘・高橋憤司  

〔内 容〕メタロチオネイン（MT）に対する抗血清を作製する第1段階として、ラットにカドミ  

ウムを投与しMTを誘導合成させた後、2種類のイソタンパク質を分離精製した。抗原の投与法  

の検討を行った後、MT自身の複合体、MTとウシ血清アルブミンとの複合体、あるいは、カイ  

チュウの粗精製タンパク質との複合体を抗原として用い、ウサギに免疫した。ウサギに産生され  

たラットMTに対する抗血清を用い、MTのラジオイムノアッセイを確立した。その結果、総量  

として10ngのMTまで定量することが可能となった。   

イタイイタイ病患者など、カドミウム暴竃の程度が比較的大きい被験者の尿中のMTの定量を  

行った結果、約2mg／lのタンパク質が尿中に排泄されていることが示された。   

ラットのMTを用い、MTのラジオイムノアッセイにおいて問題となるMTの構造的変化が  

どのように起こるか、またそれをどのようにして検出しうるか検討した。MTに特徴的な金属と  

チオール基によりなるメルカプチド基が、空気酸化やジスルフィド試薬による酸化などにより酸  

化されるとMTの電荷が変化するなど化学的性質に変化が生ずることを明らかにした。また構造  

的に変化したMTが抗血清に対してどのような選択性と感度を示すかについて検討するため、そ  

のようなMTを分離する手段についても検討を加えた。   

ウサギ及びラットのMTの’H－NMRの測定を行い、その構成アミノ酸が含有個数、配列に対  

応して個別の信号として観測できることを確認した。さらにZn－MTとCd－MTとでは異なった  

信号が現れることを明らかにした。これらの結果はMTが固有の高次構造を有するものであるこ  

とを支持し、Cd－MTとZn－MTでは立体構造にわずかな速いがあることを示唆しており、MTの  

抗原性に差がある可能性を示した。  

〔発 表〕F－21，G－15，f－17  

研究課題 5）重金属暴露による薬物代謝への影響と脂質過酸化的障害に関する研究  

〔担当者〕安藤 満・嵯峨井 勝・市瀬草道  

〔内 容〕カドミウム暴露による中毒発現が、生体の生理条件によってどのように修飾されるか  

を検討した。このため、週令の異なる雌雄のラットに段階的に濃度を変えたカドミウムを投与し  

た所、薬物代謝系酵素に対するカドミウムの阻害作用が、動物の週令や雌雄により著しく異なる  
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ことが判明した。このことが脂質過酸化的障害にどの－ように反映するか検討するために、カドミ  

ウムを投与したラットの脂質過酸化による呼気中二タンの生成量を測定した。その結果、ペンタ  

ン生成量に著しい雌雄差があることが判明した。   

一方、無機水銀と有機水銀投与による過酸化脂質生成についても呼気ガス分析法とTBA法に  

よって比較した。その結果呼気中ペンタンは無機水銀の腎臓蓄積とよく対応する変化を示し、有  

機水銀も無機水銀に変化して腎臓に蓄積して毒性を発現するものであることが示唆された。  

〔発 表〕F－3，12，G－5  

研究課題 6）重金属暴露の貧血に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕三浦 卓．・国本 字・彼谷邦光・持立克身・村上正孝・太田庸起子  

〔内 容〕カドミウム等重金属暴露者の貧血の前段階を検索する指標を得ることを目的として、  

重金属暴露による溶血性貧血の発現機構を実験動物を用いて明らかにすることを試みた。まず、  

重金属によって溶血が起こるか否かを検討するために十数種類の重金属塩をラット血液に添加し  

37度1時間インキュベーションした。その結果、0，5mM以下の重金属塩を添加した場合、Hgを  

除いて赤血球はほとんど潜血しなかったが、Pb、Cu、Cd、Mn、Hgで赤血球比重の増加が認め  

られた。   

赤血球は血流中で老化するにつれて比重が増加し、比重の増加した赤血球は牌臓等の細網内皮  

系で捕捉され血流中から除去される。また、赤血球に酸化的負荷を与えると比重が増加し、この  

ような赤血球は速かに血流中から除去される事例も知られている。そこで、重金属暴露による溶  

血性貧血の機構として、比重の増加による血流中からの赤血球除去という作業仮説をたて玩＝元胱  

の実験を行った。ラットにCd（0，5－1．5mg／kg体重）を皮下注射して経時的にと殺し、動脈血の  

赤血球比重をデキストランの段階的密度こう配遠心法で調べた。1．OmgCdを注入後1日日で比  

重の小さい赤血球の減少とより比重の大きい赤血球の増加という有意な変化が観察され、3日目  

まで進行した。5日冒には比重の小さな赤血球の増加が認められた。この間、脾臓重量は3日目  

で有意に増加しはじめ7日目まで有意に高い値を示した。ヘマトクリット値は3日目から減少し  

はじめ5日目には有意に低い値を示した。   

以上の結果から、ラットに1，OmgCdを注入すると、1日日から赤血球の比重が増加し、3日  

巨＝こは牌臓に捕促されやすくなり、5日目には血液中の赤血球数が減少し貧血状態になる可能性  

が明らかになった。このことは、Cdによる溶血性貧血の発現機構の一つは赤血球の老化促進によ  

ることを示唆している。  
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2．1．11海域における赤潮発生のモデル化に関する研究   

〔研究担当部〕水質土壌環境部：海洋環境研究室・陸水環境研究室  

環境情報部：情報システム室  

生物環境部  

〔研究期間〕57～60年度  

〔研究概要〕赤潮現象は一次生産者である藻類の大発生という現象だけでなく、藻類の特定種に  

よる場の独占状態という特徴的なものであり、ただ単に一次生産者の生産力をあげる要因は何か  

という命題だけでは理解できないものである。さらに赤潮発生に至るまでの環境形成の過程には、  

海洋物理学的、地球化学的な諸現象が複雑に関与している。このため広範な学際的知識の集積が  

重要であり、理論、実験、現場観測など総合的に研究を推進する必要がある。   

本研究に先立って昭和54～56年度に実施された特別研究においては室内マイクロコズムの使  

用による赤潮鞭毛藻の日周垂直移動とその生態的意義及び集積分布構造の解明、シストの発芽、  

休眠、シスト形成条件の解明、AGP試験法の基礎技術の確立等赤潮現象を構成している基礎的な  

素過程の実験的、理論的解明を行った。昭和57年度より開始された本特別研究は、海域での富栄  

垂化現象や赤潮発生現象を海域の生態系変遷の中で捉え、赤潮発生の物理的・化学的・生物的過  

程の解明と現場海域での実証結果を総合的に解析し、赤潮発生過程を総合的にモデル化すること  

を目的とする。さらに赤潮発生の適確な予測に資することを目的とする。57年度については下記  

の3研究課題を設定した（なお、研究課題3）については五つのサブテーマに分かれる）。   

研究課題1）増殖指棲による富栄養化と赤潮発生の評価   

研究課題 2）ライフサイクルシミュレーターによる周期的赤潮発生機構の解明   

研究課題 3）赤潮発生生態系の物理的、化学的、生物的過程の解析  

これらの研究課題を専門の異なる15名の研究者と10余名の客員研究員との学際的研究体制の下  

にそれぞれの専門研究を有機的に生かした総合研究が行われた。  

研究課題1）増殖指標による富栄養化と赤潮発生の評価に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正t細見正明・山根敦子  

〔内 容〕5カg／e伽g椚d COざfヱJ′〟∽，C加地朝此＝弧軸裾．助血相Sな研〟SP．を用いて江の島（相模  

湾）、観音崎（浦質水道）の夏期7月の海水を試料とし海域における赤潮発生のモデルを作成する  

上で必要とされる基礎的知見を得るためにAGP並びに制限栄養塩に関する検討を加えた。なお、  

いずれの赤潮生問も20Dc、4，0001xで静置培養した。   

その結果、江の島の海水のAGPはS．cosぬtum，C antiqua，Heteroskma sp．でそれぞれ1．O  

mg／1、7．Omg／1及び3．4mg／1、観音崎の海水のAGPは5．ご05励〃玖C，α邦如M，ガgJg和∫な棚  

Sp▲でそれぞれ3．1mg／l、12，1mg／l及び10，1mg／1という値が得られ、江の島の海水に比べ観  

音崎の海水の方がいずれの赤潮生物においても高いAGPを示すことがわかった。また、江の島、  

観音崎の海水にN、P、Fe、V、N・P、N・P・Fe、N・P・Ⅴ、N・P・Fe・Ⅴを添加して制限栄養塩を  

調べたが、江の島の海水の場合制限栄養塩はPであり、観音崎の海水の場合はPとNとが同時に  

制限栄養塩となることがわかった。このように供試海水によりAGP及び制限栄養塩が異なった  

ことから赤潮発生のモデル化を試みる場合、海域ごとに基礎的データを蓄積することが必要なこ  
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とが推測できた。  

〔発 表〕E－61  

研究課題 2）赤潮藻類のライフサイクルの解明とライフサイクルシミュレーターによる周期的  

赤潮発生の予測  

〔担当者〕渡辺 信・中村泰男・渡辺正孝・矢持 進＊（－客員研究員）  

〔内 容）赤潮は毎年、ほぼ同一場所、同一時期に発生するが、それを制御しているのはンスト  

の形成・休眠・発芽・発芽細胞の分裂を含むライフサイクルの時期的遂行過程とその遂行条件で  

あると考えられる。本研究では瀬戸内海播磨灘で夏に大規模な赤潮を形成するC巌沼”ほ妓  

の抽ゆ闇と大阪湾で赤潮を形成する旅fg和Sなナ〃αα毎5／血0及びScγ軸5∫g肋如ご良0∫♂eαを研究対  

象として、それらのライフサイクルを明らかにしてその遂行条件を解析し、これら赤潮の発生・  

消滅の周期的サイクルを解明することを目的としている。これまでの研究の結果、5cr加s～g地  

わ℃Cゐ0∫dgαのシスト形成は好適増殖温度及び照度、窒素又はリンが欠乏条件下で最もよく起こる  

ことが判明した。また、シスト発芽に関しては、5らC下半月～6か月間保存したシストを、10◇C、  

150c、200C、25¢Cで培養した場合、その発芽は全くみられなかった。シスト発芽に至るまでの過  

程にシスト成熟の問題がからんでおり、この結果はシスト成熟は58C下でははとんど進んでいな  

いことを示唆しているものと思われる。従って今後、シスト保存温度条件を変化させ、シスト成  

熟→発芽と至る過程を解析する必要があろう。また、C如拙微減＝肌如如の場合、本種は今まで  

その発生前後の生態が不明であったが、2月下旬に行われた播磨灘の底泥調査より採取してきた  

泥を滅菌海水の入った試験管内で培養した結果、C．耶壇Ⅷの出現がみられた。従って、C  

α柁軸Mは冬期でも底泥で生息していることが明らかとなった。〟α勉5み毎∂もまた、その発生前  

後に底泥に存在していることが判明しており、底泥からの出現状況ば赤潮発生と密接に関連して  

いることが示唆されている。  

〔発 表〕E64～66  

研究課題 3）■赤潮発生生態系の物理的・イヒ学的・生物的過程の解析  

〔担当者〕渡辺正孝・渡辺 信・原島 省・木幡邦男・中村泰男・菅原 淳・宮崎忠匡い  

安岡善文  

〔内 容〕  

（1）増殖・集横特性の解析   

且忽肌喧肌用勉励加を大型マクロコズム（客室1ma）にて培養して増殖、集積特性を解析し  

た。月．β仏力血βは日周垂直移動を行い、昼間は表層に、夜間には底層に高密度に集積すること  

が知られている。大型マイクロコズムでは、装置を改良し培養条件も改善することで、比増殖速  

度を大きくするとともに、この日周垂直移動を安定に、2週間以上の長期に渡って再現できた。  

12－12時間の明暗周期の下で、細胞の日周体積変化と日周垂直移動を同時に計測した結果、次の様  

な集積と細胞分裂との関係が明らかになった。すなわち、且α々〟5／血0は、昼間は表層に集積し  

光合成を行って細胞の大きさが増大する。夕方、下降した細胞は夜間に底層で分裂して、翌朝、  

再び上昇する。一方、日周垂直移動をしない細胞は、全体に対する割合は小さく、細胞の活性が  

低いことが明らかになった。さらに、マイクロコズムでは大量のサンプリングが可能なため、ク  

ロロフィル色素量の日周変化、NMRによるATP量などの測定ができた。  

（2）生態系群集構造の実験的解析  
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どのような生態系の群集構造と外部かく乱の組み合わせが赤潮発生をもたらすか解明すること  

を目的ヒして、あらかじめ構成種が限定されているノトビオトロンtこより実験生態系モデルを作  

成し解析した。群集構造構成要素として最も単純な2種の植物プランクトンのみの系として、  

C反触ぬ侮即頑卿と銑血邪め胴乱払混弼の混合系を選び、その属性を解析した結果、系の  

生産が対数的に増加している場合は両種は互いに独立して各々の独自の増殖特性で生育している  
のに対し、系の生産が定常状態に近づくにつれ、茸α斤邸力如βがC．α乃軸iイβの増殖を抑制し、次  

第に〃二α点のノ清〃0の独占状態になることが明らかとなった。   

また、月∴扉沈痛滋化及びC．α乃Jねzィαの各々についての増殖特性を定量的に把握する研究は前述  

した混合実験系と並行して行われており、各々の種の増殖に及ぼす温度・照度・塩分・pH及び栄  

養塩の影響が解析された。その結果、〟＝油蝕裾肌は温度15～250C、照度0．041）r・min‾1以上、  

塩分9～30‰、pH7．3～8，4で最もよい増殖を示すのに対し、C．α乃毎～昭は温度250C、照度0．04  

1y・min．1以上、塩分25～41‰、PH7．6～8．3で最もよい増殖を示した。また両種とも、栄養塩と  

して窒素、リンの他、ビタミンB．2、キレート鉄を必要とした。両種のリン制限下達続培養の結果  

として、両種とも増殖の動力学的モデルはDroopの式で表されることが判明した。海域には様々  

な汚染物質が存在しているが、その一つとして抗生物質、テトラサイクリンのC．α7ブ毎zィαと育  

成瓜砧仰の増殖に及ぼす影響を調べた結果、C．脚擁皿は月二 仇転が漬“と比べて、かなり高濃  

度のテトラサイクリンでも増殖阻害が起こらないことが判明した。  

（3）熱力学モデルを用いた微量元素の溶存状態の推定   

赤潮の発生に微量元素，特に鉄・銅の消長が関与している可能性が示唆されている。   

本研究においては、瀬戸内海で大規模な赤潮を形成するラフイド首C如拙頗混＝掛軸Mの増殖  
に及ぼす微量元素の影響を明らかにし、さらに瀬戸内海での微量元素濃度を測定することで、本  

種の赤潮形成にかかわる微量元素の役割を解明しようとするものである。   

今年度は実験の第一段階としてC．α乃軸7イαの増殖量に及ぼすFe（ⅠⅠⅠ）、Mn（lI）、Co（1Ⅰ）、  

Zn（ll）、Cn（ll）の効果を明らかにした。実験はSOJル1のEDTAの存在下、これらの微量元素  

を人工海水培地に添加して行った。その結果Mn（11）（020／′M）、Co（II）（OLO．4／JM）、Zn  

（0－20／JM）の添加はC．αI7擁〟αの増殖を促進も阻害もしなかった。一方Fe（ⅠⅠⅠ）の添加によっ  

て本種の増殖は著しく促進され、個体当たりの鉄要求量が0．070．1pmol・Cel卜1と見積られた。  

本種の窒素、リン、鉄、B．2の要求量と、瀬戸内海でのDIN、DIP、Fe、B12濃度との比較から、  

瀬戸内海では鉄が、リン、窒素とともに増殖量の制限要因になりうることが明らかとなった。   

Cu（1Ⅰ）は1／‘M以上の添加によってC．の沌料舶の増殖を阻害した。50％阻害の起こるCu（ア  

コ体）濃度を海水の熱力学モデルによって計算したところpCuが～11なる値を得た。これは  

Go犯γα〟加ぬ椚αre乃5ねに対して既に報告されている値とよく一致している。  

（4）赤潮発生海域の流動特性の解析   

本研究所共同利用棟に設置の内湾密度流実験装置を用い、冬期型密度流の実験を行った。実験  

条件ヒしては、外洋模擬郡を一定温度に保ち、内湾模擬部の水面上に冷風を吹かせた。また、風  

洞の一部で除湿器を作動させその凝結壷により海面冷却量（潜熱輸送量）を定量化した。流速は  

レーザードップラー流速計及び染料可視化により測定した。その結果、表層においては外洋水が  

内湾部に流入し、内湾部において冷却され、底層を湾奥から外洋に流出するパターンが再現され  

た。この時の流量は、水深が海底境界層厚さのオーダーよりも大きなレンジで、湾奥部を原点と  

した水平座標豆の1／3のベキ乗に比例すること、また海面冷却量の1／3のベキ乗に比例すること  

がわかった。また水面における、湾最奥部に準拠した浮力は、ガの2／3のベキ乗に従った分布をす  
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ることがわかった。これらの関係は、phillips（1966）の相似解と比較的よい整合性を示すことが  

確認された。   

風洞水槽の風上側でwedge型の造波磯を作動させ、これによって励起される斜交重複波と風の  

ストレスの相互作用のもとで、どのような流れができるかを調べた。レーザードップラー流速計  

による測定の結果、Channel中心部（波のloopの部分）で下降流、Channelの側壁部（波のloop  

の部分）で上昇流が確認され、水槽内の風向方向に平行な軸をもつ1対の鉛直対流渦が形成され  

ることがわかった。これは、重複波のloopで上昇流、nOdeで下降流があるとする、従来の理論を  

必ずしも支持するものではなく、いわゆるLangmuir循環の理論に重要な示唆を与えるものと考  

えられる。また、従来、風速3m／s程度が、Langmuir循環発生の闘値であると考えられていたが、  

本実験では、それ以下の風速でも組織的な対流渦が現れている。Langmuir循環は、海表面におけ  

る生物集積機構や、混合層形成に重要な役割を果たしていると考えられているが、フィールド観  

測や理論の発展に対して、制御実験系における実証の例が少なく、本実験結果は新しい理論展開  

にとって重要と考えられる。  

（5）リモートセンシングによる赤潮発生の計測   

実験室内のマイクロコズムにおいて純粋培養されたホルネリア、オリソディスカス、スケレト  

ネマ等の赤潮藻類の水中における分光反射特性を計測するため、分光測光装置の水中型センサー  

の試作を行った。センサー部に直径25mmのテフロン球を用い、オプティかレフアイパーにより  

入射光を分光器へ導く方式を採用した。オプティカルファイバーはテフロンコーティングされた  

ステンレスパイプにより保護されている。このセンサーの耐水、耐圧、及び耐熱試験を行った。  

また、センサーの感度、入射光の角度特性等の光学的特性及び模擬水槽による基礎データの収集  

を行った。  

〔発 表〕E－64～66，68，69，a17，e－31，32，51，52  

一58－   



2．2 経 常 研 究＊  

2．2．1環境情報部  

〔研究概要〕   

環境情報部は、環境・公害に関する情報の収集、処理及び評価方法に関する情報科学的研究を  

行っており、その研究成果は、広く環境科学研究の方法論の確立に資するとともiこ、当部のもう  

一つの任務である環境・公害に関する広範な情報の収集、整理、保守及び提供に関する業務の効  

率化に寄与している。   

環境に関する情報のうち、大気や水質等の環境監視結果や自然環境保全基礎調査などの環境状  

況に関する数値情報について、その計測、収集方法並びに収集した情報の利用方法に閲し、計測  

工学的、数理統計学的、物理解析的研究を進めており、本年度は、環境データの特徴抽出の方法  

とデータの要約（指標化）の方法、並びに環境計測値の精度について検討した。   

環境の画像情報に関する研究は、航空写真や衛星画像等の画像データから有用な環境情報を抽  

出・解析・評価するための画像処理システムの開発を冒的とし、本年度はすでに開発した対話型  

画像処理システム（1PSEN）ソフトウェア拡充を目標とした。特に、新たな画像処理手法の開発  

を行い、また、人工衛星、航空磯、レーザーレーダー等の2次元、3次元データから環境情報を  

抽出するための物理・統計モデルを開発した。   

一方人工衛星等のリモートセンシングデータの利用に関しては、自然環境状態の評価方法に関  

する研究の一部として、リモートセンシングによる植生区分図の作成方法を検討するとともに、  

環境主題図の作成にリモートセンシングを利用して、精度の商い土壌水分分布図を作成した。   

また、環境汚染制御システムの設計方法に関する数理的諸方法の研究として、本年度は、（1）流  

量が周期的に変動する汚染処理システムの操作と設計に関して、実用性を高めるため、処理プロ  

セス等の特性をより複雑なものを扱えるようなものとして、最適操作スケジュールの決走法とそ  

の変更法を与えた。（2）また、用水循環使用利水システムの最適構成問題の解法を検討した。   

環境に関する文献情報の検索システム開発のため、主として索引用語の面からの分析を進める  

とともに、検索結果の評価の方法についても検討した。  

研究課題1）環境情報のデータベース作成と利用に関する基礎研究  

〔担当者〕贋崎昭太・松本幸雄・宇都宮陽二朗・袴田共之・新藤純子・横田達也・芳賀敏郎－・  

土屋 巌・古川満信（■客員研究員）  

〔期 間〕54～58年度  

〔内 容〕1）環境数値情報の会話型検索システム開発のため、大気については測定局の特徴抽  

出の手法を検討し、水質については測定点の上下流関係や年次的継続性を整理した。2）環境デー  

タの要約・利用のための多変量解析手法の開発に閲し、数値による情報の要約と画像による特徴  

抽出法を開発した。さらに、データ解析の基礎となる測定値の精度に閲し大気・土壌について検  

討した。また、農村地域におけるエネルギー需要量の調査と解析を行った。3）衛星データ等に  

ょる多量の環境情報の蓄積と解析はランドサットMSSに加えて、RBV及び気象衛星ノア6、7  

号の熱赤外データの複合的解析の技法を開発し、雪田植物群落地帯の残雪と第2回「緑の国勢調  
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査」との照合並びに多数都市ヒートアイランドの同時検出を行った。  

〔発 表〕K－69，101，119，120，A－10，11，14，15，18～20，a－9～12，16，22，23   

研究課題 2）環境画億情報処理システムに関する研究  

〔担当者〕安岡善文・宮崎忠国  

〔期 間〕54～57年度  

〔内 容）対話型画像処理システム（lPSEN：Lmage ProcessingSystern for ENvironmental  

Analysis and Evaluation）のソフトウェア拡充を行うとともに、新たな画像処理手法の開発を  

行った。特に、（1）植生の変化など環境の動的変化を遷移行列により表現し、その動熊を把握する  

方式について検討した。きた、（2）人工衛星、航空機により得られた映像データから水域における  

水質分布を推定する際に問題となる大気散乱光、水面反射光について、その定量的評価法を開発、  

水質推定モデルの安定化を行った。さらに、（3）レ」ザレーダーによる画像データなど、リモート  

センシングデータで問題となる各種の雑音について、その除去方式を開発した。（4）画像処理ソフ  

トウェアシステムの可搬型化について検討を行った。  

〔発 表〕K、39，40，k－15，A－24～26，a－17～21  

研究課題 3）環境汚染制御システムの設計のための方法論に関する研究  

〔担当者〕大井 鉱・宮崎忠国  

〔期 間〕54～57年度  

〔内 容〕流量が周期的に変動する汚染質流を、いったん貯留したのち処理するシステムの設  

計・操作法について、（a）処理プロセスへの流量が一定の場合と、その流量に一定上限のある場合  

との操作スケジュールの変更の許される包括的条件を与えた。（bほた、処理プロセスへの流量上  

限も周期的に変化する場合について、最適操作スケジュールを決定するための計算法と、操作ス  

ケジュール変更の許容条件とに関して基本的解決を与えた。（C）さらに、前項（b）のシステムを、処  

理プロセスが並列的に並んでいる場合に拡張し、スケジュールもコストに関係するものをも含め  

て、最適操作スケジュールを求める計算手続を明らかにした。   

水処理プロセスを含む、利水・用水循環系の最適構成問題について検討し、有効な計算方法を  

与えた。また、計算をさらに高速化するた捌こ、最適計算の諸手法の比較検討を行った。  

〔発 表〕A－4，7，a－5，6  

研究課旗 4）環境情報の検索システムに関する研究  

〔担当者〕春山暁美  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕環境情報の検索システムを構成する諸要素の分析を行い、重要な要素である索引言語  

について、前年度までに作成した環境公害マイクロシソーラスを用いて環境情報の検索を行って、  

マイクロンソーラスの評価を行うとともに、環境情報の検索上の問題点の分析と解明を進めた。   

また、複数の環境関連分野文献ファイルを用いて、異なる情報検索システムにより検索された  

環境情報の評価の方法について検討を行った。   

環境情報を著標・検索するための索引言語が情報システムの中で果たす役割りとその構成上の  

問題点についても分所を進めた。  

〔発 表〕A－16，a－14，15  
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研究課題 5）環境データの多変量時系列的解析に関する研究  

〔担当者〕松本幸雄・新藤純子・廣崎昭太  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕大気環境データを対象に、種々の時系列モデル（AR、MAモデル）のあてはめ、並び  

にモデルによらない周期成分の解析について検討した。物理的拡散機構を取り入れた大気汚染質  

濃度の予測モデルの可能性についても検討した。  

〔発 表〕A－21   

研究課題 6）環境データの時間的、空間的特徴の指標化に関する研究  

〔担当者〕新藤純子・松本幸雄・廣崎昭太  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕大気環境モニタリングデータに多変量解析諸手法を適用して、データの変動特性や測  

定項目間の相関を明らかにし、それらの特徴の測定局による違いを検討した。   

また、「生物指標の定点モニタリング」のデータの解析を本年度より開始し、異常値の抽出方法、  

生物の年令を考慮したデータの補正方法、及びサンプル数の少ないデータの年度間、地域間羞の  

検出について検討すると共に、生物モニタリングの問題点を明らかにした。  

〔発 表〕K－121   

研究課題 7）自然環境状態の評価方法に関する基礎的研究  

〔担当者〕袴田共之・横田達也・宇都宮陽二朋・廣崎昭太・古川満信・猪爪京子  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕自然環境（特に植生項境）の状態を記録し、評価するために、埼玉県の植生調査デー  

タ及び土壌・地質などの関連データファイルを作成し、それらデータの統計的特徴を数量化1ⅠⅠ類  

により検討すると共に、クラスター分析により分類を行った。植生環境のリモートセンシングに  

ょる調査方法とその結果の評価方法を確立するための基礎データを収集し、その統計的特徴を検  

討した。   

また、土壌中の多種元素の挙動を総合的に評価する方法を検討し、土壌中のカリウムの平面的  

分布が形成されるプロセスのモデルにより、その分布が植物の生育に及ぼす影響を評価した。  

〔発 表〕a－13   

研究課題 8）衛星データ等による環境主題回の作成と解析に関する研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・袴田共之・廣崎昭太・古川満信・塚田良一  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕人工衛星データ及び統計データに基づく各種環境主題図の作成手法の開発に閲し、本  

年度はリモートセンシングデータによる土壌水分の測定手法確立のため、航空機MSSデータに  

ょる土壌水分推定モデルを作成し、それに基づき水分分布図を作成した。航空機搭載MSS（可視  

～赤外）データを解析して熱赤外データによる土壌水分推定モデルは早朝～日中を通じて予測誤  

差の小さいモデルであることを確認した。可視～近赤外データは太陽を光源とする地表からの反  

射エネルギーであるので、早朝では著しく反射率が低く、当該モデルの入力データとしては適当  

でない。ただし、可視、近赤外データでも9時、12時に測定すれば比較的、精度の高いモデルの   

開発が可能である。  

〔発 表〕A－1～3，A－23，a－1，2  
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2．2．2 総合解析部   

〔研究概要〕   

総合解析郎における研究アプローチの特徴は、所内各部並びに広く所外の環境関連データを総  

合することにより、施策の策定に資する知見を提示するところにある。その主旨に立って、各研  

究課題は ①各種環境事象を広く横断的に把握定量化し、これに立って対策を導くこと、②そ  

のための自然科学及び社会科学的方法論を開発すること、の二つの側面を有する。   

以上の基本的立場に立って本年は後述のテーマを設定したが、その内6件は前年度より継続の  

もので、5件は本年より開始したテーマである。これらを大別すると、  

1）「エネルギー需要」、「ごみ処理プロセス」や「経済活動」など諸々の人間活動が環境に及  

ぼす影響並びに「緑の持つ環境価値」の評価に関するもの、   

2）「環境中での化学物質」や「土壌中での汚濁物質」、さらには「騒音伝播」などの挙動を表  

現する数理モデルの確立に関するもの、   

3）行政施策の立案に当たっての「生活者の果たす役割」や「環境配慮の実態」の分析を行う  

もの、   

4）広く「国土の利用」における諸方面にわたる環境影響を評価分析するもの、  

である。なお、「環境指標の体系化」は将来の環境指棟確立のための基礎となる幅広い環境の評価  

基準について検討したものであり、一方「健康面からの都市環境評価」に重点を置いた部門にま  

たがるプロジェクト及び「モニタリングシステム最適化」に関する研究の2件は本年度途中より  

開始したものである。  

研究課題1）環境指標の体系化に関する研究  

〔担当者〕内藤正明・乙間末広・飯倉孝和・松岡 譲・後藤典弘・田村正行・落合美紀子・  

北畠能房・原科幸彦・森田恒幸・西岡秀三・青木陽二・森口祐一・中杉修身・  

大井 紘＊1・溝口次夫■2・若松伸司蝉3・戸塚 績＊4（◆1環境情報部、★2計測技術部、  

蠣3大気環境部、■4生物環境部）  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容）個別の環境質に対する指標に加えて、環境の状態をより総合的、予見的にとらえるに  

適した指標のあり方を明らかにすることを目的とし、本年度は主として以下の課題を実施した。  
1）環境管理計画における指標の位置づけ、開発状況、今後の問題点について、自治体の実態  

調査と分析を行った。   

2）総合指標を作成するための集約化（項目、時間、地域に関する）の考え方と手法の検討並  

びにその間題点の整理を行った。   

3）我が国の環境行政に最も必要と思われる指標の一つとして都市環境質指標を同定し、これ  

を確立するための研究フレームワーク作りを行った。（これは次年度以後の特別研究プロジェクト  

の基礎となるものである。）  

〔発 表〕K－23，日－1，2，4，47，49，50，57，60，b20，21  

研究課題 2）エネルギー需給変化に伴う環境影響の総合解析研究  
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〔担当者〕後藤典弘・西岡秀三・中杉修身・北畠能房・乙間末広・田井慎吾●（◆水質土壌環境部）  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕本研究では、個別エネルギ〉－－・・1システムにかかわる環境影響を解析するものと、エネ  

ルギー・システムと環境との関係を総合的に評価するものの2種類がある。昭和57年度は、水処  

理システムについての熱力学的評価解析を前年度に引き続き行った。また、石炭灰等の大量発生  

廃棄物の処分にかかわる環境影響についての文献調査解析を実施した。同様に、資源エネルギー  

回収型の廃棄物処理システムの環境影響についてもモデル・プラントにおける実測値を検討した。  

総合評価では、森林エネルギー利用の動向を、環境面からみて評価検討を行った。また、低質エ  

ネルギー利用の増大、特に石油代替としての石炭利用拡大に伴う環境面での変化を定性的に検討  

した。  

〔発 表〕B－26，55，E－46，49，b－6，8，13，18  

研究課題 3）環境面よりみた国土利用の適正化に関する研究  

〔担当毛〕北畠能房・原科幸彦・西岡秀三・青木陽二・森口祐一・中杉修身  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕今年度は環境価値の計測を各局面で行い、環境保全状況を広域的に把握するため全国  

都市環境データベース整備と利用を進めると同時に国土の多重利用に際して生じる紛争調整につ  

いて検討した。すなわち 1）水質資源適正利用のため全国公共水域の水質別水量の試算 2）  

国土のレクリエーション価値計測を目途とした全国海水浴場の快適性評価に関する調査 3）地  

区快適性評価のための景観選好性分析 4）国土のエネルギー生産機能の環境制約についてバイ  

オマス・太陽エネルギーに関して検討 5）森林保全対策の環境効果について自然公園区域で調  

査 6）地域交通体係の心理的、社会的影響の検討 7）住民環境保全藩識の地域差を水質に関  

して2湖間比較、都市ごみについて4市比較調査 8）都市環境データベースを用いて地域の社  

会的・自然的特性と大気・都市ごみ等の環境質との関連を分析 9）環境紛争解決策としての調  

停について日米比較考察を行った。  

〔発 表〕A－8，B－2～4，55，56，58，59，61，a－3，4，7，b－13，15，18，19，21～23  

研究課題 4）化学物質の環境中での挙動モデルに関する研究  

〔担当者〕内藤正明・松岡 譲・西岡秀三・森口祐一・中杉修身  

〔期 間〕57～59年度  

【内 容〕農薬やPCBによる健康被誓やフロンガスによるオゾン層の破壊等、化学物質が環境  

中へ放出されることによる環境影響が関心を集めている。本研究は、これら化学物質の環境中で  

の挙動を予測し、その対策上案のための基礎データを得る手法を開発することを目的とする。   

本年度は、1）化学物質り環境中の挙動を予測する手法について、基本概念、モデルの塾、地  

理的対象範囲、対象時間、対象環境要素、対象プロセス等、その基本的考え方を整理した。2）  

既存の環境調査結果のデータ・ベー スを作成するとともに、一部の物質について解析を行った。  

人間活動の代替指標との関連についてむ調べた。  

〔発 表〕B－52  

研究課題 5）生活環境保全に果たす生活者の役割の解明及びそれにかかわる施策の立案  

（担当者〕後藤典弘・北畠能房・西岡秀三・中杉修身・大井 紘－（一環噺育報部）  
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〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕本研究は、生活環境保全に果たすへき生活者の役割を明らかにし、快適な生活環境作  

りに向けて生治者に望ましい行動をとらせるための施策の立案に資することを目的としている。   

本年度は、1）生活者がごみの排出にかかわってどのような意識を持ち、どのように行動して  

いるかを調査し、解析した。その結果、公共サービスとしてのごみ収集システムのあり方にとっ  

て有用な知見をいくつか得た。2）家庭排水の出し方にかかわって生活者が自身の水利用とから  

めてどのような意識を持っているか、またその意識に地域性が反映されるかについて霞ケ浦と琵  

琶湖周辺で調査した。  

〔発 表〕A－8，B¶6，56；a－3，4，7，b－14，19  

研究課題 6）行政計画における環境配慮の実態及び方法論に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・原料幸彦・森田恒幸・中杉修身  

〔期 間〕55（後）～57年度  

〔内 容〕本研究は、我が国の各種行政計画における環境配慮の方法論を体系づけることを目的  

に、主に環境影響評価制度を対象にして、その運用実態、政策効果及び制度の望ましい運用方法  

を分析したものである。   

今年度は、本研究計画の最終年度であり、主に55及び56年度に実施した実態調査及び実験の  

結果に基づき、環境影響評価制度の政策効果の実態及びその望ましい運用方法に関する総合的な  

解析及び検討を行った。この主要な検討内容は次の4点である。①我が国の環境影響評価制度及  

びその運用の実態、②環境影響評価制度が事業者、関係住民及び関係行政機関に及ぼした社会的  

諸効果の実態、③宅地開発過程における環境影響評価制度の政策効果の標準的傾向、④環境影響  

評価制度の望ましい運用を図るための諸方策。   

なお、上記検討の他、環境管理計画、計画アセスメント、環境情報システム等の環境施策に関  

する基礎的検討も、併せて行った。  

〔発 表〕8ト18，58，59，62～68，b－20，21，26，27  

研究課題 7）環境と経済活動の相互作用に関する基礎的研究  

〔担当者〕北畠能房・飯倉善和  

〔期 間〕57年度  

〔内 容〕環境と経済活動との望ましいかかわり合いに資する政策提言を行うためにも、その前  

提となる環境と経済活動の相互作用のメカニズムの解明に関する研究が不可欠となっている。本  

研究は、環境と経済に関する既存の理論体系をレビューすることによって、今後の研究の方向に  

ついて見きわめることを目的としている。   

本年度は、第1に環境の経済学に関する内外の文献サーベイを行った。その結果、環境の経済  

学を公害の経済学と自然環境保全の経済学に2分類すると、我が国においては後者の研究が立ち  

遅れており、また、公害の経済学を環境資源論といった新たな視点から捕らえ直すためにも、後  

者の研究の必要性の高いことが明らかになった。そのため、自然環境保全を経済学的にどのよう  

に把握していったらよいかに関して試論的にとりまとめた。また、環境保全に果たす技術の役割  

についても若干の検討を行った。  

〔発 表〕b㍉4  
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研究課題 8）緑の評価と保全費用に関する基礎的研究  

t抵当者〕北畠能房・青木陽二  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕本年度は緑の価値を緑地に対する周辺居住者の利用行動から把握するために緑量、面  

積、周辺条件の異なる6か所の公臥こおいて誘致率（周辺の居住者がその公園に来る確率）を測  

定し、公園からの距離との関係を分析した。その結果、緑量（植生地の分布する量）、緑地面積、  

近辺の幹線道路の交通量が誘致率の減衰に寄与していることがわかった。また保全費との関連を  

明らかにするために、6か所の有料、無料の公園において同様な誘致率の測定を行った。この結  

果は現在分析中であるが有料の緑地ではその近傍において著しい誘致率の減少が見られた。さら  

に筑波研究学園都市における緑地空間の管理保全にかかわる調査に加わり、住民の望む緑の保全  

方法を提案した。  

〔発 表〕B－1，3，4  

研究課題 9）臨書の発生・伝播・評価に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・田村正行・西岡秀三・森口祐一・東郷正美－（・環境保健部）  

〔期 間〕57～58年度  

〔内 容〕騒音公害に対して従来種々の対策が実施されてきたが、環境白書によれば、各種公害  

の中で最も苦情件数が多いのは依然として騒音である。有効な騒音公害対策を立案策定する上で  

基礎となるのは、騒音の発生、伝播、及び評価に関する総合的な研究である。本研究は、騒音の  

発生、伝播に関する音響工学的解析、及び騒音の評価に関する音響心理学的解析によって、騒音  

の発生、伝播、及び評価に関してより合理的な測定と予測の方法を開発することを目的とする。  

〔発 表〕b－9，10  

研究課題10）土壌環境貿の予測と管理に関する基礎的研究  

〔担当者〕内藤正明・乙間末広  

〔期 間〕57年度  

〔内 容〕廃水や汚泥の土壌還元処理が注目されつつあり、それに伴い土壌環境の変化予測手法  

や管理手法の早急な開発が望まれている。本研究では土壌浸透水の水量・水質変化予測に関する  

従来の研究をレビューし、その間題点を明らかにした。さらに、レビュー結果をふまえて新たな  

予測モデルを提案し、実フィールドデータとの比較検討を行った。また、予測モデルの一部をな  

す汚染物質の土壌吸着に関して、コラム実験と数値シミュレーションの両面から検討した。   

なお、本研究は来年度より特別研究「自然浄化機能による水質改善に関する総合研究」の一部  

として引き継がれる。  

〔発 表〕B5  

研究課題11）環境面よりみたごみ処理プロセスの比較評価に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・中杉修身  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕本研究は、都市及び生活型公害の未然防止に重要なごみ処理プロセスについて、項境  

面からみてシステムの比較評価に必要な基礎的知見を収集、検討することを目的としている。   

昭和57年度は、流動床焼却処理、高温熔融ガス化処理、熱分解ガス化処理のプロセスについて、  
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最近建設されたプラントを調査し、基礎的知見を得た。また、隣接する下水処垂場やし尿処理場  

との共同処理を行うプロセス・システムについての条件を検討した。   

資源化処理プロセスについては、提案されている熱分解ガス化、熱分解液化、高速メタン化、  

及びコンポスト化のシステムについて、スコア法による比較評価及び検討を行った。  

〔発 表〕B－23，26，51、53、b6，7，16，17  

研究課題12）健康面からみた都市における生活環境条件に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・西岡秀三・斉藤 寛★ヱ・村上正孝★2（■l環境保健部、t2環境生理部）  

〔期 間〕57（後）～60年度  

（内 容〕本研究は、国民の大半が都市域に住むようになったことに鑑み、公害等を含む都市に  

おける生活環境条件及びその変化と都市居住者の健康や快適感との関係を明らかにし、人口規模  

や地域条件をパラメーターにして望ましい健康な都市のあるべき姿を見いだそうとするものであ  

る。   

昭和57年度の後期から研究を開始したので、本年度は、まず茨城県下及び神奈川県下の都市レ  

ベルについて、①都市の基本情報、②住民の健康状態に関する資料・データ、③都市単位の生活  

環境状態に関する資料・データの収集を行った。また、それぞれについて情報が広範多岐にわた  

るため、データ等の入手可能性など情報源情報についても知見を収集した。  

研究課題13）環境監視システムの評価と最適化に関する研究  

〔担当者〕内藤正明・松岡 譲・落合美紀子  

〔期 間）57～59年度  

〔内 容〕従来の大気や水質などの環境監視システムの設計・計画は必ずしも十分な合理性に  

立ってなされてきたとは言い難い。そこで、本研究ではモニタリングポイントの適正な数、配置、  

測定頻度、精度等の決定方法について以下の諸点を検討した。  

1）環境モニタリングシステムに関する研究のレビューと分析   

2）大気移動計測単による監視計画の検討。   

3）レーザ・レーダー大気汚染計測データを用いたモニタリングポストの検討。   

4）湖沼水質モニタリングの観測点配置の適正化方針。   

5）湖沼水質モニタリングの費用便益分析。   

6）大気・水質データの内挿手法の開発・検討。   

以上それぞれの項目についていくつがの新たな知見と成果を得た。  

〔発 表〕brl，2，11，12  
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2．2．3 計測技術部  

〔研究概要）   

本研究部では、人間を取り囲む環境の状態とその変化を正確に把超し、監視を行うための基本  

として、環境中の各種汚染物質の化学分析方法の研究をはじめとする環境計測技術の開発を行う  

ことを目的としている。   

大気計測、水質計測、生体化学計測、底質土壌計測の四つの研究室では、それぞれ対象とする  

媒質中における汚染物質の分析方法の研究を中心として行っている。全体的にみれば、各媒質中  

の微量の汚染元素の定量法と、その存在状態の解明、及び微量汚染有機物の系統的な分析方法の  

確立ということにまとめられ、各種の機器分析法の環境試料への応用を行っている。前者ではプ  

ラズマ発光分光法、原子吸光法、けい光Ⅹ線法等を用いた微量分析法のほか、電子分光法による  

表面分析による粒子表面の元素の存在状態の測定法をとりあげている。後者では各種クロマトグ  

ラフィーと各種分光法あるいは質量分析法との組合せによる分析法、及びラマン分光法、NMR法  

を主な方法としている。   

さうに既製の装置の応用のみならず、質量分析計の新しいイオン源の検討や多要素モニタリン  

グシステムの開発など測定システムの設計も本研究部の主要な研究課題となっている。   

また特別経常研究「環境標準試料の作製と評価に関する研究」では前年度調製した標準試料  

NIES－No．6（ムラサキイガイ）について各方面に分析依頼して、保証値を決める作業を進めると  

ともに新たにNIES－No．7（茶葉）を作製した。同じく特別経常研究「環境水中の全リン及び全  

窒素測定法の標準化に関する研究」の成果は、環境庁による同物質の測定に関する公定法の制定  

にとり入れられた。いずれも測定の標準化にかかわるもので本研究部の研究の目指す主要な方向  

の一つである。また、分析室でも共通機器関連の業務及び大気モニター棟の管理を行うかたわら、  

大気中ガス成分、浮遊粒子成分の各種自動測定法の精度の比較を行った。   

本年度で3年目に入った特別研究「環境試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研  

究」は本研究部が中心となって実施しているが、その基礎として、各種汚染物質の高感度分析法  

の確立が必要とされており、以下の経常研究各課題と密接な関連をもって進められている。  

研究課題1）降水中の汚染物賀の測定法に関する研究  

〔担当者〕安部書也・藤井敏博・安原昭夫・横内陽子・向井人史・伊藤裕康・西川雅高  

〔期 間〕52～60年度  

〔内 容〕1）前年度に引き続きプラズマ発光分光法による降水中微量汚染元素の多元素同時分）  

析法について検討を行った。特にICP法では粒子状のものも部分的に発光するので、ろ過を行っ  

て採取した粒子状物質の分析と、試料水をそのまま測定した場合とを比較して粒子状の場合の発  

光率を調べた。8JLm以上の粒子の場合、アルカリ金属、アルやり土壌に比べて、Fe、Mn、Ti、  

Al等の元素の発光率が低いことがわかった。より小さい粒子の場合、発光率はいずれも上昇する  

が、定量的にはさらに検討中である。   

4か月間保存した試料について、酸を加えpH2とし、超音波処理をすることにより、保存前と  

全く同じ分析結果が得られることが確認された。   

2）これまでに検討した分析方法の応用として測定した十数回の降水について各成分の時間変  
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勤の状態について統計的な整理解析を試みた。降雨強度が高く降水量の大きいタイプの降水と降  

雨強度が低く降水量も小さいタイプに分けられ、前者の方が変動幅は大きいが変動度は小さく、  

平均濃度は小さいなど、それぞれ特徴的なパターンを示した。  

〔発 表〕c2～4，29  

研究課題 2）大気中の微量有機物賀の測定に関する研究  

〔担当者〕安部書也・藤井敏博・横内陽子・伊藤裕康  

〔期 間〕53～57年度  

（内 容〕1）大気中微量有機物質を対象として、低温濃縮法とキャピラリーGC／MS法との組合  

せによる高感度分析法について検討し、良好な結果が得られた。   

2）汚染のバックグラウンドとしての植物起源の大気中揮発性有機物質について、その放出速  

度と大気中濃度の変動を調べた。また、それらの気相反応生成物の検索を行った。  

〔発 表〕C－36，C45  

研究課題 3）環境中に存在する悪臭物質の同定と定量に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫・永井澄男●・伊藤裕康（－共同研究員）  

〔期 間〕52～57年度  

〔内 容〕豚糞を加熱乾燥する際に発生する悪臭は生糞の臭気とは異なっているが、その差異の  

原因物質として数種類のビラジン化合物を同定した。   

豚の排泄物に市販の脱臭剤を添加し、その時の臭気の変化と臭気成分の濃度変化を調べた。三  

点比較式臭袋法による官能試験の結果では、尿及び糞尿混合物に脱臭剤を添加した場合，臭気の  

強度に関しては明らかな減少は認められなかったが、臭気の質が明らかに変化し、両者の間で顕  

著な羞が認められた。尿の場合の臭気の不快さは、むしろ増加傾向にあった。一方、成分分析の  

結果でも、尿と糞尿混合物では、脱臭剤の添加によるかレポン酸濃度の変化が対照的であり、官  

能試験の結果とよく一致した。以上のことより、カルポン酸が豚の排泄物からの悪臭に大きく寄  

与していると考えられる。  

〔発 表〕C31，32，34  

研究課題 4）化学イオン化質量分析法のためのイオン一分子反応の設計に関する研究  

〔担当者〕藤井敏博  

〔期 間〕54～58年度  

〔内 容〕1）時間分解型化学イオン化イオン源を装備した質量分析計により求めた、100～600  

eVのエネルギー領域の電子のRangeと生成されるイオンの空間分布の結果から、ガスクロマト  

グラフ検出器であるECDのイオン化室における63Ni総源により生成される一次イオンの空間  

分布を求めた。   

2）熱イオン化検出器に四重極質華分析計を接続することにより、その動作機構の解明に関す  
る研究を行った。イオン化の機構は、従来の通説であるPenningイオン化によるものではなく、  

表面電離によるものとの見通しを得た。また生成される負イオン種は、窒素化合物に対しては、  

CN－であり、バックグラウンド電流は、OH．2に帰因することが質量分析法により解明できた。  

〔発 表〕C21，22，C－31～36  

一 68 －   



研究課題 5）環境水中の溶存有機化合物の微量分析法に関する研究  

〔担当者〕白石寛明・大槻 晃  

〔期 間〕57～61年度  

〔内 容〕環境水中に存在する微量潜存有機化合物の分析において、・分析機器の感度、選択性の  

点から目的とする成分を効率的に107－105倍に濃縮しなければならない場合が多い。しかし、通常  

の方法でこのような微量成分を定量的に濃縮することは困難である。そこで今年度は、比較的汚  

染されていない試水に対応できるように1）現場で使用可能な連続液々抽出法を中心に、2）  

クローズドループ・ストリッビング法、及び3）樹脂吸着法について検討した。1）においては、  

試料中の溶存ガスが抽出操作中に脱ガスし、これが原因で液面レベルの低下、抽出溶媒の流失が  

問題となったが、レペ／レコントロールすることにより解決された。2）法では流路の気密度、温  

度分布などの問題点が多くさらに改良を加えている。  

〔発 表〕C13  

研究課題 6）電気化学的計測法を主体とした多項目同時モニタリングシステムの開発研究  

〔担当者〕河合崇欣  

〔期 間〕52～57年度  

〔内 容〕水域の環境を系として総合的に捉えるためには、水質因子の変動パターンの正確な測  

定から、変動の原因とそれらの相対的比重を知る必要がある。そのためには現場での自動連続測  

定が非常に有効であり、非破壊分析が可能で電力消費が少ないなどから原理的には電気化学計測  

法は最も適したものの一つと思われる。しかし、反面、測定感度の不足、センサーの安定性、生  

物の付着等による妨害など十分に解決されていない問題も多く、測定可能な項目は非常に限定さ  

れている。今までの研究では、山王川実験水路での藻類増殖過程の連続測定を行い、照度、気温、  

水温等を含めpH、DO、NO。－、Chl．dなどの測定を試みた。しかし管理された系では本来解決さ  

れなければならない妨害が弱いように思われ、実際の湖沼で実験を行うための設備が必要であっ  

た。電源を備えた湖上フロートステーション、取水塔上測定室を含む臨湖実験施設モニター設備  

等ができたことにより、基礎的研究のための実験条件が大幅に充実した。  

研究課題 7）環境水中の全リン及び全窒素測定法の標準化に関する研究  

〔担当者〕大槻 晃・河合崇欣・白石寛明・野尻幸宏  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容〕湖沼の富栄養化防止施策の一つとして全リン・全窒素濃度の環境基準値の設定に際し、  

公定法を定める必要がある。   

本年度は全窒素測定法について、その原案作りのための検討を行い、アルカリ性ペルオキシン  

硫酸カリウム分解法を用いて、JIS法に比べ短時間で、簡単な操作により窒素化合物を硝酸態に転  

換できることを確認した。さらに生成した硝酸態窒素を紫外線吸光光度法を応用して簡単に測定  

出来ることを見いだした。この方法が公定法の一つとして定められた。  

〔発 表〕C－4   

研究課題 8）電界脱離型イオン源付質量分析計の環境試料中の微量難揮発性有機汚染物質分析  

への応用研究  

〔担当者〕大槻 晃・白石寛明  
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〔期 間〕54～57年度  

〔内 容〕今日まで適当な分析手段が存在しなかったために見過ごされて来た多くの難揮発性有  

機汚染物質の同定と定量法の開発にECP－FDMSCPUシステムの応用を試みた。  

1）汚染物質の濃縮・分離法として高速液体クロマトグラフィーを円い逆相吸着クロマトグラ  

フィーを試みた。充てん剤としてはC－18を用い、吸着容量及び試料水流速を上げるために加圧カ  

ラム分離システムを導入して、水メタノールのダラジュント溶出の条件を種々のモードでさらに  

検討した。   

2）得られた分画についてECP－FDMS－CPUを用いて同定を試みたが、未知物質は確認されな  

かった。  

〔発 表〕C、14  

研究課題 9）外洋の特定汚染物質バックグラウンドレベルモニタリングのための測定法の研究  

〔担当者）野尻幸宏・大槻 晃  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕前年度に引き続き、化学結合型シリカゲル吸着法による海水からの極微畳金属元素の  

主要成分イオンからの分離濃縮法を研究した。実際試料へのより効果的な応閂のために、加圧容  

器による吸着力ラムヘの送液法を試みた。この方法で21以上の試料からの迅速な分離濃縮が可  

能となった。また吸着力ラムからの分析対象元素のコンタミネーションの考察も行った。  

ICP発光分析法による濃縮試甲の多元素同時分析により、Al、Ti、Ⅴ、Mn、Fe、Co、Ni、Cu、  

Zn、Mo、Cd、Pbのpptからppbレベルにおける定量が可能となった。  

〔発 表〕c－30  

研究課題10）分光分析用高温媒体中での空間的試料分解過程の解明  

〔担当者〕古田直紀・大槻 晃  

（期 間〕57～60年度  

〔内 容〕元素分析を行う際、通常、試料をフレームやプラズマなどの高温媒体中に導入して分  

解した後、その時生成した原子やイオンを検出している。試料は高温媒体中のある空間の中で化  

学反応しながら分子から原子へと分解され、さらに一部はイオン化される。本研究の目的は、高  

温媒体中での試料分解過程を明らかにすることにある。   

フレーム及びプラズマをY－Z可動台に乗せ、Y軸方向からパルスレーザーを照射する。Ⅹ軸方  

向に分光器を置き、フレーム及びプラズマに導入した試料の発光スペクトルとともにパルスレー  

ザーを照射することにより生じたけい光スペクトルを測定する。検出器としては、SIT（Silicorl  

Intensi丘edTarget）面検出器を用い、測定したスペクト）L／を次から次へとフロツピーディスクに  

ため込んだ後に、大型計算機でデータ処理する。このようにして、フレーム及びプラズマをY軸  

とZ軸にそって動かしながら、試料の発光スペクトルとけい光スペクトルの強度分布を測定する  

システムを完成させた。  

〔発 表〕c－23  
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研究課題11）原子スペクトル分光法等の機器分析を用いた生体中の微量元素の分析法に関す  

る研究  

〔担当者〕森田昌敏t岡本研作・佐竹研一・植弘崇嗣・柴田康行  

〔期 間〕57～66年度  

〔内 容〕ICP発光分光分析法の新しい領域として、真空紫外線領域の1CP発光分光を行い、各  

種元素の発光線表を作製した。またその応用として、生体試料中の硫黄の分析法を確立した。人  

体試料の多元素同時分析としては、ICP発光分光分析とエネルギー分散型けい光Ⅹ線分析法の組  

み合わせを検討し、毛髪、血液等の実試料への応用をはかった。機器分析にかける前段階として、  

試料の洗浄法については帝苫頚について検討を行った。けしゝ光Ⅹ線分析法における吸収補正限界  

を生物試料について計算し、補正の必要でない試料量を各種生物試料について求めた。窒素ガス  

を用いたICP発光分析について予備的実験結果を得た。  

〔発 表〕C－27  

研究課題12）生体中に含まれる元素の化学形態に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏・岡本研作・佐竹研一・植弘崇霹卜柴田康行  

〔期 間〕57～66年度  

〔内 容〕生体中に含まれる元素の化学形態を明らかにする分析手法として、HPLC1CPの応用  

をはかっており、金属酵素類の分析への応用の可能性を検討した。ヒジキ中のヒ素の化学形態に  

関する研究は、それが糖結合体であることまで解明されたが、さらに詳細な構造決定は今後の課  

題となっている。ウニ中のヒ素は大部分がアルセノベタインであることが明らかになった。犬メ  

タロチオネインの構造決定は進行中である。辞苔頬の元素濃縮として、Ni、Y及びBrを高濃度で  

濃縮した試料を見いだしており、その構造解明へのアプローチを開始した。  

〔発 表〕C－12，29   

研究課題13）環境中の発ガン性有機物の分析法に関する研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔期 間〕55～60年度  

〔内 容〕毛髪中のベンゾ（a）ビレンの分析法を確立した。毛髪中のベンゾ（a）ビレン濃度が、環  

境中のいかなる因子を反映させるのかについて検討中である。  

研究課憩14）環境標準試料の作製と評価に関する研究  

〔担当者〕岡本研作・植弘崇嗣・柴田康行・森田昌敏  

〔期 間〕53～60年度  

〔内 容〕国立公害研究所標準環境試料NIES No、3クロレラについて各種元素の保証債の決定  

を行った。No．4血清試料については各研究機関からの分析値の集計を終えたが、極微量の元素に  

ついては一致度が寒く、高精度分析機器により再度分析を行う必要があった。No．6ムラサキガイ  

については研究室内での分析を完了した。また新しし）標準試料として、茶葉を選び、粉末をびん  

詰めとした。これらの標準試料を用いて分析法の検討も行っており、ヒ素の原子吸光分析に一定  

の前進が得られている。また各種の分析法の比較検討も行った。  

〔発 表〕C－6～8，C－13～16  
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研究課題15）表面分析法の底質、土壌試料への応用  

〔担当者〕相馬光之・瀬山春彦  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕環境中の固体物質はその表面を介して周囲と影響しあっている。本研究は土壌、底質  

など固体環境試料の表面の化学組成の特徴を明らかにすることを目的とし、本年度は土壌、底質  

に関連する試料として、1）岩石粉末、2）石炭フライアッシュ、3）金属を担持した酸化アル  

ミニウムの表面の化学組成を、主としてⅩ線光電子分光法（ⅩPS）により分析した。1）でほ特  

定の元素または元素群の表面への著しい偏在が認められ、岩石の成因、鉱物組成との関連が示唆  

された。2）では電子顕微鏡、ラマン分光も併用して、硫黄、不定形炭素が表面に富むこと、ケ  

イ酸塩ガラスの生成などを確かめることができた。3）では酸化物表面に酸化状態の異なる硫黄  

が存在し、それが、金属と酸化物の相互作用による金属の化学的性質の著しい変化と、密接に関  

連してし）ることを明らかにした。  

〔発 表〕K、26，k－11，C－23，25  

研究課逸16）底質、土壌中の有機化合物の存在状態の測定法に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子・相馬光之  

〔期 間〕54～59年度  

〔内 容〕底質土壌における環境汚染に関連する有機化合物の存在状態を明らかにすることを目  

的とし、ESR、可視分光法、ラマン分光法を併用して遷移金属イオン置換モンモリロナイトの層  

間に吸着した芳香族化合物の構造、状態について研究した。Cu（1Ⅰ）、Ru（1ⅠⅠ）やFe（l上り置換モン  

モリロナイトに乾燥ふんいき下で吸着してできるベンゼン置換体の有色吸着種は、いずれもカチ  

オンラジカルになっていること、それと同時にCu、Ru、Feイオンが還元されて、それぞれCu  

（Ⅰ）、Ru（Il）、Fe（Il）イオンになっていることが判明した。吸着したベンゼン置換体のうちパラ  

置換体は、溶液中のカチオンラジカルと似た構造を持って、粘土層間で吸着力チオンラジカルと  

なっているが、一置換ベンゼンは二量化されビフェニルカチオンになり、また、ベンゼンやビフェ  

ニルは重合してpoly（p－phenylene）カチオンとなる反応が起こってしゝることが明らかになった。  

〔発 表〕C－20，C－26，28  

研究課題17）底質、土壌中の金属イオン等の存在状態の測定に関する研究  

〔担当者〕瀬山春彦・相馬光之  

一期 間】55～58年度  

〔内 容〕重金属イオン等環境汚染物質の底質、土壌構成粒子中への移動、粒子中での分布、化  

学変化等存在状態にかかわる問題を種々の測定法を組み合わせて調べることを目的とし、57年度  

までにカドミウム等の金属イオンを吸着させたモンモリロナイト（粘土鉱物の一種）及びその他  

の、底質、土壌を構成する代表的な鉱物（長石等）に対してX線光電子スペクトルの測定を行っ  

た。その結果、得られる光電子の結合エネルギー及びオージュ電子の運動エネルギー値は、鉱物  

中の元素の存在状態に対応してシフトし、Ⅹ線光電子分光法（ⅩPS）が鉱物中の交換性金属イオ  

ン及び鉱物粒子を構成している元素（ケイ素等）の状態分析法として有効であることが明らかと  

なった。  

〔発 表〕c－24  
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研究課題18）大気中のガス状汚染物質測定法に関する研究  

〔担当者〕溝口次夫・功刀正行・植弘澄子  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕1）光化学オキシダント自動測定機の問題点のうち、温度影響の定量性を検討するた  

め、恒温室を使用して実験し、JISに規定されている2％KI溶液では、20◇Cを基準にとった場合、  

2ppb／qCの濃度変化があることを実験的に確認した。   

また、KI溶液濃度1％、2％、5％及び10％のそれぞれについて、温度影響実験を行った。そ  

の結果、KI濃度10％では温度変化による濃度のバラツキは非常に少ないことを確認した。   

2）オキシダント自動測定機の動的校正法について、ガス吸収用インピンジャーが1本の場合  

ヒ2～5本に直列に増加した場合の2本目以降のインピンジャー中に含まれるl2濃度について  

実験的に検討し、現行のインピンジャ←1本での校正法は危険であることを確認した。  

〔発 表〕c－8，20，21，40  

研究課題19）大気中の浮遊粒子状物質の測定法に関する研究  

〔担当者〕溝口次夫・功刀正行・西川雅高・宮坂恵子・広瀬妙子  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕1）ローボリュームサンプラー、ハイポリュームサンプラーなどのろ過掃集法によっ  

て得られる大気粉じんの成分分析を行う場合、注意しなければならないろ材及びサンプラーの材  

質についてのブランク使、コンタミネーションなどの情報を得るため次の実験を行った。   

＝ グラスファイバーろ紙、石英繊維ろ紙及び高分子繊維ろ紙のブランク値をプラズマ発光分  

光分析装置によって測定し、元素分析を行う場合のろ材の選定についての情報を得た。  

ii）市販の全天候型ローボリュームサンプラーとサンプリング部に全く金属成分を使用してい  

ないローボリュームサンプラーを同時にクリーンルーム内で運転し、サンプラーからのコンタミ  

ネーションの有無を実験的に確かめた。その結果によると、雨天を想定した場合の実験において  

全天候型サンプラーからは、Zn、Al、Cuなどの汚染が大きいことが確認された。   

2）プラズマ発光分光分析装置によって大気粉じんを分析する場合の前処理法を検討した。   

3）けい光Ⅹ線分析装置によって大気粉じんを分析する場合の標準試料の作成およびサンプル  

の代表値、平均値を得る手法につしゝて実験的に検討した。  

〔発 表〕C－25，C－37，38  

研究課題 20）GC／MSデータ検索システムに関する研究  

〔担当者〕溝口次夫・安原昭夫・伊藤裕康・新藤純子＊（■環境情報部）  

〔期 間〕55～58年度  

〔内 容〕本研究は一昨年度から三か年計画で進めていたもので、ほぼ予定どおりの成果を得る  

ことができた。   

昨年度、マススペクトルの理論的な解析から導いたプレフィルタリングと統計的手法によって  

導いたメインサーチから構成される新しいユニークなマススペクトルの検索手法（NIES－MSLS  

法）を開発した。   

本年度はNIES－MSLS法に改良を加え、検索精度及び検索速度の向上を行った。また、本年度  

は環境サンプルの特徴である混合スペクトルの検索手法を確立した。   

1）純物質については、標準スペクトル及び実際の環境サンプルである塗装工場の排ガス成  
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分、大気中のエアロゾル成分中の有機成分の検索を行い、ほとんどのデータについて高精度の検  

索に成功した。   

2）混合スペクトルの検索については、標準混合サンプルによって手法を確立した後、実際  

の環境試料及び豚舎からの臭気成分の同定を試み、高精度の検索に成功した。   

3）水中の有機成分については、まだ、検索例も少ないこともあって、高精度の検索には、  

現在、成功していない。これについては、今後さらにスペクトルの特徴を把握して精度の向上を  

図ることとしたい。なお、同定の困難なスペクトルの特徴、混合スペクトルの場合の条件を抽出  

した。  

〔発 表〕A－9，a－8，C－6，41，43  
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2．2▲4 大気環境部  

t研究概要〕   

大気環境部には本年度大型実験設備として「エアロゾル風洞」が大気汚染質実験様に完成した。  

エアロゾル風洞は粒子状汚染物質の飛散や衝突合体などの動力学的挙動や、雨・霧による汚染物  
質の除去過程、酸性雨などの研究のため、昭和58年度から利用される予定である。   

大気環境部では3件の特別研究を遂行しているが、これらの内大気化学研究室、エアロゾル研  

究室及び大気環境計画研究室の一部が担当している「炭化水素一望索酸イヒ物硫黄酸化物系光化学  

反応の研究（光化学特研）」が本年度3年間の研究期間を終了し、新たに大気環境計画研究室を中  

心とした特別研究「広域における大気汚染物質の輸送・混合・沈着過程に関する研究」が4年計  

画で発足した。また大気物理研究室が参画、遂行している特別研究「囁境汚染の遠隔計測・評価  

手法の開発に関する研究」は4年計画の3年日を終了した。光化学大気汚染関連の研究は、本年  

度終了した「光化学特研」においてオゾン生成機構の解明が大きく前進したので、今後はエアロ  

ゾル生成機構の解明に研究の中心が移行し、58年度からの新しい特別研究に引き継がれる予定で  

ある。   

本年度の経常研究としては、大気物理研究室においては、大型レーザーレーダーのデータを定  

量的に解析するため光の減衰係数評価に関する従来の手法を実データに適用し、その特徴を調べ  

た。またNO2の高分解能レーザー誘起けい光スペクトルの測定を発展きせ、放射寿命に対し新し  

い知見を得た。大気中の透過・輝度を計算する大気光学モデルについては、稜々の環境条件で容  

易に透過曲線が図示できる様、プログラムの改良を行った。   

大気化学研究室では、大気中の変質過程の解明に重要な、素反応過程、反応機構の研究を中心  

に経常研究を行っているが、本年度は原子・分子・遊離基などをレーザーを用いた分光学約手段  

によって検出し、そのスペクトル解析、反応解析を行うためのレーザーけい光測定装置を作製し、  

ミニコンピューターによりデータ収集・処理を行うシステムを完成した。この装置を用いて成層  

圏に関係した化学反応の研究の一環としてIOラジかレのけい光スペクトル、反応速度定数の測  

定を行った。   

大気環境計画室の経常研究では、大気の運動と汚染物質の輸送・拡散・混合反応などの素過程  

に関する基礎研究、並びに大気汚染の動態や予測評価に関する研究を行った。   

エアロゾル研究室においてfま、特別研究と並行して、オレフィンーNOズーSO2系を対象とする高  

濃度実験を行い、生成したエアロゾル中の硫酸、硝酸を定量し、湿度の影響について調べた。一  

方、地上・上空・海上において野外調査を行ってイオンバランス、気相一粒子分配因子を測定した。  

また二酸化炭素をとりあげてエアロゾル粒子形成初期過程について、実験的及び理論的検討を加  

えている。  

研究課題1）赤外域における大気の分光特性に関する研究  

〔担当者〕中根英昭・竹内延夫  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕大気汚染気体濃度の空間分布を光学的に遠隔計測するために、気体分子が振動スペク  

トルを有する赤外領域の分光特性及び大気の光学的性質の知見が重要である。大気中で必要とす  
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る分解能（衝突幅で決まる、0．03～0．3cm‾1程度）での単色光の透過率や大気放射について、種々  

の環境条件下での知見を得るために、前年度検討したAFGL（米国AjrForceGeoph）′Sjcsl－ab．）  

のFASCODEプログラムの透過特性部分の改良を行った。改良点は以下の通りである。1）大気  

圧に応じてプログラムを分割し、簡略化を図った。2）分子スペクトルの計算順序を合理化し、  

計算時間を短縮化した。3）ⅩYプロッタヘの表示を可能とした。以上の改良によって容易に大気  

の透過率曲線を計算し、グラフに表示することができるようになった。また大気汚染気体の分光  

的知見を得るために、エチレン（炭化水素）を対象に選び、鉛化合物半導体レーザーを光源とし  

たシステムを用いて、高分解能2次導関数スペクトルを測定した。  

〔発 表〕K－38  

研究課漣 2）NO2の分光特性に関する研究  

〔担当者〕杉本伸夫・竹内延夫・竹沢賛三★（－客員研究員）  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容〕NOzは2B．、2B2の二つの電子励起状態が同じエネルギー域にあり、吸収スペクトルは  

非常に複雑である。本研究では励起スペクトルを特定のけい光バンドでモニターして測定するこ  

とにより、スペクトルを簡単化して、新たに2Bl状態の三つのサブバンドとまB2の二つのサブバン  

ドについて、振動回転の解析を行った。これよりband originと回転定数を得た。またこれらの  

励起準位についてradiativelifetimeと衝突によるエネルギー移動を測定した。この結果2Blの  

radiativelifetimeは25－30JLSeC、2Bzは30－40JJSeCでこれまで報告例のあったような短い1ife・  

timeを持つ状態は存在しないという結論を得た。  

〔発 表〕D－25，26，d～49，51～54  

研究課題 3）光イオン化貿孟分析計による気相反応に関する研究  

〔担当者〕焉田仲明  

〔期 間〕50～60年度  

〔内 容〕アルキルラジカルの酸化反応機構を光イオン化質量分析計とdischarge－flow reactor  

を用いて研究した。   

まず（CD3）2CHX型のアルカンと酸素原子の反応で（CDa）2CX型のアルキルラジカルを生成さ  

せ、このアルキルラジかレと酸素原子の反応で生じる水素原子引き抜き反応に起因するオレフィ  

ンの生成率と酸素原子の付加反応に起因するアルデヒドやケテン類の生成率の関係を、ⅩをH、  

CD。、Cl、OHと変えて研究し、反応の素過程にこれらの置換基がどの様な影響を与えているかを  

調べた。   

さらにケテン頬の酸化反応速度についても研究を行った。  

〔発 表〕d－97～99，102，103  

研究課題 4）分光学的方法による気相反応の研究  

〔担当者〕苦田仲明・井上 元・秋元 肇  

〔期 間〕55～60年度  

〔内 容〕大気中の化学反応過程をより厳密に解明するため、原子・分子及びフリーラジかレを  

レーザー等を用いた分光学的手段によって検出し、また理論的に予測されるスペクトルと比較し、  

それらの分光学的性質及び反応性について研究を行った。  
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レーザーけい光測定装置を作製し、ミニコンピューターによりデータ集収・処理を行うシステ  

ムを完成した。硝酸の光分解によって生じるOHラジかレの回転分布を測定し、これらシステム  

が良好に作動することを確認した。   

分子の衝突状態からの光吸収について実験結果と比較するための理論計算を行い、新しいタイ  

プの光吸収現象（光会合）を確認した。  

〔発 表〕d－5～9  

研究課題 5）オキシダントに関する基礎的研究  

〔担当者〕畠山史郎・秋元 肇  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕タロロオレフィン類は大気中において主にオゾンまたはOHラジカルとの反応に  

よって消費される。オゾンとの反応は十分な研究がなされていない。本研究では大気中への放出  

量も多く、発ガン性も指摘されている塩化ビこ）t／（VC）及び卜1，2一ジクロロエチレン（DCE）  

とオゾンとの反応を検討した。両者とも副生する塩素原子の寄与で反応が複雑になるが、捕捉剤  

としてアセトアルデヒドを加えるとオゾンとクロロオレフィンの反応は2次反応として取り扱え  

ることを見いだした。VCとオゾンとの反応からはアセトアルデヒドの存在下で、CH200中間体  

の存在を示唆するプロペンオゾニドの生成が確認され、これらのクロロオレフィンとオゾンとの  

反応は通常のオレフィン系炭化水素と同様Criegee機構で十分説明できることが分かった。   

オゾンとの二次反応速度定数は、VCが（2．45±0．45）×10‾19cm3molecule‾1s．1、DCEが  

（1．80±0．29）×10L19crn3molecule1s‾1で、両者とも液相で求められた値より約一桁小さい。  

〔発 表〕D→30，d－73  

研究課塩 6）成層圏に関係した化学反応の研究  

〔担当者〕常田伸明・井上 元  

〔期 間〕56～60年度  

〔内 容〕成層圏におけるオゾン層破壊等の問題をより明確かつ正確に理解するために、上層大  

気で起こりうる化学反応に対し素反応研究を行う目的でハロカーボンフリーラジカルの一つであ  

るCF，ラジカルの分光学的及び光化学的研究を行った。CF3H、CF3Cl、CF3Br等の光分解により  

CF3ラジかレの二つの新しい発光が見つかり、スペクトルの解析、発光及び消光の動的過程の解  

析∴さらにはCF。ラジカルの各電子状態のポテンシャルエネルギー面のab－initio理論計算が行  

われ、発表された。さらにIOラジカルのレーザーけい光スペクトルとIO＋NOの反応速度の決定  

が行われた。  

〔発 表〕D－40～43，d100，101  

研究課題 7）赤外分光法による大気化学反応の研究  

〔担当者〕坂東 博・秋元 肇  

〔期 間〕56～60年度  

〔内 容〕低温マトリックス中におけるナチンの光分解反応を、FT1Rを用いて研究した。Arマ  

トリックス中ではケテンの光分解は観測されないのに対して、02マトリックスあるいは02を  

ドープしたArマトリックス中では、HO2ラジカル、0。、CO、CO2、H20を光分解反応生成物と  

して検出することができた。これらの生成量の02濃度依存性から、殊にHO2、0。の生成は複数  
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個の02分子がケテンの光分解に直接関与することにより起こる新しいタイプの反応（Matrix－  

asistedreaction）であることが判った。またケテンの光分解で生成するCH2ラジカルと02分  

子の結合により生成すると考えられるCH20，種（Criegee中間体を含む）は検出されなかった。   

また、NOズの一種として重要なNzO。について、Arマトリックスを用いてその光化学反応を研  

究した。低温マトリックス法により、不安定異性体であるiso－N20。（8＝N－0－N／0）を多量に捕  

捉することができ、これを用いてこれまでほとんど知られていなかったiso－N204の光化学反応  

を調べた。その結果、i町N20aは436nmの光により、安定なN204（8ニNN二8）に異性化ある  

いは光分解してasym－N20。（8ニNN＼。）を生成することを明らかにした。  
〔発 表〕d－76，80  

研究課題 8）温度成層化した乱流の構造と拡散機構  

〔担当者〕小森 情・小川 靖・宮蕃 武・植田洋匡・上原 清■・竹下俊二＊（＊技術部）  

〔期 間〕53～58年度  

〔内 容）壁面近傍乱流に及ぼす成層効果を調べるために、上・下面を加熱・冷却できる矩形ダ  

クト内に熱貫流・完全発達状態の成層乱流を形成させ実験を行った。乱流統計量や乱流拡散係数  

への浮力効果は壁面からの無次元距離Z＋が同じ位置で比較すれば、Z／上（エ：モーニン・オブコ  

フ長）だけの関数になることが確認された。このことより成層状態の壁面乱流の組織構造運動は  

Z十とZ／エが独立なパラメータとして作用することが推察され、組織構造運動の詳細な測定を開  

始した。一方、強不安定成層流の研究として、上記熱貫流状態の唐形ダクト内流れについて、ま  

ず層流状態で水平流の場合に形成されるロールセル（縦渦）の挙動とこれを32度まで傾斜させた  

場合の渦流の構造の変化を調べ、さらに、鉛直流の場合に形成されるトラベリング横渦の挙動を  

調べた。また、静止流体中に水平に設置した平板上の非定常熱対流の実験及び理論解析を行い、  

静止流体が安定成層状態にある場合には1次的な循環流の上方に2次、3次の循環が形成され、そ  

れら相互間のエネルギー交換により1次循環流の強さやアスペクト比が時間的に周期的な変化を  

示すことを見いだした。  

〔発 表〕D－3～6，10，11，17，18，35，d－10，12，15，18  

研究課臨 9）大気境界層内での乱流輸送現象に関する研究  

〔担当者〕植田洋匡・小川 靖・小森 悟・光本茂記・若松伸司・鵜野伊津志  

〔期 間〕53～58年度  

〔内 容〕野外観測を行い、室内実験で得られた結果を大気中で検証し、また、室内では実現で  

きないような高レイノルズ数、高レイリー数の乱流についてその構造や輸送現象のメカニズムを  

解明することを目的とする。本年度は、夜間から日中にかけての晴夜接地逆転層の形成過程、逆  

転層の下部に早朝発達してゆく混合層の発達過程における汚染物質の挙動を、NOズ、SOズ、COな  

どの非反応性ガスと0。、NOなどの反応性ガスについて調べた。その結果、日中光化学反応で生  

成された0きは長距離輸送中に拡散して一様な鉛直分布を示すが、夜間、接地逆転層内では地上か  

ら排出されるNOと反応して地表濃度はほぼゼロになること、また、夜間上空に残存する汚染物  

質が早朝混合層中に取り込まれて地表濃度が急増することなど、種々の汚染物質の鉛直分布はそ  

れの排出源の特性だけでなく、反応性の違いによって大きく変化することを見いだし、その特性  

を検討した。  

〔発 表〕D－2，14，d－25  
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研究課題10）’地表障害物まわりの流れと拡散現象に関する研究  

〔担当者〕小川 靖・若松伸司・植田洋匡・上原 清＊（●技術部）  

〔期 間〕53～58年度  

〔内 容〕アメリカにおいては「複雑地形内での拡散問題の解明」が大気汚染防止のための緊急  

課題ヒして取り上げられている。昭和56年産からアメリカE，P．A．との共同研究としてアメリカ  

で実施された野外観測結果と大型拡散風洞実験との比較が行われた。本年度は昨年の有限巾フェ  

ンスに引き続き立方体まわりの流れと拡散現象に及ぼす大気安定度の影響を調べた。これによる  

と安定度が強くなると立方体屋根面からの汚染は地上には到達しないが、薄い層となって風下に  

移動することがわかった。   

また、アメリカE．P．A．の野外実験と風洞実験結果の比較をさらに進めた結果、孤立した山  

（Cinder Cone Butte）の場合、風向を少しずつ変化させた風洞実験結果を平均したものが野外  

測定値と良く一・致することがわかった。これは野外実験の測定時間が長いため、その間で風向が  

変化するためであった。  

〔発 表〕D→13，15，d－26  

研究課題11）気・液界面の乱流構造と拡散機構に関する研究  

〔担当者〕植田洋匡・小森 憶  

〔期 間〕53～59年度  

〔内 容〕本研究は大気汚染や水質汚濁、環境中の物質循環を解明する上で重要な気圏・水圏間  

の界面を通しての酸素、二酸化窒素、大気汚染質、熱などのスカラー量の移動過程とそれを支配  

する界面での乱流運動の解明を目的とする。本年度は線型理論を用いて気・液界面近傍の乱流強  

度に関するモデルを構成した。このモデルにより、昨年度から本年度にかけてレーザ・ドップラー  

流速計を用いて測定した乱流強度のデータをうまく説明することができた。特に、界面近傍での  

鉛直方向乱れの抑制に伴うスパン方向、主流方向乱れの促進とそのエネルギー再分配過程の理論  

的説明ができたことの意義は大きい。  

〔発 表〕D－16，19，d－28，31  

研究課題12）環境大気中における炭化水素成分の分布に関する研究  

〔担当者〕鈴木 睦・若松伸司・鵜野伊津志  

〔期 間〕56～62年度  

〔内 容〕光化学反応に重要な役割りをもっている炭化水素成分の分析手法の検討、並びに濃度  

分布の実態把握が本研究の目的である。今年度は、光イオン化HC計の環境モニタリングヘの応  

用、並びに多環芳香族炭化水素の気相熱抽出GCによる分析方法の基礎検討を行った。光イオン化  

法（PID）とFID法の比較連続測定の結果によれば、・般環境大気においては両者は良い相関を  

示したが、低沸点炭化水素を多く含む、コンビナート地域の大気についてはPID法の方がFID法  

よりも小さな応答を示した。FID法の応答は炭素濃度iこ比例するのに対し、PID法の応答は、イ  

オン化ポテンシャルに比例するため“反応性の重み”付の炭化水素指標としての利用可能性があ  

る。  

〔発 表〕d－57～59  
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研究課題13）エアロゾル核生成機備に関する研究  

〔担当者〕尾崎 裕・福山 力・村野健太郎・泉 克幸・近藤 保－（■客員研究員）  

〔期 間〕53～57年度  

〔内 容〕アルゴン、窒素、二酸化炭素、メタノール等の超音速膨張によるエアロゾル核（分子  

会合体）生成を、特に会合休演度と澱み圧の関係に注目して調べた。検出された会合体はAr〃、  

n≦17、（CO2）n、n≦11、（CH30H）n、n≦5などであった。分子間ポテンシャルとSuddenfreeze  

モデルを用いて二塁休演度（C）と澱み圧（P）の関係を理論計算し、P－C関係は対数一対数プロッ  

トでほぼ直線になること、dlogC／dlogPは二酸化炭素の方がア）L，ゴンより大きくなることなど  

実験とu致する結果を得た。  

【発 表〕d27，83  

研究課題14）光化学エアロゾルの組成分析に関する研究  

〔担当者〕泉 克幸・村野健太郎・福山 力・水落元之■1・坂本和彦＊2（－1技術部、■ヱ客員研究員〉  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕主としてエアロゾルチャンパーを用いて、炭化水素NOズーSOヱ系で生成するエアロゾ  

ルの回収を目的とした高濃度実験を行い、フィルター捕集したエアロゾ／レの組成を分析した。そ  

の結果、硫黄を含む成分ははぼ100％が硫酸であること、また含窒素成分はばとんど存在せず、硫  

酸酸性のエアロゾルには硝酸は含まれないという従来の説を確認した。さらに、加湿した場合エ  

アロゾル中に炭素成分はほとんど存在しないが、乾燥空気中では炭素成分が無視できないことが  

わかった。  

研究課題15）光化学反応により生成した大気エアロゾル中の酸化物の分析  

〔担当者〕村野健太郎・泉 克幸・福山 力・水落元之－1・小康原猪一＊2い1技術部、■2客貞研究  

員）  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕環境大気中のエアロゾルの存在状態及び生成機構を解明する目的で、エアロゾルの粒  

径分布と化学組成を測定した。夏期7月22、23日（関東地方上空）、8月5～10日（浦和市）、冬  

期12月18、19日（川崎一日向フェリー上）、2月3～5日（名古屋市南東上空）でそれぞれ調査  

を行った。上空のイオンバランスの測定では、硫酸イオンがほぼアンモニウム塩ヒして存在して  

いることが明らかとなった。浦和市では窒素と硫黄のGastoParticleDistributionFactorfN，と  

fsを求めたが、前者はオゾン濃度、紫外線量と正の相関を示した。  

〔発 表〕K－78，d－23，55，87～軌i－21  

研究課題16）エアロゾル風洞の特性に関する研究  

〔担当者〕金谷 健・植田洋匡・泉 克幸・村野健太郎・福山 力  

〔期 間〕57～58年度  

〔内 容〕エアロゾル風洞の建設が57年度末までかかった。そのため57年度はエアロゾル風洞  

関連備品として購入した、光子相関型レーザードップラー流速計（アルバーン社）とミニコン（デッ  

ク社Pl）Pll／44）とを結合させて、個々のエアロゾル粒子の速度・粒径を測定する手法の開発を  

行った。   

エアロゾル風洞の特性に関する研究は、風洞の稼動する58年度に行う。  
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なおエアロゾル風洞の主な性能は次の通りである。   

○連続制御風速0．8～40m／s（私横型測定部）   

○風速分布一様性1％以下   

か軋れ強度05％以下   

○気流温度10～500C   

O気流湿度30～100％RH（－10～00C）  

15～100％RH（0～100C）  

7～100％RH（10～500c）   

※横型測定部、縦型測定部の二つの測定部を有する。  

研究課題17）エアロゾルによる光減衰に関する基礎的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・中根英昭・清水 浩・杉本伸夫・竹内延夫・松井一郎－（●技術部）  

〔期 間〕57～58年度  

〔内 容〕エアロゾルによる光の減衰をレーザーレーダー観測、直遠大陽光の減衰測定、理論計  

算などの手法を用いて総合的に把握するとともに、エアロゾル濃度、粒径分布、気象条件との関  

係を明らかにすることにより、レーザーレーダーデータ解析の基礎データを提供することを日的  

とする。   

57年度は、レーザーレーダーによる光の減衰係数評価に関して従来から提案されている手法を  

実データに適用し、その特徴を調べた。これによると、いずれの手法においても、良好な解を得  

るための制約条件が厳しく、実用的に問題があることが示された。  

〔発 表〕d－47，48  

研究課題18）大気汚染濃度の予測と評価に関する研究  

〔担当者〕若松伸司・鵜野伊津志・鈴木 睦  

〔期 間〕57～61年産  

〔内 容〕大気汚染を効果的に削減するためには発生源と環境濃度を結ぶモデルを確立する必要  

がある。本研究は、大気汚染濃度の予測手法、及び予測濃度の評価手法の開発を目的としてしゝる。  

今年度は、モデルを構築するにあたって骨格となる現象の時間・空間スケールを明らかにすると  

ともに、各サブモデルの基本的な役割を検討した。解析の結果、光化学大気汚染現象の空間スケー  

ルは水平方向には100kmオーダー、垂直方向には1～2kmで、時間的には1日以上に及ぶこと  

もあり、場合によっては4～5日にもわたる例も観測された。このような知見に基づき、前日の  

影響を考慮したシミュレーションモデルの基礎検討がなされ、アルデヒド等の重要性が指摘され  

た。  

〔発 表〕d－20，55，56，91，92  
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2．2．5 水質土壌環境部  

〔研究概要〕   

関連特別研究では、「陸水域富栄養化防止」が最終年度、「汚泥の土壌還元」が2年め、「赤潮モ  

デル」が初年度である。経常研究の件数は昨年より2課題分減って17（うち特別経常「アオコ回  

収利用」1件）となったが、研究員数があまり増加しなくなったので、現在の研究メンバーにとっ  

て最適の規模、テーマ構成に近付いているといえよう。総体的に見て、陸水域、海域の富栄養化  

とその対策は相変わらず経常研究でかなりの重みを有している。しかし、陸水環境研及び海洋環  

境研の2室以外では、例えば水質環境計画では水域管理のための最適測定法、環境水理学の基礎  

研究、土壌研では底質、土壌中における無機元素や腐植酸の蓄積、濃縮あるいは化学的運命、植  

物の金属元素吸収特性、さらに地盤沈‾F研では地層の圧縮特性のような基礎的色彩の強いテーマ  

を推進し、それぞれに成果を収めた。   

淡水藻類用、及び海水藻類用のマイクロコズムは、それぞれに能力を発揮し、経常研究のみで  

なく特研にも大きな寄与をしている。いずれも、当部が管理する施設の中でも世界に誇りうる規  

模・性能のもので、海域用のものは改造工事により一段と汎用性、機能のすぐれたものになった。  

研究設備としてこの他に重要なむのは、湾内密度流実験装置が完成してラングミュア循環の発生  

に成功、赤潮微生物の水面集積作用の研究や内湾の海水交換機構解明に役立ち始めたこと、土壌  

棟の水田用ライシメーター4基がその機能を十分発揮できるようになって土壌・底質研究が一段  

と前進できたこと、また、新設の地盤沈下研究室には、電算機制御方式の繰り返し圧密試験シス  

テムが完成し、地層、土砂粒子の変形や圧縮特性の研究に一威力を加えたことなどである。   

一方、当部の各研究室は、フィールド調査研究が業務上重要なウェイトを占めているが、陸水  

研、水質計画研は霞ヶ浦のほか、中禅寺湖、湯の湖、琵琶湖、相模湖などを舞台として、富栄養  

化機構や水質混合特性、セイシュの影響などに多くの成果を収めた。海洋研は、今年は海域調査  

の回数は少なかったが、淡水赤潮発生機構の研究で下久保ダム湖、また藻類の種組成の研究に閲  

し東南アジア高地の湖を調査し成果をあげた。土壌研では、例年と同様に本所内・別団地ほ場及  

び北海道から九州にかけての各地農試の管理する試験地、ほ場につき、精力的なフィールド調査  

を行った。   

フィールド研究調査のためにも、また雑排水ナ汚濁湖水の浄化の実験のためにも、美浦村大山  

に臨湖実験施設が完成したことが、今後の当部の研究展開上重要な意義を有するものと考える。  

研究課題1）陸水域における書架養化の機構に関する基礎的研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・岡田光正・稲森悠平・細見正明・山根敦子  

〔期 間〕50～59年度  

〔内 容〕本研究の主なサブテーマは①湖沼の富栄養化に及ぼす底泥の役割に関する研究、②水  

の華の生成と消滅に関する研究、③富栄養湖における溶存酸素収支に関する研究である。①につ  

いては湯の湖、相模湖等を対象として、沈降量、溶出量などの測定、並びに溶存酸素消費速度の  

測定を行った。②についてはマイクロコズムを用いて水の草生成に及ぼす他の植物プランクトン  

の影響に閲し、実験的検討を加えた。③では、溶存酸素収支モデルを作成するための基礎実験（光  

合成速度、呼吸速度、底泥の酸素消費速度）を実施するとともに、それをもとにして溶存酸素収  
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支モデルを作成し、湖の溶存酸素濃度を一定レベルに保つための方法に検討を加えた。  

〔発 表〕E－15，16，18，19，53，55～57  

研究課題 2）陸水環境に及ぼす汚水及び汚泥の処理の影響に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根敦子  

〔期 間〕53～57年度  

〔内 容〕汚水及び汚泥中の栄嚢塩敷、有機化合物の生物学的並びに物理化学的処理過程におけ  

る物質変化とそれらの物質が陸水環境に及ぼす影響について検討を加え、以下のような結果を得  

た。  

1）株気性ろ床法ヒ好気性ろ床法を組み合せた処理法において水量負荷、水温変化ヒ処理性能  

との関係について検討を加えた。その結果、10ウC以下でも嫌気性ろ床だけでなく好気性ろ床を付  

加すればBOD20mg／l以下の良好な水質の得られることがわかった。なお、300Cでは嫌気性ろ床  

だけでもBODlOmg／1以下の良好な水質が得られた。このことから、嫌気性ろ床と好気性ろ床を  

組み合わせる処理法は省エネルギー的に良好な処理水質の得られる処理法であることが明らかに  

された。   

2）回転円板法において流入水の水質、水量変化と処理性能との関係についての実験を行い、  

回転円板法は水量変動に対してよりも水質変化に対する負荷変動に強い生物処理法であることが  

明らかにされた。  

t発 表〕E－4，5，7，9，10，e－5，7，11，14，15，24  

研究課題 3）陸水域における有機塩素化合物の挙動に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・矢木修身  

〔期 間153～57年度  

〔内 容〕土壌中より新たに分離したジクロル型PCB分解菌6株を用いてトリタロル型、テト  

ラクロ）L／型PCBの資化性を調べた。その結果、2株にトリクロJt／型PCBを分解し黄色物質を生  

成する性質が認められた。また、この2株並びにすでに分離した．PCB分解菌であるAわdJなど抑gg  

について、PCBの分解に関与するプラスミツドの存在の有無について検討を加えたがプラスミッ  

ドの存在は認められなかった。さらに嫌気性PCB分解菌の検索を行ったが見いだすには至らな  

かった。  

〔発 表〕E－61  

研究課題 4）陸水環境の熱力学的評価に関する研究  

〔担当者〕合田 健・田井慎吾・山根教子  

〔期 間〕53～57年度  

〔内 容〕水処理プロセスを例に陸水環境のエントロピーによる評価を行ってきたが、生物の関  

与する系の内部エントロピー生成を不可逆過程の熱力学の手法で求めることは困難であり、有効  

エネルギーの概念によって複雑なプロセスの評価を行うとともに有効エネルギーと内部エントロ  

ピー生成の関係を明らかにすることを試みた。その結果 ①水に含まれる有機物質の有効エネル  

ギー（a凸C）とTODの間に∴がC＝13，600TOD（kJ／mol）の関係があることがわかった。②活性  

汚泥プロセスの有効エネルギー収支を行い、その熱力学的効率が約30％程度であることを示し  

た。③逆浸透膜法プロセスについても同様な解析を行い、排水脱塩の熱力学的効率は2％程度で  
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あることを示した。  

〔発 表〕E〔21～23，28，29，46～49，e－25～27  

研究課題 5）陸水域に及ばす合成洗剤の影響に関する研究  

〔担当者〕須藤隆一・町井慎吾・矢木修身・岡田光正・稲森悠平・細見正明・山根敦子・  

松重一夫■・土屋重和●（●技術部）  

〔期 間〕55－、－59年度  

〔内 容〕1）LAS並びに石けんが活性汚泥の固液分離性能に及ぼす影響を人工下水を用いた  

室内実験で調べた。榛準活性汚泥法では、石けんはLASに比べて活性汚泥を膨化させる傾向が  

あった。しかし、長時間曝気の活性汚泥法（団地排水などの処理に用いられることが多い）では  

汚泥の膨化現象は認められなかった。   

2）洗剤用助剤（リン酸塩、ゼオライト等各種無機塩並びにけい光剤、酵素）について藻類の  

増殖に及ぽす影響を調べた。生活排水中の推定助剤濃度（洗たく時の5分の1とする）では、ど  

の助剤も影響が小さいと推定された。  

〔発 表〕E、37，62，63，e－3，4，48～50，i18  

研究課題 6）アオコ、ヘドロ及び水生植物等の回収による水質改善と回収物の有効利用に関す  

る研究  

〔担当者〕須藤隆一・田井慎吾・矢木修身・稲森悠平・岡田光正・細見正明・山根教子  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕霞ヶ浦、印幡沼などの富栄養化した湖沼ではアオコが大量に発生する。このアオコを  

回収し処理処分できれば富栄養湖を改善することができる。そこでこのアオコを回収しメタン発  

酵による処理処分の可能性について連続培養による検討を加えた。なお、同時に従来より嫌気性  

分解の基質として広く用いられてきた下水汚泥を対照とした実験も行った。   
実験条件としては358C（中温発酵）と550C（高温発酵）において各々滞留日数を■30日、15日  

とし投入基質濃度を有機物濃度で2及び3％とした。   

その結果、アオコを投入基質とした場合、35PCでは2及び3％でガス発生量はアオコ1g当たり  

370mlであり残存有機酸も検出されず臭気も全く感知されず正常なメタン発酵の進行が認めら  

れた。それに対し550Cでは有機酸が残存し悪臭が認められた。   

なお、2及び3％の中温発酵ではアオコと下水汚泥でガス発生量において大きな差は認められな  

かった。このように、中温発酵でメタン発酵すれば、下水汚泥と同等なガスが発生し有効なエネ  

ルギーが回収されかつアオコ特有の悪臭物質もほとんど分解されることから、アオコの処理処分  

法としてメタン発酵法は効果的なことが明らかとなった。  

〔発 表〕e－45，47  

研究課題 7）水域の水管理手法と水質環境評価に関する研究  

〔担当者〕村岡浩爾・海老瀬潜一・福島武彦  

〔期 間〕55～57年度  

〔内 容〕霞ヶ浦の湖内水質観測値と10の流入河川に対する水質観測値の統計解析を行って、水  

質変動特性と観測頻度の対応関係が水質評価に与える影響の大きさを明らかにした。湖内の定期  

水質観測値については、流入河川の影響の大きな湾奥部とその影響の小さな湖心部とでは、観測  
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頻度が評価の精度を左右する程度に大きく異なることを示し、評価のためには空間分布と時間分  

布のバランスを考慮したサンプリングが必要なことを明らかにした。   

河川の定期水質観測値については、流域内の土地利用形態や降雨条件と観測頻度との対応の重  

要性が指摘でき、これは水量・水質の変動特性の評価とつながる。水質環境評価には単純な面的  

あるいは時間的な平均値のみに基づくのではなく、変動係数のような変動特性をも考慮した評価  

の必要性が指摘できる。   

また湖内水質観測値に与える気象量の影響を長期的なもの、短期的なものに分け検討した。気  

象量としては日平均気温、日最大風速、全天日射畳、水位、降水量を選び水質との相関分析を行っ  

た結果、流入河川河口に近い湾奥部でその影響が大きく、湖心部で小さいことが明らかとなった。  

また気象量の中では日平均気温が長期、短期的に水質特に内部生産と深くかかわるクロロフィル  

dなどに大きな影響を与えること、並びに降水量が短期的に潜存態栄養塩濃度に及ぼす影響が大  

きいこと等がわかった。  

〔発 表〕E－51  

研究課題 8）水域の自浄機能に関する生物・化学的研究  

〔担当者〕相崎守弘・海老瀬清一・村岡浩爾  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容〕水域の有機汚濁及び富栄養化を制御する上で、水域しウ自浄機能及び自浄速度を明らか  

にすることは重要である。しかし、この機能は生物による分解、吸収という生物学的な面ばかり  

でなく、吸着による沈降等化学、物理的側面も持つ複雑な作用である。したがって、本年度はそ  

の基礎的な面に重点を置いて研究を進めたが、次年度以降は「特別研究・自然浄化磯能による水  

質改善に関する総合研究」に引き継ぐ。昭和57年度の研究内容は以下のとおりである。  

1）霞ヶ浦における沈降性物質の性状・分解特性等について調査研究を行った。特に大雨時に  

河川から流入する懸濁物質の挙動に関して解析を行った。   

2）中禅寺湖に流入する湯川において、湯川lの自浄機能を調べる目的で調査を行った。その結  

果、湯川では懸濁有機物の沈殿、ろ過作用等による自浄機能は大きいが、栄養塩に関しては非常  

に小さいことが判明した。  

〔発 表〕e－1  

研究課題 9）水域における物質混合機能に関する水理・水文学的研究  

〔担当者）村岡浩爾・海老蘭浩一・大坪堅順・平田健正・福島武彦・岩田 敏  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容〕  

（1）密度界面の破壊と水質混合機構   

水温躍層の発達した湖沼における水質混合機構を調べるため、中禅寺湖を対象に水温の現地観  

測を行った。その結果、連吹する風により風下側に向って著しく密度界面の低下することが示さ  

れ、風停止とともに重力の復元力による基本モードの内部静振が発生することが明らかにされた。  

さらに、モード構造を有する内部波や躍層規模の内部汲の特性も明らかにされた。  

（2）底泥の流送特性   

底泥が水系に及ぼす影響を評価するため、流れによる底泥の直接かく乱に関する研究を行った。  

実験結果を基に、底泥の初期移動に関する運動を滑動でモデル化し、流れの変動を考慮して底泥  
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の無次元飛び出し率の推定式を求めた。また、現地での底泥の存在状態を明らかにするため、底  

泥の沈降実験を行い、最終沈降状態について主に考察した。  

（3）地下水の機構解明   

地表の栄養塩類を中心とする環境汚濁物質が地下浸透により地下水を汚染する機構を解明する  

ため、ガラスビーズを模擬土壌とする浸透吸着実験を行い、模擬土壌の吸着特性を明らかにした。  

〔発 表〕K－70，e－9，10，34，35，44  

研究課臨10）土壌中における有機汚染物質の挙動に関する研究  

〔担当者〕向井 哲  

〔期 間〕50～60年度  

〔内 容〕昭和56年度に引き続き、各種の土壌から、室温及び加熱条件下で逐次抽出・分離して  

得られた腐植酸の腐植化度（△log∬）及び水に分散し始めるpHを測定した。その結果、いずれ  

の土壌の場合にも、室温抽出腐植酸は加熱抽出腐植酸よりも、腐植化の程度が低く、水に分散し  

始めるpHが低いこと、及び供試土壌のうち水田土壌については、一例を除くと、室温抽出腐植酸  

は、腐植化の程度が高くなるに伴って、水に分散し始めるpHが若干低くなる傾向があることを明  

らかにした。このことから、腐植酸の腐植化の程度は、土壌のpHと共に、それに吸着される農薬  

の挙動を支配する一因子となりうることが推測された。  

研究課題11）土壌中における無機汚染物質の挙動に関する研究  

〔担当者〕高松武次郎  

〔期 間〕50～60年度  

〔内 容〕56年度に引き続き琵琶湖の底質、SS（浮遊物質）、生物試料中の30種以上の元素を中  

性子放射化、けい光X線、原子吸光等の諸法で分析して、得られた分析結果を元素の特性や環境  

キの関連で考案した。また、琵琶湖底泥コア中の無機ヒ素、モノメチルアルソン酸、ジメチルア  

ルシン酸を分析し、各態ヒ素化合物が湖水環境でヒ素の循環（堆積、蓄積、溶脱等）に果たして  

いる役割を明らかにした。  

研究課題12）土壌生態系に与える無機汚染物質の影響に関する研究  

〔担当者〕藤井国博・広木幹也・久保井 徹  

〔期 間〕53～57年度  

〔内 容〕全国各地の重金属汚染土壌（Cd．As）の各種微生物数及びコロニー形成能に基づくCd  

耐性菌数を調べた。その結果、Cd耐性は各土壌とも糸状菌で最も高く、次しゝで細菌、放線菌の順  

であった。全紙菌数、全放線菌数に対する1Dpp汀】Cd耐性紙面、放線菌数の比率は、汚染地が非  

汚染地より高かった。また、100ppmCd耐性菌の全菌数に対する比率は、水田の方が畑地より低  

い傾向にあった。これらの結果は、Cdによる土壌汚染が、土壌中の細菌フロラにおけるCd感受  

性菌の比率を減少させること、湛水条件下では畑条件下よりその影響が小さいことを示唆してい  

る。   

また、汚染地土壌の酵素活性について、対照土壌より低い傾向にあること、その低下は土壌の  

種類によって異なり、火山灰土壌で大きいこと、酵素の種類によっても汚染の影響が異なること  

などの点が認められた。汚染物質が土壌酵素活性へ及ぼす影響の全ぽうを明らかにするには、多  

種類の土壌について多種類の酵素活性を測定する必要がある。  
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研究課題13）金属元素吸収に関する植物の種間差と吸収機構の解明  

〔担当者〕久保井 徹・藤井観博  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕カドミウムの吸収と生育に関して発芽初期生育試験（ゴマ、キュウリ、コマツナ、陸  

稲）を行い、植物の生育が低下しはじめる時の組織中及び培地中の限界Cd濃度について解析し  

た。その結果、a．限界濃度は培養液中の共存塩漬度が高いほど高まること、b・培地中の限界  
濃度は植物の部位による差がないが、組織中の限界濃度は根の方が高いこと、C・ゴマの限界濃  

度が特に低く、指標植物として使えそうなこと、d．地上部における組織中の限界濃度（y）と  

培地中の限界濃度（X）の関係はlogY＝0．27logX十1．73の式で表せること、e・培地中のCd  

濃度の増加に伴う植物体中Cd濃度の増加率は植物種、栄養条件や温度条件によらずほぼ一定で  

あることが判明した。dとeの結果は植物体分析値を土壌のCd汚染の指標とし得る可能性を示  

唆している。  

研究課題14）ダム湖における淡水赤潮発生機構解明に関する研究  

〔担当者〕渡辺正孝・渡辺 信・原島 省・木幡邦男・中村泰男  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕ダム湖において月1回の定期水質観測を行い、水温、DO、pH、栄養塩類、クロロフィ  

ルα、アルカリティー、金属類を測定するとともに藻類種の定量・固定を行い、赤潮発生機構解析  

の基礎データーを継続的に蓄積した。その結果河川流入端とダムサイトでの生態系・水質構造の  

相違が判明し、特に河川流入端での環境特性が淡水赤潮発生に及ぼす影響が明らかになった。さ  

らにダム湖内の水質・生態系はダム放流操作により大きく影響され、特にペリディニウム赤潮消  

滅に及ぼす表層放流の影響が強く示唆された。ペリデイニウム赤潮発生期間中（2月未～3月）  

10日間毎日上記水質項目について観測するととも 

理水質項目の詳細な鉛直・水平分布構造を把握した。さらに、鞭毛藻ペリディニウムの現場での  

日周垂直移動性を観測するとともに、風による拡散・混合・流入河川に伴う鉛直対流による集積  

パターンの変動を把握した。ダム湖内で鉛直水温分布、風向・風速、気温の連続観測を行し）、風  

のシアーによる鉛直混合過程の計測を行い、モデルとの適合を行った。ペリデイニウム培養実験  

によりCa、Kの比、及び温度の増殖に与える影響が判明した。この実験結果より、現場ダム湖の  

金属塩濃度は増殖に適合していることが判明した。  

〔発 表〕K－109，110   

研究課題15）水環境汚染物寛が藻類の生育と種組成に及ばす影響に関する研究  

〔担当者〕渡辺 信・渡辺正孝  

〔期 間〕57～61年度  

〔内 容〕水環境汚染物質の質的、量的差異により、各種藻類の生理機能がいかに変化して、異  

なった種組成に導くかを解明することを目的として、藻掛こおける種概念を明らかにする実験と  

気候帯及び富栄養化の差異により藻類種の組成がどのように異なっているか、ネパール・ヒマラ  

ヤでの湖沼調査を行った。富栄養湖に普通にみられる緑藻、ミカヅキモには形態的には全く同一  

種である集団の中に、互いに全く交配ができないものや交配はできてもF．、F2、戻し交配の子孫  

の生存率が著しく悪くなるような生殖的に隔離された「生物学的種」が存在していることがわかっ  

た。従って今後、藻類で「種」を分類する場合、形態学的研究からは不十分であって集団遺伝学  
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的視点で進めていく必要があると考えられるこ また、ネパール・ヒマラヤでの調査は57・10・  

12～58・1・19まで現地で行われ、現在試料を分析中である。  

〔発 表〕E－67  

研究課題16）海洋温度差発電による海洋環境への影響に関する基礎的研究  

〔担当者〕渡辺正孝・渡辺 信・原島 省・木幡邦男・中村泰男  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕温度差発電は海洋における垂直方向の温度差を利用して発電を行う方法であるが、実  

際の熱効率は3％程度であり、実証プラントのレベルでは大量の冷却海水を下層より揚水する必  

要がある。栄養塩豊富な下層水が揚水により一度に、光・温度条件が藻類の増殖に好適な表層に  

放流されるため、富栄養化等海洋生態系への影響が考えられる。ここでは日本近海水質調査デー  

ターより、温度差発電可能な海域における鉛直水温分布、栄養塩、金属類分布を解析し、深層水  

の揚水による藻類増殖ポテンシャルの評価を行った。さらに水温の低い深層水を水温の高い表層  

において放流する場合に発生するnegativebuoyantjetによる混合強度と温度成層破壊について  

考察を行った。深層水の湧昇により強度の富栄養化進行が予測されるとともに、放流方法の改良  

が温度差ポテンシャル維持に重要であることが判明した。  

研究課題17）地層の圧縮特性に関する研究  

〔担当者〕陶野郁雄  

〔期 間〕56～60年度  

〔内 容〕砂層の圧縮特性に関する指標として相対密度が用いられるが、研究者によって測定方  

法が異なり、個人差が大きいことが覿責であった。そこで、試験方法を機械化し、個人差をなく  

し、国内の相対密度測定方法を基準化した。   

また，農業用や消雪用に地下水を利用する場合、長期的には地下水位はほぼ一定であるが、地  

盤沈下が進行する現象が見られる。この現象を解明するため、電子計算機制御方式で応力を任意  

に変動できる全自動繰り返し圧密試験システムを開発し、試験を行った。その結果、平均応力に  

よる載荷よりも明らかに圧縮量が大きく、しかも繰り返しによる圧縮増分が2次圧密のそれより  

も大きいという傾向があり、前述の現象を説明できそうである。  

〔発 表〕E50，e28～30  
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2．2．6 環境生理部  

〔研究概要〕   

環境生理部は、実験動物を用いて環境汚染の生体影響を解明し、人間への影響評価を行う基礎  

資料を得ることを研究の目的としている。   

従来、環境汚染の生体に対する影響は疾病という観点を中心としてとらえられて来たきらいが  

ある。環境汚染を評価する尺度として、健康からどの程度はずれるかを判断できる研究方法を確  

立してゆくことが今後特に重要であろう。この点を考慮して、本研究部では部設立以来大気汚染  

物質と重金属を対象として環境汚染の実験動物に及ぼす影響について、生理学、病理学、生化学、  

免疫学、毒性芋等の分野から基礎的研究を行っている。構成人員の専門分野の多様性と用いる実  

験手法の適いを生かすために研究室の枠を越えた共同研究を積極的に進めて来ている。   

大気汚染物質に関する研究では、特別研究「複合ガス状大気汚染物質の生体影響に関する実験  

的研究」を技術部の協力のもとに進めており、重金属に関する研究としては、特別研究「重金属  

環境汚染による健康影響評価手法の開発に関する研究」及び「有害汚染物質による水界生態系の  

かく乱と回復過程に関する研究」に参加している。本年度行った経常研究は、将来特別研究に合  

流されるべき開発的研究とさらに詳細に解明されるべき基礎的研究とからなっている。本年度の  

特徴として、大気汚染物質と重金属の影響を比較した研究、大気汚染物質と重金属の複合暴露に  

よる影響研究、重金属の代謝に及ぼす低タンパク飼料の影響研究等、研究の方向に多様化がみら  

れた。   

一方、大気環境部との共同研究として、光化学二次汚染物質の細胞毒性及び実験動物の呼吸器  

系と神経系の生理機能に及ぼす研究が行われ新たな知見が得られた。また、環境保健部他と共同  

で粒子状物質暴露装置の開発を行い重金属エアロゾールの吸入暴露実験も開始された。   

本年度の経常研究の成果は以下の通りである。  

研究課題1）大気汚染物質の呼吸生理機能に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕鈴木 明・局 博一・嵯峨井 勝  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕前年度までの実験で、NO2あるいはオゾンを暴露したラットでは、一回換気量の減少  

傾向と、分時換気量の増加傾向が観察され、生体内呼吸代謝が変化している可能性が示唆された。  

今年度は、これらについてより詳細な検討を行うとともに、肺胞酸素分圧、動脈血酸素分圧、静  

脈圧酸素分圧を測定し、生体内での酸素の動態について検討した。0．4ppmNO2を単独で4週間  

暴露したラットでは、肺姫卜動脈血酸素分圧差及び動脈血一静脈血酸素分圧羞は対照群のそれらと  

比較して有意差を示さなかったが、0．4ppmのオゾン及び0．4ppmのNO2を4週間混合暴霹し  

たラットでは肺胞一動脈血酸素分圧差が増加傾向を示し、肺における酸素の摂取が抑制されている  

可能性が推測された。また、0．4ppmオゾンを4週間単一暴露したラットでは、NO2及びオゾン  

の混合暴露の場合と同様な結果が認められた。また異常心電図の成因についても考察を加えた。  

〔発 表〕F－14，23，ト16，28  
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研究課題 2）カドミウムの免疫反応に及ばす影響に関する研究  

〔担当者〕藤巻秀和・山田靖子・村上正孝  

〔期 間〕55～57年度  

〔内 容〕これまでの研究で、カドミウム（Cd）の投与時期、濃度などの違いにより抗体産生能  

が抑制されたり、こう進したりすることを明らかにした。本年度は、J乃〃ゴナナ℃の抗体産生系を用  

いてCdによる抑制とこう進作用が抗体産生系に関与するいかなる細胞群への影響によるものか  

について検索した。   

胸腺依存性抗原であるヒツジ血球（SRBC）を用いて、Cdの抗体産生能への影響を調べると、  

4、8JLMのCdでこう進し、20、40JJMのCdでは抑制された。抗体産生系に関与するマクロ  

ファージ、T細胞、B細胞群を分画し、Cd暴露群と対照群（生食群）との間で組み換えを行い、  

その抗体産生能を調べると、他の群に比べB細胞群を組み換えた時に、顕著な影響がみられた。  

また、胸腺非依存性抗原であるDNP－Ficollを用いて、Cdによる抗体産生能への影響を調べる  

と、SRBCを用いたときと同様の結果が得られた。これらのことから、Cdによる抗体産生系の  

障害は、主に、B細胞群への影響に起因することが明らかとなった。  

〔発 表〕F24，29～33，f－30，34～36，k－2  

研究課題 3）カドミウム、亜鉛または銅投与後のマウス肝中のグルタチオンとアミノ酸濃度の  

関連性に関する研究  

〔担当者〕河田明治・鈴木和夫  

〔期 間〕57年度  

〔内 容〕Cd、Zn又はCuをマウスの腹腔内に投与し、肝中の遊離アミノ酸濃度の変化について  

検討した。グルタミン酸は12時間、1、2日後にそれぞれ最低値に達し、4日後には対照値近く  

まで回復した。アスパラギン酸は、いずれの場合も約12時間後に最高値に達したのち急速に減少  

した。タウリンはCd、Zn、Cuでそれぞれ6、12時間、1日後に最高値に達したのち、4日後に  

Cd、Znでは対照低まで減少したが、Cuではなお高い値を示した。既に報告したCd、Zn又はCu  

投与後のマウス肝中の重金属及び還元型グルタチオン（GSH）の濃度変化に関する研究結果と、  

今回得られたタウリン濃度の変化に関する結果を含硫アミノ酸代謝の観点から考察すると、Cd、  

Zn又はCu投与によりマウス肝中の重金属濃度の増加に対応してGSHが減少し、このとき生ず  

るシステインの一部はメタロチオネイン合成に用いられ、これと同時にシステインからタウリン  

への生成も著しく促進されることが示唆された。  

〔発 表〕F－6，f－6  

研究課題 4）NO2と各種重金属の複合汚染が赤血球に及ばす影響に関する研究  

〔担当者〕三浦 卓・国本 学・持立克身・彼谷邦光  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容〕各種重金属が赤血球比重に及ぼす影響を検索し、Cdがわz∽佑Ⅶで赤血球比重を顕著に  

増加させることを見いだしたので、Cdが赤血球比重に及ぼす影響をin viuoで検討した。Cdを  

ラットに皮下投与すると投与後1日目から赤血球比重の増加が起こった。また、ラットに4ppm  

NO2を暴露すると赤血球の比重が増加した後、ユ日日で比重の小さな赤血球が血液中に増加する  

ことも明らかになっている。そこで、0．5及び1・Omg／kg体重のCdを皮下投与したラットに4  

ppmNO2を暴露し、脾臓重壁及び赤血球の比重が受ける影響を検討したo牌臓重量は、Cd投与  
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のみでは1日目で変化せず6日目に1mgCd投与群で増加したが、NO2との複合暴露により1E］  

目から有意に増加した。赤血球比重は、NO2暴露1日目からCd投与群で比重の大きな赤血球の  

減少が認められた。従ってCdとNO2の複合暴露は、老化した赤血球の血液中からの除去を促進  

する可能性が示唆された。  

研究課題 5）肺のエネルギー代謝系に及ばす二酸化窒素の影響に関する研究  

〔担当者〕持立克身・三浦 卓  

〔期 間）55～57年度  

〔内 容〕4ppmNO2暴露によって肺の解糖系酵素、特にピルビン酸キナーゼ（PK）及びベン  

トースリン酸回路のグルコースー6一リン酸脱水素酵素（G6PDH）の比活性が著しく増加すること  

を見いだしたので、これら酵素の活性増加が肺のどの種類の細胞の増加あるいは活性化に由来す  

るのかについて検討した。肺のトリプシン消化によって、NOzの影響を最も受け易い上皮性細胞  

を選択的に肺よりはく離させた。こうして得られた肺細胞標晶中の7／Jm以上の細胞数は、4ppm  

NO2暴露7～10日目に対照群の約40％増加し、特に9～13ノ∠mの大きさの細胞が有意に増加し  

た。これと平行して、肺細胞棟品中のPK及びG6PDHの比活性も7日目に対照群のそれぞれ  

1，5倍及び2．0倍にまで増加し、この結果は肺全体の両酵素活性の上昇と一致した。以上の結果よ  

り、NO2暴露による肺の解糖系及びベントースリン酸回路の酵素活性の上昇は、肺の上皮性細胞  

の増加及び活性化がその一因であると考えられる。  

〔発 表〕K－4，52  

研究課題 6）光化学＝次汚染物賀の分析とその細胞毒性に関する基礎的研究  

〔担当者〕白石不二雄・村上正孝・鈴木 明・局 博一・嵯峨井 勝・坂東 博◆1・秋元 聾－1・  

松本 茂■2・高橋 弘■2（＝大気環境部、◆2技術部）  

〔期 間〕54～58年度  

〔内 容〕複合汚染物質の光化学二次生成物分析の一環として、ガソリン溜分あるいは自動車排  

ガスとして大気に放出されるシクロへキセンのNOズー空気系における光酸化反応生成物の分析を  

行った。生成物として、有機エアロゾル成分及びその前駆体として重要なアジピンアルデヒド  

（OHC（CH2）．CIiO）を気相で初めて同定・定量し、その収率が70～80％に及ぶことを明ら  

かにした。またオゾンとの反応においてもアジピンアルデヒドは主生成物であり、その収率は約  

40％程度であった。   

トルエンーNO2一空気系の光化学反応生成物を、培養細胞に暴謁して細胞毒性を検索した。トル  

エンーNO2空気系の光化学反応生成物は遺伝毒性が認められ、プロピレンーNO2一空気系の光化学  

反応生成物に比べ光化学オキシダントの生成量が少ないにもかかわらず、強い細胞増殖抑制作用  

が認められた。   

プロピレンNOz一空気系の光化学反応物質をラットに暴露した場合、その影響は呼吸様式の変  

化及び心拍数の変動に顕著に現れ、生体が神経系を介して複雑な応答をしていることが明らかと  

なった。また三叉神経の第Ⅰ枝及び第ⅠⅠ枝から明りょうな応答が得られた。  

〔発 表〕F－13，d－77～79，81，f－13，15，ト11  
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研究課題 7）各種環境汚染物質による腋器障害特異性と脂質過酸化指標とLての呼気中炭化水  

素の相関に関する研究  

〔担当者〕嵯峨井 勝・市瀬孝道  

〔期 間〕57～58年度  

〔内 容）環境汚染物質はその種類によって障害を及ぼす臓器に顕著な違いがあることはよく知  

られている。我々は先に開発した呼気ガス分析法によって障害を受ける臓器の違いによって過酸  

化脂質生成の指標である呼気中炭化水素の生成割合が著しく異なることを見いだした。すなわち、  

NO2のような肝障害を主とする場合には呼気中にエタンが増加し、無機水銀やCd－メタロチオネ  

インなどによる腎障害時にはペンタンとプロパンが増加し、四塩化炭素（CC】4）のような肝障害  

物質を投与した場合にはエタンとペンタンが著しく増加していた。一方、メチル水銀のような肝  

及び腎に障害を及ぼす物質では、エタン、ペンタン及びプロパンが共に増加していたが、初期に  

は肝障害が主であり、その時期にはエタンとペンタンが増加し、後期に腎障害を起こしはじめる  

とエタンは低下し、ペンタンとプロパンが著しく増加しはじめていた。今後、この測定法が環境  

汚染物質による生体影響をg乃め0で評価しうるかどうかを検討する予定である。  

〔発 表〕F－2，3，12，f10，12  

研究課題 8）フライアッシュ長期暴露の病理学的影響  

〔担当者〕竹中参二  

〔期 間〕57～58年度  

〔内 容〕ウイスターラット雄に対して最長1年間フライアッシュ（浮遊性燃焼生成物）を吸入  

暴露し（西ドイツ・フラウンホーファー研究所で暴露）、暴露されたラットの主に肺について光学  

顕微鏡、電子顕微鏡及びX線微少部分析装置により観察した。その結果、暴露されたフライアッ  

シュが主に肺内の肺胞マクロファージに取り込まれること、さらに時間の経過とともに付属のリ  

ンパ節内に貯留されることを明らかにした。  

研究課題 9）低タンパク飼料が生体中に蓄積したカドミウムの代謝に与える影響  

〔担当者〕鈴木和夫・山村 充  

〔期 間〕57年度  

〔内 容フ 前年度の研究においてカドミウムの投与量と肝臓及び腎臓への蓄積量を明らかにし  

た。同じ投与方法により、カドミウムを肝臓に濃度的には限界であるが、含量的には限界に達し  

ていない程度にまで蓄積させた。その後、ラットに与える飼料中のタンパク質含量を通常のもの  

に比べ約半分にまで減じた飼料を与え、肝、腎、脾、膵、血液、尿及び糞中のカドミウムの濃度  

変化を調べた。今回の実験のようにカドミウムを高濃度に蓄積させた後に、与える飼料中のタン  

パク質含量を減ずると、肝臓中のカドミウムが劇的に減少するが、そのカドミウムは腎臓でほと  

んど再吸収されることなく尿中に直接排泄されることが明らかとなった0またカドミウム 

中止後も肺臓にカドミウムが蓄積し続けたが、これは赤血球中のカドミウムと肝臓中のカドミウ  

ムに由来すると推定した。各臓器中の亜鉛、鋼などの必須金屑に与える影響も同時に明らかにし  

た。  

〔発 表〕f－20・、23  
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2．2．7 環境保健部  

〔研究概要）   

環境保健部は、医学・保健学を基盤とし、疫学及び実験の手法を活用して人間の健康と環境汚  

染との関係を解明し、人間の健康を維持・増進するための施策を得ることを研究の目標としてい  

る。   

研究対象の汚染物質は呼吸を介して体内に入るNO2などのガス及び粉じん、飲食物を介して  

体内に入るカドミウムなどの重金属、生体必須元素、有機化合物、並びに母・児移行するPCBな  

どの有機化合物等である。   

研究内容は、健康への影響、環境中の汚染物質による生体汚染状況の把捉、健康指標の開発、  

実験手法の開発等が含まれる。化学的、分析的手法による実験が多いが、他方では疫学研究も行っ  

ている。従来から行われている血液・尿・頭髪・生体組織等中の微量元素または有害化合物の分  

析はもとより、ESRを使用しての肺炭粉のラジカル測定は他に例をみない知見であった。安定同  

位体（13C、ほN、180）標識物によるトレーサー利用も前年度に続いてみられ、生体に侵入した外  

的物質の動態解明に役立っている。   

呼吸パターンの研究も徐々に成果が上がり、粉じん暴露実験への移行に発展し、暴露指標の確  

立を目標としてし）る。ダスト用チャンパー、ミスト用チャンバーの製作を終えて、性能試験を行っ  

た。   

カドミウムによる腎障害に関する研究、腎尿細管障害評価のための手法の開発などの研究成果  

もみられている。   

これらの成果は各々の分野で認められており、今後の研究推進を容易にした。  

研究課題1）人肺組織より得られた科学的知見と大気及び生活環境中の有害物質との関連につ  

いての研究  

〔担当者〕太田庸起子・松本 理  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕本研究内容の1郡は、前年度までの特研「慢性影響」の一課題であったが、研究を進  

めるに従って問題点が派生的に出てきた為に経常研究の中で本課題を継続した。内容をさらに異  

なった5小課題に分け、最後に総合的な結論を見つけることを目的とした。本年は、ヒト肺炭粉  

の組成元素と大気環境中のじん填の組成元素の中で、燃料、土砂、土ほこり等に関係があるとい  

われている元素を選び、濃度比の比較を行ったところ、都会型としてのある程度の特色を認める  

ことができた。また、肺に好ましくない影響を与える因子の中で、喫煙を無視することはできな  

い。その解明をより確実にする結果として、ESRにより肺炭粉から炭素ラジカルを測定機出し、  

個人の喫煙歴と炭素ラジかレのピrク相対強度の大きさが一致した結果が得られたことは、新知  

見として特記すべきことであった。本研究はヒトの一生の間における環境中じん填の肺への蓄積  

と、それによる人体への影響を究明する手法の開発に役立つものと考えている。  

〔発 表〕g¶8～10  
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研究課臨 2）エネルギー利用の変化に伴う環境因子∧体汚染に対する基礎的研究  

【担当者〕太田庸起子・松本 理  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕石油または石炭等の燃料消費の結果、大気中に放出される環境汚染物質の量及び質的  

変化は、時代の推移を反映していると考える。この見地から、環境状況把握のために東京都居住  

者の生体組織、特に肺を中心として元素濃度を求あ、他の臓器組織の濃度比較より環境由来につ  

いて検討をした。さらに検査指標としての元素の動きを考察した。   

特に肺組織については、肺に沈着した外来性の炭粉じん挨との比較をして、Ⅴ、Ti、Si、その他  

興味ある結果を得た。  

〔発 表〕g－7，G－9，10  

研究課題 3）環境中有害物質の生体影響に関する安定同位体利用の研究  

〔担当者〕太田庸起子・松本 理  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕NOzの生体内動態の研究に対しては安定同位体15Nまたは180標識ガスの使用のみ  

が可能である。そこで前年度に引き続き、15NO2の動物（ラット）暴露実験、動物体の15N自然値  

に対する基礎的考察、生体試料中の180の検出方法の確立等を目標とした。15NO2暴露後の血液、  

尿、臓器組織中の15Nを質量分析計にて測定して、15Nの生体内分布及び排泄状態を究明した。  

15NO2の組織中への貯溜の検討は、測定試料中の含有15N濃度が非常に微量であるため結果を得  

るまでに時間がかかり、専用の質量分析計を必要とするため、外部の協力を得ている。  

〔発 表〕G7，8，11，12，g6  

研究課題 4）環境中アスベストの人体汚染に関する調査研究  

〔担当者〕太田庸起子・宮坂恵子  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕ヒト肺組織よりアスベストの単離の方法を検討してきたが、湿式分解より低温灰化に  

よる乾式分解の方法に変えて行った。アスベストの検出を透過型電子顕微壷削こより形態学的に行  

うと同時に、Ⅹ線分析機により定性的に元素分析を行って同定をした。東京都区内居住者の剖検  

組織を観察したが、アスベスト検出例は少なく、トレモライト、タロシドライト、クリソタイル  

を検出した。例数を増して実験を継続している。  

研究課題 5）農薬等環境中有機化含物の人体影響に関する研究  

〔担当者〕安藤 満・田谷利光◆・若松国光■（＊客員研究員）  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕昨年度までの農村における実態調査によって、農薬は農村地域住民の健康と環境に大  

きな影響を与えていることが確定できた。本年は主に、ハウス農業地域を選定し、農薬散布後の  

気中農薬濃度の変動と、散布地域住民の農薬の経気道被曝室について検討し、合わせて健康影響  

についても調査した。その結果、殺虫剤曝露後の健康影響を鋭敏に反映すると考えられるコリン  

エステラーゼ活性は、各人の生理的状況を反映した個人差があり、殺虫剤中毒の指標として用い  

る際、注意が必要なことが判明した。リスザル等実験動物を用いて農薬の代謝・排泄を検討した  

所、食餌要因が大きく影響し、高タンパク質、低脂肪食が農薬の代謝・排泄を促進することが判  
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明した。  

〔発 表〕G1～6，g－1～5  

研究課題 6）生体内における元素間の相互作用に関する研究  

〔担当者〕中野篤浩・遠山千春  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕有害元素が生体内に取り込まれた場合、生体構成元素である必須元素群との直接間接  

の種々の相互作用が予想される。そこで有害元素の影響を必須元素群の濃度変動で評価する場合、  

主要元素から微量元素にわたる多元素分析が必要である。分析手段としてプラズマ発光分光法、  

原子吸光法、けい光分光法を用い測定法の確立を行っている。今年度は生体中クロムの測定法確  

立を目的として、人間の血祭と尿中のクロムを無炎原子吸光法で測定した。300人の血祭と尿を分  

析して各々平均5ppbと3ppbの結果を得た。この値は欧米人よりやや低いが日本人の正常値に  

近い値と思われる。  

〔発 表〕g－16，17  

研究課題 7）NMRによる生体の状態分析に関する研究  

〔担当者〕三森文行・功刀正行事（♯計測技術郡）  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容）新しく導入された400MHz高分解能NMR分光計でintact生体系の測定が行えるよ  

うに、測定条件の整備を行った。特に、細胞系で好気的代謝の研究が行えるよう、試料に酸素を  

供給しながらNMR測定を行う方法を確立した。このシステムを用い、intactなクロレラ細胞の  

好気的炭素代謝を13C標識化合物を用いて解析した。90MHz分光計では、1回の測定に数時間  

以上を要し、高速の炭素代謝の追跡は困難であったが、400MHz分光計では、1～10分間程度の  

時間分解能で、代謝反応を追跡するこ七が可能になった。グルコースや酢酸に13C標識してクロレ  

ラに供与すると、13C標識が細胞内で代謝され、TCAサイクルを構成するコハク酸、リンゴ酸な  

どの有機酸や、グルタミン酸、アラニン、アスパラギン酸などのアミノ酸に取り込まれる動態が  

観測できた。アラニンやグルタミン酸の分子内の13C不均等標識の解析からTCAサイクルの回  

転速度や、解糖系とTCAサイクルの相関についての知見を得た。  

〔発 表〕g－18，19，h－1  

研究課題 8）環境汚染物質の暴露に伴う生体成分代謝の変動に関する研究  

〔担当者〕松本 理・太田庸起子  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕NO2の急性暴露をうけたラットに安定同位体標識のアミノ酸を投与し、その血しよう  

タンパク質における同位体存在比の測定を行った。また血華道離アミノ酸を分画し、各画分にお  

ける同位体存在比を求めるために、血柴アミノ酸の分画方法及び同位体存在比の測定方法につい  

ての検討を行った。  
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研究課題 9）気道収縮の経時変化に関する研究  

〔担当者〕安達史朗・小野雅司・平野靖史郎・新田裕史・金子 勇・前田和甫－1・中館俊夫－2  

（り東京大学医学部、■2慶応大学医学部）  

〔期 間〕57～62年度  

〔内 容〕茨城県鹿島町、神栖町、大野村の7小学校の学童の呼吸機能検査及び呼吸器症状質問  
票を用いた自覚症状調査、さらに家族の呼吸器自覚症状調査を実施し、自覚症状及び呼吸器機能  

検査より得られた気道閉塞の状況と大気汚染との関連性を検討した。  

研究課題10）死亡に及ぼす大気環境の影響に関する研究  

〔担当者〕小野雅司・安達史朗・金子 勇  

〔期 間〕55～58年度  

〔内 容〕東京都23区及び三多摩における昭和41～47年度の死亡記録並びに茨城県下における  

昭和53年度の死亡記録と、それぞれに対応する大気環境データとの相関分析により、大気環境の  

人の健康への影響（死亡）を調べる。   

本年度は、収集したデータについて基礎的な解析を行った。  

研究課題11）個人の健康情報の管理・運用へのレコードリンケージの適用に関する基礎的研究  

〔担当者〕小野雅司・安達史朗・斎藤 寛  

〔期 間）54～58年度  

〔内 容〕複数の統計調査で得られた個人の健康情報をレコードリンケージの手法を用いて総合  

的に解析するための方法の検討を行った。   

あわせて、茨城県下における結核登録患者並びに昭和53年度死亡者の資料を用いて、手法の応  

用を試みた。また、秋田県小坂町における過去50年の死亡記録と小坂鉱山就労者記録とを用いて、  

同様の分析を行うため資料の収集を行っている。  

研究課題12）浮遊粒子状物質が気道刺激に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕平野靖史郎・安達史朗・清水 明㍉高橋 弘－（－技術部）  

〔期 間〕57～58年度  

〔内 容〕硫酸ナトリウム、硫酸水素ナトリウム、硫醍アンモニウム、硫酸水素アンモニウム、  

硫酸以上5種のサブミクロンエアロゾルをモルモットに急性暴露した。暴露濃度を17mg／m3、35  

mg／m3に設定し、暴露後の呼吸器インピーダンスの上昇を測定することにより気道刺激の大きさ  

を比較検討した。影響はアンモニウム塩がナトリウム塩に比べ大きかったが、粒子の酸性度に関  

してはきれいな関係が得られなかった。粒径の異なる粒子及び硝酸塩を用いて実験継続中である。  

研究課題13）粒子状物質暴露装置の開発に関する研究  

〔担当者〕平野婿史朗・安達史朗・竹中参二●1・村上正孝■1・村野健太郎■2・福山 力・2・  

官署 武●2・植田洋匡■2・清水 明●き・高橋 弘－3（■1囁墳生理部、－2大気環境弧  

丹技術部）  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕粒子状物質の小動物への長期吸入実験を行える装置の開発として、ダスト用チャン  

バー1基、ミスト用チャンバー2基の製作を終えた。粒子成分としてダスト用にはフライアッ  
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シュ、ミスト用には塩化カドミウムを選んだ。また、粉じん計でチャンバ■内の濃度をモニター  

しかつ粉じん計の出力により、ダスト用チャンバーは発生器を、ミスト用チャンバーは貯留槽の  

電磁弁を開閉することによりそれぞれ濃度制御させ性能向上をテストしている。  

研究課題14）生体内におけるカドミウムの挙動に対する腎障害の役割に関する実験的研究  

〔担当者〕斎藤 寛・杉平直子・遠山千春・三種裕子・中野篤浩  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕カドミウム環境汚染地域に長期にわたって居住している住民においては、腎尿細管障  

害が見られ、腎由来の尿中酵素N－アセナルーβD－グルコサミニダーゼの排泄が上昇することが  

わかっている。ラットを用いたモデル実験で、カドミウム暴露によるカドミウムの尿中排泄増加  

のメカニズムを検討しようとする際、尿細管障害の指標として、この腎由来の尿中酵素に着目し  

た。現在、代謝ケージを用いて、コントロール群のラットの24時間尿を採取し、Nアセチルーβ  

D－グルコサミニダーゼをはじめとする各種尿中酵素の正常レベルを検討している。カドミウム  

の長期投与を行い、腎障害の推移、カドミウムの動態、及びそれらの関連を明らかにしていく。  

研究課題15）カドミウムの血圧上昇作用に関する実験的研究  

〔担当者〕斎藤 寛・遠山千春・三種裕子・杉平直子・高橋 弘tl・鈴木和夫埼工藤寓敏郎ヤ・  

茅野充男－3（－1技術部、■2環境生理部、－3客貞研究員）  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕カドミウム暴露の有無が若年者の血圧にどんな影響を与えているかを検討するため以  

下のデザインで実験疫学的研究を行った。   

秋田県小坂町立中学校（カドミウム土壌汚染地域）、秋田県井川町立中学校、茨城県土浦市立第  

六中学校、君漢学園中学校（学校法人、茨城県谷田部町）の3年生全員の血圧を測定した。また  

同時に採尿採血を行しゝ、尿検査（タンパク、糖、洛透圧、P2－rnicroglobulin、N－aCetyl－P－DLglucosa－  

rninidase、尿酸、リン酸、カドミウム）並びに血清生化学検査（総タンパク、総コレステロール  

など21項目）を行った。目下これらの成績をコンピュータを用いて解析中である。  

〔発 表〕K－5，G－13，g－12，14～16  

研究課題16）環境中のアルミニウムの人体影響に関する臨床疫学的研究（コーホート・スタ  

ディ）  

〔担当者〕斎藤 寛・杉平直子・遠山千春・中野篤浩・森田昌敏＊1・岡本研作■1・西Jrl雅高■1・  

関野 宏■2・田口富雄■2（＊1計測技術部、＊2客貞研究員）  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕3年以上にわたり血液透析（人工腎臓）療法を受けている無尿の尿毒症患者（年齢  

30～39歳の男女、各20人、計40人）の血液と頭髪の採取を同じ日に行った。採血は透析療法開  

始前及び終了時の2回行い、血しょうと血球に分離した。血しょう、血軌、頭髪の試料（合計200  

検体）について、アルミニウム、Na、K、Ca、P、Mg、Cd、Pbなど13種の元素測定を行った。  

現在食餌を経て体内に取り込まれた元素は尿への排泄がない状態（無尿の尿毒症患者）ではどの  

ような態様を示すかをAlを中心に解析中であり、これらと臨床所見（特に神経学的所見、骨所見）  

との比較を行っている。  

〔発 表〕g－13，17  
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研究課題17）腎尿細管障害評価のための免疫学的手法の開発に関する研究  

〔担当者〕遠山千春・斎藤 寛・三種裕子  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕腎尿細管障害評価のすぐれた指標である尿良一マイクログロブリンの、免疫学的測定  

法を確立するために、高力価の抗ヒトA－mg血清（ウサギ）の作製に着手した。ヒトA－マイク  

ログロブリン（良mg）を尿から分離精製するために、最抑こ尿の濃縮方法を検討した。尿に固形  

硫安を倉折口濃度まで添加して塩析することにより、短時間に40～50倍に濃縮できることが明ら  

かになった。次に、セファデックスGlOOを用いて、高分子分画と低分子分画からA－mg分画を  

分け、さらに、セファデックスG75で精製したところ、電気泳動で2本のバンドが観察された。  

この内の1本がA－mgであることを確認したので、単独分離を試みている。  
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2－2．8 生物環境部  

〔研究概要〕   

生理生化学研究室及び陸生生物生態研究室が担当する特別研究「複合大気汚染環境わ植物影響  
に関する研究」が3年間の研究期間を終了し、本年度より新たに「植物の大気環境浄化機能に関  

する研究」として4年計画で発足し、両研究室が技術部と協力してこの研究を遂行した。水生生  

物生態研究室が担当している特別研究「有害汚染物質による水界生態系のかく乱と回復過程に関  

する研究」が2年冒を迎え、さらに同研究塞が参加する特別研究「陸水域の富栄養化防止に関す  

る研究」が最終年度になり、研究成果の向上を目指して精力的な研究が行われた。   
本年度の経常研究は昨年の課題のうち5課題が終了し、その中で3課題が内容を変えて継続研  

究の形をとって再発足し、さらに二つの新課題が取りあげられた。   

生理生化学研究室では、気孔閉鎖作用を有する植物ホルモンのアブサイシン酸が、孔辺細胞の  

細胞壁生合成を阻害することを見いだした。また、ソラマメの葉肉細胞及び孔辺細胞よりプロト  

プラストを単離し、原形質膜の透過性について検討を行った。一方、孔辺細胞の高い呼吸活性に  

着日し、葉肉細胞のそれと比較検討し、チトクロームCオキシダーゼ、NADHチトクロームC  

レダクターゼ活性がそれぞれ8倍及び10倍であることを見いだした。   

陸生生物生態研究室では、植生の環境形成作用及び植生土壌生態系における栄養塩類の循環  

についての生態学的研究を継続するとともに、植物の生長に及ぼす光環境悪化の影響あるいは土  

壌水素イオン濃度の影響を、ヒマワリ、ポプラ、サンゴジュ（前者）及びイタドリ（後者）を用  

いて解析した。また、安定同位体13Cを用いた同化産物の転流についての研究において、NMRス  

ペクトルによる短時間生成同化産物の同定により、主にショ糖の形で転流していることが示唆さ  

れた。   

水生生物生態研究室では、淡水産のワムシ2種の培養に成功し、農薬の毒性試験及び食物連鎖  

の実験に新たな成果が期待されることとなった。また、霞ケ浦で優占種となる動物プランクトン  

のラン藻（〟オcγ0砂5／由）と緑藻（Cノzわ柁J血及びC妓開扉血抑Ⅶ）に対する摂食速度、同化率、  

選択摂食性を13Cをトレーサーとして用いて比較検討した。一方、富栄養化の進行しつつある湖沼  

の底生動物相の調査も引き続き行われた。  

研究課題1）気孔開度に及ぼす環境要因と植物ホルモンとの関連に関する研究  

〔担当者〕近藤炬朗・竹内裕一  

〔期 間〕54～58年度  

〔内 容〕気孔の開閉運動を決めているのは孔辺細胞の水ポテンシャル変化による孔辺細胞の膨  

潤・収縮であり、水ポテンシャルを決めているのは孔辺細胞の浸透圧と細胞壁の壁圧である。異  

なる条件下では水ポテンシャル変化を支配している主要因は異なっており、ソラマメはく離表皮  

を用いた実験より、アブサイシン醸（ABA）による気孔閉鎖は低pH下では細胞壁の壁圧の増大  

に、中性pHでは浸透圧低下によることを明らかにした。本年度は浸透圧を調節していると思われ  

る有機酸の定量法として高速液タロを用いた測定法を検討し、浸透圧調節にリンゴ駁が関与して  

いる可能性を確認した。また、細胞壁代謝に対するABAの影響を放射性同位元素を用いて検討  

し、ABAが孔辺細胞の細胞壁生合成を阻害することを見いだした。  
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孔辺細胞の生化学的研究を進めるために、孔辺細胞のプロトプラストの単離法を検討し、活性  

の高いプロトプラストを短時間で得る方法を確立した。  

〔発 表〕h13～15，17  

研究課題 2）藻類の植物ホルモン分布と生理活性物質に関する研究  

〔担当者〕渡辺恒雄・近藤短朗  

〔期 間〕55～57年度  

〔内 容〕藻類の異常発生機構の研究が活発に行われているが、いまだその本質は解明されてい  

ない。その原因の一つとして藻類の内在生長調節物質や遺伝子に関する基礎研究が十分なされて  

いないことがあげられる。   

我々は藻類の生理活性物質の分布を検討した結果セリンプロティナーゼインヒビターが存在し  

ていることを見いだした。生体制御区子として生理的に重要な役割を果たしていると推測される  

インヒビターに対応するプロティナーゼが藻類にも存在している可能性が示唆されたので検出を  

試みた。水温が高い時期に海洋で赤潮を形成し、250C付近で最良の増殖特性を示すラフイド藻  

シャツトネラ（C転触矧馳の頑囲）にセリンプロティナーゼ及びチオールプロティナーゼが存  

在していることを見いだした。25◇Cの温度条件下で最大活性を示す中性プロティナーゼをも検出  

した。インヒビターの生理機能については、DNA合成への影響を調べる目的で、遺伝子操作の手  

法を用いて解析を試みた。  

〔発 表〕H－18，h－33，35，36  

研究課題 3）高等植物の酸素代謝に関する研究  

〔担当者〕田中 浄  

〔期 間〕56～58年度  

〔内 容〕高等植物の光合成は地球をとりまく気相の変化に敏感に影響を受ける。酸素は空気レ  

ベルの濃度（21％）では光合成に対して阻害的に作用するが完全な嫌気状態（0％）では光合成  

の停止が起こる。この光合成の酸素必須性を生理生化学レベルで明らかにするために光合成活性  

を調節する因子である光合成光晴性化酵素と酸素の相互作用について検討した。   

本研究所ファイトトロンで育成したレタスを1日暗処理し、葉緑体を調製した。この葉緑体を  

光照射して、光活性化酵素（フラクトースニリン酸フォスファターゼ、リブロースー5－リン酸キナー  

ゼ）活性を追跡した時、嫌気状態では光活性化が抑制された。この時、光活性化と関連した現象  

である光活性化酵素の葉緑体チラコイド膜からの遊離も抑制された。  

研究課題 4）細胞内アデニレイトレペルの変動とATP消費系酵素活性に関する研究  

〔担当者〕島崎研一郎・田中 浄  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕エネルギー代謝を活発に行っている孔辺細胞のエネルギー生成系に関する研究と  

ATP消費酵素であるリブロース5リン酸キナーゼに関する研究を行い、以下のような結果を得  

た。   

前年度の研究によりソラマメ孔辺細胞がATP生成系として高い呼吸活性を持つことが推定さ  

れたが、本年度は呼吸酵素活性について葉肉細胞のそれと比較し、いくつかの特徴を得た。1）  

体積あたり孔辺細胞は約声倍の高い酸素吸収活性を示した。2）チトクロムcオキシダーゼ、  
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NADH－チトクロムC L／ダクターゼ活性は、それぞれ8倍及び10倍であった。3）クロロフィル  

濃度は約4分の1であった。4）孔辺細胞の葉緑体は、光化学系11をもつが、かレビン回路の酵  

素であるNADP13－リン酸－グリセルアルデヒド脱水素酵素活性を欠いていた。   

葉緑体のATP消費酵素であるリブロース5－リン酸キナーゼは光合成炭酸固定系の構成田子  

であり、種々の環境変化で活性調節を受けるが、その酵素化学的性質については不明な点が多い。  

本年度はホウレンソウから本酵素を分離精製した。本酵素の精製にはチオールセファロース、オ  

クチルセファロースが有効であることが明らかとなった。  

〔発 表〕H－2，h－17，18，21  

研究課題 5）高等植物の葉肉細胞による環境汚染物質の吸収に関する研究  

〔担当者〕榊  剛・近藤矩朗  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕植物に対して毒性をもつ環境汚染物質の多くは細胞の原形質膜を経て細胞質中に取り  

込まれ毒性を発現すると考えられ、汚染物質の原形質膜透過性は植物の被害を決める重要な要因  

であると思われる。本研究では汚染物質としてSO2を用い、SO2の原形質膜透過性の性質をSO2  

に対する抵抗性の異なる数種の植物築から得た葉肉細胞プロトプラストを用いて明らかにするこ  

とを目的とした。   

予備実験として数種の植物からプロトプラストを単離することを試みた。タバコ、レタス、ソ  

ラマメからはいずれも高い光合成活性を保持したプロトプラストが得られたが、ダイコン、落花  

生からは単離できなかった。得られた3種のプロトプラストは、低pH条件下で亜硫酸と培養する  

ことによって光合成活性が阻害され、亜硫酸が細胞内に取り込まれていることが示唆された。  

研究課題 6）細胞壁の生理機能に対する環境要因の影響に関する研究  

〔担当者〕竹内裕一  

（期 間〕57～60年度  

〔内 容】植物の気孔は、様々な環境要医の変動に対して開閉運動を行い、光合成や水バランス  

などの調節を行っている。この気孔の開閉運動は、孔辺細胞の水ポテンシャルの上昇に伴う孔辺  

細胞の収縮の結果であると考えられる。そこで、細胞の水ポテンシャルを調節する要因の一つで  

ある細胞壁に閲し、その生合成が、気孔閉鎖植物ホルモンであるアブサイシン酸（ABA）により、  

どのように影響を受けるかを、ソラマメのはく離表皮切片を用いア検討した。表皮切片に‖C－グル  

コースを与えると、放射能は孔辺細胞の紙胞壁画分に取り込まれたが、その取り込みはABAによ  

り阻害された。ABAによる取り込みの阻害は、ABAによる気孔閉鎖作用が顕著な条件下（光照  

射下、pH4）でより顕著であった。このことよりABAは、細胞壁の代謝系に作用し、気孔の開  

閉を調節している可能性が示唆された。  

〔発 表〕h－13  

研究課題 7）イタドリの生長に及ばす土壌要因の影響に関する研究  

〔担当者〕名取俊樹・戸塚 績  

〔期 間〕56～60年度  

〔内 容〕足尾煙害地より採取した土壌の水抽出液中には硫酸イオンが多く、pHが低いことは、  

今までの調査により明らかである。イタドリが足尾煙害地に健占する原因の一つは、この土壌の  
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酸性化であると思われる。土壌の酸性化に付随する植物に対する善作用要因が知られているが、  

我々はこのなかでAlイオンに注目し、さらに足尾では鋼製練が行われていたことからCuに注目  

し、土壌水抽出液中のこれら成分濃度を測定した。その結果、足尾煙害地より採取した土壌の水  
抽出液中にはAlイオンがかなり高濃度に存在していることが認められた。また、Cuイオンもわ  

ずかに検出された。  

研究課題 8）植物の生長に及ばす光環境悪化の影響に関する研究  

〔担当者〕古川昭雄・戸塚 績・藤沼康実－（蠣技術部）  

〔期 間〕54～57年度  

〔内 容〕ポプラ・サンゴジュ・ヒマワリの生長を種々の光強度下において測定した。人工光型  

借物育成室内にしゃ光枠を設定し、4～12週間裁増し、植物体を3～4回サンプリングして生長  

解析を行った。その結果、陰生植物であるサンゴジュは陽生植物であるポプラ、ヒマワリとは全  

く異なった生長パターンを示した。耐陰性の面から言えば、ポプラはヒマワリよりも耐陰性が強  

く、サンゴジュよりも弱かった。さらに光強度が高い時には、光利用効率に種問責はみられなかっ  

たが、弱光下ではやはり、サンゴジュが最も光利用効率が高かった。強光下での生長阻害はどの  

植物種でも見られなかったが、ポプラ、ヒマワリの生長速度は光の強さに対して直線的に増大す  

るのに対して、サンゴジュでは、頭打ちの現象がみられ、強光下では生長が抑制された。  

研究課題 9）高温度環境下における植物の生理機能に関する研究  

〔担当者〕古川昭雄・戸塚 績  

〔期 間〕56～59年度  

〔内 容〕植物を高温度条件下に置くとしばしば水分収支が悪化する。通常の鉢植えの櫓物では、  

水分供給源の根と水分消費している葉との距離が短かく、水分供給の限定要因としての茎の役割  

は少ない。そこで、つる性の植物を用しゝて、茎の通導抵抗を大きくして、水分収支の頗著な変化  

を与えて光合成■生長変化を観察することを試みた。本構内ほ場にクズを栽培したが、生長が非  

常に悪く、通導抵抗が十分なほどの植物体を得ることができず所期の目的を達成できなかった。  

研究課題10）窒素固定植物による土壌形成作用に関する研究  

〔担当者卜可知直毅・伊藤 治・戸塚 績  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕空中窒素を固定するマメ科植物による土壌形成のおこる過程を植物一土壌系における  

窒素循環に着目して定量的に解析することを目的に大型ライシメーターによる実験を行った。オ  

カポーコムギ栽培区を対照区としラッカセイーコムギの連作が植物の生育及び土壌浸透水中の無機  

窒素濃度に与える影響を調査した。ラッカセイ栽培後のコムギの収量は対照に比べ1，5倍に増加  

し、また集中の窒素濃度も上昇した。一方浸透水中の無機窒素濃度には顕著な羞は認められなかっ  

た。今後土壌中の窒素の形態別分析を行い、ラッカセイによる土壌窒素富化過程を解析するため  

のシミュレーション・モデルを開発する予定である。  

研究課題11）植物における物質変化の研究へのNMRの応用に関する基礎的研究  

〔担当者〕伊藤 治・戸塚 績・三森文行■（■環境保健部）  

〔期 間〕56～59年度  
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〔内 容〕ヒマワリ葉に13C標識の13CO2と2－13C－プリ㌣ンを与え、築からの同化産物の転流形  

態を葉柄切片をそのまま13C－NMRに供試することにより観察した。その結果13C－CO2を供与し  
た場合には、短時間のうちに菓に存在する種々の糖、アミノ酸、有機酸に13Cが取り込まれていく  

が、転流部位である葉柄切片ではシチークロースのみに1aCの標識が認められた。これは光合成に  

よって同化されたCO2のほとんどすべてがシェークロースの形で転流していくことを示してい  

る。一方、213C－グリシンを供与した場合には、同化葉では最抑こセリンに13Cが現れ、その後ア  

ミノ酸及び糖にも13Cの取り込みが認められた。このことは外から与えたグリシンが、グリコール  

酸経路に入り、解糖系を逆行し糖合成に至る経路によって代謝されていることを示唆している。  

同化部位ではセリンとグルコースにおいて13Cの有意な高まりが認められた。  

〔発 表〕h－1  

研究課題12）植物体内における同化産物の転流に及ぼす諸要因の検討  

〔担当者〕岡野邦夫・伊藤 治  

〔期 間〕56～57年度  

〔内 容〕炭素の安定同位体13Cの新しい測定法である赤外分光法について検討した。1ヨCO2の  

吸収ビータに対する12CO2の干渉が問題となっていたが、重なり分補正法により得られた値は質  

量分析計による測定値とよく一致し、再現性も高く、トレーサー実験に十分有効であることが確  

認された。またこの測定法により1きC存在比にわずかな羞のあるC。植物とC。植物の識別も可能  

であった。   

インゲン幼植物の名菓に一定濃度の13C標識のCO2を8時間同化させ、13Cの分布の時間変化  

を測定した。各部位間の炭素の流れを定量的に比較するために、得られたデータのマルチコンパー  

トメント解析を行った。求められた各部位間のk値（k＝R／Q、R：転流量／時間、Q：コンパpト  

メントの大きさ）は従来の説を裏付けていた。今後、1）さらに完全な解析を行うためにはコン  

パートメントサイズ（転流に関与している炭素量）を求める必要がある。2）同化時間が長くな  

るにつれて実測値と理論値の整合性が悪くなる（見かけ上実験系が非定常状態に写る）原因の解  

明などが検討される必要がある。  

〔発 表〕h－5，6  

研究課題13）混生蘇書類植物の生長に関する生理生態学的研究  

〔担当者〕清水英幸・佐竹研一事・古川昭雄・戸塚 績（＊計測技術部）  

〔期 間〕57～60年度  

〔内 容〕鮮苔頼植物は種々の環境条件に対して敏感に反応すると考えられており、環境評価の  

ための生物指標としても注目されている。日本には多くの湿潤地域があり、鮮首類の種も豊富で  

あるが、本研究では、湿潤地域に典型的な湿生鮮苔頬6種について酸素電極法によって、その光  

合成特性を検討した。各植物とも、その光合成速度は、溶存酸素濃度にほとんど影響されなかっ  

た。一方、照度、温度、pHに対する光合成特性は、個々の種によって、顕著に異なっていた。例  
えば、ツルチョウチンゴケでは強光阻害を引き起こすような照度でも、チャツポミゴケでは光合  

成速度は飽和しなかった。得られた光合成特性は、それらの植物がその生育地の現在の環境下で  

正の生長を行っていることを示唆していた。  

〔発 表〕H－3  
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研究課顎14）水生生物の実験動物化に関する研究  

【担当者〕安野正之・春日清一・畠山成久・宮下 衛・菅谷芳腰守 い技術部）  

〔期 間〕55～60年度  

〔内 容〕本年度新たに淡水産のワムシβ沼C力わ乃ヱ郎Cα如ち伽r鮎、β和C／lわタフ‡蒔〟rCe∂わγばの2種  

の培養に成功した。これまでシオツポワムシの培養が知られていたが、陸水生態系に適用が困難  

であった。餌生物としても、食物連鎖の実験にも供することができよう。既に各種の農薬の毒性  

試験に供された。一般にミジンコに比較して感受性は低かった。230cで約1週間生存し、その間  

16．8±2．6匹の産仔を行った。   

ヒラタカゲロウの実験室内系統を確立すべく、人工受精によりふ化させることができた。流水  

に生活する昆虫のためシヤ」レ内の水を匡転させ、実験に供する大きさまで飼育することができ  

た。  

〔発 表〕h27，30，i－9，10  

研究課題15）動植物プランクトンの増殖制限要因の解析  

〔担当者〕安野正之・高村典子・花里孝幸・岩熊敏夫  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕霞ケ浦高浜入に出現する動物プランクトンの劫5∽∫乃〃わ乃gオ和ぶ′γgSと助川壷甲奴痛  

が季節的に明りょうに入れ替わることがわかった。すなわち、春に見ね嘩函血ぬが出現し、夏  

に且力由Jゎに入れ替わり、秋に再びβ．わ7智汀0ぶ′γばが出現するもので、高浜入における隔離水  

界実験により、この入れ替わりがアオコ（〟gc和qSぬαβ7′〃gg叩05β）の増減と関係あることが示唆  

された。   

霞ケ浦において動物プランクトンの優占種となるβよ呼んα乃050，プ7α∂和rわ，〟γ〟椚を用い、そのラ  

ン藻（〟ねⅥ墨壷）と緑藻（CノヱわγeJ血、C柚抑頭加研独）に対する摂食速度、同化率、選択摂食  

性を13Cをトレーサーとして用いて調べ、比較検討した。その結果、C／言わγgJ由とC／z血〝ひ薮）椚0犯α5  

に対しては同程度の摂食速度、同化率を示したが、〟才cγ0り岱′オcに対してはそれらは低い値を示し  

た。しかし、Cゐわ柁JJαと〟gcγ叩5ぬを混合しエサとして与えたとき、両者は同程度同化された。  

〔発 表〕h－19，26  

研究課題16）陸水域の汚染指標生物に関する研究  

〔担当者〕安野正之・岩熊敏夫・高村典子・花里孝幸・佐竹 潔  

〔期 間〕55～59年  

〔内 容〕富栄養化の進行しつつある湖沼として精進湖、木崎湖等の底生動物相の調査が行われ  

た。それぞれ近接する貧栄養湖とは異なる特徴的なユスリカの種類が見いだされた。木崎湖にお  

いても富栄養湖に特徴的なアカムシュスリカが生息しており、近年における富栄養化が示唆され  

る。極度に富栄養化の進んだ段階でもユスリカなど底生動物の現存量の増加が期待できるが、手  

賀沼においては逆に減少しており、その原因を追求しつつある。  

〔発 表〕H12，14，h－3，4，32  
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2．2．9 技 術 部  

〔研究概要〕   

技術部は、生物系・理工系の各種大型研究施設、エネルギーセンター、廃棄物処理施設、霞ヶ  

浦臨湖実験施設、微生物系統保存棟、その他共通施設の運転管理、設備保守、工作室の管理と特  

殊実験機器の製作などを行うと同時に、それらの技術業務の合理化、新たな研究施設、大型装置、  

計測・制御システム等の改良・開発のために必要な計画立案、技術調査、装置工学的研究を行っ  

ている。また生物系各施設で供試される実験植物の栽培、実験動物及び水生生物の飼育管理、供  

給、新しい系統等の開発維持、各種実験生物に関する基礎的研究を行っている。   

技術室では，廃棄物処理施設の合理的運転に関する技術的検討を行ってしゝるが，施設内に貯留  

している廃水処理過程より発生する脱水汚泥中の有害物質の分析を行ったところ、有機塩素系の  

化合物を検出し，その同定及び由来について検討中である。   

動物施設管理室では，動物実験棟Ⅰ・ⅠⅠと56年秋竣工した騒音・保健研究棟の管理運営に関連  

する基礎的研究として、①SPF動物飼育環境の微生物学的清浄度維持に関する研究、②環境科  

学研究に適した実験動物としてのウズラ（JapaneseQuail）の特性について遺伝学的・微生物学  

的側面からの究明を行った。   

生物施設管理室では，制御環境下での各種植物実験の再現性を高めるために、環境要因に対す  

る植物反応を解析しているが、本年度は、植物乾物生長に対する最適光強度の検索及び環境順応  

性の検討を行った。たお、実験ほ場では、畑地環境の土壌形成過程を継続調査した。   

理工施設管理室では、大気拡散風洞において高湿度、低風速時の風速測定法及び風速計校正装  

置の開発を、レーザーレーダーではフラッシュランプモニター装置の開発を行い測定精度の向上  

を図った。また、有機エアロゾルの代表的な低級かレポン酸の分析技法を検討した。  

研究課題1） 廃水処理施設の合理的運転に関する技術的検討  

〔担当者〕松重一夫・佐藤三郎・小林雄一・矢木修身・田井慎吾・須藤隆一  

〔期 間〕55」－60年度  

〔内 容〕当研究所の廃水処理施設における有害物質の挙動について検討を行っているが、PCB  

の使用禁止から久しい今日、水処理汚泥から検出されるPCB様物質の分析方法の検討を行った。  

検出される量が微量であるが、その由来について今後検討を加えて行きたい。   

研究課題 2）畑地ほ場における土壌形成過程に関する研究 、  

〔担当者〕山口武則・相賀一郎  

〔期 間〕54～59年度  

〔内 容〕本研究の目的は開墾地の畑地ほ場において管理様式の相違によって土壌の形成がどの  

ように経時的に変化するか長期的展望に立って調査し、ほ場管理方法の指針を作ることにある。  

前年度の研究を継続し，別団地ほ場において人為的土壌改変を図った管理方法の異なる試験区を  

設け、各試験区に夏作として陸稲作付、ラッカセイ作付及び裸地無作付の各区を設け，さらに夏  

作の跡地に冬作として裸地区を除く全区にコムギを栽培し、ほ場管理方法の相違が栽培植物，土  

壌の理化学性及び土壌微生物に及ぼす影響を検討した。さらに本年度は特に昭和54年度から昭和  
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57年度までの各試験区土壌について土壌中の腐植を分析し、ほ場管理方法の相違が土壌中の腐植  

に与える影響を検討した。  

研究課題 3）SPF動物飼育環境の微生物学的清浄度の規準に関する研究  

〔担当者〕山元昭二・高橋 弘  

〔期 間〕55～58年度  

〔内 容〕SPF動物飼育環境下における微生物の監視、並びに清浄度の規準作成を目的として、  

56年度に引き続き落下菌検査等の各種微生物学的検査を実施した。その結果、病原微生物による  

SPFバリアー内の汚染は皆無であり、落下菌数レベルにおいても清浄な状態が維持されていた。  

また、SPF環境下における空中細菌の発生機序や由来、変動要因についてもその全容がほぼ明ら  

かになった。その他、SPF環境の維持方法として当施設で採用しているバリアーシステムの有効  

性に関するデータの集積を行った。その結果、本システムが当初の目標通り、微生物侵入防御機  

構として現在も有効的に機能していることを確認した。  

〔発 表〕i－23  

研究課題 4）環境汚染物貿の生体影響研究に適した実験動物の開発・改良に関する研究  

〔担当者〕高橋慎司・高橋 弘  

〔期 間〕55～58年度  

〔内 容〕環境汚染物質の生体影響研究に適した実験動物を開発する目的で，今年度は主にウズ  

ラを用いて、以下の基礎実験を行った。  

1）NDV・HI抗体産生能の高及び低系ウズラの選抜を第15世代から第19世代まで進め、両  

系の遺伝学的純化を行った。なお、高及び低系ウズラのNDV・Hl抗体産生能の差はこれまでと  

同様に有意性が認められ、また両系の平均値の差も拡大したことにより選抜の効果が確かめられ  

た。今後、近交退化による繁殖能力の低下が予測されるが、飼育管理等の改良により遺伝的純化  

をさらに進めることが可能である。   

2）ウズラのNO2急性暴露に対する感受性は、マウス、ラット及びハムスターよりも著しく  

高いことを指摘したが、一方、03急性暴露に対するウズラの感受性はこれらの動物より低いこと  

が示唆された。また、ウズラのNO2感受性は加齢の影響を受けるなど不明な点も多く、大気汚染  

ガスの指標動物としての有用性をさらに究明する必要のあることが指摘された。   

3）ウズラのNO2感受性と免疫応答力との関連を明らかにするために、NDV・HI抗体産生生  

能の高及び低系ウズラを用いてNO2急性（20ppm、1．5h）暴露を行った。NO2暴露群と対照群とで  

NDV・Hl抗体価（log2）を比較した結果、高系：7▲1±1・9（12羽）・低系：1・4±2▲1（11羽）に  

対して各々8．0±0．0（6羽）・2．8±3．1（5羽）となり、今回の暴露条件では高及び低系ウズラの  

NDV・HI抗体産生能へ及ぼす影響はほとんどなかった。今後、暴露時間を延長するなど追試を行う。   

なお、ハムスターでは3世代にわたり兄妹交配し、近交化をさらに進めた。  

〔発 表〕K－59，i－15   

研究課題 5）大気拡散風洞の最適運転並びに温度差のある風洞実験技術に関する研究  

〔担当者〕上原 清・竹下俊二・小川 靖－・植田洋匡●（◆大気環境部）  

〔期 間〕55～59年度  

〔内 容〕加熱・冷却床パネルや気流温度の制御装置を備え、測定部における気流の安定度をコ  
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ントロールするような風洞実験施設は世界的にも例が少ない。本研究では当該施設の安定かつ効  

率的な運転方法、並びに温度成層化した流れの性状を明らかにするための計測技術や可視化技術  

について検討した。今回は、55年度に開発された風速計校正装置を改良し、さらに省力化、省エ  

ネルギー化及び実験精度の向上を図った。  

〔発 表〕K－6  

研究課題 6）大型実験装置内における光化学反応生成物の分析に関する研究  

〔担当者〕高木博夫・水落元之・竹下俊二・秋元 肇＊・福山 力＊ い大気環境部）  

〔期 間〕56′－59年度  

〔内 容〕ガスタロマトグラフ光イオン化質量分析器では、親イオンのみが検出され、またフラ  

グメントを起こした場合でも、EIに比べフラグメントが簡単になることが分かった。このことよ  

り本装置が物質の同定に非常に有効であることが分かった。硝酸ガス分析については、フィルター  

吸収－アルカリ抽出－イオンクロマトグラフ分析法で、大気濃度0．5ppb程度まで定量できた。  

硫酸エアロゾル分析については熱的揮散法、溶液吸収法等種々の方法を試験したが、NH3掃集デ  

ニューダーを用いる、メチルエステル化－GC－FPD分析法により大気濃度0．01JLg／m3程度ま  

で定量できた。さらに低級カルポン酸分析についてEま、水抽出試料をそのまま液体クロマトグラ  

フで分析できることが分かったが、大気試料を分析する場合まだ感度の点に問題が残った。  

〔発 表〕 ト11，21  

研究課題 7）大型レーザーレーダーの安定な運転技術に関する研究  

〔担当者〕松井一郎・竹下俊二・清水 浩事・竹内延夫－（＊大気環境部）  

〔期 間〕55～57年度  

〔内 容〕本研究所に設置されている大型レーザーレ一夕サー用高出力レーザーは、ほかに類を見  

ないため一般に装置特性に関する実験データ等の情報が少ない。これまで行ってきた性能試験、  

及び予備実験の結果」レーザー出力の安定性は、フラッシュランプの劣化に伴う発光量の経時変  

化が大きな要因であることが判明した。本年度は、大型レーザーレーダーに組み込みが可能なラ  

ンプモニター装置の試作を行った。本装置では、光ファイバ→を使用することにより、光検出器  

の測定誤差の原因となるフラッシュランプより発生する電気的ノイズの対策を行った。これによ  

り、ほぼ満足すべき結果が得られた。  

研究課題 8）実験植物の環境順応性の検討  

〔‡旦当考）藤沼康実・町田 孝・相賀一郎  

〔期 間〕57～59年度  

〔内 容〕植物を実験材料とする実験の再現性を高めるためには、均一な栽培管理と共に、環境  

の変化に対する植物の反応性を解析し、実験処理条件等を検討する必要がある。本研究はこの実  

験の再現性を高めるための指針を確立することを目的としている。   

本年度には植物の環境変化に対する生理反応を大気汚染ガスによる可視障害を指標として、ガ  

ス暴露前の生育前歴と障害発現の関連について調査を開始した。また、植物の生長に対する最適  

光強度の検索を行い、植物種（サンゴジュ、ポプラ、ヒマワリ）及び生育段階によって乾物生長  

に対する光強度反応性が異なっているのが分った。  

〔発 表〕i－20  
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2．3 国立機関原子力試験研究費（科学技術庁）による研究  

2．3．1放射性同位元素利用による汚染環境の評価と改善に関する研究  

〔研究旭当者〕生物環境部：菅原 淳・近藤短朗・田中 浄・島崎研一郎・竹内裕一・榊 剛  

環境生理部二三浦 卓・彼谷邦光・持立克身・国本 学・小林隆弘  

〔研究期間〕53～58年度  

〔研究概要〕環境悪化を評価・改善するためには、ラジオアイソトープをトレーサーとして用い  

ることにより、汚染物質による生物影響の機作を解明する必要がある。本年度は、大気汚染物質  

による動植物影響の機作に関して、以下の研究が遂行された。   

研究課題1）気孔開度に対するアブサイシン酸の作用模作について  

〔担当者〕近藤矩朗・竹内裕一  

〔内 容〕植物の気孔は環境変化に反応して開閉運動を行うが、この気孔の開閉は、植物れレモ  

ンのL種であるアブサイシン酸（ABA）により調節されていることが知られている。ABAがどの  

ような作用機作により、気孔の開閉を制御しているかを明らかにする目的で、ソラマメのはく離  

表皮切片を用い、14Cグルコースの孔辺細胞及び孔辺細胞紬胞壁画分への放射能の取り込みを検  

討した。その結果、以下のことが明らかになった。  

1）14C－グルコースの孔辺細胞への取り込みは、1JJMのABAにより顕著に阻害された。   

2）取り込まれた放射能の一部は、再び細胞外へ放出されるが、この放出は、取り込みとは逆  

に、ABAにより数倍に促進された。また、放出された放射能の→部は、グルコースの代謝産物で  

あるリンゴ酸によるものであった。   

3）孔辺細胞中に取り込まれた14C－グルコースの一部は代謝され、細胞壁画分への放射能の取  

り込みが見られた。ラベルされた細胞壁画分のオートラジオグラフイーを行ったところ、孔辺細  

胞の両極に、放射能の局在が認められた。表皮切片をABA処理すると、細胞壁画分への放射能の  

取り込みは阻害され、また放射能の局在性も顕著でなくなった。   

以上のことより、ABAの作用部位として、孔辺細胞の楯代謝系、細胞壁の合成系をABAが阻  

害することにより、気孔の閉鎖が引き起こされる可能性が示唆された。  

〔発 表〕h－13  

研究課題 2）汚染物質の肝ミクロソーム成分に及ぼす影響  

〔担当者〕三浦 車・持立克身  

〔内 容〕これまでに、二酸化窒素（NO2）を動物に暴露すると血推中の硝酸イオン濃度が増加  

することと、肝ミクロソームの薬物代謝系成分が特異的に減少することを明らかにして来た。肝  

ミクロソーム成分の減少と硝酸イオンとの関係を検討するために、ラットに放射性アミノ酸を静  

注し肝ミクロゾームタンパク質を標識して硝酸イオンの効果を調べた。   

ラットに3H一アミノ酸を静注し2日間飼育した後、さらに14C－アミノ酸を静注し30分後にと  

殺した。と殺後、肝臓よりミクロソームを調製しショ精密度こう配遠心法によって三つの画分に  

分画した。各面分の14Cと3Hと割合を測定した結果、比重の最も小さいミクロソーム画分は 14C  
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の割合が最も小さく、新たに生合成されたミクロソームタンパク質の割合が少なしゝ画分であった。  

ミクロソームの比重の増加に伴い14Cの割合も増加した。   

次に、細分画したミクロソーム画分を50、100及び200／‘Mの硝酸ナトリウムと37度で1時間  

インキュベーションした。インキューベーション後、ミクロソームを遠ノいこよって回収し上清と  

ミクロソーム画分の3H及び14C量を測定した。その結果、比重の最も小さいミクロソーム画分か  

らの放射性タンパク質の遊離が顕著に認められ、この遊離は添加した硝酸ナトリウムの濃度に依  

存して大きくなり100／‘Mで最大となった。硝酸ナトリウムによる放射性タンパク質の遊離は、細  

分画した各ミクロソーム画分ともに14Cと3Hとで選択性は認められなかった。   

以上の結果から、NOz暴露によって血液中に硝酸イオン濃度が増加するが、肝臓内でも硝酸イ  

オン濃度が増加すれば比重の小さな新生タンパク質の割合が少ないミクロソームからタンパク質  

が遊離する可能性が示唆された。  

研究課題 3）汚染物質の赤血球成分の代謝に及ばす影響  

〔担当者〕国本 字・彼谷邦光・三浦 卓  

〔内 容〕二酸化窒素（NO2）をラットに暴露すると、赤血球膜の脂肪酸組成が変化することと、  

赤血球の老化が促進されることをこれまでに明らかにしてきた。赤血球膜脂質代謝の変化が、赤  

血球老化に関与している可能性も考えられる。そこで、ラット赤血球の老化に伴う、リン指質脂  

肪酸代謝の変化について検討した。   

老若の赤血球を調製するために、ラット赤血球をデキストランの密度こう配遠心を用い比重羞  

により分画し、各赤血球画分を3H又は14C標識脂肪酸を含む血しょうとインキュベーションし  

た。インキュベーション後、赤血球膜主要リン脂質であるホスファチジルコリン（PC）及びホス  

ファチジルエタノールアミン（PE）への各種脂肪酸の取り込み活性を測定した。その結果、各脂  

肪酸ともに最も若い赤血球で高い取り込み活性を示し、老化の非常に早い段階で低下することが  

明らかになった。その後、取り込み活性は老化の進行にもかかわらずほとんど変化しなかった。  

そこで、ラットにフェニルヒドラジンを投与して網状赤血球を誘導し、網状赤血球を用いて標識  

脂肪酸のPC及びPEへの取り込み活性を測定した。その結果、網状赤血球への脂肪酸取り込み活  

性は赤血球に比べ4，5－14．5倍高く、網状赤血球から赤血球に分化する際にリン脂質への脂肪酸  

取り込み活性の減少することが明らかになった。また、このように脂肪酸種に応じて低下した脂  

肪酸取り込み活性が、赤血球の老化に伴うリン脂質脂肪酸組成の変化に関与していることも明ら  

かになった。  

2．3．2 土壌底質中の元素動態に関する研究  

〔研究担当者〕水質土壌環境部：高松武次郎  

〔研究期間〕55～57年度  

〔研究概要〕土壌底質中の金属元素の大部分は粘土、金属の水和酸化物、腐植質などに吸着、吸  

蔵されて存在する。そのため金属元素の土壌底質中での挙動を知るには、これら構成々分との相  

互作用を明らかにする必要がある。この研究では水和酸化マンガン及び腐植酸へのモデル吸着実  

験を行い、土壌底質環境中でのこれら成分の役割を明らかにして来た。   

前年度までに、従来重要とされて来た鉄、アルミニウムの水和酸化物以外にも、Mn2十やBa2＋  
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を吸着、吸蔵した水和酸化マンガンがと酸イオンの掃除体として重要であることを確認した。本  

年度は、この機構が底泥葬層へのリンや濃縮にも有効に働いていることを明らかにした。また天  

然水中にはCa2十、Mg2＋が比較的高濃度に存在するので（例えば琵琶湖水では、［Ca2＋］：2．5×10‾4  

M；［Mg2＋］：8×10‾5M）、水中で水和酸化マンガン粒子が生成される過程でこれら2価カチオ  

ンを吸着、吸蔵し、有効なアニオン掃除体を形成する。その結果、水中のリンの一郎は、水和酸  

化マンガン粒子によって底泥に運ばれていると考えられる。  

2．3．3 指標生物中に濃縮される無機元素の量と存在状態、及びその測定法に関する研究   

〔研究担当者〕計測技術部：佐竹研一・植弘崇嗣  

生物環境部：島崎研一郎  

〔研究期間〕57～59年度  

〔研究概要〕a）青森県下北半島頭無沢の源流から下流にかけての12地点について、水及び水生  

蘇苔類（チャツボミゴケ♪‘犯ggγ椚α乃乃ぬぴ〟Jcα乃Jco血及びムラサキヒシヤクゴケ5c郎α乃わ〟乃血一  

由ぬ）を採取しそれぞれの試料に含まれる水銀量をHgマイクロガスアナライザー、ゼーマン水銀  

分析装置及びけい光X線分析装置により定量した。その結果、水中の水銀量は源流で最も濃度が  

高く約0．6／ノg／lであったが流れと共に減少し、中流及び下流では検出限界以下であった。一方水  

生蘇苔類中の水銀量も源流付近で採取したものが最も濃度が高く、かつ直線的に成長する両水生  

辞書頬の水銀量は先端から元に向かうに従って増加し、その最高値はチャツポミゴケで乾重量当  

たり約1％、ムラサキヒジャクゴケで約0．3％に達した。   

b）チャツボミニゴケ及びムラサキヒシヤクゴケの水銀濃縮特性を予察的に検討するため、両  

水生群青類をラジオアイソトープ実験棟に持ちかえり、源流の水を0．45／∠フィルターでろ過した  

ものに203Hg（比放射能2．10mCi／mgHg）約10FLCiを加え、現場の水温及び光条件に近い条件で  

インキュベイトし、203Hgの取り込みを行わせた。   

C）チャツポミゴケに含まれる水銀が細胞内のどこに分布しているか知るため、．組織を薄片に  

し、透過型電子顕微鏡を用いて観察を行った。その結果、細胞壁には電子線を強く吸収する最大  

0，1～0．2／′程度の粒径を持つ粒子が多数存在することが明らかとなり、さらに通過型電子顕微鏡  

に付属させたⅩ線マイクロアナライザーによりこの粒子が水銀化合物の粒子であることが明ら  

かとなった。またⅩ線マイクロアナライザーによるこの粒子の検討をさらに行った所、粒子の中  

に多量のイオウが含まれていることも明らかとなった。   

ムラサキヒシャクゴケについては試料の調製が極めて困難であるため、前処理法の検討の段階  

である。   

d）無機元素を高濃度に濃縮する植物を見いだすため、各地から採取した辟苔類をけい光Ⅹ線  

分析装置で分析し、鋼を高濃度に含む水生蘇類を見いだした。  
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2．4 科学技術振興調整費（科学技術庁）による研究  

2．4．1リモートセンシング技術の利用実証に関する研究   

（1）水情報に関する研究一閉鎖性水域における水質調査法－  

〔研究担当者〕環境情報部：宮崎忠国・安岡善文  

〔研究期間〕56～58年度  

〔研究概要〕ランドサットの上空通過に同期して、茨城県霞ヶ浦において、航空機MSSデータの  

収集、水面及び水中の分光反射スペクトルの計測、水質調査（水温、透明度、SS、クロロフィル  

等）を行った。ランドサットデータ、航空機データ、水面の分光反射データから大気による透過  

率と光路輝度（大気による散乱光）の推定を行い、得られた結果から、ランドサットデータの大  

気補正を行った。大気補正後のランドサット画像は、補正前のオリジナル画像に比べてクリアー  

に表示され、ランドサットデータによる水質推定の精度が向上した。また水面及び水中の分光反  

射データから水面の反射光成分の推定を行い、水面反射光除去の手法の検討を行った。さらに、－■  

測定された航空機MSSデータからスペクトルの絶対輝度値を得るための手法の開発を行った。  

【発 表〕A－22～26，a－17～21  

（2）植生環境調査法  

〔研究担当者〕環境情報部：虞崎昭太・袴田共之■横田達也・奥野忠一  

〔研究期間〕56～58年度  

〔研究概要〕ランドサットデータによる植生調査手法を開発するため、2時斯の航空機MSS  

データによる植生分類方法を検討した結果と、ランドサットデータとの関連を検討し、ランドサッ  

トデータによる植生分類の可能性を検討した。   

ランドサットデータによる植生分頬の意味づけを明らかにするため、埼玉県内で得られてし）る  

植生調査結果を入力した磁気テープを用いて多変量解析を行い、その結果とリモートセンシング  

によ■る植生分類結果とを比較検討した。  

2．4．2 ネットワーク共用による化合物情報等の利用高度化に関する研究  

一化合物環境データベースシステムの開発に関する研究－  

〔研究担当者〕計測技術部：溝口次夫・安原昭夫・伊藤裕康  

環境情報部：新藤純子  

総合解析部：中杉修身  

〔研究期間〕56～60年度  

〔研究概要〕CIS（ChemicalInformationSystem）では、すでに、二十余りの化学物質に関す  

るデータベースを構築し、テレネットワークシステムによって世界中に情報を提供している。   

本研究は、我が国における化学物質データベースシステム開発についてのプロジェクト研究の  

サブテーマで環境分野に関するものである。本年度は2年目であり、昨年度に引き続いてシステ  
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ム設計及びデータ検索手法の検討を行った。  

1）環境中の化学物質データベースシステムの開発   

データベースに含めるべき化学物質として、まず、環境中に含まれる化学物質のうち汚染成分  

としてのプライオリティの高いものをリストアップした。リストアップした化学物質はその分析  

法等がまだ確立していないものがほとんどである。従って、データベースの内容は分析法を中心  

として、その環境媒体中の測定値、検出限界、有害性、媒体中での濃縮性、許容基準、エピソー  

ド及び物性等とした。   

また、その内容について昨年度は、全国公害研協議会（6Z機関）にアンケート調査を行ったが、  

本年度は同様のアンケート調査を、企業の環境部門（68機関）に対して行った。昨年度に引き続  

いて今年度も約200物質のテストデータをパイロットデータベースとして構築し、検索内容、キー  

ワード、入出力フォーマットなどの検討を行った。   

2）マススペクトルデータベースシステムの開発   

CJSにはすでにマススペクトルデータベースがシステムとしてオンライン化されている。使用  

している検索手法はピーク法、ピーマン法及びPBM法であり、検索に時間がかかること、混合ス  

ペクトルの検索には不向きであること、及びデータの信頼度が低いことなどの問題点を有してい  

る。本研究では環境汚染成分の同定に高精度の検索方法の開発を試みている。   

本研究では環境サンプルの特徴である混合スペクトルの同定が高精度で行える、新しい検索手  

法（NIES－MSLS法）の開発に成功している。   

データベースは現在は、テスト段階であるため、NIH／EPA／MSPCデータベースを利用してい  

る。   

また、本システムでは検索時間を短縮するため、検索の手順等に応じたデータファイルを作成  

しており、さらに、リファレンスデータからあらかじめ計算した結果を付加データとしてデータ  

ベース中に格納している。  

〔発 表JK－115，C－26，C－41  

2．4．3 実験動物等の開発に関する研究  

一研究担当者〕生物環境部：菅原 淳  

技 術 部：高橋 弘・高橋慎司・清水 明・山元昭二・伊藤勇三  

〔研究期間〕57～59年度  

〔研究概要〕近年のライフサイエンスの急速な進展に伴い、動物を用いた実験が不可欠となって  

きている。   

我が国における実験動物の開発、改良、系統保存、品質管理等は着実に進展してきているが、  

しかし、ライフサイエンス研究の進歩にみあう高精度・高品質の実験動物を開発する技術は確立  

されていない。また、新しい研究に応じて独白に開発された実験動物は極めて少なく、その供給  

体制・情報交換等については必ずしも満足し難い状況にある。   

本研究は、上記の観点から、特に環境科学研究に適した実験動物としてウズラの開発・改良を  

目的として、遺伝学的、微生物学的及びこれらを総合評価する統計学的手法を適応し、その具体  

化を計るものである。   

なお、本年度は以下の研究課題が遂行されたので、各課題ごとに概要を記述する。  
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研究課題1）ウズラの遺伝学的モニタリング技術の開発  

〔内 容〕環境科学研究に適した実験動物を開発する目的で、国立公害研究所動物実験施設では  

東北大学農学部で飼育継代されていたウズラを導入した。   

このウズラは、ニューカッスル病ウイルス（NDⅥの不満化ワクチンに対する抗体産生能の高  

低を指標として9世代まで選抜されていたが、当施設では選抜をさらに続行し、昭和57年度まで  

に19世代の選抜を終了させた。これまでの選抜結果では、高及び低選抜系ウズラの抗体産生能の  

羞は各世代とも高い有意性が認められ、また平均値の差も拡大してきていることより選抜の効果  

が確かめられた。   

当施設では、ウズラの遺伝学的純化を進めるためにrotationalcross（循環交配）を行っている  

が、世代更新に伴い繁殖能力が低下する傾向は認められるものの急激な近交退化現象はなく、遺  

伝学的純化をさらに推進することが期待できる。   

ところで、本年度は上記の高及び低選抜系ウズラを用いて、以下の遺伝学的モニタリングを行っ  

た。   

マウスでは、遺伝学的モニタリング指標として下顎骨計測が有効であると報告されているがウ  

ズラでは不明である。そこで、ウズラの骨格計測として下顎骨、頭蓋骨、胸骨、大腿骨、脛骨、  

鎖骨の計22部位で検討し、その中から個体変異の少なかった18部位をコンピューター処理（多  

変量解析）した。   

その結果、ウズラの系統（高選抜系と低選抜系）は含・♀とも100％の確率で識別され、また選  

抜世代間の識別も可能であったことより、ウズラの遺伝学的モニタリング指標としての骨格計測  

の有効性が示唆された。   

現在、解析方式の簡易化を図るとともに他系統ウズラでの有効性について検討している。  

研究課題 2）ウズラの微生物学的モニタリング技術の開発  

〔内 容〕ニワトリでは既にSPF（Speci丘cPathogenFreeの略で、特に指定した病原体が存在  

しないこと）化が行われ、SPF鶏卵としてウイルス培養等に使用されているが、ウズラでの実用  

例はない。そこで、ニワトリのSPF化に準じてSPFウズラを作出するとともに、それの微生物  

学的モニタリング技術の開発を試みる。   

本年度は、SPFウズラを一貫して飼育するための作業システム（採卵→貯卵→入卵→ふ化→育  

成）について検討し、幼ビナの育成のための新型ケージ （温風ヒーター型）を考案し、育成率の  

改善に成功した。なお、SPFウズラの作出と微生物学的モニタリングの具体化は、次年度以降に  

行う。  

2．4．4地球的規模における二酸化炭素循環等の測定手法に関する調査  

一成層圏オゾンの測定手法に関する調査－  

－レーザーレーダーの利用技術に関する基礎データの収集－   

〔研究担当者〕大気環境部：竹内延夫・清水 浩・笹野泰弘・杉本伸夫  

〔研究期間〕57年度  

〔研究概要〕成層圏の大気状態は、オゾン層による紫外線の遮弊、二酸化炭素やフレオンガスに  

よる熱赤外線の吸収、火山爆発によって注入されたエアロゾルによる異常気象への影響や成層圏  
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オゾンの地上への侵入による環境基準の超過への寄与などと密接に関連しており、地球規模での  

環境にとって重要な研究課題である。従来の測定法では成層圏大気の鉛直プロファイルや濃度の  

測定精度が不十分であり、未解決な部分が多い。オゾン層の消長や成層圏大気の時間的空間的構  

造を精度良く測定するには、地上からのレーザーレーダーによる遠隔測定が適切な手法である。  

そのために、紫外域の波長同調レーザー光源、オブシの分光スペクトル及び吸光強度、レーザー  

レーダー測定時の到達距離と精度などに関して、基礎データの収集と理論的検討を行った。また、  

実際の大気構造の基礎データとして、大型レーザーーレ∴－ダーを用いて成層圏エアロゾルの濃度鉛  

直プロファイルの時間変化の観測を行った。  
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3．情 報 業 務＊   

環境情報部は、環境公害関連情報に対する広範な需要に応じるため、昭和48年度の研究所設立  

以来、大気質・水質に関する数値情報、文献情報、情報源情報等を精力的に収集し、それらの情  

報に基づく環境データベースの構築とその効果的運用を図ってきた。また、昭和50年の国連環境  

計画UNEPの国際環境情報源照会システムINFOTERRA（当時IRS）のナショナルフォーカル  

ポイント指定、昭和54年に成立した日独科学技術協力協定に基づぐ情報・ドクメンテーションパ  

ネルの協力テーマ“環境情報’’に関連しての研究情報交換業務など、国際協力の事業も引き続き  

推進した。   

昭和57年度は、各種文献情報等についての“データベース’’事業の国内国外の進展に合わせて、  

多数のデータベースに基づく多種類のファイルを総合的に利用するネットワーク型処理態勢の整  

備を図ると共に、新聞情報等の社会情報の検索システムを開発した。   

また、図書の閲覧室、書庫等を改善して収容力を増やし、単行本等の整理事務と検索を電算化  

し、漢字出力のできるデータベースに強イヒするためのシステム開発を行い、原型を作成した。   

数値情報に関しては、大気環境、水質環境に閲し、引き続きデータファイルを作成すると共に、  

水質の水系別、年次別評価のためのシステムの改善を行った。昭和57年度において、公共用水域  

水質測定結果の収集－データベースヘの収録一解析に関して、一貫したシステムを完成すると共  

に、全国の水質測定地点における経年的な水質変化の状態を評価するための水質測定点の調査シ  

ステムを改善した。   

現在、環境情報部が整備中の環境データベースの構成は図3．1に示した。利円形態には、同時  

に多数の不特定利用者が端末等によって定型的な出力方式で利用できるオンラインのデータベー  

スになっているものと、原データの出典の性質等により若干の利用制限のあるバッチ処理のもの  

とがある。   

環境データベースを効果的に運用するためにも、また増大する研究技術計算需要に対応するた  

めにも、電子計算機システムの機能充実は不可欠である。55年度末に更新した現システムはその  

後も順調に稼働しているが、57年度中には端末機器として日本語（漢字）文書処理装置を加える  

などの整備を行った。   

国際協力業務として、OECD環境委員会に第2次環境の状況報告書作成のため、コンサルタン  

トを派遣した。  

◆〔発 表〕に記載された記号は5牽成果発表一覧の記号に対応する。  
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測定局属性情報ファイル  
時間侶データファイル  
月間値・年間値データファイル  
水質マスターファイル  
水質データファイル  
流量マスターファイル  
流星データファイル  
オキシダント緊急時発令状況ファイル  
光化学スモッグ被害ファイル  
緊急時のための低層気象ファイル  
植生自然度データファイル  

環
 
境
 
デ
 
ー
 
 

ス
 
 

タ
 
ベ
 
ー
 
 
 

自然環境  
発生源（検討中）  

関連統計  人口統計  

工業統計（通産省との情報交換）  
その他  

大気時間値検索プログラム（バッチ型）  

大気環境メッシュ化プログラム（バッチ型）  

水質データ検索プログラム（バッチ型）  

環境データ解析プログラム（バッチ型・会話型）  

NIES－EPA  

NLESMF  

NIES－SC  

JICSTファイル等〔外部システムJOIS利用〕  
ENVIROLINE等〔外部システムD7ALOG利用〕  
その他  
NIESNEWS  

その他  
INFOTERRA（UNEP）  

CLEARING（国内）〔外部システムJOIS利用〕  
SSIE（米国）〔外部システムJOIS及びDIALOG利用〕  

盲  

トモ  

利用ソフ  

文献情報  

1  
報           ‾亡  

社会情  

機関情報  情報源情報  

t   t  
研究者情報  

画像惰儲  航空写真  
人工衛星データ  
その他（メッシュマップ等）  ‾‾‾‾‾‾t  

太字は研究所が作成するフ  
英字はオンライン検索用フ  

図3．1環境データベースの構成  
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3．1環境数値データファイルの作成と利用  

3．1．1データファイルの作成  

環境行政及び環境科学研究において必要とされる環境数値情報を広く収集し、これを利用に便  

利な形で電子計算機に蓄積することは、環境情報部の主要な任務の一つである。昭和57年度にお  

いては、前年度に引き続き大気環境データ、光化学関連データ、及び水質環境データを収集して  

磁気テープに収録すると共に、蓄積されたデータの検索、解析手法の開発を進めた。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データファイルは、①大気環境時間値データファイル、②大気環境月間値・年間値  

データファイル、③大気測定局属性情報ファイルの三つで構成されている。これらのファイルに、  

56年度データを入力した。また、本年度も「第6回大気環境データ処理システム研究会」を開催  

表3．1大気環境時間値収録対象局数（昭和56年度データ）  

一般局  自排局  その他   備  考   

茨 城 県  田   0   ロ  その他の1局は立体局（6点）   

栃木県  
群馬県  
埼玉県   
干葉県  ロ  
東京都  
神奈川県  田  
横浜市  
」r崎市  

愛知県   8  ロ   
名古屋市  ロ  

三重県  
京都府  
京郡市  3  

大阪府   ロ   
大阪市  14  12   ／／  （1点）   

兵 庫 県  35  20   田  〔姫路、西宮、尼崎を含む〕   

神戸市  田  
奈良県  0  0  

和歌山県   ロ   
岡山県  4  

広島県  0  

広島市  4  0  

山口県  0  

福岡県  0  

北九州市  2  

大牟田市   
計   734  191（11）  29   総  計   954局   
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して、大気環境データの収集、利用に関する実例と問題点について情報交換と討議を行った。   

① 大気環境時間値データファイル   

大気環境時間値データファイルは、自治体がテレメータにより収集した各測定局の1時間ごと  

の測定値を記録した磁気テープを、各自治体から提供を受け、作成しているものである。磁気テー  

プの仕様や測定項目の配列順序は自治体ごとに異なるので、これらのデータを統一的に利用する  

ために、当所で定めた「標準磁気テープフォーマット」に変換・編集して蓄積している。昭和57  

年度事業として収録した対象測定局数は、衰3．1に示す通りで全部で954局である。収集対象  

項目は前年度と同様、各自治体で測定、記繚の対象としている項目としたが、気象項目のうち特  

殊なものは除外した。   

③ 大気環境月間情・年間値データファイル   

大気環境月間値・年間値データファイルは、前年度に引き続き環境庁大気保全局が発行した「昭  

和56年度一般環境測定局測定結果報告」及び「昭和56年度自動車排出ガス測定局測定結果報告」  

に記載されているデータを収録したもので、現在、全国的、かつ経年的に我が国の大気汚染状況  

を評価することができる唯一のデータファイルである。本年度収録した項目別の測定局数は衰  

3．2の通りで、前年度とほぼ同様である。  

表3．2大気環境月間値・年間値データファイルに  
収録した項目別局数（昭和56年度データ）  

一般環境大気測定局  自動車排出ガス測定局   

二酸化硫黄   1．662   47   

窒素酸化物   1．239   273   

一酸化窒素   1，239   273   

二酸化窒素   1，239   273   

一酸化炭素   213   314   

オキシダント   983   48   

浮遊粉じん   1，218   62   

浮遊粒子状物質   286  21   

全炭化水素   276   

非メタン炭化水素   247   

降下ばいじん   ユ，608  

③ 大気測定局属性情報ファイル   

大気測定局属性情報ファイルには、一般環境測定局、自動車排出ガス測定局の名称、住所、測  

定局コード、地図情報、周辺状況、測定項目、測定機の型式、及び保守管理状況等が記録し七あ  

る。本年度は、昨年度設計したシステムに基づいて環境庁大気保全局が調査したデータを磁気テー  

プ化すると共に、その収録内容を出力して次年度用調査表を作成した。昭和57年3月31日現在  

の本ファイルに収録されている局は、過去に存在した局も含めて5，061局である。  

・第6回大気環境データ処理システム研究会の開催   

大気環境データファイルの整備と内容の充実を図るため、昭和52年度より上記研究会を開催  

し、自治体の担当者、環境庁関係者、及び当所関係者との間で情報交換を有ってきた。本年度は  

第5回研究会報告書を発行すると共に、第6回研究会を昭和58年2月22、23日に開催し、大気  
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環境データの利用と解析方法について討議した。その内容は「第6回大気環境データ処理システ  

ム研究会報告書」として発行の予定である。  

（2）光化学関連データファイル   

原境庁大気保全局が実施している光化学緊急時対策のための低層気象観測調査の結果を、昭和  

56年度から57年度の3年分、磁気テープに収録した。本ファイルには∴東京湾地域、伊勢湾地域、  

大阪湾地域、瀬戸内地域で実施された、パイボール、ラジオゾンデによる風向、風速、気温の鉛  

直分布が、観測地点名称、位置、観測日時と共に、計5，142レコード収録されている。  

（3）水質環境データファイル   

水質汚濁防止法に基づき、全国公共用水域水質調査が、昭和46年度から実施されている。この  

調査結果をデータファイルに収録する作業は昭和51年度より開始し、収録項目を逐次増加してき  

た。昭和57年度は、前年度と同様公共用水域水質測定結果資料解析費による事業と水質環境デー  

タファイル作成事業を統一的に実行した。   

水質環境データファイルは、（む水質マスタファイル、②水質データファイル、③流量マスタ  

ファイル及び④流量データファイルの4本のファイルにより構成されており、その内容は以下の  

通りである。   

① 水質マスタファイル   

水質マスタファイルは公共用水域の水質測定点に係る情報を収録したファイルであり、データ  

の検索や基準適否の判定などのための基礎となる情報を持っている。本年度は、前年度に引き続  

き、変更地点等の調査結果に基づいて、測定点を5万分の1地形図に記入すると共に、地点統一  

番号、地点名称、指定類型、達成期間の他、緯度、経度を測定して、マスタファイルに収録した。   

また、本マスタファイル更新の基礎となる測定点情報調査表は電算機による出力を用いた。な  

お、前年度に引き続き、本年度の新規、変更測定点につし）て、5万分の1、20万分の1地図に記  

入し、水系別測定点の把握を可能にすると共に、全国公共用水域水質測定地点地図として刊行し  

た。   

② 水質データファイル   

本年度は昭和57年度公共用水域の全測定点（8，310地点、延べ125，056回）について、水質  

測定結果資料解析に必要な生活環境項目のpH、BOD（河川）、COD（湖沼、海域）、SS（河川、  

湖沼）、大腸菌群数、稚－ヘキサン抽出物質（海域）、及び健康項目のカドミウム、シアン、有機リ  

ン、鉛、クロム、（6価）、ヒ素、給水銀、アルキル水銀、PCBを収録した。なお、一部の地域に  

ついては、窒素、リン酸関係項目をも収録した。  

（診 流量マスタファイル   

建設省作成の昭和55年度流量年表に記載されている流量測定点について、前年度と同様に、属  

性情報（位置、名称、流域面積、河口からの距離等）と年集計値（最大流量、平水流量、年総流  

量等）を収録した。   

唾）流量データファイル   

上記流量年表の測定点ごとに、日平均流量、月合計、月平均流量、年合計、年平均流量等を収  

録した。   

なお、以上のファイルのうち、①、②については、環境庁水質保全局の行う公共用水域水質測  

定結果調査と密接な関係にあり、同調査によって得られた内容に閲し収録・集計等の作業を協力  
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して行う過程で作成されたものであり、これらのファイルの集計結果に基づき、水質保全局は「昭  

和57年度公共用水域水質測定結果について」を公表した。  

3．1．2 利用プログラムの整備  

数値データファイルを有効に利用するためには、データの検索機能、作表、作図等の出力機能  

と検索したデータの解析機能がすぐれた利用プログラムの整備が必要である。環境データベース  

利用ソフトウェアの整備のため、会話形式でデータの検索、解析が可能で、必要な情報のみを即  

時に出力するための会話型プログラムを開発中である。  

（1）環境データ解析用会話型プログラムの整備   

すでに、環境データのバッチ処理用の多変量解析プログラムの整備を終了した。しかし、環境  

データは、工場における品質管理や実験計画の場合のような、統計的に管理された条件下で得ら  

れることはまれであり、従って、正規分布を仮定する多くの統計的方法を無批判に適用すること  

は適切ではない。そこで、まずデータの吟味から始まり、分布のモデルを探索しながら、適当な  

変換等を試行錯誤的に試みるというような処理が必要である。このような処理をTSSで遂行す  

るために会話型プログラムを開発中であり、前年度開発したデータモニタリング用プログラムに、  

以下の解析機能を追加した。   

① データの特徴抽出のために便利な機能を追加した。   

②－同一データに対し、各種の解析が容易に反復適用できる機能を追加した。   

③ 変数選択型判別関数にカテゴリー変数も同時に解析できる機能を追加した。   

④クラスター分析の会話型利用に関する検討を行った。  

3．1．3 数値データファイルの利用  

（1）利用方式の整備   

環境数値データベースのもつ環境質の測定結果を、広く環境研究や環境行政の利用に供するた  

めには、磁気テープの貸し出し等による利用を可能にしなければならない。「環境データベース磁  

気テープ貸出規定」による貸し出し方式が確立し、この規定に従って、環境デー夕べースの利用  

が進められている。  

（2）利用状況   

大気環境時間値データファイルは、環境研究のために8件、環境行政のために4件の利用があ  

り、大気環境属性情報ファイルはデータファイル利用のためのマスタファイルとして利用される  

ほか、自治体で大気測定局管理システムを構築するための基本データとして利用するものが2件  

あった。   

水質環境データファイルは、水質保全局が、公共用水域水質測定結果を評価するために用いる  

他、環境研究資料として2件の利用があった。また、各自治体で、水質管理評価システムを構築  

するための基礎としての利用が4件あり、全国的な水質データ処理システムの標準化が進みつつ  

ある。  
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3．2 研究情報の整備  

主として、文献情報の収集とそのデータベース化及び国外国内の外部作成ファイルの活用につ  

いて改善を進めて、環境データベースの一環としての機能の充実を図った。昭和57年度の特色は、  

1）内部作成ファイルを充実するのに合わせた原典即時利用態勢の強化、2）逐次刊行物用のファ  

イルNIES－SCの改善、及び3）内部システムと外部システムの体系的利用態勢の整備である。   

表3．3にシステムの概要を示すが、各ファイル等の内容は次のようになっている。  

表3．3国立公害研究所のオンライン検索システム  

システムまたはファイル名  利用対象者   端末操作者   備   考   

収録件数（57年度末）  

NIES－EPA  国立公害研究所職員  利用者  27．252（7，509増）  

内  部            NIESMF   及び環境庁職員  11，026   

システム  NIES－SC  1，672  

NIESrNEWS  （昭和48年以降を  

収録予定）   

外部  国立公害研究所職員  環境情報担当者  

システム   同  上   同  上  

NIES－EPA 米国政府関連技術報告書をデータベース化したNTIS Bibliographic DataFile  

の中から，米国環境保護庁EPA関係を抽出したものであったが、1980年のものから他の省庁の  

環境公害分野も含めた拡張型に改善した。制限された若干のものを除いて、大部分の対応原典が  

マイクロフィツシュ版→リーダプリンタの方式によって即時利用できる。所蔵文献の検索データ  

を全部とり入れて、原ファイルの1／10以下の容量に圧縮し、電算機の利用効率を高めたのが特  

色である。   

NIES叫F 上記ファイルに対応しない原典マイクロフィッシュについて、当所で書誌事項を  

入力して原テープを作成しているもので、研究所の文献情報活動の特色を反映している。米国以  

外の国際技術報告の情報収集や技術移転を目的にしたARDA（UnitedStatesAgencyforInter－  

nationalDevelopmentのResearch andI〕evelopment Abstract）に基づく収集原典マイクロ  

フィッシュなど、東南アジアその他の発展途上国の環境公害調査文献も含まれている。本年度は  

記録内容の改善作業に着手した。   

NIES－SC 収集した逐次刊行物の管理を目的としたもので、入手形態・所蔵場所・所蔵年次な  

どの管理記録の省力化と、利用者全員が座右で常時利用できる逐次刊行物リストの年度当抑こお  

ける更新を、正確かつ容易にするなどの図書室サービスを強化する手段になっている。本年度は  

増大する種類数の利用度等に関連して、所蔵方式の改善内容を入力する作業を進めた。   

NIES－NEWS 社会情報の一種として、国内主要新聞の環境公害関連記事をデータベース化し  

たもので、57年度の原型開発に続き58年度より入力作業を予定している。  

JOIS 日本科学技術情報センター（JICST）のオンライン文献検索システムであり、漢字出力  

と原報コピー提供が特色である。国内環境公害関連研究報告を含めてJICST理工学ファイルに  

毎年数万件が入力されている。  
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DIALOG 米国ロッキード、ミサイルズ・アンド・スペース社の検索システムであるが、利用で  

きるファイルの数の多いのが特色であり、このシステムに含まれるデータぺ－スは約150種、収  

録件数は6，000万を超す世界最大級のものである。   

以上のオンライン検索に加えて、SDl（SelectiveDisseminationofInformation：選択的情報  

提供）を利用した、オフラインの専門分野情報の定期的入手等も昨年同様に実施し、総合的な文  

献情報の利用態勢を整備した。また、所外文献の原典コピー入手については、JICST、国会図書  

館の利用に加えて、DIALOG代理店による海外情報サービスの利用等を取り入れた。   

前述のように、多数のデータベースを利用する方法に並行して、日独科学技術協力協定に基づ  

く情報交換等、国際協力による研究情報の整備を進めた。   

なお、自治体の研究報告等のデータベース化の¶つとして、JOfSに登録する作業を側面から支  

援したが、全国公害研協議会加盟の62機関65誌については昭和56～57年度の2年間で、1，397  

件が登録された。これら研究報告については、国立公害研の出版物と同じように日本全国どこか  

らでも原報利用の通が開けたことになる。  

〔発 表〕A－12，13  

3．3 社会情報の整備  

電算機の漢字入出力装置の整備によって、代表的社会情潮の一つである新聞データベースの作  

成が可能になったので、環境公害に関する新聞記事の切抜きを、研究所設立前年の昭和48年以後  

について作成し、インデックスのデータベース化を開始した。57年度は、朝日、毎乱読売、日  

本経済、サンケイ、日本工業、いほらき、常陽の8紙について、48年1月～52年9月の6，722件  

をファイルし、40の主題分類等のインデックスをつけた。また、これらインデックスを用いた検  

索システムの原型を試作した。58年度にこれらに基づくファイルNIESNEWSが作成される予  

定である。  

3．4 情報源情報の整備と提供   

（1）INFOTERRA業務   

国連環境計画（UNEP）の運営する国際環境情報源照会システム（lNFOTERRA）は、1982年  

1月現在、参加国数116、登録情報源数的9，7OOであるが、当部は、INFOTERRAに33ける我が  

国の担当機関として、参加国拠点（ナショナル・フォーかレポイント）の業務を行っている。本  

年も前年度に引き続き、国内の環境情報を所有する機関（情報源）の調査・登録及び更新と、情  

報源の照会業務並びに検索用譜の調査などシステム開発関連業務等を行った。   

① 情報源の登録と更新   

本年度は、国内の各大学の環境関連学科・附属施設など計32情報源を登録すると共に、環境に  

関連のある一般機関・企業等を情報源として登録するための作業を進めた。また、すてに登録さ  

れた機関の登録内容の変更・更新を行った。国内の登録情報源は、合計212となっている。   

② 情報源の検索照会   

国内外からの依掛こ対しそ、情報源照会回答業務を行った。照会件数は、29件（国外から12件、  
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国内から17件）であった。   

③ 検索用語の調査   

国内情報システムとの連携を図るために、INFOTERRAの検索用語と国内の科学技術用語と  

の対応について調査し、対応検索用譜表を作成した。   

④ その他   

情報源及び利用者への広報資料として、1NFOTERRA国内情報源台帳（第5版補冊）を作成、  

配布した。  

〔発 表〕A－17，a－14  

（2）研究課題等情報源検索業務   

文献検索のオンラインシステムヒして利用しているJOIS及びDIALOGによって、10数種類  

の研究情報源情報が得られる。主なデータベースとして、日本国内公共試験研究機関約600機関  

の研究テーマを内容とする「JICST科学技術研究情報ファイル：CLEARING」と、米国内約  

1，300機関の研究テーマを内容とする「SSIE研究情報ファイル」などがある。  

3．5 電子計算機業務  

電子計算機システムは、主に、各実験施設、醇外観測のデータ処理、環境データベース、化学  

物質データベースの作成、リモートセンシングデータの画像解析、環境問題のシミュレーション  

等に利用されたが、本年度は事務及び情報分野の電算機利用が目立ち、図書事務、共済貸付事務  

等漢字利用のシステム作成、情報検索「ORION漢字支援」等のアプリケーションプログラムの援  

助、相談に応じた。   

また、利用者の日本語文書処理の要望が強いためオフィスコンピュータし320／30H、パーソ  

ナルステーションT－560／20各一式を設置した。いずれの機器もホストコンピュータとオンラ  

イン接続し、漢字の入出力、日本語文書処理、分散型オフィスコンピュータの各機能が利用でき  

る。これに伴い、一連の漢字応用ソフトウェアの導入を図ると共に、ホストコンピュータでも日  

本語が取り扱えるようにソフトウェアの整備を進めている。   

各部購入の端末機とセンタ「との接続希望が多く、1，200BPS回線での端末は、12台から17  

台となり、総数は51台となった。なお、増設した端末装置（し320／30H、T－560／20）は回線  

収容能力の限界を超えるため、ホストコンピュータとの接続に分岐装置を介して4，800BPS回線  

1回線と接続し、その代わりに300BPS回線1回線を減じた。   

本年度のジョブ処理件数及びCPUタイムの使用状況を月別、部別に示す（図3・2、園3▲3）。月  

平均はジョブ件数9，020件で前年度比でやや減少、CPUタイム170時間で増加した。1日当たり  

（土曜日も1日として）のジョブの内訳は、オープンバッチジョブ件数35（9・5％）、サブミット  

ジョブ件数155（42．5％）、TSSジョブ件数175（48，0％）で前年度より、サブミットジョブが増  

加し、残りは減少している。1ジョブ当たり平均ランタイム8分49秒、CPUタイム66秒で前年  

度より平均ランタイムが長くなっている。ランタイム、CPUタイムによる区分件数を示す（表  

3．4、表3，5）。最長時間ジョブはランタイム136時間7分、CPUタイム37時間11分であった。   

システム運転時間に対するCPUの使用率は75％、ビデオ端末の使用回数は42，778臥通信回  

線の使用回数は300BPSが3．361臥1．200BPSが5．282匝け月別回線使用時間の状況は幽  
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し、  

1 5  6  丁  8  8  日】1112 1 2  3  

図3．2 ジョブ処理件数とCPUタイム  

大環 環情 水環 総解 その  
枕 報至棟 析の  

気節 境部 せ郡 合部他部  

図3・3各部の電子計算機使用状況（昭和57年4月～昭和58年3月）  
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3．4、図3．5に示す。   

システム運用については、システムのピークが多発したため、スラッシング状態が発生した。  

このためシステム内に同時に存在できるジョプ本数を1人5本に制限した。また、磁気ディスク  

容量に不足が生じたため、個人エリアの制限強化と短期データセット保存期間の短縮を実施した。  

その他、磁気ディスク容量の効率的利用を図るため、磁気ディスクの使用量及び空スペース量を  

ディスプレイ装置に表示するコマンド（DKSP）を提供した。58年3月現在保存データセットは  

92％、短期データセットの年間平均スペース使用量は84％であった。   

なお、本年度のユーザ登録者は約260名である。消耗品は、ラインプリンタ用紙580箱、ⅩYプ  

ロッタ用紙130本、磁気テープ200本を使用した。  

表3．4オープンバッチ、サブミットジョブのランタイム、  

CPUタイムによる区分件数   

RUN  
合  計  5分未満 30分未満 5時間未満 50時間未満 50時間以上   

CPU  

56、387  40．890   1LO21  4，088  380  8  

合   計                       （100％）  （72．52） （19．54）   （7．25）   （0．68）   （0．01）   

42．900  38．630  3．901  362  7  0  

30秒未満                           （76．08）  （68．51）   （6．92）   （0．64）   （0．01）   

10，447   
5分未満  

2，260  6，705  1，466  16  0  

（4．01） （11．89）   （2．6）   （0．03）   

2、507   
30分未満  （4．45）   

415  2、038  54  0  

（0．74）   （3．62）   （0．09）   

509   
5時間未満  （0．9）   

222  287  0  

（0．39）   （0．51）   

24   
5時間以上  （0．04）   

16  8  

（0．03）   （0．01）   

表3．5TSSジョブのランタイム、CPUタイムによる区分件数  

計  5分未満 30分未満 5時間未満 5時間以上   

51．957  22．534  19．311  9，853  259  

計                  （100％）  （43．37） （37．17） （18．96）   （0．50）   

46．293  22．515   17．915  66  
30秒未満         5，797        （89．10）  （43．33） （34．48） （11．16）  （0．13）   

5，215   
5 分未満  

1g  l．392  3．704  1qO  
（0．04）  （2．68）  （7．13）  （0．19）   

30分未満   401   
4  334  63  

（0．01）  （0．64）  （0．12）   

48   30分以上  
（0．09）   

18  30  
（0．03）   （0．06）   
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図3．4昭和57年度月別ビデオ端末使用時間  

総時間：13468時間  

時
 
 

間
 
 
 
b
 
 
 

5丁年l月 5  8  丁  8  g l0 111250年1月 ヱ  3  

図3．5昭和57年度月別回線使用時間  
総時間：通信速度300b／s，1452時間  

ノ／1200b／s，3354時間  
ノノ 2400b／s，926時間  
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3．6 図書及び編集業務  

現在、研究所には官制上の図書館はなく、環境情報部業務室が環境情報の収集・整理及び提供  

に関連する業務の一部として図書館業務を行っている。所内ロビー等を暫定的に整備して、閲覧  

室（電動書架を含む）〔423m2〕を設け、閲覧座席数32席を用意しているはか、寄席（棚数1，095  

段）〔195mり、情報資料室（暗室、半暗室を含む）〔176m2〕及び複写室〔33mりを別に設けて、  

利用者の便を図っている。表3．6に58年3月現在の蔵書数等を示す。   

なお、図書等の整理検索等に電算処理を導入する態勢をさらに改善して、漢字入出力装置の整  

備に合わせたシステム開発を進め、環境データベースの一環としての実用化を進めた。   

また、57年度中の刊行物を表3．7に示す。この表の（1）～（3）の刊行物は、国立国会図書館、  

公害関係研究機関及び各省庁・自治体公害担当部局等に寄贈交換託として配布し、（4）は国立国会  

図書館及び関係機関に配布した。また、57年度から新たに「国立公害研究所こニL－一ス」第1巻第  

1号～第6号を刊行した。  

〔発 表〕K－116  

表3．6蔵 書 数 等  

資料形態   内  容   56年度末  57年度宋  増加数等   

単行本   12，830冊   15，390冊   2，520冊  

外国資料類   1．470冊   1．470冊  

国内資料類   6，254冊   6．911冊  657冊  

冊 子 体                          洋雑誌   678種   697種   19種  

和雑誌   700種   731種   31槌  

（寄贈交換）   （365種）   （393種）   （28種）・   

航空写真（モノクローム・リアルカラー・   

写   真  赤外カラー）  

衛星写真（LANDSAT）  

地勢図（国土地理院，20万分の1）  1Z3枚  

地形図（国土地理院，5万分の1）  1，242枚  
地   図  

地形図（国土地理院，－ 2万5千分の1）  4，343枚  

その他の図案  623枚   

JICSTこ現場公害編（日本科学技術情報セン  1975－78年度  

ター）  

EnvironmentalAt）StraCtS（EIC，USA）  1974－78年  
磁気テープ  

NIESMF（国立公害研究所環境情報部）  1982年度版  

NIES－EPA（  Jl  ）  197782年  

NIESSC（  ／／  ）  1982年度版   

マ イ ク ロ  EPA及びその他のNTISフィッシュ   25．201件  31．429件   6．228件   

フ イ ルム  EICフィッシュ   5．507件   5，507件   

そ の 他  新聞切抜き  6．722件  
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表3，7刊行物一覧  

（1）国立公害研究所年報  

（2）国立公害研究所研究報告  

書  名  

環境試料による汚染の長期モニタリング手法に関する研究－昭和55、56年  
度 特別研究報告  
環境施策のシステム分析支援技術の開発に関する研究  
Preparation，analysis and certification of POND SEDIMENT certi貢ed  
refel・enCe material  

環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究  
大気汚染質の単一および複合汚染の生体に対する影掛こ関する実験的研究  
一昭和56年度 特別研究報告  

土壌環境の計測と評価に関する統計学的研究  
底泥の物性及び流送特性に関する実験的研究  
StudiesonchironomidmidgesoftheTama River  
Part5． AnobservationonthedistributionofChironominaealongthe  

mainstreaminJunewithdescriptionof15newspecies  
Part6． Descriptionofspeciesofthesubfami1yOrthocladiinaerecord－  

edfromthemainstreamintheJunesurvey  
Part7． Additionalspeciescollectedinwinterfromthemainstream  
（多摩Jrlに発生するユスリカ類の研究   
第5報 本流に発生するユスリカ類の分布に関する6月の調査成績とユス  

リカ重科に属する15新種等の記録   

第6報 多摩本流より6月に採集されたエリユスリカ亜科の各種について   
第7雑 多摩本流より3月に採取されたユスリカ科の各種について）  

スモッグチャンバーによる炭化水素一窒素化合物系光化学反応の研究一昭  
和54年度 特別研究中間報告一環境大気中における光化学二次汚染物質生  
成機構の研究（フィールド研究2）  

有機廃粟物、合成有機化合物、重金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に  
関する研究 【 研究総括一昭和53～55年度  

（3）国立公害研究所研究資料（第22号は国立公害研究所調査報告、第23号以降は同報告を改称）  

発行年月  号数   吉  名   貢数  部 数   

57．8  
月25、26日一一特別研究「陸水域の富栄養化防止に関する総合研究」シンポ  
ジウム報告  

58．3   329   

58．3  24  赤潮シンポジウムーダム湖の高架雲化と赤潮発生に関して一昭和57年2  171  500  
月15、16日一特別研究「海域における官業葦化と赤潮発生機構に関する基  
礎的研究」及び経常研究「淡水赤潮の発生予測及びばっ気によるその防止に  
関する研究」シンポジウム報告   
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（4）その他の刊行物  

国立公害研究所環境情報部資料  
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4．研究施設・設備  

4．1大型研究施設  

4．1．1大気化学実験棟（スモッグチャンバー）  

本施設は工場・自動車等の発生源から大気中に排出された窒素酸化物・炭化水素等の一次汚染  

物質が太陽により光化学的に二次汚染物質に変質するメカニズムを実験室的に研究することを主  

目的とした施設である。  

（1）施設の概要   

1）建築規模  

鉄筋コンクリート造平家建、塵床面723mm2   

2）光化学スモッグチャンバー装置  

① チャンバー  

形状：横置円筒形（内径1，450mm、長さ3，500mm）、内容稽：約6mS  

材質：SUS304、内面処理：テフロンMコート、温度制御範囲：0～500c±10C  

排気系ニスバッターイオンポンプ、チタンゲッターボンプ、ターボ分子ポンプ、ソープショ  

ンポンプ、油回転ポンプ  

到達真空度：10▲6Torr台   

（卦 ソーラーシミュレーター  

型式：多灯式同軸水平投射型、光源：1kWキセノンランプ19灯   

（卦 試料空気調整装置  

精製方式：白金系酸化触媒、モレキュラーシー プ  
精製能力：2401／mjn  

④ 分析用計測機器  

（i）長光路フーリエ干渉赤外分光器  

（ii）ガスクロマトグラフ質量分析計  

（iii）NO、NOズ、SO2、03、非メタン炭化水素、全炭化水素分析計  

（fv）ガスクロマトグラフ  

（2）利用試験研究   

大気環境部における研究計画に従って表4■1に示すように、主として特別研究「炭化水素一塁素  

酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究」の研究課題が大気化学研究室を中心に行われた。特に本  

年度は、炭化水素の光化学反応性指標について検討するために凝似環境大気炭化水素混合系、オ  

レフィンーオゾンSO2系の光照射実験が重点的に行われた。  
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表4・1昭和57年度光化学スモッグチャンバー利用研究（大気環境部大気化学研究室）  

研 究 課 題   研  究  項  目   

（特別研究〕  

炭化水素一塁乗鞍化物一硫黄化  ・炭化水素混合系における光化学オゾン生成機構の解析   
合物系光化学反応の研究   ・環境大気の光化学反応性の解析  

・オレフィンーオゾンSO2系におけるSO2酸化反応機構の解析   

（3）装置の維持・管理  

大気化学研究室の研究員及び技術部理工施設管理室の職員が研究計画に基づき、スモッグチャ  

ンバー本体の運転及びこれに付随する試料空気調整装置、ソーラーシミュレーター、長光路フー  

リエ干渉赤外分光器、ガスクロ質量分析計等の運転、保守に当たった。  

4．1．2 大気拡散実験棟（風洞）  

大型拡散風洞は、工場や自動車等から排出される大気汚染物質の移流、拡散現象をできるだけ  

現実に即してシミュレートするための施設である。   

本施設は従来の流体力学用風洞の仕様条件に加えて、温度、速度成層装置、加熱冷却床パネル  

を備えている点に特徴がある。これら三者の組み合わせにより種々の気象条件が再現でき、移流、  

拡散に最も重要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気と相似の条件で大気汚染を  

シミュレートすることができる。  

（1）施設の概要  

1）建築規模  

鉄筋コンクリート造、地下1階、地上2階建、延面積2，200m2   

2）大気拡散風洞  

垂直密閉回流式  

縮流比：1：5  

測定部：2，OH x3，0Ⅵrx24Lm  

送風機：後置静翼単段軸流式、口径2．2m、回転数制御max．770r．p．m．  

材 質：測定部 2重ガラス製  

その他：鋼板製、外面断熱施工  

性 能：連続制御風速0．2m／s（ダンパー制御0．1m／s）～10．Om／s  

風速分布一様性 0．5％以下  

乱れ強度  0．2％以下  

気流温度  150C～870c  

床面温度  70c～1120C  

（各床パネル独立温度制御）  

速度成層装置二間孔格子板摺劾方式、鉛直20段  

温度成層装置：シーズヒータ千鳥配列、鉛直20段、P．Ⅰ．D．制御（△71＝300C）  
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（2）利用試験研究   

特別研究「臨海地域の気象特性と大気拡散現象の研究」及び大気環境部・技術部における経常  

研究の計画に従って、表4．2に示すような研究が行われた。  

表4．2昭和57年度大気拡散風洞利用研究  
（大気環境部：大気環境計画研究室）  
（技術部：理工施設管理室〉  

研 究 課 題  研  究  項  目  

〔特別研究〕  
臨海地域の気象特性と大気拡散  
現象の研究  

・風洞による気象特性と大気現象の研究  
・内部境界層の発達過程とその中での汚染物質の拡散過程をシミュレー   
ション  

・相似側の検討、風洞シミュレーション手法の確立  

・安定・不安定成層中の横方向拡散・壁近傍での挙動  

・構造柳こよって生ずるdowndraft現象  

・地形によって複軌こなる流れの様子とその拡散現象に及ぼす影響  
・大気安定度が3次元建物まわりの流れや拡散現象に及ぼす影響  

・温度成層化した流れの可視化法・流れ場の測定技術の開発  

〔経常研究〕  
温度成層化した乱流の構造と拡  
散機構に関する研究  
地形・地表障害物まわりの流れ  
と拡散現象に関する研究  

大気拡散風洞の最適運転、並び  

に温度差のある流れにおける風  
洞実験技術に関する研究  

（3）装置の維持・管理   

大気環境計画研究室の研究員及び技術部理工施設管理室の職員が研究計画に基づき、大気拡散  

風洞の運転及びこれに付随する機械・電気設備、ミニコン、各種計測器の運転保守に当たった。   

本年度には、改良型の風速校正装麿（特許出願中）を開発し、実験データの精度向上を図った。  

4．1．3 大気汚染質実験棟（エアロドーム）  

エアロドームは、環境大気の遠隔測定並びに粒子状大気汚染質の大気中の挙動を研究する施設  

である。最上部（7・8階）に設置されているレーザーレーダーは大気汚染質の空間分布を短時  

間に広範囲にわたって観測するための装置で、コンピューターによって操作、データ処理を行う。  

3、4階には、エアロゾルチャンバーをはじめ粒子状汚染質の生成、拡散、消滅の諸過程を研究  

する装置が設置されている。   

建設規模；鉄筋コンクリート造、8階建（最上階、ドーム構造）、延床面積1，321m2、昭和54年  

8月23日竣工  

レーザーレーダー  

（1）施設の概要  

型 式：モノスタティック型   

方 式：パルスレーザー散乱光受光式  
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レーザーレーダー部（8階ドーム室）  

寸 法：5．8m（高さ）、3．4m（径方向）  

レーザー：Nd：YAGレーザー   

平均出力：基本波（1．06JLm）30W、第2高調波（532nm）10W  

望遠鏡：カセグレン型反射望遠鏡  

主鏡有効直径1．5m、合成焦点距離8m  

架 台：高度一方位方式  

制 御：データ処理部（7階操作室）  

操作卓よりレーザー、架台、光学系を操作  

データ処理部：TOSBAC7／40  

（2）利用試験研究   

特別研究「環境汚染の遠隔計測・評価手法に関する研究」及び大気環境部における経常研究の  

計画に従って表4．3に示すような研究が行われた。  

表4．3昭和57年度大型レーザーレーダー利用研究  

（大気環境部：大気物理研究室）  
（技術部：理工施設管理室）  

研 究 課 題   研  究  項  目   

〔特別研究〕  
環境汚染の遠隔計測・評価手法  ・大型レーザーレーダーによる広域汚染の計測手法の開発   
の開発に関する研究  広域データの処理・表示システムの開発  

広域汚染分布計測手法の開発  
汚染質の広域移流計測手法の開発  

〔経常研究〕  
エアロゾルによる光減衰に閲す         ・エアロゾルによる光減衰の総合的把握と環境条件との関連の研究   
る基礎的研究   エアロゾルの光化学厚さの測定  

粒径分布に関するデータの収集   

（3）装置の維持・管理   

大気物理研究室の研究員及び技術部理工施設管理室の職責が研究計画に基づき、レーザーレー  

ダーの運転及び付随するデータ処理装置、各種計測器の運転、保守に当たった。  

エアロゾルチャンバー  

（1）施設の概要   

本装置は、粒子状汚染物質が環境大気中で生成する過程を実験的にシミュレートするためのも  

のであり、55年3月に完成した。チャンバー本体、ソーラーシミュレーター、空気精製装置及び  

生成物分析のためのガス分析装置、エアロゾル分析装置よりなっている。以下にその概要を示す。   

① チャンバー本体  

形 状：横置円筒形（内径1．2m、長さ3．5m）  

内容積：約4m3  

内面処理：ガラスライニング及び一部テフロン（PFAM）コート  
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到達真空度ニ1×10■3P弓（オイルミストフリー）   

② ソーラーシミュレーター  

型 式：・多灯式同軸水平投射型  

光 源：1kWキセノンランプ12灯   

③ 空気精製業層   

モレキュラーシ⊥ ブを用いるコールドトラップ方式で、NOズ、SO2濃度がそれぞれ5ppm以   

下である。  

精製能力：2401／min  

（彰 ガス分析装置、エアロゾル分析装置及び表面電離型質量分析器   

構 成：NO、NOズ、03、全炭化水素の各ガス濃度計、及びガスクロマトグラフ：ピエゾバラ  

ンス式エアロゾルモニター、光散乱式エアロゾル測定器；表面電離型質量分析器  

（GC－MSも可能）  

（2）利用試験研究   

特別研究「炭化水素一窒素酸化物硫黄酸化物系光化学反応の研究」に従って表4．4に示すよう  

な研究が行われた。  

表4．4昭和57年度エアロゾルチャンパー利用研究  
（大気環境部：エアロゾル研究室）  
（技術部：理工施設管理室）  

研 究 課 題   研  究  項  目   

〔特別研究〕  
炭化水素一堂素敵化物一硫黄酸化  ・オレフィンを主体とする炭化水素、窒素酸化物、硫黄酸化物混合系で光   

物系光化学反応の研究  照射を行い、生成するエアロゾルの粒径分布への時間変化、個数濃度の  

変化あるいはSOコの酸化速度に関する研究  

〔経常研究〕  
光化学エアロゾルの組成分析に        ・オゾン、オレフィン、二酸化硫黄系で生成してくるエアロゾルの組成を   

関する研究   調べる  
・窒素酸化物、オレフィン、二酸化硫黄系に光照射を行った場合の生成し  

てくるエアロゾルの組成を調べる   

（3）装置の維持・管理   

エアロゾル研究室の研究貞及び技術部理工施設管理室の職員が、研究計画に基づきエアロゾル  

チャンバー本体の運転並びにこれに付属する各装置の運転、保守に当たった。  

エアロゾル風洞   

エアロゾル風洞は、エアロゾル粒子の大気中での動力学的挙動を研究し、エアロゾル粒子の関  

与する大気汚染現象（粉じん飛散、酸性雨、雨洗など）の解明に資することを設置日的とした装  

置であり、昭和58年3月末に完成した（図4．1）。以下にその概要を示す。  
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⑧トラバース装置  
（9第2コーナー  
⑳ダンパ  
⑪排気口  
⑫拡散胴  
⑬フィルター  
⑭給気口  
⑮第3コーナー  
⑩主モータ  

⑰副モータ  
⑬送風機  
⑬湿度調整装置  
⑳温度調整装置  
㊧第4コーナー  
⑳縮流嗣  
⑳スクリーン  
㊧ハニカム  

①縦型測定部  
②トラバース装置  
（∋第1コーナー  
（もスクリーン  

⑤ハニカム  
⑥縮流胴  
⑦模型測定部  

図4．1エアロゾル風洞  

（1）施設の概要   

型  式：密閉回流式（ダンパの切り換えにより開放式運転もできる）   

設置場所：大気汚染質実験棟2階～4階  

2階：送風機、温湿度調整装置、3階：縦型測定部、4階：横型測定部   

締流比：5：1（横型測定部）、6．6：1（縦型測定部）   

送風機：単段軸流式、口径1．55m  

回転数制御（max1500r．p，m．）  

主モータ75kW、副モータ2，2kW   

材  質：ステンレス製（外面断熱施工）  

（測定部はペアガラス製）   

測定部：縦型測定部（酸性雨・雨洗関連）長さ2．7m、断面0．7mXO・7m  

横型測定部（粉じん飛散関連）  

長さ3．Om、高さ0．5m、幅0．8m  

発内部に3次元トラバース装置を有する  
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滅測定部は取り外し可能   

性  能：○連続制御風速0．8～40mノs（横型測定部）  

○風速分布｝様性1％以下  

○乱れ強度0．5％以下  

○気流温度、1D～5DqC  

O気流湿度30～100％RH（－10～00c）  

15～100％RH（0～100C）  

7～100％RH（10～508C）  

○粒子除去  

○運転開始時  

粒径0．3JJm粒子を99％以上除去（バイパス風格の高性能フィルターによ  

る）  

○運転中  

粒径0・3／‘m粒子を80％以上、10〝m粒子を99％以上除去（メイン風路の  

フィルターによる）  

粒子を扱うために湿度コントロールまで考慮し、また粉じん飛散のために高風速まで可能にした。  

4．1．4 大気モニター棟  

本施設は環境大気中の汚染物質及び地上気象要素を測定する施設で、風向・風速・気温・湿度  

等の気衆要素と亜硫酸ガス・窒素酸化物・オキシダント等の大気汚染物質を測定している。   

また、これら大気汚染物質自動測定機の比較実験、各計測機の精度、安定性、妨害物質等の実  

験研究にも利用される。  

（1）施設の概要  

建築規模：鉄筋コンクリート造、1階建、床面積80m2  

設置機器：二酸化硫黄自動測定機、窒素酸化物自動測定機。オゾン（オキシダント）自動測  

定機、一酸化炭素自動測定機、二酸化炭素自動測定機、炭化水素自動測定機、標  

準ガス発生装置、超音波風速計、温湿度計、日射計、その他気象測器、データ処  

理装置  

（2）利用試験研究（表4．5〉  

表4．5昭和57年度大気モニター棟利用研究  

研 究 課 題   研  究  項  目   

〔経常研究〕  
大気中のガス状汚染物質自動測  
定機の精密度等に関する研究  
大気中の浮遊粒子状物質の測定  
法に関する研究   
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（3）装置の維持・管理  

計測技術部分析室が計測機器等の維持管理を行っている。  

4．1．5 ラジオアイソトープ実験棟（Rl棟）  

本施設は放射性同位元素を利用することにより、汚染物質の挙動を解明するためのものであり、  

登録されている核種はα放射体を除き42核種である。  

（1）施設の概要  

1）建築規模：鉄筋コンクリート造2階建、一部屋階（温室）、延床面積1，310・36m2   

2）主要設備及び機器：RI使用実験室（5実験室のうち、1実験室には動物用チャンバーを、   

他の1実験室には植物用チャンバー付設）、廃水処理を考慮し、各実験室ではイオン交換水を   

使用。Rl希釈室、オートラジオグラフイ用暗室、測定室、低温室、温室、RI貯蔵室、廃棄物  

貯蔵物、廃水処理施設、コールド実験室。  

液体シンチレーションカウンタ、GMカウンタ、低パックブランドガスフローカウンタ、  

Nalシンチレーションカウンタ、Geガンマ線スペクトロメータ、オートガンマカウンタ、ラ  

ジオアクティブスキャナ、高速液体クロマト連続ラジオアクティビティモニタ、けい光Ⅹ線  

分析装置、オートマチックサンプルオキシダイザ、高速液体クロマトグラフ、ラジオガスク  

ロマトグラフ、超遠心分離機、RI動物廃棄物凍結乾燥機、凍結乾燥機  

（2）利用試験研究   

表4．6に示すように、原子力利用研究、特別研究及び経常研究が行われた。  

表4．6昭和57年度RI棟利用研究  

研 究 課 題  研  究  境  目  

1．放射性同位元素利用による汚染環境の評価と改裔に関する研究  

1．1複合大気汚染環境の植物影響（生物環境部生理生化学研究室）  
1．2複合大気汚染環境の実験動物への影響（環境生理部・急性影響研究  

室・慢性影響研究室）  

2．土壌底質中の元素動態に関する研究（水質土壌環境部土壌環境研究室）  
3．指標生物中に濃縮される無機元素の量と存在状鮭、及びその測定法に関   

する研究（計測技術部生体化学計測研究室、生物環境部生理生化学研究   
室）  

・NO2等が生体に及ぼす生化学的影響について  
・NO2の肺胞表面のリン脂質脂肪酸組成に対する影響の解析  

（環境生理部・慢性影響研究室）  

メタロチオネインのラジオイムノアッセイの開発と疫学的応用に関する研  
究（塀墳保健部人間生態研究室）  

重金属成分のけい光Ⅹ線分析（計測技術部分析室・技術部理工施設管理室）  

原子力利用研究  

〔特別研究〕  
大気汚染物質の単一及び複合汚  
染の生体に対する影響に関する  
実験的研究  
重金属環境汚染による健康影響  
評価手法の開発に関する研究  
〔経常研究〕  
大気中の浮遊粒子状物質の測定  
法に関する研究  
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（3）装置の維持・管理   

Rl棟における放射線管理、廃水処理施設運転及び施設の維持管理は、技術部理工施設管理室と  

技術室の職員によって行われた。  

4．1．6 水生生物実験棟（アクアトロン）  

本施設は陸水域における水質汚濁の機構とその防止、及び水生生物への有害汚染物質の影響に  

ついて総合的な試験研究を行うための施設である。  

（1）施設の概要   

本施設内には人工湖沼2基、培養槽5基及びその付属装置からなるマイクロコズム、水生生物  

用毒性試験装置、及び海水用マイクロコズムが設置されている。これらの実験装置はそれぞれの  

研究目的に応じて設計製作されたものでニマイクロコズムは湖沼の富栄襲化の機構を解明しその  

防止対策を検討するための装置である。毒性試験装置は魚類をはじめ水生生物に対する重金属・  

農薬等の慢性影響を研究する目的のものであり、海水用マイクロコズムは内湾・閉鎖性海域で発  

生する赤潮の機構解明のための装置で1m3の大型培養槽は温度・塩分濃度成層形成が可能であ  

る。このほかに培養及び水生生物飼育のための恒温室等がある。今年度既設の設備に加えて新た  

に屋外湖沼モデル水槽ヘマイクロコズム培養槽より人工培地供給ラインを増設し、酸化池実験を  

はじめた。  

（2）利用試験研究   

各部から提出された研究計画に沿って、表4．7に示すように3部4研究室が本施設を利用し研  

究を行った。マイクロコズムを使っては水質土壌環境部「陸水軌こおける富栄養化の機構に関す  

る研究」が行われ、ラン藻（〟わⅥ耶血）と緑藻（C妓抑頭血捌は）の混合培養を行って、アオ  

コの発生に先立って観察される緑藻類の水の挙がアオコの発生に及ぼす影響について知見を得  

た。増設・改造された湖沼モデル槽では、これに種々の条件で人工下水を供給し、池内の炭素収  

支・酸素収支を明らかにするとともに、その浄化機構に検討を加えた。寿性試験装置を使っては  

生物環境部による特別研究「有富汚染物質による水界生態系のかく乱と回復過程に関する研究」  

の諸テーマが行われた。海水用マイクロコズムでは水質土壌環境部海洋環境研究室による特別研  

究「海域における赤潮発生のモデル化に関する研究」の一環として換ゎ′05庖∽αα払加〃を温度  

成層下で長期間安定して培養し、日周垂直移動とそれに伴う藻類細胞の体績変化を測定した。こ  

の結果藻類は昼間に表層で増大し、夜間に底層で細胞分裂するという増殖機構が明らかになった。  

（3）実験水生生物の管理   

本施設内で行われる毒性試験そのほかの研究に必要な水生生物はほとんどすべて施設内で飼育  

供給されている。これら実験水生生物の飼育及びその管理は生物種に応じ、また使用日約の別に  

応じて行われている。また新たな水生生物の実験動物化、純系化、安定して大量に供給しうる飼  

育方法の開発を行っており、今年度は淡水産ワムシの「種β矧飽海柑＝血毎払Ⅶの単離培養に成  

功した。本年度に供試された実験水生生物は野外採取分を含め約40種であり、主なものを表4．8  

に示す。  
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表4．7昭和57年度水生生物実験棟利用研究  

利用部室名   研  究  課  題   使 用 試 設  供試生物筒考   

・マイクロコズム  
陸水域の富栄養化防止に関する総合研究  ・恒温室  
汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究  

水質土壌環境部  
・培養室  

陸水環境研究  陸水環境に及ぽす汚水及び汚泥の処理の影響に関する研究   
・無菌室  

室   陸水域における有機塩素化合物の挙動に関する研究  
・低温実験室  
・温室  

陸水環境の熱力学的評価に関する研究  アクアフリース  
陸水域に及ぼす合成洗剤の影響に関する研究   

／ヾ－▼ス  

水質土壌環境部  ・海域における赤潮発生のモデル化に関する研究・一赤潮   
海水用マイクロ  

コズム    海洋環境研究  発生生態系の物理的・化学的・生物的過程の解析（1）増  

室   殖・集積特性の解析   

計測技術部  
・長期モニタリングのための試料の選定及びサンプリング  温室   

ホテイアオイ  
生体化学計測  オオカナダモ  
研究室  

野外飼育池   
コケ頬  

ジンブナ  
・モデル生態系かく乱機構の実験的研究   

生物環項部  ・毒性試験室   グッピー ミズムシ  
水生生物生態  する研究   ユスリカ  
研究室   ・湖の生態学における物質循環の研究   モツゴ  

・水生生物の実験動物化に関する研究   クロレラ他  

環境生理部  ・人工環境室  
慢性影響研究  タマミジンコ  
室   ・毒性試験室   

表4．8昭和57年度実験水生生物飼育供給実績  

実験水生生物  総 生 産 量  総 供 給 量   主 な 使 用 目 的   

黄色系グッピー   8．000尾   4，200尾  慢性毒性試験   

モツゴ   11万卵   28．000尾  急性毒性試験   

タマミジンコ   4．8kg湿垂  － 4．8kg湿塞  魚類・フサカの餌料、急性毒性試験、分析用   

ミズムシ   8．500匹   175nO匹  急性毒性試験   

セスジュスリカ   30万匹   30万匹  急性毒性試験 メタロチオネイン分析用   

ヤモンユスリカ   200万卵   25．000匹  急性・慢性毒性試験   

アカムシュスリカ   2万匹   4，000匹  成育特性試験   

オオユスリカ   8千匹   6，000匹  成育特性試験   

淡水ワムシ   50g湿重   50g湿丞  急性毒性試験・餌料   

クロレラ   4．0001   4，000】  実験餌料   

生物生態園実験池  

本施設は、自然条件下における池生態系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応を、  
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主として生物群集の面からとらえ解析するための野外実験施設である。  

（1）施設の概要   

この実験地では魚類の生息を排除している。従って、植物性プランクトンと動物性プランクト  

ンの関係の解析が容易である。また地中心部分の水深を4mに掘り下げ、特にプランクトンの垂  

直分布を解析できる構造になっている。また昨年度から池の一部を隔離するための実験用具及び  

羽化局虫を採集するための用具を引き続き設置している。  

（2）利用試験研究   

生物環境部による動植物プランクトンの増殖要因の解析及び有害汚染物質による水界生態系の  

かく乱と回復過程に関する研究の一部が行われた。  

4．1．7 水理実験棟  

本施設ほ湖沼・河川・沿岸海域の水理現象と水質に関する物質の輸送と混合・拡散現象を実験  

的に解明することを目的とした施設である。  

（1）施設の概要   

本施設内には、モデル湖（長さ20m、偏10m、深さ1m）及び造波装置（造波板長6m、周期  

0．7～2．0秒）、屋外長水路（長さ80m、幅0．6m、深さ1，Om）、可変こう配水路（長さ27m、幅  

2m、深さ0．3m）、三次元拡散水路（長さ11m、幅1．5m、水深0．5m）、吹送流水理模型装置（風  

洞部、ターンテーブル付）、循環水路、粘性土限界掃流実験水路、不飽和浸透土壌コラム、ニ次元  

可変こう配水格（長さ6m、幅0．3m、深さ0，25m）、内部波発生用造波水槽、受熱・放熱水槽3  

基等が設置されている。  

（2）利用試験研究   

各部から提出された研究計画に基づき、表4．9に示す通り2郡2研究室が利用した。主要な研  

究課垣は、屋外長水路、受熱・放熱水槽と吹送流水理模型装置を利用した水質土壌環境部「陸水  

域の富栄養化に関する総合的研究」、粘性土限界掃流実験水路を利用した水質土壌環境部「汚泥の  

土壌還元とその環境影響に関する研究」等である。この内、モデル湖と造波装置を使用して、防  

波堤設置による地形の変化ヒ水質交換形態が、また吹送流水理模型装置内には中禅寺湖水理模型  

を設置し、水溢躍層の発達した深い湖の流動形態が調べられた。さらに、受勲・放熱水槽を用い  

て、昼間の受熱、夜間の放熱による水温鉛直分布の変化について実験が行われた。特に、表層付  

近では、1日の内で約100Cにもなる水温変化が観測され、この値は平均水温の年変化に相当する  

ことが明らかにされた。  

（3）施設の管理   

水質環境計画研究室研究貞及び技術部理工系施設管理室職員が研究計画に沿って本施設内に設  

置された実験装置、各種計測機器の管理・運転に当たった。  
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表4．9昭和57年度水理実験棟利用研究  

利用郡・室名   研  究  課  題   使 用 施 設   備   考   

水質土壌環境部  中禅寺湖模型  
水質環境計画  層ヶ浦模型  
研究室   現地泥・カオリ  

ン・ベントナイト  
・沿岸構造物による内海と外海とあ水質交換に閲す  
る研究  

・人工河川を使った付着性徴生物の増殖に関する研  鯉  
究  
・河川河口部における固体粒子の沈降と堆横に閲す  ポリマー  
る研究  

・水温躍層の発達した探し）湖の流動形態に関する研   

究  浪塩密度場  
循環水路  塩分濃度染料  

究  
・底泥の物性に関する研究  粘性土限界掃流実験  

水路  
・底泥の限界掃抗力に関する研究  同 」二  

ン・ベントナイト  
PO．P溶液  

究   ム  
・内部重複波の破頓に関する研究   淡塩密度場  

槽  
受熱・放熱・水槽   ・受熱・放熱による水温鉛直分布の変化に関する研   淡水・染料ベント  
究  ナイト   

大気環境部  気液界面での乱流構造と横方向乱流拡散機構に関す  三次元拡散水路   トレーサー   
大気環境計画  
研究室   

4．1．8 土壌環境実験棟（ペドトロン）  

本施設は、重金属などの無機汚染物質や農薬などの有機汚染物質による土壌・底質環境の汚染  

のメカニズム及び緑農地への還元が進められようとしている有機廃棄物の土壌・底質環境に及ぼ  

す影響を土壌微生物、土壌動物、高等植物の生態系も含めて動的に把握するとともに、土壌・底  

質環境の保全並びに汚染土壌の浄化等に関する研究を行うことを目的とした施設である。   

本施設の特徴iま、従来の植物生育域の環境条件の制御だけでなく地温、土壌水分等の土壌環境  

条件を制御した研究を実施できることである。  

（1）施設の概要   

本施設内には、地温制御大型ライシメーター（内径170cm、土層厚230cm；畑地用 4基、底  

質・水田用 4基）、地温制御チャンバー（1台）、グロースキャビネット（3台）、農薬実験用チャ  
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ンバー（2台）、畑地用小型ライシメーター（75×75×50cm14台）、水田用水型ライシメーター  

（75×75×60cm14台）、ポット恒温槽（18台）等が設置されている。   

57年度には、畑地用大型ライシメーターに降雨発生装置が設置されたほか微生物自動接種装置  

等の備品が設置された。  

（2）利用試験研究   

57年度に本施設を使用して実施された試験研究の課題は、表4．10のとおりであり、4郡7研究  

室の特別研究及び経常研究が行われた。  

表4．10昭和57年産土壌環境実験棟利用研究  

利用部・睾名   研  究   譲  題   保 周 旋 設   供試土壌   

水質土壌環境部   （特別研究〕   大型ライシメーター  灰色低地土   
土壌環境研究室  汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究（4諌  小型ライシメーター  淡色撰ポク土   

陸水環境研究室  題）   グロースシャビネッ  異ポク土   
水質環境計画研究  ト  砂丘地土   
室  農薬チャンバー  

環境情報部  地温制御チャンバー  
情報調査室  培養室  

技術部  実験室  
生物施設管理室  

水質土壌環境部   〔特別研究〕   低温実験室  
海洋環境研究室  海域における赤潮発生のモデル化に関する研究   

水質土壌環境部   〔経常研究〕   材料提供温室   灰色低地土   
土壌環境研究室  ・土壌中における有横汚染物質の挙動に関する研究  実験室   黒ポク土  

・土壌中における無位汚染物質の挙動に関する研究  培養室   淡色果ポク土  
・土壌生態系に与える無税汚染物質の影掛こ関する  グロースキャビネッ  水き毛栽培  

研究   
・金属元素吸収に関する植物の種間差と吸収機能の  農薬チャンバー  

解明に関する研究   低温実験室  

環境情報部   〔経常研究〕   実験室  
情 報 調 査 室  衛星データ一等による環境主題園の作製と解析  土壌現場制御室   

総合解析郡   （経常研究〕   験重  
第1グループ  土壌環境質の予測と管理に関する基礎的研究   

（3）施設の管理   

土壌環境研究室研究員及び技術部生物施設管理室職員が研究計画に沿って管理・運転に当たっ  

た。  
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4．1．9 動物実験棟（ズートロン）  

本施設は環境汚染物質が生体に及ぼす影響について、BiomedicalScienceの立場に立脚し基  

礎的及び応用的側面から試験研究することを目的とした動物実験施設である。現在は、環境汚染  

物質の中から大気汚染、重金属汚染及び残留化合物汚染の各物質の生体への影響を主たる研究課  

題としてとりあげている。   

以下に、本施設の特長と使用状況について概説する。  

（1）施設の概要と特長   

施設の構成は、SPF区域（SpecificPathogen Freeの環境でSPF動物を実験飼育する区域、  

昭和52年2月稼動）、中動物区域（Conventional動物の実験飼育区域、昭和52年10月樺動）か  

らなる第1棟と、第2棟（Conventional区域で重金属・残留化合物関係研究を主体とした実験飼  

育区域、昭和55年10月稼動）とで構成されている（図4．2参照）。  

1）動物実験棟Ⅰ   

第Ⅰ様には、大気汚染生体影響研究用の小動物用慢性ガス暴露チャンバー4台（ASC、ASG  

－1・2・3）、中動物用慢性ガス暴露チャンバー4台（AMC、AMG－1・2・3）、複合ガス暴  

露チャンバ「5台（ACC、ACG－1・2の慢性用3台とACG－3・4の亜急性用2台）及び急性用  

ガス暴露チャンパー3台が設置されている。なお、これらのガス暴露チャンバーは、実験精度の  

確保のために飼育環境条件を厳密に制御しており、また暴露後の実験ガスは排気処理装置で吸収  

するなど、正確かつ安全な試験研究を可能にしている。   

2）動物実験棟ⅠⅠ   

第ⅠⅠ棟は、各種重金属及び残留化合物の生体影響研究を主体として使用されており、実験精度  

の確保とともに実験終了後の固体・液体・気体廃棄物の安全処理に細心の対策が講ぜられている。  

特に排水系については、SD・CD・動物・生活・雨水の5系統に分離されており、指定濃度以上の  

重金属や残留化合物は回収できるようになっている。   

なお、本施設は環境生理部、環境保健部、計測技術部及び技術部の4郡によって使用され、動  

物施設委員会（委員長：久保田憲太郎環境生理部長）のもとに、技術部動物施設管理室によって  

管理・運営がなされている。  

（2）施設使用実験研究   

56年度に本方毎殻を使用して実施された実験研究を表4．11に示した。本年度は環境生理郡4研  

究室、環境保健部3研究室、計測技術部1研究室及び技術部動物施設管理室が中心となり、大気  

汚染物質及び重金属・残留化合物の生体影響等に関する動物実験が合計179課題（57年度分：116  

と継続分：63）実施された。なお、本年度は特別研究による第1回複合ガス低濃度長期暴露実験  

（58年2月～60年2月の24か月間暴露を予定）が開始された。  
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国立公害研究所動物実験施設立面概念図（1g80）  
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図4・2動物実験施設立面概念図   



表4．11昭和57年度ズートロン使用研究  

使用郡・室名   研 究 課 題 名   課題数  使用施設   供試動物   

環境生理郡   〔特別研究〕   AS系チャンバー   

3    ラ ッ ト   ・大気汚染物質の単一及び複合汚染の生体に対する   SPF 飼 育 室  

影響に関する実験的研究（他）  そ   の  他  そ の 他   

環境生理部   ・NO2暴霹によるマウス肺AHH活性について（他）  26  AM系チャンバー  マ ウ ス   

環境生理研究室  ・NO2の脂質代謝に及ぼす影響ヒ観察   ロ  AC系チャンバー  ラ ッ ト  

・NO2，0ユ暴露が呼吸生理的指標に及ぼす影響検索  15  

（他）  実  験  室  ウ サ ギ  
・NO2，03暴貰時の自律神経の興暫変化（他）  7   イ  ヌ   

環境生理部   ・NO2の慢性影響に関する病理学的研究（他）   3  AM系チャンバー  マ ウ ス   

環境病哩研究室   
・光化学二次汚染物質の染色体への影響   

影響生理部   ・NO2低濃度長期暴露ラット及び対照群ラットの検  ロ  ラ ッ ト   
慢性影響研究室  棄  ウ ズ ラ  

5  

及ぼす影響  カ  メ   
5  

（他）  

3  

差（他）  

・肝実質細胞分離  

環境生理部   ・NO，03春雷がラットの細胞内顆粒成分に及ぼす影  19  

急性影響研究室  響  AC系チャンバー  

・NO2暴霹による肺胞細胞群の変動（他）  2   

・NO2の細胞内頼粒成分に及ぼす影響（他）   2  実  験  室   

環境保健部   ・水銀中毒症に関する予備的実験（他）   2   ラ ッ ト   
環境保健研究室  ・PCB・農薬の生体影響調査（他）   飼  育  室          7   モルモット  

・有宅重金属投与下における必要金属・酸素活性の  ル   
変動（他〉  

・NMRによる生体の状態分析に関する研究（他）   

環境保健部  ・エアロゾル吸入実験（他）   

環境疫学研究室  

環境保健部   ・Cdの血圧上昇作用の解明（他）   田  飼  育  室  マ ウ ス   
人間生態研究室  ・メタロチオネインに対する抗体作成について   8  実  験  室  ラ ッ ト  

・腎尿細管細胞におけるCd代謝実験   ウ ズ ラ   

計測技術部  ・イヌのメタロチオネインの構造決定   ロ  飼  育  室  イ  ヌ   
生体化学計測研  
究室  

技術部   ・動物飼育環境の変動が動物実験の各種項日に及ぼ  4  

動物施設管理室  す影響（他）  飼  育  室  ラ ッ ト  
2  

開発  
・導入時動物の微生物学的検査  10   

（計）  4部  （計）  （計）  

9重  179  9積   
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（3）実験動物の飼育管理実績   

57年度中に施設に導入された動物数（施設内で自家生産された動物も含む）を表4．12に示し  

た。また、各動物種別に各月の1日平均飼育管理匹数を図4．3に示した。使用者各位が動物の有  

効利用を計り、施設でも効率的な飼育管理方式を実施したことにより、購入動物数は昨年に比較  

して漸減卜2．0ヲg）した。一方、施設で自家繁殖させているマウス・ウズラの供給が昨年以上に  

増加し、各種研究に供試された。  

表4．12昭和57年度動物導入■及び供給数  

動  物  倭   57年 4月  5月  6月  7月  ∂月  9月  1（り∃  ユ1月  12月  58年 1月  2月  3月  計   

マ ウ ス   導  入  320  150  18  175  380  390  270  0  60  600  120  200  2，683  

自家生産  394  0  137  131  292  277  39  田  98  6  31  32  1．439   

ラ ッ ト   導  入  440  390  398  114  570  四  494  350  410  720  354  100  5．067  

自家生産  29  95  99  30  244  177  D  m  78  0  0  35   787   

／＼ムスター   
導  入  0  0  0  0  25  四  0  D  0  D  ロ  0  38  
自家生産  0  0  0  0  0  4  6  0  6  9  8  12  45   

モルモット   導  入  3  0  0  15  30  田  15  28  15  44  45  15  225  
自家生産  0  0  0  0  0  ロ  0  0  0  0  0  8   0   

ウ サ ギ   導  入  0  8  田  ロ  0  0  2  0  10  0  ロ  田  27  
自家生産  0  0  田  0  0  0  0  0  0  0  0  田   

導入桂卯   小  ¢  0   0   0  0  （）  0   0     0  3t）0 6DO   90D   

ウ ズ ラ  自家生産  田  0  336  0  7  0  537  0  田  222  172  237  1，511  

供給種卵  0  0  0  0  0  田  0  0  150  0  0  50  200＝■   

イ  ヌ   導  入  2■●  0  0  0  0  0  0  0  田  0  田  0   2  

白象生雇  0  0  0  0  0  0  0  0  n  D  m  n   0   

サ  ル   導  入  ：■■  田  0  0  0  0  0  0  田  0  田  田   
自家生産  0  田  0  0  0  0  0  0  田  0  田  田   

カ ーL ル   
尋入  15  0  0  0  0  0  0  0  0  0  田  0  15  
自家生産  0  0  0  0  0  0  田  0  0  0  田  0   0   

計  1，210  643  988  469  1，548  1，603  1．363  380  827  1．601  1．031  1，283  12，946   

■繁殖実験による産仔数は含まない ◆－前年度からの継続飼育分を含む －＝受精卵以外の供給は含まない  

（4）実験動物の品質管理と環境管理   

本施設では第1棟内にバリアーシステム（以下BSと略す）を設け、SPF動物の飼育管理を行っ  

ている。SPF飼育環境の適正な維持管理は、実験精度向上のために不可欠な業務であり、施設で  

はBS区域内の微生物学的清浄度の検査を定期的に実施している。図4．4に57年度中の各検査時  

期における平均落下細菌数を示す。その結果、本施設のBS区域は微生物学的に清浄度が満足すべ  

きレベルで維持されていることが確認された。   

また、本施設へ導入する動物及びBS区域内で飼育しているモニター動物の微生物学的検査も、  

従来に引き続き各々2か月に1回の割合で実施しており、いずれの検査時においても病原微生物  

は検出されていないこと（SPF動物であること）を確認している。さらに、動物に給与する飲水  
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図4・4昭和57年度SPFバリアー区域における落下細菌数  

についても定期的に細菌学的検査を行い、給与水の清浄度も確認している（園4．5）。   

このようにして、BS区域の環境及び動物の管理には常時監視の体制で万全を期している。と同  

時に、施設全般管理方式のより一層の向上をめざして、新技術・新方式の採用等についても検討  

を行っている。  
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園4．5SPF棟・第1工棟 蒸留水中の一般細菌数  

（TS培地1枚当たり出現コロニー数）  

（5）ガス暴露チャンバーの運転と管理   

単一ガス暴露チャンパー8台（AS系：4台AM系：4台）及び複合ガス暴露チャンバー5台  

（AC系慢性用：3台、AC系亜急性用；2台）の計13台のチャンバーを使用した実験の進行状  

況を囲4．6に示した。   

AS系チャンバーは、新しい機能を付加ける工事を実施後の第1回目の複合ガス低濃度長期暴  

露実琴（環境生理部特別研究）に使用され、57年2月8日にガス暴露を開始した。   

次に、AM系チャンバーではNO2急性・亜急性暴露が計2題行われた。また、AC系チャンバー  

では、NO2又は0。急性・亜急性暴路が12題及び〔NO2＋03〕複合暴露が4唐突施され、1年間  

を通して極めて高頻度に使用された。   

これらのガス暴露チャンバーは、実験ガス濃度、換気塁、温度、湿度の設定条件を各チャンバー  

ごとに24時間連続監視体制をとり、技術部生物施設管理室、エネルギーセンター、廃棄物処理施  

設及び動物飼育委託管理の各担当者各位の一致協力により、当初の実験計画に基づいて、ほぼ満  

足すべき状態で運転され実験を遂行することができた。  
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（5丁年4月－58年3月）  

57年  58年   
チャンバー名  設定温度  設定湿度  暴笹方法   

稼 動 時 間  
憲                                               4  5  6  7  8   9   10  11  上2   1  2   3   

（誓苦㌘間を）   

ASC  

NO2  

ASG－t  
03  3．7か月  

ASG－Z   

複合ガス   
ASG－3  ・く＝一一・       ・く              ・・・＝▲：＞・        △      （悪霊）二二：エニ措品慧）…，警力毘笠三（霊芝）’■■■ ◎        ◎      ▼ 一＝＝   
AMC  

×  

AMG－t  

X  

〉く  

‖ か月  
AMG－2  

AMG－3   

×                                                 x            フィルター交換／1   

ACC   
NO2   

ACG－ t  又は   △  △  ◎  ×  
一→・一→・・一㌻⊥＞・一一手－－－－ナ▲一一一≡→＝＝・・   

25土1  
単一ガス   ◎  △  

ACG－2  
△   ◎   △  ‥・一■⊥－J｛・・く→■｛・・・・  12か月  

（℃）  （％）  あるいは  
ACG－3  NO2＋   

・・・一≡＞▲・・一：－－≡－ 一－・ イぎー■－ ▲＝・・・▲ 一＝＞・・＜：→・・・＝▲一i≡－・－－－・・・・・・   

03複合  × △  ×  × X  

ACG－4  
▲▲・く：一三■・t≡三ト▲一－・＝イ≦・・・・・・ミ■一＝＝＝・一∈う■′－一き】一一ユーーケ、一冊′一・十▲・・＝一  

ガス   
・・＜；→ ・一；→一H・・竃≡→H▲▲▲                               △       ◎  

猥 ×：NO2  △：03  ◎：NO2十03  竃←－－＋：ガス暴拶期臥  ＜＞：準備期間（洗浄・消毒・ガス濃度設定）  

図4．6昭和57年度ガス暴露チャンバー使用実績   



（6）実験補助等の依頼と実行   

昭和57年度より特殊実験・実験補助等依頼書を作成し、け）代謝ケージ使用、（ロ）動物移動・持ち  
出し等、レヾ機器等の持ち込み・持ち出し、H特殊飼料給与・測定等、（ホ）滅菌作業依頼書等、Nそ  

の他の6項目にわたる実験補助を実行した。   

今年度に受付けた依頼書は計51課題であり、その内容を表4．13に示したが、特殊飼料給与等  

を含め63件の実験補助に対応した。  

表4・13 昭和57年度ズートロン実験補助内容  

実験補助内容  依頼研究部名  使用動物種  対応件数   

（∋代謝ケージ使用  環境生理部 環境保健部  ラット モルモット  13 件   

（参交配・出産確認  環境生唾郡  ラ ッ ト  12 件   

③特殊飼料給与  環境生理部  マウス ラット  
ラット   

環境生理部   
⑤動 物 移 動  環境生理部  ラ ッ ト  7 件   
⑥採血・薬物投与  環境保健部  サ  ル  3 件   
⑦体 重 測 定  環境生理部  ラ ッ ト  2 件   
（釘滅 菌 作 業  環境保健部 環境生理部  ラ ッ ト  2 件   

⑨重金属投与・解剖  計測技術部  イ  ヌ  1 件   

⑩骨格標本作成  技 術 部  ウ ズ ラ  1 件   

計10 テーマ   4 郡   6 種  63 件   

（7）施設導入の計算機の運用状況   

本施設で取り扱われる各種の管理・実験データは、その処理手続きは単純なものが多いが日常  

的に間断なく発生し、これを長期間継続して蓄績し解析することにより始めて意味のあるデータ  

になるものが多い。従来これらは書類として保存して釆たが、その量の増加と共に蓄積データの  

生きた活用が困難になりつつあった。そのために施設に計算機システムを導入し、これらのデー  

タの迅速な処理と蓄積を行わせることが計画され、55年度末にマイクロコンピュータシステムが  

導入された。導入と同時に本施設の実情にマッチしたシステムの構築を目標としてその検討が開  

始された。   

内容を分類すると次のとおりである。  

1）施設飼育動物の動態管理と記録   

i．飼育動物のロット別に種・匹数・ケージ数・実験者・研究テーマその他について管理記  

録する。   

ii．その他   

2）管理業務の省力化   

i．会計処理   

ii．その他  
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3）各種実験研究（施設担当）データの処理記録   

i．長期ガス暴露実験の各種環境因子の制御結果の処理   

ii．落下菌によるSPF区域内の微生物学的清浄度の検査データの処理   

iii．近交系動物の維持管理データの処理   

iv．長期暴露動物関係デ「タの記録  

Ⅴ．その他   

57年度末までに1）は実験運用段階に、2）と3）のi、ivは実用段階に入った。   

また、従来長期ガス暴露実験のデータは、各チャンバーの運転モニター用の記録紙から手作業  

で読み取り計算機に入力していたが、57年3月にデータ収録システムが導入され、自動的に計算  

機用記録媒体への記録が可能となった。   

図4．7に本施設の計算機システムの概要を示す。  

A此系チャンパー（5F）  

図4．7 システム概要  

4．1．10植物実験棟（ファイトトロン）  

本施設は植物及び陸上生態系に及ぼす大気汚染などの環境の人為的改変の影響を植物生理生化  

学、生態学及び農業気象学的立場から制御された環境下で試験研究することを主目的としており、  

2研究施設より構成されている。   

植物実験棟Ⅰは昭和50年12月に竣工し、環境基準値レベルの低濃度域の大気汚染質が植物に  

及ぼす影響について研究が行われている。また、昭和56年8月に竣工した植物実験棟ⅠⅠは植物を  

中心とした陸上生態系にかかわる大気汚染環境を含めた環境要因間の相互関係を実験的に定量化  
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し、解析することを目的としており、本年度より本格的な研究が開始された。   

（1）施設の概要   

1）植物実験棟Ⅰ   

試験研究に供用されるグロースキャビネットは人工光型（1，700×2，300×1，90011mm）9室、自  

然光型（2，000×2，000×1，800hmm）4室が設置され、大気汚染質暴露用と対照用の2形式より構  

成されている。大気汚染質の暴諾システムは環境基準値レベルの濃度域で、最大5成分の大気汚  

染質（SO2、NO2、0。、HC、CO2）の複合暴露が可能である。また、定値制御及びプログラム制  

御の選択により、自然条件下に近い環境条件を長期間にわたって再現できる。   

この他に、実験植物を育成供給するための制御温室（自然光室40m23室、材料提供温室40m2  

3室）があり、年間を通じ一定の制御環境下で実験植物を育成している。   

2）植物実験棟ⅠⅠ   

主な設備として自然環境シミュレーター2基と人工光室3室があり、以下にそれらの概要を示  

す。  

i．自然環境シミュレーター2基：縦型回流式の微風速風洞型式をとる生物環境調節装置（実  

験部2■4Lx2■4Wx2・OHm）であり、陸上生野系（大気一植物一土壌）にかかわる各種環境要因（光、  

温度、湿度、ガス条件・風条件、土壌条件）を任意に制御できる。特に、温度、湿度、風速は任  

意の成層条件に制御でき、また、光条件も光量、光質が調節できるので、植物群落内などの複祇  

な環境条件を設定できる。  

ii．人工光室3室：大型の人工光型植物実験用生物環境調節装置（4000Lx2700Wx2800Hmm）  

であり、高精度な制御環境下で再現性の高い植物生長実験や自然環境シミュレーター等への均質  

な実験植物の育成供給を行う。  

（2）利用研究   

昭和57年度に本施設で実施された試験研究課題を表4．14に表す。特に、生物環境郡・技術部  

による特別研究「植物の大気浄化機掛こ関する研究」が本年度より開始され、3部5研究室によっ  

て、特別研究1課題、経常研究11課題が実施された。   

試験研究内容は単葉レベルから自然環境シミュレーターで実施されている植物群落レベルまで  

の広範囲な植物体による大気汚染質の吸収機能に関して、植物生理生化学・生態学・農業気象学  

的な解析・調査が実施された。  

（3）実験植物の管理   

研究需要に応じて、実験植物を円滑に供給するために、生物施設管理室の植物管理スタッフを  

中心に本施設で開発した育成方法によって管理している。また、均一な実験植物を供給するため  

に、主な実験植物（ヒマワリ、ポプラ、レタス、トウゴマ、イネ）は実験ほ場と共同で、自家採  

種・繁殖を行い、遺伝形質の均質な植物を作出している。   

一方、試験研究の進展に伴い、厳密な栄養塩類濃度管理が要求されるようになり、各実験値物  

の養液栽培方法を検討した。   

本年度に供試された実験植物は、ホウレンソウ、ソラマメ、ポプラ、ヒマワリを中心に30種に  

及び、年間栽培鉢数は約1万8千鉢に達した（表4．15）。  
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表4．14 昭和57年度植物実験棟利用研究  

利用郡・室 名   研  究  課  題   主な使用設備  供 試 植 物   

生物環境部   （特別研究）   

生理生化学研究室  植物の大気浄化機能に関する研究   
人工光キャビネット  

8課題  タバコ他  
技術部  同上   ポプラ、イタドリ、  

生物施設管理室   トマト他  
ポプラ、ヒマワリ   ・植生の大気汚染質抵抗性に関する研究8課題  同上、自然環境シ  

ミュレータ  
自然環境シミュ  
レータ  

生物環境部   （経常研究）   

人工光室  ソラマメ  
の関連に関する研究  

・高等植物の酸素代謝に関する研究  人工光キャビネット   ホウレンソウ   
・細胞内アデニレイトレベルの変動とATP消  ホウレンソウ  
費酵素活性に関する研究  
・細胞壁の生理機能に対する環境要因の影響に  ソラマメ  
関する研究  
・高等植物の葉肉細胞による環境汚染物質の吸  
収に関する研究   

生物環境部   （経常研究）   

人工光キャビネット  
要因の検討  

人工光室  ポプラ、ヒマワリ  

る研究  
無菌室   コケ類   

研究   

計測技術部   （経常研究）   

自然光キャビネット  アカマツ  大気計測研究室  ・大気中の微量有機物質の測定に関する研究   

計測技術部   （経常研究）   

自然光キャビネット    分析室  ・大気中のガス状汚染物質の測定法に関する研究   

技術部   （経常研究）   

生物施設管理室  ・実験値物の環境順応性の検討   人工光キャビネット  ヒマワリ  

（4）グロースキャビネット等の管理   

24時間連続運転監視体制をとるエネルギーセンターによるエネルギー供給、一般空調条件の維  

持業務をバックとして、生物施設管理室の運転管理スタッフが研究計画に沿って、グロースキャ  

ビネット等の環境条件を実験植物の生育並びに実験の再現性を考えて、最適に制御している。ま  

た、設備の最適運転制御と省エネルギー対策として、各設備の制御システムを一部改良した。   

また、植物実験棟Ⅰは稼動後7年を経過し、施設内の各設備の老朽化が著しく、本年度には、  

建設省の特別修繕工事により、蒸気管の改修が実施された。  

－153－   



表4．15昭和57年度実験植物栽培実績と主な用途  

栽 培 鉢 数  
実験植物  

主  な  研  究  利  用  

ソ ラ マ メ  2090  2280  気孔の開閉運動機構の解析   

ホウ レンソ ン  1590  1620  光合成電子伝達系の解析   

ヒ マ ワ リ  2090    菓でのガス交換量の影響謂査、成長実験   

イ ン ゲ ン  1410  290  案内吸収物質の転流の解析   

ポ  プ  ラ  1230  360  シミュレータの郡薄作成、OTC訊査円実験植物   

レ  タ  ス  200  520  汚染ガス砥抗性、無毒化機構の解析   

ダ イ コ ン  220  220  同   上   

ト ウモロ コ シ  130  120  同   上   

ト   マ  ト  130  110  同   上   

ラ ッ カ セ イ  110  

ハッカダイコン  430  植物計の検討   

四   
ト ウ ゴ マ  140  100  同   上   

樹木類（8種）  130  

その他（9種）  130   

計   9，720  8，100  17820／年（30種）   

植物実験棟Ⅰ、Ilの合計．1D鉢以下は切捨て．  

4．1．11微生物系統保存模  

本施設は、当研究所の微生物関係プロジェクト研究を推進させる為に必要な環境の汚染と浄化  

に関与する微生物培養株を集約して系統的に保存し、研究者の要請に応じて保存株を株特性デー  

タとともに分譲することを目的として計画され、昭和57年12月に竣工し、初度備品の整備を終  

えた。本施設の微生物株収容能力は3，000株であり、58年度中には500株の微生物株が系統保存  

される予定である。   

本施設はRC2階（屋階付）構造で、延べ面績約800mユで、1階は施設管理とエネルギー供給  

の為の設備が設けられ、2階は微生物の培茸、保存業務に必要な部屋が有機的に配列されている  

（図4．8）。  

（1）1階  

i．管理室：施設管理、保存室等の空調管理及び微生物株データ処理、保存及び分譲依頼の受  

け付けを行う。  

ii．電気・機械室：変電施設、蒸気及び冷水受入施設、熱変換器、冷凍機、空調機が設置され  

ている。  

（2）2 階  

i．洗浄室：超純水製造装置、超音波洗浄装置が設置され、■培養器具の洗浄を行う。  

ii．滅菌室：オートクレープ、乾熱滅菌器、EOガス滅菌器、電気炉により培養器具の滅菌を行  

う。  
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図4．8微生物系統保存棟  

iii．凍結乾燥室：凍結乾燥機、プログラムフリーザーにより凍結株や凍結乾燥株をつくり超低  

温糟、液体窒素保存槽で微生物を保存する。  

iv．分類同定室：微生物関連文献が集められ、頗微鏡観察により微生物の分類、異種微生物混  

入検査を行う。   

Ⅴ．実験室：超純水製造装置、製氷機、高速冷却遠心機、各種天秤、pHメータ→、分光光度計  
が設置され、微生物の培養液の調整、微生物件の生理生化学的検査を行う。   

vi．無菌室2室：クリーンベンチ、実体顕微鏡が設置され、継代植え継ぎに関連する無菌操作  

を行う。   

vii．測定暗室：万能顕微鏡、倒立顕微鏡及びそれに付属する写真操影装置、ノマルスキー干渉  

装置が設置され、微生物の形態及び生活史の観察と写真撮影を行う。   

viii．高温培養室：インキエペ一夕ー4台が設置され、250C～350Cに生育最適温度を示す微生物  

の培養を行う。  

ix．低温培養室：インキエペ一夕ー4台が設置され、100c～250Cに生育最適温度を示す微生物  

の培養を行う。   

x．試料保存室：汚染地域より採集された微生物試料の保存、培養液原液の保存を行う。   

Ⅹi．保存室：50C、10OC、15OC、200C各1室。各々の部屋に光照射保存仰が設置され、各種微  

生物保存適温域で培養株を保存する。  
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4．1．12 騒音・保健研究棟  

本施設は、環境中有害物等による人体影響を人を直接の対象にして研究することを目的とした  

施設である。   

大気汚染や重金属汚染等による人体影響を研究するための医学的検査は1階及び3階で行われ  

る。1階は対象者を本施設に招いて医学的検査を行うことができるとともに、現地における疫学  

調査の基地としての機能を持たせるためロビー、診察室、処置室、採尿室、洗浄室が設けられて  

いる。3階は日周期以上の時間経過が必要な医学的検査に対処するための観察室、特有の臭気を  

発する便や胎盤などの試料を扱う処理室がある。   

3階には疫学調査で集められた資料の保管・解析のためにデータ管理室が設けられている。   

2階は騒音影響の研究施設で、主に音響工学的実験を行うための無響室、音響心理・生理実験  

を行うための曝露室、これらの実験をコントロールするためのモニター室、及び採血や薬剤投与  

のための処置室からなる。  

（1）施設の概要   

建築戌模二鉄筋コンクリート追、地下1階、地上4階建、延床面積3，721．71m2  

設置機器：低温室（50C）、無響室、曝霹室、臨床自動分析装置（TBA360、TBA－580）、デー  

タ分析用ミニコンピューター（ECLIPSES／140）、サインランダム発生器、アン  

プ、周波数分析器、フィルター、スピーカ←、多用途計測記録装置、集中維持機  

能測定装置、電算機端末3台、周辺機器、データ収納用移動ラック  

（2）利用試験研究  

昭和57年度騒音保健研究棟利用研究  

研  究  課   題   研  究  項  目   
〔経常研究）  

・騒音の発生・伝播・評価に関する基礎的研究  
・計算機を利用した音響伝播測定方法に関する研究  
・市街地における騎音の発生伝播の測定方法と予測  
・モデルに関する研究  

〔特別研究〕  
・重金属環境汚染による健康影響評価手法の開   
発に関する研究   ・重金属の必須元素代謝に及ぼす影響の研究   

（3）施設の維持・管理   

関係研究室の研究員及び技術部動物施設管理室の職員が研究計画に基づき、各種実験施設及び  

計測器の保守・管理に当たった。  
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4．1．13 実験は場  

本施設は植物及び土壌生態系の環境保全機能に関する野外実験を主とした試験研究、植物実験  

棟、土壌環境実験棟等の環境調節施設で得られた研究成果の野外条件下への応用・実用化試験並  

びに植物実験棟・土壌環境実験棟等に対する実験植物の供給及び系統維持・開発を行うことを主  

目的とした生物系野外実験施設である。  

（1）施設の概要   

施設は本構内ほ場と別団地ほ場（筑波郡谷田那町八幡台3）の2施設に分かれており、表4．16  

に示す研究・管理施設より構成されている。  

表4．16 実験ほ場の施設概要と特徴  

施  設   構造・規模・付属設備   特  徴   

（本構内ほ場）  

畑 地 ほ 場  3，ODOmコ（内′′1．000m2）  一般的な蝿地環境試験地   
港水設備（5mm化）、暗渠排水設備  

400m21面    採  種  水  田  環境相標性イネの系統維持用   
有底枠試験地  簡易式の隔離型試験地（畑地用）  

排水量自動記録装置   土壌中の水収支が計測できる  
有底ほ場   簡易式の土壌隔離型試験地（水田用）   

ガ ラ ス 温 室仙  裁培温室120m2、ミスト繁殖室45m2、前室30m2  

計195m2  

試験温室75m2、45m2×2喜、前董30m2  植物・土壌のポット試験用   
計195m2  

試験温室185m2   大規模な植物・土壌試験用   
観   測  塔  構造用鋼管製15m一一、＿ヒ部に計測機器を設置   野外植物の生体情報、環境情報の計測用  

管  理  棟  RC2階建427mi   

・グロースチャンバー  小糸工業3HN25型、3室×2基   実験植物の育苗・発芽試験用  
・種 子 貯 蔵 庫  4m2×2室（－100C、－5′、50c）   系統維持用種子等の長期保存用   
農  具  舎  RC平屋建140m2（計測機器室7m2を含む〉   

土  壌  置  場  RC平屋建98m2   

（別団地ほ場〉  

畑 地 ほ 場  500m2×9面 計4．500m2、潜水設備（5mmm皿／h）  一般的な灯地環境試験地、ポプラ母掛図   

植生 回櫻∵戦目察∴地  4処理区 計21．000rげ   赤松二次林地の跡地で植生還移を調査   
緑  地  2．500m2   老朽栗林を伐開整地   
観  測  塔  構造用鋼管製15mlI、3層に観測ステージ設置   植物・ほ場状態観測用   
徴気象観測装置  計測要医19因子   気象要因を自動測定、基礎資料用   

理  棟  RC2階建218m2   

（2）利用試験研究   

昭和57年度に本施設で実施された試験研究課題を表4，17に示す。水質土壌環境部、環境情報  

部、技術部による特別研究「汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究」では土壌環境実験棟  

で実施されている制御環境下での基礎実験と併行して、温室・有底枠試験地・畑地ほ場と様々な  
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野外条件下での応用実験が行われている。本年度には、その一環として、新設された有底枠ほ場  

に水田土壌を充てん整備し、水田環境での実験に備えた。また、本年度より開始した生物環境部、  

技術部による特別研究「植物の大気浄化機能に関する研究」では新設温室内に植物による大気浄  

化能力を推定するモデル試験のための実験装置が製作され、性能試験が開始された。   

他に、各施設についてそれぞれ特色を生かした試験研究が実施されており、長期間にわたる課  

題が多い。別団地ほ場の植生回復観察地では植生破壊後の植生回復及び土壌環境形成の追跡調査  

を実施しているが、本年度に新たに赤松林地を調査地に加え、さらに学園都市周辺の潜在自然植  

生であるシラカシの試験調査地が設定された。一方、ほ場施設を利用して、ヒマワリ・ポプラ、  

イネ等の実験植物を系統維持しており、植物実験棟における研究に供給された。  

表4．17昭和57年度実験ほ場利用研究  

研究課題及び業務内容   利用部・室名   使用施設   供 試植 物   

〔特別研究〕  
汚泥の土壌環元とその環境影響に関する研  水質土壌環境部   
究  土壌環境研究室  

技技部  有底枠試験地   
生物右転設管理室  室  

植物の大気浄化機能に関する研究  
・植物の大気汚染質吸収に関する研究  

陸生生物生態研究室  

本構内畑地ほ場   

ピーマン  
技術部  
生物施設管理室  

・植生の成立過程に関する研究  生物環境部  シバ  
陸生生物生態研究室   

〔経常研究〕  
高温度環境下における高等植物の生理機能  生物環境部   畑地ほ鳩  
に  る 究   、究   
窒素固定植物による土壌形成作用に関する  有底枠試験地   
研虎   コム   
畑地ほ場における土壌形成過程に関する研  技術部   別団地畑地ほ場  ラッカセイ、陸稲   
究   生物施設管理室  コムギ   

（業務利用〕  
実験植物の系統維持  技術部   別団地畑地ほ場  ポプラ、ヒマワリ  

生物方缶設管理室   採種水田、温室  トウゴマ、イネ  
ナス他  

実験植物の供給  温  室   サンゴジュ、ポプラ  
観葉植物  

畑地環境の作出  ラッカセイ  
ラッカセイ  

（3）施設の管理運営   

運営委員会で検討された研究・業務計画に沿って、生物施設管理室のほ場係を中心として管理  

運営に当たった。また、ほ場利用試験研究に必要なバック・グランドデータとして、各試験地の土  

壌・浸透水の化学分析、気象観測データ、各施設の制御特性及び植物育成管理記録等を調査集録  

した。   

本年度には各試験地の土壌サンプルの長期保存体制及び気象観測情報の集録管理システムを整  

備した。また、温室で実施される植物の水耕裁培試験及び加湿用原水として利用するためのRO水  

の給水設備が温室に整備された。  
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4．1．14 霞ヶ浦臨湖実験施設  

本施設は陸水域の富栄養化機構の解明とその防止対策にかかわる基礎的、応用的研究を行うこ  

とを目的として霞ヶ浦（西浦）湖岸（茨城県稲敷郡美浦村大字大山）に、多目的実験池等の一部  

施設を残して昭和58年3月末に竣工した。本施設は7haと広い敷地を有しており、我が国におけ  

る代表的な富栄養湖である霞ヶ浦をフィールドとしてその水質、水理、生物あるいは底泥などを  

連続的に観測し、それらの相互関係についての調査研究を行うための調査船の係留桟橋、取水塔  

に付設された観測室及び得ちれた試料の処理、分析、データ処理などを行う実験管理棟が設けら  

れている。また、湖岸から150m沖合から湖水を連続取水しこれを用いて富栄養化に及ぼす汚濁  

物質の影響、水草や魚類等の水生生物を用いた水質回復あるいは各種処理法による湖水や排水の  

浄化等の実験的研究を行う実験水路、フリースペース及び水処理パイロットプラント並びにこれ  

らに必要な湖水、除濁湖水、井水等を供給し実験済の排水、生活排水を処理するための取水施設、  

井戸施設及び用廃水処理施設が設けられている。また、富栄養化に及ぼす地下水の影響を検討す  

るための観測井も設けられている。   

さらに、本施設を管理し研究を円滑に推進するために実験管理棟内の管理室、会議室、セミナー  

重、機械室等の管理施設のほか倉庫、車庫、守衛所などが設けられている（図5．9、付録10参照）。  

会 議 室（A）、  

図4．9実験管理棟  
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57年度に竣工した施設の概要は表4．18の通りである。  

表4．18霞ヶ浦臨湖実験施設概要  

構 造 ・ 規 模 ・ 設 備  

実 験 管 理 棟  RC2階建、ユ750m2  

1階：管理室、第1化学実験室、第2化学実験室、恒温無菌室、生物微生物実  

験室、機器分析室、観測機器室、準備室、機械室  

2階ニモニター妄、会議室、大会議室、礫本室、セミナー室、休養室、寝室、  

倉庫  
屋上：気象観測塔  

淑岸から150m、取水管≠ユ25mm、観測室9m2、通倍ケーブル，、動力ケーブル  

湖水除濁処理：300mソ日、取水ポンプ、長毛ろ過、砂ろ過、貯留槽、配水ポン  
プ  
廃水処理：350mソ臥加圧浮上、砂ろ過溶性炭吸着、晶析脱リン、貯留槽、モ  

ニタリング水槽  
日立50m3／日、井戸（深15m）、井水ポンプ、除鉄処理設備、塩素消毒設備、  
配水ポンプ  
エアレーションタンク2基、回転円仮装置2基、浸滴ろ床装置2基、砂ろ過設  

備1基、活性炭吸着塔1基、限外ろ過設備1基、逆浸透膜ろ過設備1基、メタ  

ン発酵装置2基  

実験水路A：RCllOm、水循環ポンプ  

実験水路B：プラスチック製1】Om2連、水循環ポンプ  

給水（湖水、除濁湖水、井水）装置、配電盤、排水設備  

深度10m 径¢116mm12本、深度20m、径¢250mml本、深度50rn、  

径¢250mml本、深度100m、径≠250mml本  

浮蔑橋45m、消波堤60m、消波石積40m  

45mX45m、深さ 4．2m  

RC46m2  
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4．1．15 共同利用棟  

（Ⅰ）人間環境評価実験施設（ELMES：EvatuationLaboratoryofMan・EnvironmentSystems）  

昭和54年度中に竣エした共同利用棟内に設層されたもので、デルファイ会議やコンピューター  

支援会議のための一集団実験室と、ゲーミングシミュレーション等のための多集団実験室、及び  

これらの実験制御室からなる。当面、一集団実験室の整備を進めているが、昭和55年度中にその  

基本部分の整備を終え昭和56年度から本格的使用に入った。   

昭和57年度に増強した機器は、騒音影響実験用音響入出力装置と、画像解析周辺機器システム  

である。また、この施設に関連する一連の研究成果をまとめ、「環境施策のシステム分析支援術の  

開発に関する研究」と題する研究報告書を出版した（本誌p・174，K－23参照）。  
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（1）施設の概要   

一集団実験室は、中会議室とこれに付随する実験用ブース、実験準備スタジオ（以上3階）か  

ら成り、実験制御装置は実験制御室（2階）内に設置されている。各室に整備された機器の概要  

は次の通りである（表4．19）。  

表4．19一集団実験室の施設概要  

室   名   付   帯   設   備   

中 会 議 室  音響設備、ビデオ拡大映写機OHP、レクチャー卓、グループアナライザー回答端末   

実験用ブース  スライド及び16mm映画、映写機、調整卓、録音設備   

実験準備スタジオ  グラフィック・ディスプレイ・システム、ビデオディジタイザー、ビデオ録画蓄積装置、騒 音影響実験用音響入出力装置   

実 験 制 御 室  実験制御装置（VAXll／780本体及び標準周辺機器）、画像解析用周辺機器システム  

図4．10に一集団実験室のシステム構成の概念図を示す。太線の枠で囲んだ部分が中会議室に含  

まれる部分である。会議への提示情幸酌ま視聴覚データとコンピューター情報の二系列からなる。  

視聴覚情報の媒体はビデオ画像（動画、静止画）、スライド、映画、OHPが使われる。コンピュー  

ター情報はカラーグラフイクディスプレイ出力、もしくはそれをビデオ大型画像に変換して提示  

される。一方、会議参加者の意見や反応等は、グループアナライザー（集団反応解析器）の回答  

端末よりコンピューターヘ入力される。入力結果は必要に応じ集計表示され、またモデルの集団  

対話型運用時の入力データとしても使われる（図4．11）。  

図4．10一集団実験室  
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グラフィックディスプレイ  
コントコーラ  グループ7ナライサー  

N（lVA Ol  
メモリ 28Eβ  

l  による接続  

CRT  

キーボード  

磁気ティスウ  

カラ「グラフィック  
ディスプレイ  
画面密度512×丁68  
R．G．8各ヰヒット  

ビデオ プロジ工ククー  

ディスク  
5ロOE8×2  

回答器MAX40台  
数値入力  

騒音実験用 君訟紺装置 マイクロコンビュづl－  

磁気反転表示板  
（マクサイン）  

8文字×3行  

タブレット  

PC－ 8801  
TVカメラ デジタイザー  

図4．11一集団実験室のシステムハードウェア構成   

このように、本施設は専門家、′行政、住民等の集団による環境評価を支援するための施設であ  

るが、視聴覚機器とコンピューターの対話型運用により環境情報を最大に有効利用する施設とし  

て、研究目的だけでなく各種の会議にも使用されている。  

（2）利用試験研究   

昭和57年度には、一集団実験室の直接の利用と、会議実験に用いる各種のソフトウェア開発及  

び、会議実験の素材提供となるモデル開発やデータ解析を行った。本施設を利用した研究課題は  

表4．20の通りで、特別研究と総合解析部の経常研究課題である（写真1、2、3）。  

表4・20昭和57年度人間環境評価実験施設（ELMES）利用研究  

研   究   課   題   研   究   項   目   

〔特別研究〕  
・陸水域の富栄養化防止に関する総合研究  ・霞ヶ浦を対象とした湖内物質循環モデルの開発  
〔経常研究〕  
・噂墳指標の体系化に関する研究  ・環境指標ワrタンョツアにおける大気環境質の総合  

評価実験の実施  
・東京都の緑水準指標試算と結果のグラフィック表示  

・環境面よりみた国土利用適正化に関する研究  発  

・健康面からみた都市における生活環境条件に関する  
研究   水準の上ヒ較表示   
・環境監視システムの評価と最適化に関する研究   ・大気質の最適モニタリング・システム計画のための  

グラフィック表示手法の開発   
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写真1環境指標ワークシヲツプ  
（昭和57年11月）の模様  

写真2 大気質総合評価における  

重みの推定結果表示例  

写真3 歩行経路解析による地域分断状況表示   

（3）装置の維持・管理   

主に総合解析部の研究員が納入メーカーの協力を得て実験室内各種オーディオ・ビジュアル機  

器及びそのデータ入出力のためのミニコンピューターVAX－11の保守管理に当たった。   

（II）試料庫（SBS：SpecimenBankingSystem）   

（1）施設の概要   

試料室は、環境試料の長期保存と保存性に関する研究のために設置されたものであり、低温室、  

ディープフリーザー室、恒温室、試料準備室、記録室から成り立っている。低温室は、¶200Cの3  

低温重からなり、大量の試料の保存が可能である。ディープフリーザー室は、2基の超低温槽と  

3台の液体窒素ジャーを設置し、超低温の必要な少量の試料の保存が可能である。恒温室は＋50  

C、200Cの恒温の室からなり、凍結ではない保存法により保存する場合に適する。保存上の前処理  

は試料準備室において行う。記録室内には各室の温度の記録が表示され、また設置したマイクロ  

コンピューターにより保存試料の在庫管理を行っている。  
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（2）利用試験研究   

試料庫は、環境試料の長期保存法に関する研究（表4．21）及びパイロットバンキング（表4・22）  

に用いられている。  

表4．21昭和57年度試料庫利用試験研究  

利用部・室名   研   究   題   目   保存温度（DC）   

計測技術部  ・大気粉じん中の汚染物質の保存性に関する研究   20、－80、－110、196   
大気計測研究室  

計測技術部  ・水中の汚染物質の保存法に関する研究   －20   
水質計測研究室  

計測技術部   ・環境標準試料の作成と評価に関する研究   20、－80、－110、一196   
生体化学計測研究室  ・生体中の汚染物質の保存性に関する研究   

計測技術部  ・底質・土壌中の汚染物質の保存性に関する研究   －20、80、－110、－196   
底質土壌計測研究室  

水質土壌部  ・土壌試料の保存   －20   
土壌研究室  

表4，22昭和57年度保存試料  

試料の種類   試 料 名   試料数   

大 気 試 料  大気粉じん   約20   

水 質 試 料  湖 水   約100   

底 質 試 料   湖底質   約40   

生 物 試 料  植物、魚、鳥、貝   約300   

（3）施設の維持・管理  

計測技術部生体化学研究室の研究員が各種試料の良好な保存条件の維持・管理に当たった。  
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4．2 共 通 施 設  

4．2．1エネルギー供給施設  

今年度完成した微生物系統保存棟の移動によりエネルギーの供給は増加し、生物系の安定した  

供給要請と、理工系の間欠的な変動の大きい要請に応じるために、研究室との密接な連絡と、厳  

重な運転保守とにより、これに対処した。   

57年度末におけるエネルギーセンター施設の概要は次のとおりである。  

（1）規 模  

特高受変電施設1，212m2、共通施設棟（エネルギーセンター）RC－2造2，700m2、共通施設  

棟（ポンプ棟）RC1造400m2  

（2）主な設備   

1）受変電設備  

1次変電所（特高）1か所、2次変電所18か所  

2）変圧器概要  

春 立（kVA）  相   1次電圧（Ⅴ）   2次電圧（Ⅴ）  数  量  備  考   

10，000  3   66，000  （】，600   
1次変   

1，500  ノ／   6．600  210   1   2次変   

500  ／／   ／／  ／J   7  ／／   

300  ／／   ／／  ／／   12  ノ／   

250  ／／   〟  ノノ   1  〃   
200  ノ／   ノノ  ノノ   8  ノ／   

150  〟   ノ／  ノ／   8  ／J   

100  ノ／   ノ／  
／／   

6  ／／   

75  ／J   ／／  ／J   2  ノブ   
50  ／／   ／／  

〟   
200  1   〟  210．105   3   〃   
150  ノ／   〟  ノJ   

100  ／ノ   ノノ  
／／   19   

75  ノノ   ノ／  ／′J   

50  ナノ   ブタ  ／7   5   

30  ／／   ／／  

ノノ   3   

20  ／／   

／ノ  ノノ   
10  ／／   ／／  ／／   

2   〃   

3）非常用自家発電設備  
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4）熱源設備  

名  称   型  式   容  量  数  盈  貯  考   
ボイラー   炉簡煙管式   10．000kg／h   3   使用圧力5kg／cm2 白灯油   
貯油槽   円筒債置型  40 kl 2   地下タンク   
スチ」ムヘッダー  500¢×5．5m   
軟水装置  カナオン交換樹脂   
給水ポンプ  タービン型  3001／min  5吋×90mXllkW   
オイルイ共給ポンプ  ギア型   351／min   25≠×40mXl・5kW  
熱交換器   多管円筒型   77，500kca】／h   

ドレン回収装革  ろ過式   15m3／h   懸濁鉄0．3ppm以下  

5）冷熱源設備  

名  称   型  式   容  量   数 量   備  考   
冷凍機   ターボ式   400USRT   冷媒フロンー11   

200USRTX2   

〃   500USRTX2   

蒸気吸収式   1，000USRT   吸収剤 BrLi   

1次冷水ポンプ  渦巻型   4，0501／min   20吋×17mX18・5kW   
ノ／   10．0001／min   30吋×21mX55kW   

2次冷水ポンプ   4，由01／min   20叩×51mX75kW   
3，1401／min   15吋×50mX55kW   

〟   〟   ∂7日／mh   10D≠×45mX15kW   
冷温水ポンプ   タービン型   2．3501／min   15吋×58mX45kW   

冷去口水ポンプ  渦巻型   4，7001／min   15吋×53mX75kW   
16，3001／min   30吋×33mX132kW   
13，0001／min   30吋×33mXllOkW   

冷却塔   向流吸込式   400USRT   

1，800USRT   

〃   1．290USRT   

6）給水設備  

名  称   型  式   容  量   数 量   備  考   
上水倍   225m3   地下   

75m3   地下   
給水ポンプ  タービン型  ユ．5001／mfn   2   125声刈1m）こ18．5kW   

消火ポンプ   〝   7001ノmin   100dX55mX15kW（屋内用）   

7501／min  
1   10吋×66mX15kW（屋外用）   

原水槽  150m3   地下   
40m3   地下   

堅型圧力式  6001／min   ろ剤 砂   
井戸ポンプ   タービン塾（水中）  8001／min   100¢×60mX15kW   

ろ過ポンプ   渦巻型   6001／min   80≠×20mX5．5kW   

原水ポンプ   タービン型  4101／min   3   80¢×44m〉く7，5kW   

雑用水槽  150m3   2   地下   
モニター水槽  200m3   地下   
雑用水ポンプ  タービン型  3501／min   10吋×82mXllkW   

9001／min   125¢×32mXllkW   

渦巻型   1，4001／min   10吋×18mXllkW   

処理水ポンプ   3401／min   6対×65mX3．7kⅥr   
〟   タービン型   ユ00】／mh   ■ 2   4吋X33mX2．2kW   

圧力タンク  3m3   井水用1、雑用水用1   
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4．2．2 廃棄物処理施設  

廃棄物処理施設は、各処理施設と共に順調に稼動した。今年度における処理水の分析値は図  

4．12～図4．15に示すとおりである。   

57年度における廃棄物処理施設の概要は次のとおりである。  

（1）規 模   

Ⅰ期処理施設 約6，000m2、ⅠⅠ期処理施設 約3，000m2  

（2）主な処理設備   

1）一般実験廃水処理設備（処理能力500m3／日）  

有機廃水前処理装置、凝集沈殿装置、砂ろ過装置、活性炭ろ過装置  

2）特殊実験廃水処理設備（処理能力100n13／目）  

凝集沈殿装置、砂ろ過装置、活性炭ろ過装置、キレート樹脂吸着塔（水銀・重金属用）  

3）個別実験廃液処理設備  

酸化・還元・中和槽、液中燃焼装置、濃縮スラッジ貯槽  

4）再利用処理設備  

逆浸透式脱塩装置、蒸発式濃縮装置  

5）固体廃棄物処理設備（処理能力100kg／h）  

横型固定炉床式焼却炉、棚段式アルカリガス洗浄塔、再燃焼装置  

6）有害固体廃棄物処理施設  

固体炉床式焼却炉、サイクロン  

充てん式ガス洗浄塔（酸・アルカリ・水）、水銀キレート吸着塔  

7）気体処理設備（処理能力12000Nm3／h）  

傾斜板式湿式ガス吸収塔  

8）イオン交換樹脂再生装置（再生能力3001／日）  

（3）分析室備品  

原子吸光2台、ガスクロマトグラフ3台、高感度水銀分析計1台、遠心分離器1台、高  

速液体タロマトグラフ装置1台、ガスタロマトグラフ質量分析計1台、全有機炭素分析  

計（TOC）1台  

4．2．3 エ  作  室  

研究活動の活発化に伴い、ガラス工作室、金工室、材料工作室、木工室、溶接室、エレクトロ  

ニクス室の利用が増し、これ卑こ伴い各種機器を導入して工作室の充実を図り、研究部門の要請に  

対処している。   

57年度における工作室の概要は次のとおりである。  
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（1）ガラス工作室  

1）規 模 RC造110m2   

2）主な設備  

大型ガラス加工旋盤1台、  

工旋盤1台、切断機1台、  

ルソルザ1台、細線バッ   

ダイヤモンド平宿機1台、焼鈍用電気炉2台、小型ガラス加  

平搭機1台、歪検査器1台、ウォーターウェルタ㌧一1台、セ  

ト溶接横1台、手摺加工機1台  

（2）金工室   

1）規 模 RC造 50m2   

2）主な設備  

旋盤1台、立型フライス1台、割出盤1台、卓上ポール盤1台、グラインダー1台、強  

力油圧式パンチ1台、空気圧縮機1台、精密平面研削盤1台  

（3）材料工作室  

1）規 模 RC造 64m2   

2）主な設備  

シャーリング1台、コンターマシン1台、カットグラインダー1台、グラインダー1台、  

卓上ポール盤1台、折曲機1台、高速金切鋸盤1台  

（4）木工室  

1）規 模 RC造 61m2   

2）主な設備  

万能木工機1台、バンドソー1台、パネルソー1台、グラインダー1台、卓上ボール盤  

1台、空気圧精機1台、産業用集塵機1台  

（5）溶接室  

1）規 模 RC造 25m2   

2）主な設備  

電気溶接機1台、スポット溶接機1台  

（6）エレクトロニクス室  

1）規 模 RC造 30m2   

2）主な測定機器  

ストレージ・スコープ1台、スペクトラム・アナライザ1台、ロジック・アナライザ1  

台、ファンクション・ジェネレータユ台、オーディオ・アナライザ1台、ディジタル・  
LCRメータ1台、ディジタル・マルチメータ1台、周波数カウンタ1台  
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図4・13 昭和57年度 水質測定結果（No，2）  
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含物   

K－22  白石克明・大概 晃   FieldDesorptionMassSpectrometry におけるElectro   241－250  
Opti⊂aLlonDitectorによるイオンの同時検出法の検   

－173－   



国立公害研究所研究報告，第37号．（1982）  

番 号   発  表  者   題  目   ペー ジ   

K－23  原料幸彦・原沢英夫・西岡秀三  環境施策のシステム分析支援技術の開発に関する研究   150p．   

国立公害研究所研究報告，斧38号．（1982） Preparatjon，Ana】ysjsandCertificationof  

PONDSEDIMENT Certified Reference Material．  

番 号   発  表  者   題  目   ペー ジ   
K24  K．Okamoto   SedimentsinEnvironmentalAnalysis   1－12   

K－25  PreparationofrPondSediment  13－22  
Y．Iwata  
いTokyoUniv．）  

K－26   Analysisof 23【38  
M．Soma   SedimentbyX－rayPhotoelectronSpectroscopy   

K－27  AnalysISOfPondSedimentbyAtomicAbsorption   39－46  
Spectrometry  

K－28  47－67  
M．Nishikawa  AtomicEmis5ionSpectrometry  
C．W．McLeod  

K29  68－80  
M．Kawashima●   byInstrumentalNeutronActivationAna】ysiswiththeUse  
R．Matsushita’t  OfNeutronSpectrumMonitors  
M．Koyama‥  
（●ShigaUniv．，  

‥KyotoUniv．）  

K－30   TheCertificationofPondSediment   81－103  

国立公害研究所研究報告，第39号′（1983）環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究  

一昭和56年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   題  目   ペー ジ   

Ⅹ31  竹内延夫・内藤正明   研究の概要と音義   ユ13   

K－32  清水浩・飯倉孝和・笹野泰弘・  15－2（；   

竹内延夫   

K33  征野泰弘・竹内延夫   レーザーレーダー信号の高橋倭収集法   27－38   

K－34  笹野泰弘・清水 浩・竹内延夫  レーザーレーダー信号の積算平均によるS／N比改善   39－45   

K－35  北村新三■・平尾浩司●  大型レーザーレーダーによる広域観測画像の修復法   47「60   

（●神戸大）  

K－36  中根英昭・笹野泰弘・杉本伸夫・  大型レーザーレーダーによる広域エアロゾル分布の計測一商品  61－75  
松井一郎・清水 浩・竹内延夫  質画像データの収集のための軌定方法，データ処理法の検討   

K－37  宮本定明●・大井紘・内藤正明  77－92   
（●筑波大）   

K3呂  中赤外半導体レーザーを用いた汚染気体の高感度計測装置の基本  93－118  
中根英昭・竹内延夫  特性  

（一筑波大）  

K－39   リモートセンシング画像におけるピーク雑音の除去   119－128  
（■ヴァージニア工大）  

ー174一   



番 号   発  表  者   頃  日   ・ぺ － シ   

K，40  安岡善文・宮崎忠囲   遠隔計測による湖水域の水質分布計測回帰分析を用いた大気  129－143  
補正と水質推定  

K－41  大井 鉱・新藤純子・藤原正弘一  大気汚染測定系の総合評価のための基礎的研究一地上測定局網  145－167  

（暮大阪湾広域臨海環境整備セ）  の評価と構成   

国立公害研究所研究報告，第40号．（1983）大気汚染物質の単一及び複合汚染の生体に対する影  

響に関する実験的研究一昭和56年度特別研究報告．  

番 号   発  表  者   題  目   ペー ジ   

K－42  久保田憲太郎   研究の概要とその意義   112   

K‾4芦  

三浦卓  赤血球牒ホスファチジルユタノー／レアミンの脂肪酸組成の変動と  
赤血球popu】ation  

K－44   
三浦 卓   腰構成成分と赤血球populationの変動   

K－45  持立克身・三浦 卓・彼谷邦光・  赤血球の解糖系に及ぼす二酸化窒素の影響一赤血球の老化促進  29－45  

国本 学   と若い赤血球の増加   
K－46  彼谷邦光・三浦 卓   硝酸イオンによるラット赤血球膜ホスファチリ／レセリンの脂肪酸  47－58  

組成の選択的変化   

K－47  
彼谷邦光・持立克身・下條倍弘  

（●筑波大）  

K－48   
彼谷邦光・持立克身   オンの静江による影響   

K49  鈴木 明・属 博一・嵯峨井勝・  二酸化窒素を暴露したマウスの肺におけるガス交換の変化とその  7g一名7  

久保田憲太郎   回復過程   

K5（】  

嵯峨井勝  る研究  
（●東邦大）  

K－51   113120  

（■東邦大）   ArylhyrocarbonHydroxylase活性の相関について   

K－52  ユ21¶ユ30  

大住拓芙  
（●日本女大）  

K－53   

彼谷邦光   ムの効果  

K54  
清水不二雄・村上正孝  

（■悪意医大）  

K－55   オゾン急性暴露のラット肺及び血液中のSH化合物に及ぼす影響   

K56  157－161  

村上正孝  
（●慈恵医大）  

K－57   

K－58  

木村英雄・高橋 弘   犀チャンバーの現場制御  
K－59   

伊藤勇三   試動物の飼育経過   

一175－   



番 号   発  表  者   題  目   ペ ー ジ   
K60  二酸化窒素良斯暴露のラットに及ぼす影響－【病理形態学的所見  

故河合活之●・山田靖子＝・  
久保田寿太郎●  

（一産業医学総合研，＝国立予防衛  
生研）  

K－61   
につし－て   

K－62  鈴木 明・局 博一・曜依井勝  二較化窒素長期暴露のラットに及ぼす影響低酸素血症につい  229235  
て   

K－63  隠俄井勝・市瀬孝道・小林隆弘  二酸化窒素長期暴露のラットに及ぼす影響一呼吸中エタン産生  237244  
による脂質過酸化   

K64  局 博一   大気汚染物質の吸入が神経系機能に及ぼす影響に関する考察  245－254   

K65  市瀬草道・嵯峨井勝   二酸化窒素の急性，亜急性及び慢性暴露による脂質過酸化と抗酸  255277  
化性防御機構の変化について   

K－66  三浦 卓   二較化窒素暴露による生体膜系の損傷とその修復について   279－297   

K－67  嵯峨井勝   大気汚染物質暴露による細姫の嫌気的代謝こう進に関する考察  299317   

K－68  河田明治   二酸化窒素又はオゾン暴露のラット肺及び血液中のSH化合物に  319326  
及ぼす影響   

国立公舎研究所研究報告，第41号，（1983）  

番 号   発  表  者   題  目   ページ   

K69  廣暗唱太   土壌環境の計測と評価に関する統計学的研究一【偏に量金隠につ  157p．  
いて   

国立公書研究所研究報告，第42号，（1983）  

番 号   発  表  者   榎  田   ペー ジ   

K－70  大坪国順   底泥の物性及び流送特性に関する実験的研究   177p．   

国立公害研究所研究報告．第43号．（1983） StudiesonChironomidMidgesoftheTama  

River．  

番 号   発  表  者   題  目   ノヾ－ シ   

K－71  AnobservationonthedistributionofChironominaealong  1－づ7  
themainstreaminJune．withdescriptionof15newspecies  

K－72  69－99  
themainstreamintheJunesurvey  

K－73   101－122  
（■TeikyoUIliv．）  

ー176【   



国立公舎研究所研究報告，努44号′（1983）スモッグチャンバーによる炭化水素望素酸化物系  

光化学反応の研究一環境大気中における光化学二次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究  

2）一昭和54年度特別研究中間報告．  

番号  発 表 者   題  目   ペー・ジ   

K－74 大喜多敏一   研究の意義と成果   13   

K－75若松伸司・鈴木陸・鵜野伊津志・  5－29  
小川靖・島野昌治●・奥田典夫  

（●日科技研）  

K－76菊池立●  関東地方の局地風系と高浪慶大気汚染の関係についての研究  31－55   
（■千葉県公篭研）   

K－77鵜野伊津志・若松伸司・鈴木睦・   57－81  
小川靖  

K－78泉克幸・村野健太郎   関東地方上空の浮遊粒子状物質の高度分布と水平分布一光化学  8397  
スモッグ発生日   

K－791栗田秀甘●・若松伸司・小川靖・  g9－113  
五井邦宏＝・奥田典夫  
（■長野県衛生公害研，＝埼玉県公  

害セ）  

K－80五井邦宏■  大気環境の広域立体観測方法  117122   
（●埼玉県公害セ）   

K81古塩英世●   航空機を用いたCH4，NMHCの観測手法の検討   123--130 
（◆川崎市公害研）  

K－82盲塩英世一   航空機を用いた炭化水素観測における分析精度の問題   131141  
い川崎市公害研）  

K－g3尾野信也●  航空機による炭化水素成分の移動調査一手法の検討と分析結果  143－155   
（■埼玉県公嘗セ）  

K－84古塩英世●  非メタン自動計測器と組成分析結果の比較   157－161   
い川崎市公害研）  

国立公害研究所研究報告，第45号′（1983）  

番 号   発  表  者   題  目   ペ ー シ   

K－85  藤井薗博   有機廃棄物，合成有機化合物，重金属等の土壌生態系に及ぼす影  113p 
響と浄化に関する研究昭和53／55年産 特別研究総合報告   

一177－   



国立公害研究所調査報告，第22号．（1982）第4回富栄養化シンポジウム一食物連鎖・物質収  
支一昭和57年3月25，26日 特別研究「陸水域の富栄養化に関する総合研究」  

番 号   発  表  者   題  目   ページ   

K86  福島武彦   霞ヶ浦における栄養塩の循環   3－20   

K－87  柏崎守弘   霞ヶ浦高浜入における窒素およびリンの循環   21－34   

K88  沖野外輝夫一   諏訪湖における炭素・窒素およびリンの収支と湖内での循環の現  3542  
い信州大）   状   

K－89  高橋正征■  書架衰化に伴う生態系生産と生態効率   43－50   
（●筑波大）  

K90  底泥からの栄養塩類の回帰一霞ヶ酒高浜入におけるリンの物理  59個7  
化学的溶出について  

K－91   底質中のリン存在形態と1」ンの溶出   6876  
（●東京大）  

K－92  中島光敏◆  底泥界面における栄養塩の移動   77－90   
（暮九州大）  

K－93  立川賢一－  湖沼における魚類の生産とその意義   97127   
（◆東京大）  

K－94  ′ト沼洋司◆  魚を中心とする物質移動   128－133   
（◆茨城県内水試）  

K－95  （州別嘲ぬわ痛叩椚肋）の食性と，その習ヶ浦における生態学  139－147  
的地位  

K－96   148－156        霞ヶ浦におけるイサザアミ（∧セ∂′叩5由】－れfβ〃鶴edfβ）の鉛直・水平  

（－筑波大）   分布と生物真の季節変化   

K97  雷ヶ涌の底生動物の生産と物質移行一特に底生魚頼．甲殻附こ  157－168  
よる捕食について  

K－－98  175－181  
御機構  

K－99  
大槻 晃   を支配する要因について  

K100   197－208  
（■京都大）   のクロロフィル〟旦および日生産長の季節変動   

国立公害研究所研究資料．第23号′（1983）  

国立公害研究所研究貿料，第24号一（1983）赤潮シンポジウムーダム湖の富栄養化と赤潮発生  

に関して一昭和57年2月15．16日一特別研究「海域における富栄養化と赤潮発生機構に関す  

る基礎的研究」及び経常研究「淡水赤潮の発生予測及びばっ気によるその防止に関する研究」シ  
ンポジウム報告．  

番 号   発  表  者   題  目   ページ   
K102  合田 腱   ダム貯水池の水環境に関する諸問題   1－8   

K－103  同市友利◆   相模湖に発生したfb克伽壷冊＝如わ扇血肋＝ よる淡水赤潮の毒性  9－14  
（●香川大）   について   

－178－   



番‡‡   発  表  者            題        lてl   ペーー ノ   
K－104  細 事彦●  永瀬ダム湖における月汀材】■最椚れによる赤潮現象   15－28  

（●高知大）   

K105  角rfdざ〃∫～〃｝～坤β5 f・鋸朗止血Ⅷ（Lemm．）Ler．による淡水赤  29－48  
石井玉東◆・坪田智子◆  潮の発生機構に対する考察  

（◆奈良女大）  

K－106   49－60  

（●信州大）  て   

K1〔汀  海老瀬清一  上水用貯水池における水質の季節変化と富宋糞化   6トー79   

K108  電力用ダム貯水池における富栄養化現象と予測   81－109  
安芸間一暮  

（●電力中央研）  

KllO9   111－121  
成培地の確立   

K－110  渡辺正孝  ダム湖の環境特性と月別旭■）】は椚赤潮   1231131   

K111  須藤隆一  ダム湖及び湖沼における富栄養化の評価と防止対策   133－143   

K－112  大橋敬夫・  相模湖・津久井湖の高架雲化の現状と対策につt）て   145－152  
（●神奈川県環境那）   

K113  琵琶湖における淡水赤潮の発生状況と湖水の栄賀状態について  153－163  
矢木修身・須藤隆一  
い滋賀県立衛生環境セ）  

K114   湖沼富栄養化対顔としての空気揚水簡について  165－171  
（◆日本水道コンサルタント）   

その他の刊行物  

番 号   発  表  者   題  目   ペー ジ   

K115  国立公害研究所   ネットワーク利用による化合物情報等の利用高度化に関する研究  49p．  
ー化合物環境データベースシステムの開発に関する研究1）   

K116  国立公害研究所現場情報部   国立公害研究所逐次刊行物リスト（1982年）   114p，   

国立公害研究所環境情報部資料，第1号（1983）第5回 大気環境データ処理システム研究会報告番  

一昭和57年2月15，16日  

奥野忠一   

若松伸司   

芳蟹敏郎   

新藤純子   

廣崎昭太  

環境データの統計的特徴   

光化芋大気汚染現象の時間・空間スケールについて   

大気環境データのコンピューターによる対話型解析法   

大気データのクラスター分析   

大気環境の計測における誤差の評価一二酸化硫黄・窒素酸化物  
につし1て  

K－117   

K－118   

K－119   

K120   

K－121  

1--13 

15－2g   

31－46   

47－60   

61－80   

国立公害研究所環境情報部資料，第2号，（1983）  

国立公害研究所環境情報部  lN下OTERRA国内情報源台帳し第5版補冊）  

－179－  



5．2 国立公害研究所研究発表会   

発表年月 昭和57年6月9，10日 会場 国立公害研究所  

番 号   発  表  者   題  目   予稿集貢   
k－1  安藤 満   農薬中毒の指標の検討一血清コリンエステラーゼ活性の個人差  1－11  

の解析   

k－2  村上正孝   環境中の鉛とその生体影響評価について   13－21   

k3  太田庸起子   環境中のじん嘆と肺一大気浮遊扮じんおよぴタバコとの関連に  Z3－38  
ついて   

k－4  三浦 卓   NO2と生体膜一一NO＝暴常によって生体内の膜系が受ける損傷と  3951  
その修復について   

k－5  斎藤 寛   カドミウム環境汚染の健康影響   53－60   

k－6  竹下俊二   流体中の物体表面から放出される汚染物質の移流および拡散機構  6171  
について   

k－7  植田洋匡   臨海地域の気象と大気汚染のシミュレーション   73一増0   

k－8  福山 力   プロピレンーNO∫－SOユー乾燥空気系でのエアロゾル生成   91－105   

k－9  内藤正明   環境評価指憤の確立に関する総合研究   ユ07－127   

k10  安部書也   環境汚染の長期モニタリング手法の研究一環境試料バンクおよ  129－143  
ぴバックグラウンドモニタリングについて   

k－ユユ  相馬光之・漸山香彦   表面分析法の環境試料への応用   145－154   

k12  相賀一郎   画像計測による植物の大気汚染ガス吸収とその影響の評価   155－168   

k－13  古川昭雄   種々の大気汚染質による高等植物の光合成阻害   169－176   

k14  村岡浩爾   霞ヶ浦の物質収支と動態モデル解析の方向   177197   

k－15  宮崎忠国   環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発一水域の水質計測   199－217   

k－16  畠山成久   水界生態食物連鎖モデルによる重金属の影響解析   219--233 

k－17  渡辺正孝   海域における富栄養化と赤潮発生機構に関する基礎的研究   235－248  
〃βJeγβ－5なJ加β鳥おゐ血ロの増殖および集積特性について   

k18  須藤隆一   合成洗剤と水質汚濁   249261   

ー1帥－   



5．3 誌 上 発 表  

A．環境情報部  

番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   刊年   

A¶1  勲赤外データによる土壌含水比の  95－10g  
定量的推定に関する予察的研究  

報告集国土関係  
（日本造船振興財乳  

日本国土海洋総合学術  
診断委員会．155p．）  

A－2  霞ヶ浦におけるLANDSAT3号の  55  707－714  
MSSデータより推定した透明度の  
分布  

A－3   熱赤外データによる土壌水分の計  
測手法に関する実験的研究   ンシンプ  

A－4  Slml，］1taneousrevisionsof  Proc．Int．Symp・  169－176  
scheduleofbatchurlitswitha  
cDntinuDuS process permitting 
avarylngnOWrate  

A－5  643－649  
新藤純子  ライン法による推定法  
（●大阪湾広域臨海環  

堵整備セ）  

A－6  788－794  
新藤純子  システムの検討」  
（●大阪湾広域臨海現  

境整備セ）  

A－7  An efficient algorithm for ControISci．Tech．  3867－鎚72  

l．Kawai●．   OptimalsynthesisDfawater  Prog．Soc，Proc・8th  
l，九′Iuchj‥  reuSe system Trienn．1Vor】d  

（－FujitsuLtd・，  Congr．IFAC，Kyoto  
‥Nagu〉7aUniv・）  Jpn・，August2428．  

19呂1．Pergamon  
Press  

A－8  12（3）  

竺文彦＝・大井紘・  自然科学  
中杉修身◆■■▼  系列  
西岡秀三＝■  No．12  
い京都産九  

＝福井工大，  

＝暮総合解析部）  

Ag  Chem．Lett。  521－524  
Y．Yasuhara■，  fortheidentificationofmass  
H，Ito－，  SpeCtra  
1、▲Mjzoguchi暮  
いChem．Phys．  

Div．）  

A－1（）   天気  29   55［■－557   

ートアイランドの検出  

A－11  土屋巌   大気CO三浪度の年増加率について  環境情報科学   11（3）  75－81  1982   

A12  土屋巌・白井邦彦  西ドイツの環境情報システム  かんきょう   7（4）  94－96  1982   

A－13  土屋巌   国立公害研究所における文献情報  25（2）  137－146  1982   
のオンライン検索tこついて   

181－   



番 号   発 表 者   是巨  冒   掲 載 誌   巻（号）  ページ  刊年   

A－14  秋田県大潟村における地域エネル  106－109  
ギー調査事業所調査について一  

「生物生産システムの  
エネルギー分析」昭和  
56年産額告吾132p・）  

A－15  秋田県大潟村における地域エネル   81101，   
ギー調査報告一事業所エネルギー  149－166  
使用立の解析－  る地域エネルギー調査  

報告（奥野忠一編，エ  
ネルギー特別研究，生  
物生産システムのエネ  
ルギ一分析班農村地域  
エネルギー研究会，  
184p．）  

A【16  環境公害マイクロシソーラスの試   1982  
江里口恭子●  作  究集会発表論文集，（日  

（■日本科学技術情報  本科字技術情報セン  
セ）  ター，298p．）  

A－17   環境の情報源情報  環境情報科学   11（2）  

A18  重回帰分析によるヤノネカイガラ  日本応用動物昆虫学会  25（1）  
廣崎昭太・  ムシ雌成虫寄生数の予察（第2報）  
塩見正衡＝  

（■果樹試，＝草地試）  

A－19   環境情報のデータベース   環境情報科学   11（2）   

A－20  A preliminarr simulation Bull．Nat】．   （22）  2743  
S．Takahashi●，  modelofgrazingpasture  Grassl．Res．Inst．  
T・Akiyama■．  ecosystem  
S．Hirosaki．  
T．Okubo‥  
（－NatLGrass】．  
Res．Inst．．  

■■Nago）・aU山Ⅴ．）  

A21  113137  

松本幸雄  ム設計に関する考察  金環墳科学特別研究研  
い徳島大）  究報告8，B165－R－  

53－2  

A－22  2（1）  

岸野元彰●・  グ学会誌  
宮崎忠囲  

い理化研）  

A－23  閉鎖性水域の水質調査法  昭和56年産科孝枝術  68－72  

安岡睾文・  振興費「リモートセン  
宇都宮陽二朗・  シンプ技術の利用実証  
奥野忠一  に関する研究」一研究  

成果集  
A－24  

の水質分布計測回帰分析を用い  
た大気補正と水質推定  

A－25   環境評価のための画像情報処理  11（2）  

A－26  Y．Yasuoka．   Peaknoiseremovalbyafacet  PatterIl   16（1）  23－29  1983  
R．M」弛ralick●  mDdel   Recognition   

（■＼7iTginia  

Polytechniclnst・  
andStateUniv．）  

ー182－   



B．総合解析部  

番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   刊年   
B1  緑地環境水準の評価指標の算定方  481－486  

法に関する研究  会学術研究発表会論文  
集  

B－2   17（3）   21－28  

心理的影響の測定  

B－3  晋木陽二  筑波の景観として森を造ろう   102  1983   

B－4  住民が望む緑の保全手法  筑波研究学園都市にお  41－42  
ける緑地空間の管理保  
全に係る調査報告章  
（住宅都市整備公団研  

究学園都市開発局．日  
本開発構想研究所．  
112p．）  

B－5  5  1Sl－191  

高松武一郎◆  ルについて  
い京都大〉  

B6   12  53－68   

収の実態とその経済分析  

B7  9  199－212  
causedproductionlosses：a  
CaSeOfaqua⊂uLturein）ake  
Kasumiga11Ta  

B8   産業廃棄物行政と品質管理の考え  35（126）  

方  

B9  後藤典弘   「国立廃棄物研究所」設立の必要  7（73）  70   1981   

性′   

B－10  後藤典弘   「国立廃棄物研究所」（仮称）の構  7（74）  46   1981   

想   

Brll  後藤典弘   自治体の資源化実施可能性   月刊廃棄物   7（75）  48   1981   

B－12  後藤典弘   減量化の意義   月刊廃棄物   7（76）  48   1981   

B－13  後藤典弘   囁墳美化への諸方策   月刊廃棄物   7（77）  58   1981   

B－14  後藤典弘   ごみ箱を設置しないように   月刊廃棄物   7（78）  46   1981   

B－15  後藤典弘   きれいなまちづくり   月刊廃棄物   7（79）  44   1981   

B－16  後藤典弘   罰則の適用を   月刊廃棄物   7（80）  42   1981   

B17  後藤典弘   兵庫県環境美化運動推進要綱と時  7（81〉  40   1981   

限条例   

B18  環境影響評価の実施とコミュこ  11－4  
ケーション環墳問題トピッタス  
シリーズ（17）－  

B－19   地球規模の環境問題の視座   環境情報科学  11－3   

B－20  後藤典弘   都市ごみ資源化への課題   都市間題研究   封（7）  73－90  1982   

B－21  後藤典弘   あき缶間魔の本質とその解決  缶詰時報   61（3）  65づ9  1982   

B22  後藤典弘   環境科学研究と教育についての意  86－90  1982   

見   栄，環境科学研究と教  
育（3）（橋本道夫編，  
文部省「環境科芋」持  
別研究，環境科芋研究  
と教育検討王圧）  

－183－   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巷（号）  ページ  刊年   

B－23  後藤典弘   廃棄物資源化技術の現状と課題  環境公害新聞   57．11．17  1982   
（714）   

B24  後藤典弘   廃棄物処理問題の国際的動向  産業公害   18（12）  5¶14  1982   

B－25  後藤典弘・島津康男●  （20）  6－15  
（◆名古屋大）   い直す   

B－26  1982  

椎名博敏●・  研究  委託研究報告杏（3／  

宮之原隆＝・  3分冊）一環墳影響  

丸山克善◆＝・  ⅥrG－（後藤典弘編，㈲  

新井庸市†・  日本産業技術振興協  
新谷定則††・  会．107p．）  
鳥巣正浩↑†↑・  
藤田博†…・  

（●東京都，＝横浜  

市，＝■東京都環境整備  
公社，†パブコツタ日  
立，††日立製作所こ†††  

荏原製作所，††↑†日立  

プラント建設）  

B27   エネルギー回収欧州事情  月刊廃棄物   色（83〉   8889   

B－28  後藤典弘   エネルギー回収米国事情   月刊廃棄物   8（84）  7879  19B2   

B－29  後藤典弘   使用済乾電池の逆流通回収を  月刊廃棄物   8（85）  106107  1982   

B30  後藤典弘   イン・プラント資源化のすすめ  月刊廃棄物   8（86）  86－87  1982   

8－31  後藤典弘   よいリサイクルとわるtユリサイク  8（87）  98－99  1982   
ル   

B－32  後藤典弘   第3回IRC会議の印象   月刊廃棄物   8（88）  10（〕－101  1982   

8－33  後藤典弘   空き缶論議の落し穴   月刊廃棄物   8（89）  124－125  1982   

B34  後藤典弘   空き缶論議の落し穴（2）   月刊廃棄物   8（90）  100101  1982   

B－35  後藤典弘   プラスチック分別の問題点   月刊廃棄物   8（91）  84－85  1982   

B－36  後藤典弘   「日米廃棄物会議」の印象   月刊廃棄物   8（92）  82－83  1982   

B37  後藤典弘   プラスチックごみの処理   月刊廃棄物   8（93）  4243  1982   

B－38  後藤典弘   ごみのリサイクリング   かんきょう   （39）  13－19  1983   

B39  後藤典弘   プラスチックごみの処理（2）  月刊廃棄物   9（94）  132－133  1983   

B－40  後藤典弘   プラスチックごみの処理（3〉  月刊廃棄物   9（g5）  6465  1983   

B－」1  後藤典弘   ■ごみの減良化   月刊廃棄物   9（96）  114－115  1983   

B42  後藤典弘   環境分野における情報源情報整備  12（1）  84一呂6  1983   
の必要性と重要性   

B43  後藤典弘   廃棄物処理の現状と課題   自治研究埼玉   （3）  1－10  1983   

B－44  環境一個別技術から総合マネジメ  7887  
ントヘ  の未来技術引）0．83年版  

（週刊ダイヤモンド別  
冊，ダイヤモンド社．  
21紬．）  

B－45   238－252   

（●大気環境部）  

B－46  内藤正明   最適化理論   下水道協会誌   19（222）  114   1982   

B47  内藤正明   環境指標の体系的整備   公害と対薫   18   953－962  1982   

－1郎トー   



番 号   発 表 者   題  目   裏 ＝勇 ．   巷（号）  ページ   刊年   

B－48  内藤正明   環境アセスメント   保健の科芋   25（1）  50－55  1983   

B49  内藤正明   広域的な環境の計測   計測と制御   22（1）  3641  1983   

B－50  内藤正明   環境指標に関する概念整理   環境管理   （7）  Z－17  1983   

B51  車両収集システム適正化調査  3－7．  

テム適正化調査（田中  10－13，  

勝，厚生省環境衛生局  93－101  
水道環境部，151p・）  

B－52  化学物質の現場内挙動予測モデル  118  
の考え方  手法開発調査昭和56年  

産報告昏（不破敬一郎，  
日本環境協会．268p．）  

B－53  35  401－415  

松藤康司＝  7．23長崎大水害のケースー  
（●国立公衆衛生院．  

＝福岡大）  

B54  研究評価の制度化  研究評価のあり方に関  170182  
する調査研究（渡辺茂  
編，旭リサーチセン  
ター，270p■）  

B－55  森林エネルギー利用の環境面から  97－102  
の評価と限界  金工ネルギー特別研究  

「エネルギー源及び利  
用システムの総合評  
価」昭和57年度研究成  
果報告竃  

B－56   居住環境保全に向けての生活者行  12（1〉  

動分析  
道路周辺環境の総合評価手法に関  81－98  
する一研究一筑波研究学園都市に  
おける事例研究  

生署）  

B－58   環境アセスメント研究の新しい展  （216）   4246   
開一価l直の問題への接近－   

B－59  原料幸彦   環境紛争解決のための調停  地域開発   （217）  29－35  1982   
－EnviroTlmenta）Mediation－  

B60  FrompTeVentiontocreationin  
the Japanese environment Massachusetts，lnst．  

Technol．  

B61  計画案検討のための住民参加会議  （9）  

方式の改善に関する実験的研究  
一電子式投票器（グループアナラ  
イザー）利用会議の効果測定一  

B62  環境アセスメントに関する最近の  11（1）  

研究動向について一計画アセスメ  
ントを中心にして  

B－63   地方自治体における環境影響評価  11（2）   

制度の比較分析  
B－64  森田恒幸  環境影響評価手続が開発行為者に  （8）  108114  198Z   

及ぼす各種効果の分析一川崎市に  
おけるケース・スタディー  

【185－   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 ま   巷（号）  ページ   刊年   
B→65  環境管理計画をとりまく背景と期  22－28  

待  デルの熊走に関する調  
査研究，弟1分冊（昭  
知56年度環境庁委託調  
査研究報告告）  

B」66  宅地開発過程における環境影響評  
価制度の政策効果一当事者奉加実  
験による分析－  集  

B－67  環境影響評価制摩の政策効果に関  308－321  
する実証研究  金環埴科学特別研究  

（1）環境評価と意思  
決定手法に関する研  
究，研究報告B－123  

B－68   環境影響評価制度が環境行政に及  ＝り  

ぽす各種効果の実態分析   

C．計測技術部  

5im山亡ane〔〉USde亡e川1jnation〔〉f  
trace metalsin sea water  

using dithiocarbamate 

precon亡entration and hducHve】ycDl】p】e（】pja5m∂  

emissionspectrometr）■  

SeasonalchangesofLthetota］  
phosphorusstandingcroplna  
highl〉7eUtrOphic】al【e：the  
importanceofinternalloading  
for shallowlakerestoration   

逆浸透法による湖水中の溶存有機  
物賢の濃縮法  

アルカリ性ペルオキシニ硫酸カリ  
ウム分解を用いる環境水中の全窒  
素測定法における硝酸イオンの紫  
外吸光光度定立法の応用   

Simultaneous measurements  
and determination oi stablr 
earbon andnitrogenisotope  
ratio．andorganiccarbonand  
l山rogencon【entSin biologi亡aI  
SamplesbY亡Oup】1ngOraSmall  
quadrupolemassspectrometer  
and modifiedcarbon－nitrogen  
e】ementa】∂na】），Zer  

環境標準試料－リョウブ，池底質  
試料について一   

環墳1紺定における標準試料  

環境標準試料NIES No・3「クロ  
レラ」について   

スエーデン湖沼の酸化ヒアネボブ  
の会議  

C．1V．Mc】eく）d－．  

A．Otsuki，  
K．Okamoto．  
H．Haraguchi暮．  
K．Fuwa  
（◆Tokyo Univ．）   

A．Otsuki，  
S．Kasuga●．  
T．KaⅥ，ai  
（●Environ，Biol．  

Diヽ・．）   

嬉野文雄－・大槻晃・  
高橋正征●・白石冤明  

ぐ笥二披大）   

大槻晃  

Verh．lnt．Verein－  
Limnol．  

834－639  1≠l  

陸水草薙誌  

分析化学  

Int．J．Mbss  
Spectrom・lon  
Ph〉，S．  

T．Fujii  
（■Nichiden Anelva  A．Otsuki．Y．Ino◆．    C（））  

岡本研作  

岡本研作   

岡本研作  

佐竹研一  

（5）  

9（3）   

（42）  

43く2）   

ぷんせき  

環境と測定技術   

環境研究  

陸水学維誌  

319－321  

14－21   

114－－122  

141－143   

1982  

1982   

1983  

1982   

C－6  

C－7   

C－8  

C－g  
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番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巷（号）  ページ  刊年   

C－1（I  Carbondioxideassimilation  in press 1983  
S．Shimur  fromairandwaterby  

dl】Ckweed5〆叩dg払如レγγざ之〃  
（L）SchIeid  

C－11  Asrnallhandycorerfor  陸水芋雑誌  44  142144  
SampllngOf】akesurface  
sediment  

C－12   2226－2235  

（●東京大）  

C－13  Identificationartd   Bu】1．Chem．Soc．  55  1410－1415  

A．Otsuki，K．Fuwa  Jpn．  
（oxyethylene）a】ky】ether  

nonionicsurfacIantsinriver  
WaterattraCelevelsbytie】d  
desorptionmassspectTOmetry  

C－14  Atemperature－dependent  Bull．Chem．Soc．  1340－1343  
A．Otsuki．K．Fuwa  Jpn．  

molecularionsinfie】d  
desorptionmassspectrometry  

C－15  Reactivityofmolybdenum  J．E】ectron．  24  283－287  
M．Soma．   disulfidesurfacesstudiedby  Spectrosc．  
T．Onishi■■  XPS  Relat．PhenDm，  
K．Tamaru‥  
（●Na（1．Chem．Lab．  

Ind．．‥Tokyo  
Univ．）  

C－16  HighLreSOlutionAuger  J．Chem．Soc．．  78  1451－1455  
S．Naito●，  electronspectraofadsorbed  
M．Soma．  NO．NH3andN20nSulphur－  
T．Onishi●．  segregatedandoxidized  
K．Tamaru●  vanadium surfaces 
（暮TokyoUniv．）  

C－17  Studyofthephotocatalytic  86  罪57－3661  

S．Naito■．  decompositionofwatervapor  
T．Onishi●．  overaNiOSrTiO3Catalyst  
K．Tamaru●、  
M．Soma  
（●TokyoUniv，）  

C－18  Mechanismofthecatalytic   78  845－854  
S．Naito●．M．SuⅢa，  FaradayTrallS・1  

T．Onishi■．  COppe†  

K．Tamaru●  
（●TokyoUniv．）  

C－19  1nfraredstudyofethylene  J．Catal．  75  267－274  
hydrogenationonalumina－  
SuppOrtedplatinumatlow  
temperature  

C20  475－478  
Ⅰ．Harada－  offormationof  
（義TohokuUniv．）  

CuLarLdRu－mOntmOrillonite  

C－21   MobilitiesofnegativehaIogerl  75  50675069   
G．G．Meisels●，  ionslnVar】OuSgaSeS  
（●NebraskaUniv．）   

－187－   



番 号   発 表 者   垣  目  掲載誌  巻（号）    ページ 刊年   
C－22  新しい四重極質丘分析法による環  

境分析  オメディカルタロマト  
グラフィー第一集，原  
昭二，中島曙舶・広部  
雄暗編，南江堂）  

C－23  Spectrographicobservationof  
N．Furuta  thespatialemissionstruCtUre  
（●AibertaUniv．）  

plasma  

C－24  Acriticalreviewsof  分光研究  31  289－305  
H・Haraguchi●，  spectroehemicalmethodsfor  
M．M（Ir厄．  Cわemica】specja【ior川Slng  
J．C．VanLoo11＝  
（●TokyoUniv・，  
．．Torontuniv．）  

C－25  Atomicemis＄ionspectrometric  205－212  
T・Mizoguchi  analysisofa行borne  
（●OsakaEnviron．  

Poll．Control  nebulizationofsuspensions  
Center）  intothei【l（】uctively－C（）upled  

plasma  

C－26   環境化学物質に関するデータベー  25   935938   
スシステムの開発   

C－27  森田昌敏   窒素ガスを用いたICP分光分析  
法   コピーー   

C－28  血清試料の保存法に関する研究  85一朗  

（その2）  境科学」研究報告集  
B146R－12－17  

C－29  Characterizationofmeta】sin  6  s－28  1983  
biologfcaisamplesbyHf－LC  
ICP  

C－30  Deterrninatior10fnaphtho   Environ．Sci．  805－808  
M．Morita，K．Fuwa  〔2．1，8qra〕naphthaceneiJl  

SOOtS   

C－31  46  17611766  
K．Fuwa  COmpOundsinrottenbluer  

greerIalgae  

C－32   悪臭と環境   保健の科学   24   639643   

C－33  DeterminatioIIOfEattyacidsin  240  369－376  
K．Fuwa  airborneparticu）atematter．  

dustandsootbymass  
Chromatography  

C－34  Variationin亡OrlCentrationof  1381－1383  
K．Fuwa．M．JLmbu●  
（義Natl．Tnst．Anim．  

Ind．）  

C－35  Formation of lnitro Chem．Lett．  1983  
K．Fuwa  hydrox）・pyrenefrom  

lnitropyrenebyphotolysis  

C－36   ユ6  30－dユ   

の大気化学的意義   

－188－   



D．大気環境部  

番 号   発 表 者   題  目   掲 載 諾   巷（号）  ページ   刊年   

D－1  Corre］ationoftheozone   Environ．Sci．   17  94－99  

F．Sakamaki  fDTmatio†lTateSWithhydr〔〉Xyl  
rad；cal亡OnCen【rationsin【he  
propyleneLnitrogenoxide‾  
dryairsystem＝effective  
ozoneformationrateconstant  

D－－2  Buoyancyeffectsonthe   1D7  561－578  
S．Mitsumoto，  turbu）enttransportprocesses  
S．KomDri  intheloweratmosphere  

D－－3  TurbulenttransportiTlthe   3（〉73別）  

H．Ueda．   mixedconvec（ionovera   Turbulence行IHeat  
S．Mi亡SumO【仇  heatedhorizontalplane  andMassTransfer  
S．KomoTi，  （Z、P、ZaricEd、，  

K．Fukui＝  liemispherePub．  

いKyotoUniv‥  Co．）  

‥HimejiInst．  
Technol．）  

D－4  2  4－7  
流現象の解明と制御」  
研究成果報告書  

D－5  15（3）  

M．Nakajima●．  phenomenaincombinedfree  
H．Ueda，  andforcedconvectionbetween  

T．Mi乙uShina‥．  
（●Himejilnst．  

Technol．．  
＝KyotoUniv．）  

D－6  26（1）  

M．Nakajima●，  itseffectsonthetransport  
H．Ueda  processesincombinedfreeand  
（暮Himejilnst．  forced laminar convection 

TecllnOl．）  between horironlal and 
in⊂】inedparallelp】ales  

D－7  2Z  312－321  
ontheflowfieldinthecoastal  
region－Alinearmodel  

D－8  Numeri⊂alcalculationofthree   4  401－406  

T．Shi】〕ata●．  dimen5ionalmodeloflandand  
H．Sayama●．H．Ueda  

（●OkayamaUniv．）  

Dr・9  17（1）  

T．Shミbata■．  inthepresen（eOflandandsea  
H．Sayama●．H．Ueda  

（●OkayamaUniv・）  

D－10  16  1419r1433  
P・G・Diosey，  幻ows  
K．Uehara◆．H，Ueda  

（●Eng．Div．）  

D¶・11  15  BO7821  
P．G．Diosey，  effectsofthermalstratification  
K．Ueharat．H．Ueda  

（●Eng・Div．）  

D－12   10る  6掛〕－687   

Y．Ogawa．  JapanandtheU．S．   ASCE   
M．Okuda．  
K．Murano  

（●111jnois．Univ．）  

－189   



番 号  発 表 者  短  日   掲載 誌  巷（号）   ページ刊年   

D－13  AfieldinvestigatiollO一拍e  207－222ユ982  
S．Oikawa●  flowanddiffusionarounda  
（●ShimizuConstr．  

Co．）  

D－14  Observationoftheturbulent   123131 1982 
T．Ohara■  structureintheplanetary  hteteo†Ol．  

（●〃okkaidoUnⅣ．）  
mounted ultrasonic 
aTlemOmeterSyStem  

D－15  
近藤次郎●  中の温度成層シミュレーション  

い所長）  

D－16  117－1221982  
松尾周一●・  造と輸送機構（Ⅰり  流現象の解明と制御」  
山本¶夫事  研究成果報告否  

（●横浜国大）  

D－17  Pl】yS′Flujds  25  15391封∂1982  
F．Ogino一，  unstablyStratifiedoperL－  
T、Mizushina■  cha11nモIfl（〉W  

（－KyotoUniv．）  

D－18  Hea〔Transier  431－4361982  
F．Ogino●，   turbulentdifEusionofscalar  1982（U．Grigull，  
T．瓜IizusJljna●   quaI】亡術esinthermalLy   Ed▲，Her山s【、here  

（●KyotoUniv．）  stratifiedflowinanopen  Pub．Co．〉  
channel  

D－19  25  513521 1982 
F．Ogino■，  transportmechanismatthe  
T．Mizushina－  freesurfaceinanopen  
（●KyotoUniv．）  

D－20  46  375－3781982  
素一章素酸化字勿系光化学反応の研  
究  

D－21  H口rizor舶】windvector  21  ユ5】β－152ユユ982  

H．Hirohara●．  determinationfromthe  
T．Yamasaki■，  displacementofaerosol  
11Shimizu，  distributionpatternsobserved  
N．Takeuchi，  byas（：anning】idar  
T．Kawamura■  
（■TsukubalJniv．）  

D－22  Conve（：tivece］1structures  Appl・Opt・  3166－31691982  
H．Shimizu．  revea】edbyMie】aserradar  
N．T8keucムj  Ob5erlra【ior王S8ndjm∂geda【a  

prOCeSSlng  

D－23  ．Jpn．  朗989  

A．Shigematsu、．  
H．Shimizu，  themiⅩedlayerheight  
N．Takeuchi．  determinedbylaserradarand  
M．Okuda  low level radiasonde 
（●TsukubaUniv．）  

D－24  18  1ア5－1g31983  
清水浩・竹内延犬  

（●技術部）  

D－25   田  809－8121982  
N・Sugimoto．  fluorescenceexcitedinthe  
N．Takeu⊂hi  b】ueregion   

（■GummaUniヽ・．）  

－190－   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ぺ）ジ  刊年   

D－26  Time－reSOIved．dispersedlaserr  1536－1538  
S．Takezawa●．  inducedfluorescenceofNOz：  
N．Takeuchi  Observationoico‖ision－  
（●GummaUniv．）  

D27   834－841   
による遠隔計測一   

D－28  竹内延夫   環境計測と光学   光学   11（1）  

D－29  9  583－586  
ThelateM．Okuda．  
H．Akimoto  thephotooxidationofdimet】1y】  

Su】fideintheair  

D－30  56  655▼656  
H．Akimoto   gasphase   Jpn．  

D－31  14  173－182  
H．Bandow．  photooxidationofmethanol  
H．Akimoto  and isopropanol 
（●TokyoMetrop．  

Res．Lat）．Public．  
Health）  

D－32  Collisionalionizationofhighly  64  381－387  
H．H行aishi■．  exicitedneonatDmSby  
T・Fukuyama．  nonpolarhydro亡arbons  
T．Kondow■．  
K．Ku⊂hitsu●  
（■TokyoUrIⅣ．）  

D33  Alaboratoryexperimenton  in presS 1983  
H．Ueda∴H．Ozoe●  
（●OkayamaUniv・）  

D－34  1983  
航空機による風の観測  域大気汚染の動態」研  

究成果報告昏  

D－35  51  234323」9  
H．Hashimoto●．  planewallwithacircularhole  
（●TokyoUniv．）  

D－36  44  877－879  
K．Murano．  phosphoruSStudiedbyXl■ay  
l．Shirot8ni．、  photQelectronspectrosc（】py  
T．Takahashi＝  
Y・Maruyama‥●  
（●TokyoUniv・．  
■－TohokuUniv．．  

＝■Ochanomizu  
Univ．）  

D－37   X‾Tayph【）t【）electTOn  51   23S3－2384   
T．Takahashi●．  spectrascopy oi fiuorophenyl 
F．Tokunaga●．  retinalandits  
S．Kono事，  bacteriorhodopsinana】ogue   
K．Murano．  
K．Tsujimoto‥，  
T．Sagawa’  
（●TohokuUnil，．．  

＝ElectroCommun．  
Univ．）   

－191一   



苓 号   発 表 者   題  モ 日   掲 載 誌   巷（号）  ページ  刊年   

D－38  nStudyof  3332－3336  
M．Sato●，S．Kono●，  
F・Tokunaga●，  nuorophenylretinal  
K．Murano．  
K．Tsujjmoto‥，  
T・Sagawa●  
（●TohokuUniv．．  

’’Electro．Commun．  
Univ．）  

D－39  17（4）  

小川靖・五井邦宏＝・  
奥田典夫  
（■長野県衛生公害研．  

＝埼玉県公害セ）  

D40  EmissionspectraofCFa  J・Chem・Phys．  78  l膵ト101l  

N．Washida  radicals．1．UVandvisil）1e  
（●TsukubaUniv．）  

observedintheVUV  
photolysisandthernetastable  
argonatomreactionofCF，H  

D41  EmissiorlSpeCtraOfCF，  J．Chem・Phys．  78  101Z－1018  
N．Washida  radicals．Il．Analysisofthe  
（一TsukubaUniv．）  

radicals  

D－42  E∫nis5jon5peCとraofCF，  J・Cl】em・PJ】yS．  78  川乃」引払  
N．Wahida．  radi⊂als．Ilt．Spectraarld  
H．Akimoto，  quenchhlgOfCFaemission  
M．Nakamura●  bandsproducedintheVUV  
（－TsukubaUniv．）  

CF且Br  

D43   EmissionspectraofCF3  J・ChemlPhysL   78  1025－1032   
M．Suto●，  radjcals．ⅠⅤ．Excitation  
S・Nagase‥，  SpeCtraquantumyie）dsand  
U・Nagashimat  potentialenergysurfacesof  
K．Morokuma††  theCF．fIuorescences   
（■TsukubaUniv．．  

‥YokohamaNatl．  
Univ．．  
†HokkajdoUnfv．．  
††Inst．Mo】．Sci．）   

E．水質土壌環境部  

弘
 
弘
 
弘
 
 

守
 
守
 
守
 
 

崎
 
崎
 
崎
 
 

富宋楽化の実相一層ヶ満   

潮沼の嘗栄養化   

§12．4．5 細菌数．§16．6 盲栄養  
化度指数  

地理   

保健の科学   

湖沼環境調査指針（日  
本水質汚濁研究協会  
崩．公署対策技術同友  
会．257p．）   

用水と廃水   

用水と廃水   

用水と廃水  

一
一
 
 

E
 
E
 
E
 
 

嫌気性処理の最近の動向（Ⅰ）   

嫌気性処理の最近の動向‖‖   

食品製造排水の生物学的2段処理  
に関する実験的研究  

稲森悠平・須藤隆一   

稲森悠平・須藤隆一   

稲森悠平・寺薗克博一・  
小玉健吉‥◆須藤隆一  

（一環境プラント．  

■■小玉合名会社）  

ーヱ92一   



番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   刊年   
庄7  24  1017－1029  

国安克彦＝・岡田光正・  
須藤隆一  

（●東京水処理管理，  

＝日本環境整備教育  
セ）  

E－8   24  10g5－1110   

E－9  微生物による排水処理．微生物に  環境浄化のための緻生  1Z8－140．  ．1983  

よる汚泥処理  物学（須藤隆一掃著，  141177  
講談社サイエンテイ  
フィツタ，221p．）  

E－10  嘗栄套化対策総合資料  1983  
集（須藤隆一・桜井敏  
郎・森忠洋・岡田光正  
編，サイエンスフォーー  
ラム．538p．〉  

E－11   非特定汚染源負荷の流出特性          公害と対薫  18（4）  

E－12  §6．5流入出汚濁負荷調査  湖沼環境調査指針（日  5767  
本水質汚濁研究協会  
編，公害対策技術同友  
会、257p．）  

E－13   （90）  

する栄養塩の影響について  

E－14  岡田光正   TSI（富栄養化度指数）   下水道協会諾   19（219）  82   1982   

E－15  岡田光正   水の撃の発生に及ぽす底質から溶  （25）  2呂－34  1982   
出する架痩塩類の影響について   

Er16  岡田光正・須藤隆一  湖底泥による溶存酸素消費   港湾技術要報   （B7）  

E－17  富栄養化現象，高架整化の機構，  富栄養化対策総合資料  43－62，  1983  
流入・流出水対鼠 流入河川水の  集（須藤隆一・桜井敏  63－77．  

処理  郎・森忠洋・岡田光正  114－118．  

漏，サイエンスフォー  119－122  
ラム．538p．）  

Er18  514藻類生産潜在力調査（AGP     湖沼環境調査指針（日  1983  
試験）．§15 盲栄養化予測のため  本水質汚濁研究協会  201220．  
の数理モデル手法，§16．7．2多様  237  
性指数による判定  会．257p．）  

E－19  青菜餐化とその制石臥微生物反応   1983  

の制御  物芋（須藤隆一編著．  1割】－216  

講談社サイエンテイ  
フィツク，221p．）  

E－20   水の現場と資源  ファルマシア  18   1982  

E21  環境花椿としてのエントロピー  5  1011（〉7  

（2）科学的事例，熱力学的アプ  
ローチ  

E－22   環境指標としてのエントロピー  5  167－173   

（3）熱力学的アプローチ（続）  

E－23  曙境指標としてのエントロピー  5  231－238  

（4）情報エントロピーと多様性  
指数  

E－24   汚れと未規制物質の危険水質保  （248）   98－103   

全に関する課題と対策   

一193   



番 号   発 表 者   是喜  目   掲 載 誌   巷（号）  ページ  刊年   

E－25  新しい水質クライテリア  信州の自然環境モニタ  72－92  
リングと環境科芋の総  
合化に関する研究（侶  
州大学環境間喝研究教  
育懇談会縞）  

E26   41．水質汚濁．42．湖水の汚濁       水のはなしⅠⅠ．（高橋  193－204   
裕蕪乱技報堂出版）   

E－27  合田健   雨水滞水油について   下水道協会誌  19（214）  1982   

E－28  環境指標としてのエントロピー  290－294  
（5）不可逆過程と内部発生エン  
トロピー  

E－29  環境指標としてのエントロピー  5  357－362  
（6）等温拡散における内部発生  
エントロピー  

E－30   活性汚泥法における固液分離の塵  19（214）    1－7   
要性   

E－31  須藤隆一   自】争作用   下水道協会誌   19（221）  13呂   1982   

E－32  須藤隆一   湖沼環境と生活維排水対策   環境公害新聞   （7．28）  10   1982   

E－33  須藤隆一   生物処理の管理⑳一小型浸演ろ床  24（6）  22－23  1982   
処理装置（1）   

E－34  須藤隆一   生物処理の管理層卜小型浸摂ろ床  24（7）  20－21  1982   
処理装置（2）   

E－35  須藤隆一   生物処理の管理⑳小型浸泊ろ床  24（8）  2223  1982   
処理装置（3）   

E－36  須藤隆一   生物処理の管理⑳小型嫌気性ろ  24（10〉  24－25  1982   

床処理装置   

E－37  須藤隆一   生物処理の管理⑳界面活性剤の  24（11）  2627  1982   

影響   

E－38  須藤隆一   生物処理の蛮理⑳一生活雑排水対  24（12）  

策（1）   

E－39  103108  

須藤隆一  一AGPによる多摩川の官業菜  
（●東京都公害研）  

E－4（】   生活雑排水からの負荷とその処理  24   397407   

対策   

E－4ユ  須藤隆一   活性汚泥の素顔   明日の下水道   （4）  48－49  1982   

E42  24  1253－1260  

須藤隆一  の変遷  
（●茨城県）  

E－43  藻類培養試験法  富栄養化対策総合資料  87－98  
集（須藤隆一・桜井敏  
郎・森忠洋・岡田光正  
隔，サイエンスフォー  
ラム．538p・）  

E－44   生物処理の管理⑳一生清雄排水対  Z5（3〉    22－23  

兼（5）   

E45  田井慎吾   生活排水   水道公論   18（4）  1982   

E－46  田井慎吾   水処理システムにおける省エネル  18  409－416   

ギーの基本概念   

E－47  田井慎吾   排水処理技術の新方向をさぐる  MOL   57（11）  41－46  1982   
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E－48  洗浄設計  Autumn  
土井賢二郎＝  
（■技術部．＝東京水  

処理管理）  

E－49  水の供給および処理システムの熱  899（〉  

力学的評価  ギー特別研究昭和57年  
度研究成果報告串」  
152p．  

E－50  砂の相対密度に関する試験装置の  1982  
土岐祥介＝・  標準化及び動的問題への応用  
瀾本武明†・  研究成果報告督  
小田匡寛↑†・陶野郁雄  
（●東京工大．＝北海  

適大．◆立命館大∴H埼  
玉大）  

E51   9－18   
海老瀬潜一・村岡浩爾  

E52  藤井毯博   「汚泥の土壌避元とその環境影響  5（16）  30－33  1982   
に関する研究」の概要について   

E53  M．Hosomi．  ReleaseofphosphorusfTOm  7   93－98  1982   
M．Okada．R．Sudo   1akesediments   

E54  細見正明・須藤隆一  過硫酸カリウムによる同時分解法  25  250255  1982   
を用いたリンと窒素の走丘   

E－55  底泥からの回帰調査  湖沼環境調査指針（日  161－166  
本水質汚濁研究協会  
編．公害対策技術同友  
会，257p．）  

E－56  底泥対策  富栄養化対策総合資料  148－160  
簗（須藤隆一・桜井敏  
郎・森忠洋・岡田光正  
縞，サイエンスフォー  
ラム．538p・）  

19  100－107   

E－58  K．Muraoka．   Budgetsofwatermassand  3rdJpn．Braz．  257－274  1982  
T．Goda   materia】sinashallowlake  Symp．Sci．Technol．   

E－59  §2．2湖沼の碍境因子，§5基本諸  湖沼環境調査指参十（日  810．  1982  
元調査．i6．1流域調査．56，2自  本水質汚濁研究協会  25－40．  

然地理特性調査．S8水理調査．  編．公害対策技術同友  91，114  
§11．1沈降および底泥からの回帰  153－161  
調査．§11．2沈降調査   

E－60  lmmobilizationofarlNADH  J．Ferment．  60  1982  
Y・Ota‥．0・Yagi．  
Y．Minoda●，  asaregeneratorofNAD  
し、TolくyOUniv．．  

＝HiroshimaUniv．）  

E－61  微生物の代謝．土㈲こおける自浄   1983  
作用．赤潮．合成有機化合物の微  物学（須藤隆一編著，  26－30，  

生物分解  講談社サイエンティ  54－59．  

フィツク．221p．）  74－106  

E－62   水質汚濁と都市  お茶の間から見た都市  1982  

問題（人間環境を考え  
る全編，ぎょうせい．  
395p．）  
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E－63  有リン洗剤の使用禁止  盲栄養化対策総合資料  123－133  
集（須藤隆一・桜井敏  
郎・森忠洋・岡田光正  
崩，サイエンスフォー  
ラム、538p．）  

E－64  30（4）  

Y．Nakamura，  Eactorsandnutrientsonthe  
S．Mori■，  growthor〃eJe和51gW  
S．YamDChi＝  akashiwoHADAfromOsaka  
（●TohokuUniv．，  

＝OsakaPrefect．  
Fjsh・Exp．S〔れ）  

E－65  赤潮鞭毛藻月加押通かw  環境科学研究報告書  231、239  
成瓜妬肌の培養株間にみられた  
生理的差異一その生態的，分類学  
的意味  究」  

E－66   保健の科学  Z4  862Ⅶ868   

E－67  241－247  
T．Ichimura事  止血涙雨町匝Ⅷ新郎M  
（■TokyoUniv・）  

Hybridbreakdownbetween  
twoc）oselyrelatedgroups，  
grouplトAandgroupIトB  

E【68  Themodellingofredtide  Application ai 421－453  
blooms  ecologica】modelling  

iJlenVirorlmeJl【a】  
management（S．E．  
J≠rgensen，EIsevier  
Sci．Publ．Co．，735  

p．）  

E－69   
て   集   

F．環境生理部  

Biochemical studies on strain 
differeIICeSOfmiceinthe  
SuSCeptibi】itytonitrogen  
dj（lXjde   

Studies on bioehemical effects 
OfnitrogendioxideIII  
Changesoftheantioxidative  
prote亡tivesystemsinratlungs  
and）ipidp与rOXidationby  
Chronice】くpOSure   

Ljpjdpero】くjdatjDn Stjmu】aId  
bymercuricchlorideandits  
relationtothetoxicit）r  

T．Ichinose，  
A．K．Suzuki  
H．Tsubo【le．  
M′S8gai   

T．Ichinose，  
M・Sagai  

Toxicol．Appl  
Pharmacol．  

M．Y（〉naha事，  

Y．Ohba〉raShi●．  

T．lchinose，  
M．Sagai  
（●HokkaidoInst．  

Pharm．Sci．〉   

市瀬草道・嵯峨井勝・  
久保田憲太郎  

二酸化窒素の急性．東急性および  
慢性春雷によるラットの脂質過酸  
化と肺の抗酸化性防御妓構の変化  
について  

大気汚染学会誌   
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番 号   発 表 者   題  目   
F－5  

composition of Acta  
phosphatidylserineinrat  
erythrocyte membrance 
inducedbynitrate  

F－6  ReLationbetweerLmetaEand  15  131－137  

K．T．Suzuki  glutathjoneconcentrationsin  
mouseliveraftercadmium，  
zincorcopperloading  

F－7   悪臭公害の生体に及ぼす急性・慢  （3066〉   

性障害   

F¶8  Efrectofnitrogendioxide・  13  35－41  

H．Takahashi◆，  exposureoncyclicGMPinrat  
N．Miki‥．  lしItlg  

S．Nagasawa†．  
H．Oda↑†，  

M．Akiyama‥，  
K．Kubota  

（◆Eng．Div．，  

‥KanazawaUnivり  
†TohoUniv．，  

††hiinis〔．Health  

Ⅵrel（are）  

F－9   栄養と脂質過酸化   変異原と苛性  5  2き3－232   

F‾叩  嵯峨井膵   大気汚染物質による脂質過酸化  変異原と毒性  5  233242  1982   

F－11  NO3の生体影響一急性，東急性お  4051  
よび慢性暴霞による脂質過酸化－  

究成果  

F12  Stimulationoflipid  LifeSci．  32  1507－1514  

M．Saito－，M・Sagai  
（●HokkaidoInst．  

Pharm．Sci．）  

F－13  ガス状光化学反応生成物の培饗細  17  386－393  

坂東博●・秋元輩■・  

久保田憲太郎・  
黒木登志夫＝  

（●大気環境部．  

＝東京大）  

F－14  Changesofgaseousexchange  13  71－79  

H．Tsubone．  inthe】ungsofmiceexposedto  
M．Sagai．K・Kubota  

TeCOYeiY prOCeSS 

F－15   メタロチオネインの分析法の開発  102  801－815   

とその応悶   

F16  メタロチオネインの構造的特徴と  
生化学  の生物活性一生物無機  

化学の新しい流れ－）  

F－17  lnductioIlanddegradationof  215235  
metallothi（】neinandtheir  metallothir）neirl  
relationtothetoxicityof  （Foulkes．ed．．  
cadmium  EIsevier．327p．）  

F－18   Ac⊂umuLationandeffectsof  28   s－56   1982   

R．Ohnuki◆．  Cdinratspleenandpancreas  
K．Yaguchi●，  aiter repeated injeftions 
Y．K．Yamada  
（●KyoritsuColl．  

Pharm．）  

－197   
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F19  Post－mOrtemandinyit  Toxicol．LetL  16  77－84  
R．Ohnuki●．  dimerization oi 
K．Yaguchi●  metallothioneinincadmium－  

（●KyoritsuCol】．  

Pharm．）  kidney  

F－20  Metaltothioneininducedin  29  S－51  1983  
H．Akitomi●，  Amphibia  
Y．Tanaka雷．  
R．Kawarnura，  
M．1’amamura  
（●TohoUniv．）  

F－21  Comparisonofchemical  J．Pharm．Dyn．  6  s－20  1983  
T．Maitani  propertiesoLmetallothioneinrl  

and－Il  

F－22  Carcinogenicityofcadmium  367375  
H．01diges－．  chlorideaerosoIsinWrats  
H，K6nig●．  
D．Hochrajner◆．  
G．Oberdt）rSter‥  
（■Fraunhoferhst．  

Toxkol．Aeroso】  
Res．，●●Rochester  
Univ．）  

F【23  Toxicol．Lett．  12  125－129  
A．K．Suzuki．  abnormalitiesinratsbyacute  
K．Kubot8  e二￥p【）5uretOJl如ogeJ）dioxjde  

F24  J〃扉froevaluationof  Toxicol．Appl．  62  288－293  
M．Murakami，  cadmium－induced  Pharmacol．  
K．Kubota  augmentatiorLOftheantibody  

reSpOnSe  

F【25  Effectofsubacuteexposureto  29  280－286  
F．Shimizu．  NO30n】ymphocytesrequired  
K．Kut）Ota  forantibodyresponses  

F26  Extentsofhepaticzinc－  30  41644169  
K．1、．Suzuki  thioneininductionir）mi⊂e  

givenanequimolardoseof  
variousheavymetals  

F－27  Inductionofmetallothioneinin  31  3051－3055  
K．T．Suzuki  1iverandchangesofessential  

metal】evelsinselectedtjssues  
bythreedextranderivatives  

F28  AmorphologlCaland  62  115－130  
M．Webb●  biochemical study af the 
（●Br．MRC．．  effectsofL－CySteineonthe  

Toxicol．Unit）  renaluptakeand  
nephrotoxicityofcadmium  

F29   261【263   
（●東京都衛生研）   トリコモナス症との関係   年報   

F30  村上正孝   人体に蓄積するカドミウムの加令  116   621－622  1981   
による変動   

F31  関比呂伸●・村上正孝  鉛連続投与によるハト血液中の鉛  東京都衛生研究所研究  田   356－361  1982  
（●東京都衛生研）  分布と核封入体   年報   

F32  責輪佳子●・村上正孝  rrlC如〝け乃邸卯JJf叩βgに対する  東京都衛生研究所研究  33   362－366  1982  
（●東京都衛生研）  ハトとの免疫応答に及ぼす鉛の影  

響   

ー198一   



番 号   発 表 者   臨  目   掲 載 誌   巻（号）  ペー・ジ  刊年   

F－33  Y．K．Yarnada，  TheroIeofcorticosteronein  1Z   2Z5－229  1982   
N．Murakami●，  cadmiumirldu⊂edthymic  
F．Shimizu．  atrophv in mice 
K．Kubota  
（●TokyoMetrop．  

Inst．Neurosci．）  

G．環境保健部  

StudiesontheeEfectofdietary  
proteinand fatcontentupon  
DDT metabolisminratliver   

Dosedependent ex仁retionof  
DDE（1，トdichloro－2，2－bis（P  
Chlorophenyl）ethylene）in  

rats   

Theeffe⊂tOEdietaryprotein  
and fat content on DDT  
metabolism  

J．Toxico】．Environ  
Health  

Arch．Toxjcol．  

Microsomes，drug  
OXidations，and  
drugtoxi亡ity（R・  
SatoandR．Kato．  
Jpn・Sci．Soc・Press  
WileyIntersience．  
636p．）   

J．Nutr．Sci．  
Vitaminol．  

Effectsofdietarylevelsof  
proteinand fatonDDT  

（1，1．トtrich】oro2．2一占】ゝ（♪  

Chlorophenyl）ethane）and  
】iverlipidmetabolism   

Cadmium effect on microsomal 
drug・metabolizingenzyme  
activityinratljverswith  
respecttodifferencesin8ge  
and sex   

Inhibitoryeffectofacephate  
（NaCetylO，Spdimethy】  

thiophosphoramide）onserum  
亡holinesterase   

重窒素二酸化窒素の生体内動的観  
察  

講座一ライフサイエンスのための  
安定同位体利用技術（YUl）生体試  
料中のlも0放射化分析法   

環境問題の解決への道を求めて   

環境問題の展望と研究への推進   

Dynamicstudyon animal  
enperiments using N-labeled 
nitrogendioxide  

M．Ando．  
K．Wakamatsu●  
（●Fukuoka  

Women’s Univ．）   

太田庸起子・山田理・  
米山忠克●  

（●農技研）   

太田庸起子  

J．Toxicol．S亡i  

産業医字  

太田庸起子   

太田硝超子   

Y．Ohta．  
M．Yamada．  
T・Yoneyama●．  
A．Suzuki■■  

Ⅰ．Wakisalくa  

（■Environ．Bio】．  

Div．．■●Basic Med  
S⊂i．Div．）  

保健の科学   

保健の科学   

Proc．4thlnt．Conf  
Stable lsotopes 

24   

24   

March′  

23－27－  

1981  
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G¶12  Proc．4thlnt．Conf．  htarch′  6B5－689  
A．Maruhashi－，   determinationoflBOb）rprDtOrl  Stablelsotopes  23－27′  

T．Kanai‥  actiYatiDn analysis 1981  
K．Kouchi＝，  
M．Aihara＝・  
（■TsukubaUniv．．  

●－Nat】．Inst．Radiol  

Sci．．＝－Inst．Wl10le  
BodyMetab．）  

G－13  
遠山千春り小野雅司・  タイイタイ病およぴカ  
三寒裕子・杉平直子・  ドミウム中毒，日本公  
脇阪一郎  衆衛生協会．222p．）  

G－14  血液蛋白総論，尿蛋白▼  臨床検査MOOK12．  36－42  
血撲蛋白（高月清縞，  
金原出版，221p．）  

G15  メタロチオネインのラジオイムノ  5  94－106  
アッセイの確立とカドミウム毒性  
字への応用  

G16  343一一353  

青木繁仲●・前田和甫●  
（●東京大）  

G－17   8  2d3－2d∂   

（－TokyoUniv．）   

H．生物環境部  

Criticalplantsizefor  
noweringinbiennia】swith  
SpeCialreferencetotheir  
distribution jn a sand dune  
SyStem   

Photosyntheticpropertiesof  
guardeellprotoplantsfrom  
怖元々加L・  

醇苔類の生長と生理機能に関する  
研究（1）酸素電極による光合成，  
呼吸判定法について   

Accumulationofhydrogen  
peroxideinchloroplastsof  
SO2－fumigatedspinach】eaves   

Participation of hydrogen 
peroxjdejl】沈ejnactivationof  
CalvinCyCleSHenzyTneSin  
SO3－fumigatedspinachleaves   

Further evidence for 
inactivation ofrructose－  
1．6bispllOSphataseatthe  
beginningofSO2fumigation・  
Increase h fructose－  
1，6－bisp】10Sphataseand  
decrease in iructose 
6phosphateinSO2‾fumigated  
Spinach】eaves  

T．Hirose■，N．Kachi  （●Tol（yOUniv．）  

PJantCeLL Physfo［．  K．Shimazaki，  
K．Gotow■．  
N．Kondo  
（●TokyoUniv．）   

清水英幸・清水明  
古川昭雄・戸塚頗  

（■技術部）   

K．Tanaka，  
N．Kondo．  
K．Sugahara   

K．Tanaka．  
T．0と5Llbo，  

N，Kondo■  
（●TohoUniv．）   

K．Tanaka，  
H．MitsullaShi－，  
N．Kondo．  
K．Sugahara  
（●TohoUniv．）  

解否地衣雑報  

9991007  PlantCellPhysio】．  

PlantCellPhysiol  

PlantCel】Physiol   
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番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巷（号）  ページ   刊年   
＝lT  Recel旺P†Og．Nat・  ロ  71丁7  

S．Kuroiwa‥．  productiv】（y2．Ecological  S亡i．Jpn．  

T．TDtSuka．  aspects  
Y．Aruga‥●  
M．Takahashi●  
（●TsukubaUniv．，  

…KyotoUniv．．  
…TokyoFisheries  
Uniヽト．）  

H－8  Accumulationandeffectsof   Bul王．Environ．  29  159166  
M．Yasuno  cadmiumDnguppy（如明証厄  

reL！cILh2／a）fedcadmium  
dosedcladocera（  
晰肛川化か）  

H－9  Effec【softemephoson  33（3）  
J．Hasegawa■．  chironomidandplankton  
Ⅰ．Iwakuma，  pDpulationsineelculture  
N．Imamura、  p（〕nds  

Y．Sugaya●■  
（●TokyoUniv．．  

‥Eng．Div．）  

H－10   B121′  1－8   
よる実験的研究   究報告集   R12－1D   

H－11  Changesinthebenthicfauna  89  205214  
S．Fukushima●．  arldfloraafterapplicationof  
J．Hasegawal●，  telⅥephostoastreamDnl＼1t・  
F・Shio〉・ama‥■  

S．Hatakeyama  
（●YokohamaCity  

Inst．Environ．Res．，  
‥TokyDUniv．．  
‥■Utsunomlya  
Univ一）  

H－12  Chironomids as biologicai Researchesrela【ed  78－87  
M．Yasuno   irldi⊂atOrSOfenvironmental  totheUNESCO’s  
（●TeikyoUniv．〉  pol】ution   MABprogrammein  

Japan．1981－1982  

H13  Effectsoftemephoson  Jpn．J．Eco】．  32  29－38  

J．Ohkita．  macrobenthosinastreamof  
S，Hatakeyama  Mt．Tsukuba  

H－14   湖沼汚染と生物相の変化  生活と環境   27（3）     19－23   

H－15  lrnpactoftemephosand  Jpn・J・SaniしZoo】・  363－368  
M．Yasuno．  fenitrolhiononaquatic  
K．S左ito＝．  illVertebratesinastream（〕f  
Y．Nakamura†，  Mt．Tsukuba  
S・Hatakeyama，  
H．Sato††  

（◆TDkyoUniv．．  
●●YokohamaCity  
Univ．，†Yokohama  
Citylnst．tlealth．  
††Pub．Hea】thlnst．  
Kawasaki）  

H－16  13  314317  
（●東京大）  インヒビターのアフィニチイクロ  

マトグラフイ一による精製  

H－17   Theehangeinleafprotease  25（25〉    1726   

N．Kondo  andproteaseinhibitor  
activitiesaftersupplying  
variouschemicals  
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番 号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巷（号）  ページ  刊年   

H18  T【l】1ibitionDfRNAdependent  inpress  
T．Nishikawa◆．  DNApotymerasesby  
T．Watanabe，  NovobioceinandNaledixic  
K．Kano◆  acid  
（●TokyoUniv．）  

H－19   Detectionandevaluationof  25  inpress   
N．Kondo  Serineproteinasebyaf！inity  

chromatography on 
immobi】izedaprOtininin  
尺～c≠刀J〈SC〃榊用㈹壷   

番 号   発 表 者   題  目   毒⊇．   巷（号）  ページ   刊年   
Ⅰ－1  741－751  

松本茂  ロンとそのエネルギの供給システ  
ム  

Ⅰ－2  

橋本康㍉相賀一郎  
（●愛媛大）   測   

J－3  Observa【jorIOfs【omaは】  ～4  2呂1－28β  

Y．Hashimoto■．  movementsofintactplants  
Ⅰ．Aiga  uslnganimage  
（●EllimeUniv．）  

light microscope 

Ⅰ4   33（3）  1982  
（りlUニ農場）  

Ⅰ5  Observationof3－hexene2，  15（2）  

N．Washida義，  5dioneinthephotooxidation  
H．Akimoto●．  Ofl，2，4－trimethylbenzenein  
M．Okuda■  theNO2H，0－Airsystem  
（●Atomos．Environ．  

Div．）  

Ⅰ6   自動車研究における動物実験につ  129139   
いて   

1－7  ⅠⅤ．1．空気調和設備，Ⅴ．3．特殊  ガイドライン 実験動  4553．  1983  
化学†勿質実験動物施設  物施設の建築および設  105－109  

倫（商橋弘ら．清至書  
院．181p．）  

53  1982  
書ノーl年産＝・  る植物根中のクロム分布  
渋谷政夫●＝  

（●東京農大．＝兵庫県  

農試．●＝農技研）  

53   1982  
（●東京農大）  根活力に及ぼす影響  
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5．4 口 頭 発 表  

a．環境情報部  

番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   

a－1  航空機リモートセンシングによる土壌含水  日本地理学会1982年度  八王子  
比の定立的推定に関する研究一特に熱赤外  
データにもとづく考察－  

a－2  東京  
定航空機搭載のMSSデータと地上野外  
施設における実験データによる結果の比較  

a一－3  

大井紘・中杉修身‥－・  舎弟4回シンポジウム  
西岡秀三＝●  

（●福井工大．＝京都産  

大，＝総合解析部）  

a－4  
大井紘・中杉修身＝暮・  ゾウム  
西岡秀三＝●  

（●京都産大．＝福井工  

大，＝●総合解析部）  

a－5   豊田   
と操作Ⅰ最適スケジューリング   季大会   

a－6  大井紘   周期前人群と周期流出上限をもつ系の設計  化学工学協会第16回秋  豊 田  57．10  
と操作Ilスケジュール変更   季大会   

a－7  
大井紘・中杉修身＝・  全国協議会全国大会  
西岡秀三＝●  

（■福井工大，＝京都産  

大．＝●総合解析部）  

a－8  
安原昭夫●・溝口次夫－  ムの開発と評価（第3報）混合スペクトル  

（●計測技術部）   の検索について  

a－9   東京   
について   シンポジウム   

a－10  土屋巌   ランドサットMSSおよぴRBVによる山  昭和57年度日本雪氷学  盛 岡  57．10  
地残雪の解析一息海山と月山について－  会秋季大会   

a－11  土臣巌   1972【飢年の鳥海山月形小水河の推移  昭和57年度日本雪氷学  
会秋季大会   

a－12  NOAA・6による大都市および中都市ヒー  日本リモートセンシン  東京  
トアイランドの検出   グ学会第2回学術講演  

a－13  福岡  
影響－ふん尿の平面分布を含む養分循環モ  
デルによる評価ト  

a－14   
増田邦久■・  けの方法について一  ション・シンポジウム  
江里口恭子事  
（●日本科学技術情報  

セ）  

名古屋   
（■日本科学技術情報  究集会   

セ）   
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番号  発  表  者   項  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
a－16  

廣崎昭太・宇田川消■・  ンポジウム  
（－東京都公害研）  

a－17  赤潮藻類OJ云′加d長ぐⅣ∫山上g打∫の活性と分   

光特性   全学術講演会  

a－18  
（●理化研）  研究会「環境科芋」  

R52遠隔計測班  

a－19  
響の評価－   全学術講演会  

a－20  東京  
ングシンポジウム（計  

測自動制御学会）  

a－21  
岸野元彰●・杉原滋彦●・  グ学会票2回学術講演  
岡見登■  

（●理化研）  

a－22   
月内変化－   全学術講演会   

a23  横田達也・花泉弘●・  赤外放射吸収体の空間分布推定に対する観  第8回リモートセンン  東 京  57．11  
藤村貞夫●・豊田弘道●  ングシンポジウム（計  

（●東京大）   測自動制御学会）   

b．総合解析部  

環境モニタリング・ステーションの最適配  
置について  

レーザ・レーダ大気汚染計測データの平滑  
化  
都市用水供給に与える嘗栄養化の経済的影  
響の考察  

自然環境保全の経済学：序論   

漁民の利潤極大行動と水屋資源管理一詔ヶ  
浦を例として－   

Anevalua．tionQfexkrnalbenefitsof  
energyreeoveryfrommuni⊂ipal  
lnClneratOrS  

JEA fundedresearchprogramonsolid  
WaStemanagement  

エネルギー転換と環境  

信号圧縮法による新設無智室の性能測定  

市街地騒音の平均発生エネルギー密度の一  
推定方法   

Onoptimala）locationofair  
mOnitorins Sfations 

日本自動制御協会第26  
回システムと制御研究  
発表講演会  
第23回大気汚染学会  

第10回環境問題シンポ  
ジウム  

理論・計量経済学会   

北日本漁業経済学会  

3rdInt．Re（：yCling  
Congr・  

落合美果己子・内藤正明  

落合英系己子・内藤正明  

萩原清子■・北畠能房・  
中杉修身・内藤正明  

（■筑波大）  

北畠能房   

北畠健房  

S，Gototl，  
Y．Kashimoto－  

（●Shil（Oku  

Denryoku）   

S．Gotoh  5thJpn：U．S．Conf．  
Solid Waste  
Manage．   

燃料協会創立60周年記  
念講演研究発表会   

日本音響学会昭和57年  
度春季研究発表会   

日本音響学会昭和57年  
度秋季研究発表会   

Semin．AirQual．  
MaIlage．re】ated  
Ene一宮．Policies  

東 京  

東 京  

長 岡  

Seoul  

57．10  

57．3  

57．10  

57．5  

後藤典弘  

青島伸治●・田村正行  
（●筑波大）   

田村正行  

M．Naito．  
M．Oclliai  

b－8  

b－9  

b10  

b－11  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
b－12  Technicalandeconomicassessmentof  Semin．AirQual．   Seoul  

M．Ochiai   SulfurdioxidescontrolinJapan   Manage．retated  
Energ．Po】icies  

b－13   エネ／レギー・資源と環境資源   東京   
究会   

b14  
大井絃●・勝矢淳雄＝  

（●環境情報部．＝京都  

産大）  

b－15   東京   
シンポジウム   

b－16  
松藤康司＝  水害のケース  全国協議会全国大会  

（事国立公衆衛生院，  

＝福岡大）  

b－17   

（■国立公衆衛生院）  る研究   究発表会   

b－18  

（●大同特殊鋼）   域特性   会第8回研究発表会  

b－19  
大井鉱■・勝矢淳雄＝  究発表会  
（●現場情報部．＝京  
都塵大〉  

b－20  Washin釘On   
ana】ysisofenvironmentalpoli⊂ier：the  Sci．Conf．Energ．   DC．  
EvaluationLaboratoryofMan－  Sources  
EnvironmentSystems（ELMES）  

b－21   

る研究   内大会   

b－22  交通流による地域分断の評価と解析システ  土木学会第37回年次芋  名古屋  
森口祐一・西岡秀三  術講演会  

（●京都大）  

b23  
西岡秀三  ついて一道路周辺環境への応用11一   利用に関するシンポジ  

（■京都大）  
ウム  

b－24  宮崎  
笠原三紀夫●・  （7）  

高橋幹二■  
（一京都大）  

b－25  環境大気中の2次粒子成因物質（2）  宮崎  
森口祐一・高橋幹二●  

（●京都大）  

b－26   水戸   
影響評価講演会  

b27  森田恒幸   環境影響評価制度の政策効果に関する研究  東京工業大学芋位論文  
発表会   

C．計測技術部  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名 年月   
仁一2  

会年会   
⊂－3  1982年度目本地球化学  

須藤智光●  会年会  
（●日本大）  

C－4   弟23回大気汚染学会   

c－5  Thestateoftheartofthestudieson  Int▲Workshop   Saarb畑Cken  
environmenta）samplebankingln   EnvirorL・Specimen  
Japan  8ankingMorI止  

Relat．Banking  

C－6  
新藤純子●・溝口次夫  回年会第17回有機化合  

（■環境情報部）  物のマススペクトロメ  
トリー討論会  

c－7  山形  
横内陽子・藤井敏博・  分所化学討論会  
安部害也・不破敬一郎  

（義東邦大）  

亡－8  

山乳針」・工藤真読●  
長谷川利雄＝  

（●青森県公害セ．＝関  
西産業公害防止セ）  

C－9  Symu】（aneousmeasurementsand  9thInt．Mass  Vienna  
Y・Ino●．T．Fujii  determinationsofstablecarbonand  Spectrom．conf．  
（●NicIlidenAneIva  nitrogenisotoperatios，andorganic  

Co．）  Carbonandnitrogencontentsin  
biologicalsamplesbycoupljngofa  
Smal】quadrupOlemassspectrometer  
andmodifiedcarbonrnitrogen  
elementalanalyzer  

C－10  高松  
柏崎守弘＝・  
高村典子●・花里孝幸●・  

安野正之●・河合崇欣  
（■生物環境部，＝水  

質土壌環境部）  

c－11  
高村典子  安定同位体比測定法の検討  

（■生物環境部）  

c－12  東京  
とリンの循環」に閲す  
るシンポジウム．東大  
海洋研究所シンポジウ  
ム  

c－13   
いて   分析化学討論会   

C－14  岡本研作・不破敬一郎  ムラサキイガイ（Mussel）掃準試料の謂製  
法と分析値   

C－15  岡本研作   プラズマ発光分析法と他の分析方法との比   プラズマ発光分析研究  
較  会’82筑波セミナ）   

C16  岡本研作   環境標準試料とICP   日本分光学会環境科芋  
部会研究会   

c－17  河合崇欣・西川雅高・  霞ヶ浦における湖水中溶存元素の濃度変動  日本陸水学会第47回大  高 松  57．10  
大開晃   
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番号  発  表  者   傍  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
C－18  

柏崎守弘●・西川雅高  会年会  
（●水質土壌環境部）  

c－19  
柏崎守弘■・西Jrl准高  

（－水質土壌環境部）  

C－20   東京   
支部測定方法部会  

c－21  J月刀正行・植弘澄子・  第23回大気汚染学会  宮 崎  57．11   
溝口次夫   

c22  佐竹研一・相馬光之・  水生畜類」わ砂椚靴∽血豆川正郎永山   日本陸水学会第47回大  高 松  57．10  
常山春彦・植弘崇嗣  Steph．（チャツポミj’ケ）による水銀濃縮  

C－23  瀬山容彦・岡本研作・  底質試料分析へのX線光電子分光法の応  日本化芋会第45春季年  東 京  57．4  
相馬光之   用  

亡－24  瀬山春彦・相馬光之  モンモリロナイト中の交換性2価陽イオン  
のⅩ線光電子スペクトル   

C－25  日本化学会第46秋季年  
瀬山春彦  会，化学関係学協会遵  

合協議会研究発表会合  
同大会  

c26   遷移金属置換モンモリロナイトー芳香族化  谷田部   
合物複合体のESR  

c－27  
原田一誠一  合物のラマンスペクトル  

（●東北大）  

c－28  
原田一誠一  ベンゼンの共鳴ラマンスペクトル  

（●東北大）  

c29  
上関孝昭■  の検討   分析化学討論会  

（●日本犬）  

C30  
不破敬一郎   分析法による天然水中の微量金属元素の多  

元素同時分析   

c－31  Mot）ilityofnegativehalogenions  29thAnnu．Conf．  Minnea一   

G．G．Meisels■  MassSpectrom．  polis  
（◆NebraskaUniv．）  AlliedTop．  

c－32  Initialspatialdistributionofreactant  57．6  
W．Hopson■，   ionsinchemi亡alionizationandNi－63  MassSpectrom．  
G．G．Meisels●  APIsources   Allied．Top．  
（■NebraskaUniv．〉  

C－33  Astudyofthefragmentationbehavior  30thAnnu．Conf．  57．6  
P．R．Das－，T．Fujii．  Ofaniso】ebythresho】dphotoelectron  MassSpectrom．  
G．G．Meisels◆   concidentphotoion（TPEPICO）mass  Al】ied．Top．  
（●NebraskaUniv．）  SPeCtrOmetry  

C－34  57．7  
the chemical ionization source ン反応研究会  

C－35   Ioniza【ionrangeorlOOto600eV   1982 Gordan Conf. Ner 57．7  
T．Fujii，  e】ectrons   Radiat．Chem．   Ham・匹hire   

W・Hopson◆．  
A．111ies■  

（－NebraskaU】1iv．）  

－207一   



番号  発  表  者   題  目   芋 会 等 名 称  開催都市名  年月   
C－36  藤井敏博・向井人史・  63Niを用いた大気圧イオン源（APl）及び  第31回分析化学年会  札 幌  57．9  

横内陽子・安部害也  ECD振出器における一次イオンの空間分布   

C－37  杉前昭好－・溝口次夫  浮遊粉じん中の金属威分（第2珊）比重分  日本化学会第45春季年  東 京  57．4  
（●大阪府公賓監視セ）  布とその有機溶媒処理による変化   

C－－38  杉前昭好●・溝口次夫  粉末試料の1CPへの直接導入による大気  第43回分析化学討論会  山 形  57．6  
（■大阪府公害監視七）  浮遊粒子状物質中の金属元素の発光分析   

C・－39  

伊藤裕康・西川雅高・  研究会4匡シンポジウ  
植弘澄子・宮坂恵子・  ム  
広瀬妙子■  

（●技術部）  

C→40  

功刀正行・植弘澄子  
（●広島県環境セ）   

C－・41  

GC一対S技術研究討■論  

C－42  東京  
ゼーション  生体関連反応シンポジ  

ウム  
C一－43  

新藤純子●・蒋口次夫  
（●環境情報部）   

C一－44   芳香と悪臭   日本短波放送，病院薬  57．8  

剤師の時間   
宮崎   

安部書也   大気成分の分析   

d．大気環境部  

環境大気中の炭化水素および含酸素有機化  
合物全分析の試みとその問題点  

第23回大気汚染学会  秋元挙・酒巻史郎・  
高木博夫■・長島清一＝  

（－技術部．＝日本軍墳  

衛生セ）   

長島常一●・鈴木保美■・  

興朝酒志●・渋谷勝雄－・  

秋元肇  
（●日本環境衛生セ）   

泉克幸・水落元之●・  
福山力・村野健太郎・  
故奥田典夫  

（－技術部）   

泉克幸・水落元之●・  
福山力・村野健太郎・  
尾崎裕  

（●技術部）   

井上元，  

D．W．Seと5er■．  
A．Rohtem●  
（●KarLSaSState  

Univ．）  

環境大気中の0，生成能について  第23回大気汚染学会  

炭化水素－NO∫SO2系の光化学エアロゾ  
ル生成（1）C3H。－NO－SO2一乾燥空気系  
でのエアロゾ／レ生成  

炭化水素一NO∫SO2系の光化学エアロゾ  
ル生成（3）C3H‘－NO－SO才一乾燥空気系  
のSO2の消失速度  

N2（B3句）のLIF  

日本化学会第45春季年  d－3  

日本化学会第47春季年  

日本化学会第45春季年  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
d－6  Tsukut〉a  

D．W．Setser●  withXe／Cl2tOformXeCl（B．C．）  
（●KansasState  Atmos．Chem，  

Univ．）  

d－7  金沢  
D．W．Setser●  打反応  
（●KansasStale  

Univ．）  

d－8  XeClの光会合レーザー蛍光の研究  東京  
J．K－Ku■．  

D．W．Setser■  
（●KansasState  

Univ．）  

dg  広島  
D．W．Setser●   命・消光断面積測定の間瞳点Xeの場合  
（－KansasState  について  

Univ．）  

d－10  東京  
植田洋匡・水科篤郎＝  

（●姫路工大．＝京都大）  

d－11  東京  
太田宜久■  

（■江戸川学園高）  

d－12  
宮葛武・尾添紘之◆・  

（◆岡山大）  

d－13  
尾添紘之●  季大会  

（●岡山大）  

d14  豊田  
柴田勉●・相田洋匡  季大会  

（●岡山大）  

d－15  
植田洋匡  その中での輸送過程   季大会  

（●姫路工大）  

d16   
る風速立体分布の測定について－   

d－17  植田渾匡   臨海地域の気象におよぽす外部／†ラメ一夕  
の影響一線型理論  

成層状態にある接地気層内の乱流輸送機槙   
福井啓介●  に関する室内実験  

（●姫路工大）  

d－19  
末延育邑雄●  風の教個実験   

（■日本電子計算〉  

d－20   札幌   
季大会  

d－21  
鵜野伊津志・若松伸司  

（■埼玉県公書セ，＝千  

葉県公害研）  

d－22   
鈴木陸・小川靖   観測システムー1982年の観測システムと適  

報－   
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番号  発  表  者   垣  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
d－23  鵜野伊津志・   環境大気中の光化学エアロゾルの粒径分布  第23回大気汚染学会  宮 崎  57．11  

村野健太郎・若松伸司  1980年8月の航空機観測デ→タについて   

d－24  Djsけj♭u亡jonofpわ0亡OChe汀〉虻al   7亡hJpn．－USConf．  Tsukuba  
S．Wakamatsu，   pollutantsandtheirthreeLdjmensional  Pho【ochem．Air  
M．Suzuki，   behaviorcoveringtheTokyo   Pollut．  
Y．Ogawa   metropolitanarea  

d－25   
小川フィリス   rカナダナンティコ拡散実験に参加して）   

d－26  
ウィリアム＝スナイ  
ダー■●  

（－技術臥＝米国現場  
保護庁）  

d－27   日本化学会第47春季年   
泉克幸・福山力   

d－28  化学工学協会第47年会  
松尾陽一■・山本一夫・  

（■徳浜国大〉  

d－29  第19回日本伝熱シンポ  
落合信賢●・山本一夫－  ジウム  

（●構浜国大）  

d－3（）  TurbuLentdiffusionofscahrquant吊es     7thInt．Heat   Munchen  
H．Ueda．  inthermallystratiliednow  TransferConf．  
F．Ogino■，  

T．Mizushina●  
（●KyotoUn5v．）  

d－3ユ  

海野純一●  

（－日本科学技術研修  
所）  

d32  
海野純一●  推定  
（－日本科学技術研修  

所）  

d33  
小泉英明●  拡散  

r●肢浜国大）  

d34  
反応の研究（1）プロピレントルエン系  
におけるオゾン生成の解析  

d▼35  Int・Symp・Chem．  Tsukuba  
H．Akimoto  ozoneformation：reaCtivitiesof   Kinet．Related  

hydrocarbonsandsampledambientair  Atmos．Chem．  

d－36   
光化学反応性評価   季大会   

d－37  」窒 ■ ●■‾   真空排気型スモッグチャンバーによるオゾ  第12回大気中の反応分  宮 崎  57．11  
ン生成の研究   科会   

d－38  
大気の光照射実験（3）一環墳大気のオゾ  
ン生成速度の解析  

d－39   
水素一塁葉酸化物系光化学反応の研究（11）  
各種炭化水素の実効オゾン生成速度定数の  
決定   
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
d－40  

水素一塁葉酸化物系光化学反応の研究（12）  
二成分炭化水素系におけるオゾン生成の解  
析  

d－41  
水素一塁葉酸化物系光化学反応の研究（13）  
擬似環境大気組成混合系におけるオゾン生  
成の解析  

d－42   
価   

d－43  
笹野泰弘・竹内延夫  テムと制御研究発表讃  

（■神戸大）   演会  

d44  Cellstructureintheatmosphericmixed  11thlnt．Laser  Madison．   
H．Shimizu，  1ayerobservedbyaMielaserradar  RadarConf．   Wisconsin  
N．Takeuchi  

d－45  
対流パターン  （ライダー）シンポジ  

ウム  

dr46   
達過程の観測（川）モデル計算との比較  季大会   

d－47  笹野泰弘・竹内延夫  Mie散乱レーザーレーダーによるエアロ  
ゾル消散係数分布測定   

d－48  
の評価手法について  研究「環境科芋」R－52  

遠隔計測班．昭和57年  
度研究報告会  

d－49  横浜  
飯島弘昭＝・竹内延夫  

（■群馬大．＝日本大）  

d－50  
上の問題点  （ライダー）シンポジ  

ウム  

d－51  
竹内延夫  定  

（－群馬大）  

d－52  札幌  
竹内延夫  ZB】←2Alの解析  

（●群馬大）  

d53  
竹内延夫  

（■群馬大）  

d－54  
竹内延夫  

（●群馬大〉  

d－55   
若松仲司・村野健太郎   

d－56  鈴木睦・鵜野伊津志・  前日の影響を考慮した光化学大気汚染シミ  第23回大気汚染学会  宮 崎  57．11  

若松伸司   ユレーションー1981年7月の事例について   

d－57  鈴木睦・舌塩英世●  光イオン化HC計の環境モニタリングヘ  弟23回大気汚染学会  宮 崎  57．11  
（●川崎市公書研）   の適応の検討   

d－58  鈴木陸・林久雄●   気相熱抽出GCシステムを用いた環境大気  第23回大気汚染学会  宮 崎  57．11  
（●川崎市公害研）   中B（a）Pの全自動分析   
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
d－59  Evaluation of OHradical 7thJpn．－USConf．  Tsukuba  

S．Wakamatsu，   COnCentrationinthepolluted   Photochem．Air  
Ⅰ．Uno，Y．Ogawa  atmosphere   Pollut．  

d－60  RMCWlidar  11thInt．Laser  Madi印n．   

K，Sakurai一，  RadarConf．  Wi∝OnSin  

N．Sugimoto，  
H．Baba●，M．Xondo●  
（●TokyoUniv．）  

d－－61  

杉本伸夫・馬場浩司●・  （ライダー）シンポジ  
近藤真通●  ウム  

（●東京大）  

d－62   
ザーレーダーの検討  

d－63  竹内延夫   レーザーレーダーによる大気汚染計測  第4匝】リモートセンシ  
ング都会   

d－64  
馬場浩司◆・桜井雄海■・  連合講演会  
佐藤家郷＝・  
石河直樹＝  

（●東京大．＝明星電気）  

d－65  Obtaining high-quality image data 11thInt．Laser  Madison．   
Y．Sasano，  withtheLAMPlidar  RadarConf．  Wi∝Ot旭in  

N．Sugimoto，  
Ⅰ．Matsui●，  

H．Shimizu．  
N．Takeu仁山i  

（●Eng．Dれ）  

d－66  

杉本伸夫・松井～郎■・  （ライダー）シンポジ  
清水港・竹内延夫  ウム  

（●技術部）  

dⅦ67  
杉本伸夫・松井「郎＝  観測（Ill）－エアロゾル分布の空間スケー  
清水浩・竹内延夫  

（●技術部）  

d－68   
おけるSOzの収率   

d－69  畠山史郎・秋元肇  気相におけるCH3SHとOHとの反応経  
路   

d－70  OxidationofreducedSulfurcompounds  lnt．Symp，Chem．   Tsukuba  
H．Akimoto   intheatrnosphere   Kinet．Related  

Atmos．Chem．  

d－71   
テルジスルフィドの光酸化反応   

d－72  畠山史郎・秋元輩  空気中における有機硫黄化合物とOHと  
の反応   

d・－73  

秋元肇  こルとオゾンとの反応速度  
（●閲化公司）  

d－74   大気汚染学会合同シン   
有機エアロゾルの生成   ポジクム（エアロゾル，  

大気反応，生体影響）   
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
d－・75  

秋元肇  応  
（一公害防止技術セ）  

d－76  仙台  
坂東博・秋元肇  学反応  

（－筑波大）  

d－77  金沢  
鷲田仲明・秋元肇  る光酸化反応の研究  

（●技術部）  

d－78   第23回大気汚染学会   

d－7⊆l  

鷲酎申明・秋元肇  
（■技術部〉   

d－80   第17回高遠反応討論会   
光分解   

d－81  

鷲田仲明・秋元肇  
（■技術部〕  

d－82  
福山力・朽津耕三■  の分科会  

（■東京大）   

d－83  DimerconcentrationinDiatomic一   Okazaki  
mo】ecuiefree－jet  一‘Spectrosco自yand  

Dynamica oi 
Molecules and 
Clusters in 
MolecularBeams’l  

d－84  
福山力・朽津耕三－  

（－東京大）   

d－85  
尾添掟之◆・柴田勉－  季大会  

い岡山大）  

d86   
動  

d87  航空機を用いた関東地方上空の硫酸塩．硝   
水落元之●・泉克幸・  
鵜野伊津志・若松伸司・  
五井邦宏＝  

（暮技術部，＝埼玉県公  

害セ）  

d－88  ESCAによる大気汚染物質の検出  第23回大気汚染学会  
水落元之●・泉克幸・  
福山力  

（●技術部）  

d－89  日本化学会第47春季年   
水落元之◆・長束幸・  
福山力・若松伸司  

（●技術部）  

d－90  Aircraftsurveyofsecondary   Can．／Jpn．  Toronto  

Photochemicalpo‖utantsinTokyo   Workshc〉pAir  
metropo】itanarea   Pol】uし  

d－91   
（●日本科学技術研修  

所）   
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
d－92  

鈴木睦・小川靖・  研究（Ⅰ）一モデルの基本構成について－  
畠野昌治■  
（－日本科学技術研修  

所）  

d93  
鈴木睦・小吊闇巨  光化学エピソードの解析  
五井邦宏－  

（■埼玉県公箸セ）  

d－94  第23匝Ⅰ大気汚染学会  
佐々木一敏●・   ー上田盆地におけるオキシダント濃度と関  
島野昌治＝・若松伸司こ  
鵜野伊津志・植田洋匡  

（●長野県衛生公害研，  

＝日本科学技術研修  
所）  

d95  FieldstudiesoTlphotochemica】air  7thJpn：USConf・   
1．Uno．M．Suzuki．  Photoehem．Air  

Y．Ogawa   Pol】ut．  

d96  Tsukuba  
Ⅰ．Uno，M．Suzuki．  PhDtOChem．Air  
Y・Ogawa   Pollut．  

d97   エチルラジカルと酸素原子の反応   東京   

d98  Reactionofradicalswithoxygen  lnt．Symp・Chem・  Tsukuba  
Kinet．Ralated  
Atmos．Chem．  

d99   HO2＋原子の反応による一重項酸素生成の  
ダイナミックス  

d－100  分子構造総合討論会  
秋元肇・永瀬茂■●・  

諸事転変治＝■  

（●筑波大，＝横浜国大．  

＝●分子科学研）  

d101  金沢  
永瀬茂＝   解によるCF。の発光．消光および発光の量  

（●筑波大．＝横浜国大）  子収奪  

d－102  第17回高速反応討論会  

高木博夫一・京極毅＝・  

綱島滋＝・佐藤伸＝  
（●技術部．＝東京工大）  

d103   （CDユ）2GXラジかレの酸化反応Ⅰ  第17回高速反応討論会   
（CD｝）毒（OH）ラジかレ   

d－104  篠原久典●・西信之●・  アンモニア会合体の検出（4）希ガス共鳴  日本化学会第47春季年  京 都  58．4  
鷲田仲明  線によるイオン化  

（●分子科学研）  

e．水質土壌環境部  

一214－   



番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
e－2  第17回水質汚濁学会  

平田健正・福島武彦・  
岩田敏・海老瀬潜一・  
大坪国順・大槻晃●  

（●計測技術部）  

e－▼3  日本陸水学会第47回大  
鈴木理恵●・  

細萱志保子●  

（●東邦大）  

e－4  生物処理に及ぼす合成洗剤および石けんの    日本水処理生物学会第   
細萱志保子●・  影響  19回大会  

須藤隆一  
（●東邦大）  

e－5  
須藤隆一  19回大会  

（●東邦大）  

e－6  
須藤隆一  窒処理   19回大会  

（●東京理大）  

e－7  東京  
池谷正雄●  

（●東邦大）  

e－8   名古屋   
への影響   術講演会   

e－9  大坪国順・村岡浩爾  底泥の沈降特性に関する研究   土木学会第37回年次字  
術講演会   

e－10  大坪国順・村岡浩爾  底泥の沈降特性に関する研究   土木学会第27回水理講  
満会   

erll  
須藤隆一・石崎勝久一・  季大会  
吉野善調●  

（■東京理大）  

e－12   
須藤隆一   ー湖水のサンプリング頻度に関する一考察  

e－13  
須藤隆一  について   19回大会  

（●環境プラント）  

e－14  
須藤隆一  響   19回大会  

（●東京理大）  

e－15  
石崎勝久●  影響  

（●東京埋大）  

e16   福岡   
57年慶福同大会  

e17  
山下立●・矢崎仁也●  支部大会  

（●日本犬）   

e－18   湖沼の水質指標と水質管理   鹿児島   
講演会  

e－19  合田健   水質汚濁に関する課屈と対策  弟4回公明党環境問題  
シンポジウム  

e－20  須藤隆一   生物処理過掛こおける凝集性固形物の生成  ’82粉体技術会講   東 京  57．9   
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番号  発  表   
e－－21  須藤隆一   湖沼はなぜよごれるか   手賀沼浄化のためのシ  

ンポジウム   

e、22  日本陸水学会第47回大  
佐野亮一●・国安克彦＝  

（●東邦大．＝環境整備  

教育セ）  

e－－23  日本水処理生物学舎弟  
矢木修身  19回大会  

（●茨城県）  

e－24   弟13回公害防止管理者  
全国大会  

e－25  水システムの熱力学的評価  京都大学環境衛生工学  
研究会第4恒】シンポジ  
ウム  

弟2匝水資源に関する   
ム   シンポジウム   

e－27  田井慎吾   水処理プロセスのエネルギー解析   工業技術連絡会議第17  
回公害シンポジウム   

e－28  陶野郁雄   漏斗を用いた最小密度試験装置の製作とそ  第17回土質工学研究発  琳 覇  57．6  
の適用性   表会   

e－29  
金子治■■  表舎  

（■治水建設研，＝東京  

工大）  

e－30   河川砂．海浜砂の相対密度及びその測定方   
法   研究発表会   

e－31  
ネリア）の増殖生理   春季大会  

e－32  
NOヨ．PO．uptake   秋季大会  

e－33   
広木幹也・藤井固博  響（第18報）運用土壌における汚泥の分解  57年度福岡大会   

e－34  
平田健正  しゝて（第2萄）   術講演会  

（●建設省，＝大阪大）  

e－35   名古犀   
術講演会  

日本土壌肥料学会昭和  e－36  広木幹也・久保井徹・  下水汚泥の土壌施用が土壌環境に及ぼす影   福 間  57．4  
服部浩之・藤井匪博  響（第17報）土壌水分の挙動   57年度福岡大会   

e37  
藤井園博・久保井徹  響（第20報）各種土壌における微生物フロ  

ラの季節変動   

e－38  
久保井徹・広木幹也・  響（第19報）下水汚泥施用砂質土の浸透水  支部大会  
服部浩之  中硝酸態窒素の桂時変化  

（●技術部）  

e－39   Int．Symp・Land  Tol（yO   
SeWageSludge   Appl・SewageSludge   

e－40  細見正明・岡田光正・  潟ノ湖の富栄養化に関する研究（第6幸剛  日本陸水学会第47回大  高 松  57．10  
須藤隆一   ー沈殿物について－  
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番号  発  表  者   檻  目   学 会 等 名 称  開催敵市名  年月   
e－41  Acomparisonofmethodsforestimating  呂thUS／Jpn・   Tokyo  

M．Okada．R．Sudo  
Manage．Bott〔）m  
Sediments  
Containins Tonic 
Subsl．  

e－42   東京   
論会   

e－43  
中村辰即一  ンの定量について  

（一熊本県衛生公嘗研）  

e44   第27回土木学会・水理  
辞演会   

e－45  
須藤健一・熊谷光彦●・  19回大会  

両村老親■  
（●茨城大）  

e－46  河東  
矢木修身・須藤隆一  19回大会  

（■茨城県）  

e－47  
須藤隆一・熊谷光彦●・  

高村義親－  

（●茨城大）  

e－48   高松   
須藤隆一   

e－49  山根教子・岡田光正・  有リン洗剤の使用禁止に伴う生活排水の汚  日本水処理生物学舎弟  潮 来  57．11  

須藤隆一   濁負荷量の変化   19回大会   

e－50  山根敦子・岡田光正・  有リン洗剤の使用禁止に伴う生活排水の汚  弟17【司水質汚濁学会  東 京  58．3  

須藤隆一   濁負荷原単位の変化   

e－－51  

木幡邦男・中村泰男  
（■東北大）  

e－52   
渡辺正孝  方程式に対するICCG法   研究会   

（●筑波大）  

f．環境生理部  

青木康展・鈴木和実  

市瀬草道・鈴木誠一■  
嵯峨井勝・  
久保田恕太郎  

い東邦大）   

市瀬孝遣・鈴木誠一●  
鈴木明・局博一・  
犠峨井勝・  
久保田筍太郎  

（●東邦大）   

市瀬草道t犠峨井勝  

センチニクバエ幼虫へのCdの蓄硬とCd  
結合蛋白質の誘導   

高濃度二酸化窒素暴露によるラットの生存  
時間と肺のArylhydrocarbon  
hydro】くylase（AHH）活性の相関について  

二酸化窒素暴露に対する肺の抗酸化性防御  
職能の動物種差に関する研究  

日本薬学会第103年舎  

弟23回大気汚染学会  

第23回大気汚染学会  

脂質過酸化の動物種差および系統羞につい  
てNO2暴露による脂質過酸化－  帯6匡旧本過穀化脂質 研究会   
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
f－5  ラット肺に存在する低分子SH化合物（グ  

ルタチカン．システイン．ホモシステイン，  
CoA）について  

f6  
肝中のグルタチオンとアミノ酸濃度の関連  
について  

f－7  Lipoxygenase and cyclooxygenase Winter   Keystolle  
⊥．Lel壷把－   productsofpD）ye∫－Ojc月CjdsiJ）tbe   Pro5t∂g】月ndj】1Coれf．  

（●BrandeisUniv．）  invertebrates  

トー8  Arachidonicacidmetabolismby   Winter  Ke〉■StOne  

L．Levine■  erythrocy仁es   ProstaglandinConf．  
（●BrandeisUniv．）  

f9  E穐ctsof acutenitrogendfoxide   Pinehurst  
exposureonprostacyclin（PGI2）   EffectsOzoneRelat．  
Synthesisandcontentofcyc】ic   Pho亡OChem．  
nucleotideshlthelung   Oxidants  

i－10  
原口裕文・  ンタン生成の帽凄に関する研究  研究会  
与那覇政愚－－  

（●筑波大，＝北海道薬  

大）  

f11  
藤岡浩－・長谷川鉄雄●・  

嵯峨井勝  
（■笥二波大）  

f12  
小林隆弘・   呼気中炭化水素分析による脂質過酸化につ  
久保田憲太郎   いて  

f－13  
秋元箪－・村上正孝・  による培養紙胞の姉妹染色分体交換の誘導  
久保田竜太郎  について  

（●大気環境部）  

f－14  宮崎  
嵯峨井勝・   血液pIl／ガスおよび呼気ガス（02，CO2）  
久保田患太郎   の変化について  

f－15  宮崎  
市瀬孝道・嵯峨井勝・  
久保田憲太郎  

f－16  宮崎  
嵯峨井勝・  ラットの呼吸機能におよぽす影響  
久保田蚤太郎  

f－17  
の比較   生体閑適反応シンポジ  

ウム  

f－18  重金属とメタロチオネイン  新潟  
会．化学関係学協会連  
合協議会研究発表会  

f－19  岡山  
田中康宜●・河村涼子・  汚染物質とそのトキシ  
山村充  コロジーシンポジウム  

（●東邦大）  

f－20   
田中康宣＝・河村涼子  
山村充・久保田簿太郎  

（●共立薬大．＝東邦大）   
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
f－21  

宮本栄子＝・山村充・  

河村涼子・  
久保田音大緋  

（●東邦大．■暮共立薬大）  

f－22  
宮本栄子＝・河村涼子  
山村充・久保田窓太郎  

（●東邦大，＝共立重大）  

f－23  
田中康宜＝・河村涼子・  とCuの排泄におよばす低蛋白飼料の影響  
山村充・久保田憩太郎  

（●共立薬大．＝東邦大）  

f－24  日本薬学会第1D3年会  
海老原佳之●・  タロチオネイン比と必須金属濃度の変化  
秋宵博之＝・河村涼子  

（■北里大，＝東邦大）  

f－25  1982lnt．Congr．Clin・   
H・01diges■．  Wjsterl・atS  Toxicol．  
H・Konig●．  

D．Hochraine†●，  
G．Oberd亡汀Ster＝  
（●FraunhorerInst．  

Toxicol．Aerosol  
Res、．＝Ro（kster  
Univ．）  

f－26   宮崎   
久保田憲太郎   と消失   

f－27  LungcareinDmaSinratsafter）owlevel  4thlnt．Cadmium   Munich  
D．Hochrainer．．  cadmiuminha］ation  Conf．  
H・K仁山ig●，  

G．Oberdt）rSter．．  
S．Takenaka  
（■Fraunhoferlnst．  

Toxicol．Aerosol  
Res．．‥RoclleSter  
Univ．）  

f－28  宮崎  
嵯峨井勝・  動ヒの関連性について  
久保田憲太郎  

f－29  宮崎  
嵯峨井勝・  に関する研究1．肝伸展受容掛こついて  
久保田憲太郎  

f－30  東京  
報：玩」血仇卜系での検索  

f－31  
藤巻秀和・渡辺直照■  1gE抗体産生Il．hapten－Carrier系を用  学会  

（●慈恵医大）   いた解析  

f32   
村上正孝・  影響l．IgM抗体産生について   
久保田憲太郎暮  

（■慈恵医大〉  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 尊 名 称  開催都市名  年月   
f－33  

本多芳男●・藤巻秀和・  
白石不二旛・  
村上正孝・  
久保田憲太郎  

（●慈恵医大）  

f－34   109Cdサイオニンの腎内分布   弟54匝旧本産業衛生学   

f－35  村上正孝   カドミウム腎苛性に対するLシステイン  第51回日本衛生学会総  札 幌  56．5  
の影響   

f－36  カドミウム．35S－システイン投与時の腎中  第52回E本衛生学会稽  東京  
久保田象太郎・  35Sの分布  
佐野賓－－  

（◆筑波大）  

f－37   
久保田憲太郎   体必須金属への影響  

f－38  山村充・鈴木和夫   ウズラ（C血椚融〟如偏りゆ珊血）に誘  
導されるメタロチオネイン   

g．環境保健部  

第52回日本衛生学会腰  PCBの経胎盤・経母乳移行について  安藤満・斎藤寛・  
脇阪一部・岩崎寛和■・  
金子寛－  

（●筑波大）   

安藤満・廣崎昭太－・  
田村患治＝・  

田谷利光＝  
（●環境情報軌●■土浦  

協同病院）   

M．Ando，  
K．Tamura■，  
T．Taya●  
（－TsuchiuraKyodo  

Gen．Hosp．）   

安藤滞・田村憲治◆・  
田谷利光■  

（●土浦協同病院）   

安藤満・斎藤寛・  
脇阪一郎   

太田庸起子・松本理・  
鈴木明●・脇阪一郎・  
米山忠克‥  

（●環境生理都，＝農技  

研）   

太田庸起子・  
本多照幸■・旦正敏‥  

（・武蔵工大．＝軍増分  

析セ）   

大田原起子・  
白石浩二■・田畑米穂●・  

乾道夫＝・脇阪一郎  
（●東京大，●●東京都監  

察医務院）   

第36回日本栄養食粒学 会総会  

血清コリンエステラーゼと教程の要因との．  
関連について  

g－2  

5th・Int．Congr・  
Pestic．Chem．  

Relationbetweenserumcho】inesterase  
andcertainphysiochemicalLactorshl  
agricultural workers 

g3  

第31回日本農村医学会  
総会  

第41回日本公衆衛生学  
会総会   
弟55回日本産業衛生学  

血清コリンエステラーゼの個人差について  
－酵素反応適度論からの検討－  

PCBの穣胎盤・経母乳移行について－胎盤  
中PCB類のGC－MS分析－   

15NOgの生体内動掛こ関する考察  

g4  

第19回理工学における 同位元素研究発表会  

放射化分析法による肺の塵扶元素損度およ  
び生体組織中元素濃度の評価  

腋－7  

弟41回日本公衆衛生学 全株会  

肺炭粉中のタバコの炭素ラジ丈りレについて  g＄  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   
g－9  

松本埋・脇阪一郎  と組成元素について－  
（●東京都監察医務院）  

g－10   
中野薦浩・脇阪一郎  分析－   

g－11  金子勇・脇阪一郎  夏季における死亡数と気候要因との関連  第51回日本衛生学会  札 幌  56－5   

g－12  
遠山千春・三種裕子・  
杉平直子・脇阪一郎  

g－13  
小川正美●・京極芳夫●・  部部会  
長井徹●・佐藤博●・  

黒澤孝成■・古山隆－・  

吉永馨●・斎藤寛  
（●東北大）  

g－14  仙台  
遠山千春・杉平直子・  
三種裕子・脇阪一郎  

g－15  
遠山千春・三種裕子・  性カドミウム中毒に係  
杉平直子・脇阪一郎   る総合会議  

㌢－16  

遠山千春・三種裕子・  
杉平直子・安達史朗・  
脇阪一郎  

g－17   
小野雅司・脇阪一郎  の相関性について   会総会   

g－18  10thInt．Conf．   S【aIlford  

（●Enviroll．Biol．  assimilationof］3CO2byhigherp】ant  MagneticResonance  
Div．）   】eaves   Biol．Syst．  

g19   
（一生物環境部）   謝の研究   

h．生物環境部  

第19回理工学における  
同位元素研究発表会  

日本陸水学会第47回大  

日本陸水学会第47回大  

Reg．Workshop  
Limno】．Water  
Resour．Manage．  
Developlng  
CountriesAsiaand  
Pac．   

日本作物学会第173回  
講演会  

13C－NMRの植物代謝研究への応用  伊藤治・三森文行暮・  
岡野邦夫・戸塚税  

（●環境保健部）   

岩熊敏夫・安野正之  

岩熊敏夫・安野正之  

T．1walくuma．  
M．Yasuno  

高 松  

高 松  

Kuala  
LuInpur   

霞ヶ浦におけるユスリカの生産特に羽化  
期を中心として  

浅し－富栄養湖における底生動物の役割  

TheTUleDizDDbentllDSirlaShallow  
eutrnphic lake 

バートノント解析  植物体内における炭素の流れのマルチコン  岡野邦夫・伊藤治 戸塚績・竹菓剛－ （◆京都府大）  
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番号  発  表  者   義  ≡   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   

h6  岡野邦夫・伊藤治・  赤外分光法による各種試料中の1ヨC濃度の  第19回理工学における  東 京  57．7  

戸塚頒   判定   同位元素研究発表会   

h－7  
戸塚椅・竹莱削■  啓のマルチコンノトへトメント解析   講演会  

（●京都府大）  

h8  
清水明●・戸塚績・  講演会  
竹菓剛＝  

（●技術部，＝京都府大）  

h－9  
河野恭広●  流葉に供与した■5Nと13Cの追跡－   講演会  

（●名古屋大）  

h10   
（●計測技術部）   （ニジマスによるイサザアミの制御）   会春季大会   

ムー11  

広瀬忠樹●  （二年草）の個体群動態  
（■東京大）  

h－12  
鈴木啓祐●  体群のロゼット・サイズの分布について  

（’流通経済大）  

h－13   気孔開閉運動の細胞壁による制御   松本   
年度年会   

h－14  近藤短朗   亜硫酸による気孔閉鎖とリンゴ酸含有量  日本植物学会第47回大  東 京  57．9   

h－15  孔辺細胞プロトプラストのK含有量変化  日本植物学会第47回大  東京  
近藤姫朗・庄野邦彦－  

（●東京大）   

h－16   高松   

h－17  プロトプラストによるアミノ酸の輸送：徴  日本植物生理学会1982  松本  
笠毛邦宏＝・  小菅に作用する物質の影響  年度年会  
島崎研「郎・近藤矩朗  

（■三菱化成．■■植物ウ  

イルス研）  

h－18  
近藤矩朗  吸活性について  

（●東京大）  

h－19  
大槻晃■・花里孝幸・  
相崎守弘＝・安野正之  

（■計測技術部．＝水質  

土壌環壌郎）  

h－20  
近藤矩朗・滝本道明●・  第20回大会  
菅原淳  

（■東邦大〉  

h－21  

リブロースー5－リン酸キナーゼ精製とその  
性質  

h－22   Seoul   
urbanenvironmenl   全学術発表大会   

h－23  戸塚績   都市環境保全のための植物の役割   第23回大気汚染学会      宮 崎  57．11   
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番号  発  表  者   頗  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   

h24  戸塚績   酸性雨間頓について   第13回公害防止管理者  
全国大会   

h25  

宮下衛・佐竹潔・  ぽす重金属（カドミウム、銅）甲影響  
福島悟－  

（●横浜市公害研）  

h－26  
高村典子・大槻果●・  
柏崎守弘＝・安野正之  

（●計測技術部，‥水質  

土壌環境部）  

h－27   高松   

h－28  ブエの生態と防除の研究（7） テメフオ  日本衛生動物学会第34  帯広  
長谷川淳一●  スとB．t．i．剤の非目標種への影響の比較  回大会  

（■東京大）  

h－29   
（●東京大）   ユスリカ幼虫に対する影響   回大会   

山30  
花里孝幸  速度について  

（●東京都大）  

h－31   霞ケ浦研究の経験から   大津   
ポジウム   

h32  安野正之   陸水の青果葉化とユスリカ類．その分類・  
生態の関連について   

h－33  渡辺恒雄・渡辺信雷  日本植物学会100周年  
（●水質土壌環境那）   記念第47回大会   

h－34  渡辺恒雄・近藤矩朗  大気汚染物質による細胞傷害発現の初親反  日本植物学会100同年  東 嘉  57．9  
応   記念第47回大会   

h－35  
（●東京大）   ンヒビターの精製と性質   会第2回日英生化学合  

同シンポジウム  

h－36   
楠慎一郎●・渡辺恒雄・  会第2回目実生化学合  
加納和孝＝  同シンポジウム   

（●東京大）   

上技  術  部  

K・Omasa，Ⅰ．Aiga．  
Y．Hashimoto● ● 
（Ehime Univ．）   

大枚謙次  
大政謙次・相賀一郎  

橋本康－ （●愛媛大）  大政謙次・相賀一郎  

橋本康● （●愛媛大）  

lmagehstrumerltationforevaluating  
theeffectsofairpo】1utantsonplants  

大気汚染ガス吸収を評価する葉面の画像計  
測   

気孔開閉運動の画像計測  

9thlMEKOWorld  
Congr．  

第21回計測自動制御学  
会学術講演会   

日本橋物学会第47回大  

日本植物学会第47回大   画像計測による植物の大気汚染影響の評価  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   

i－5  
相好一郎  日本生物環境調節学会  

（■愛媛大）  

第20回大会  

i－6   
相賀一郎   日本生物環境調節学会  

第20回大会   

i－7  
橋本康●  ムの開発   象学会大会  

（●愛媛大）  

i、8  宮崎  
藤田和伸・木村英雄・  
高橋弘・  
久保田憲太郎■  

（●環境生理部）  

j－9   帯広   
（■川上農場）   回大会  

i一－1（】  菅谷芳址・安野正之●  異なる温度条件下におけるユスリカ2種の  日本陸水学会第47回大  高 松  57．10  
（●生物環境部）   生長速度  

i－11  
鷲田仲明●・秋元輩●  

（●大気環境部）   

i－－12  

山下昌男●・木本重信■・  

島田好文■・田口宿志■・  
高橋弘  

（－日本クレア）  

i、13  仙台  
猪爪京子●・林￥英＝  第20回大会  

（－環境情報部．＝日本  

クレア）  

i－14  仙台  
箱爪京子●・林賢英＝  第20回大会  

（●環境情報部，■■日本  

クレア）  

ト十ほ  
山元昭ニ・伊藤勇三・  
久保田憩太郎●  

（■環境生理部）  

i－16   自動車研究と動物実験   筑波   
究集会  

i－17  竹下俊二・水科篤郎●  円管内乱流物質移動における壁物質流束の  化学工学協会新潟大会  新 潟  57．7  
（■京都大）   効果について   

i－18  
須藤隆一●  ぽす影響   19回大会  

（■水質土壌環境部）  

i－19  
Ⅰ〃刀正行●・澗口次夫－  ネルギ一分散型螢光Ⅹ線分析法による多元  

（●計測技術部）   栗岡時分析一  
i－20  

格安一郎◆戸塚楳●  第2（）回大会  

（●生物環境部）  

i－21   京都   
村野陛太郎●・  toparticledistribution†actor  
泉克幸■・福山力■・  
五井邦宏＝  

（－大気環境部，＝埼玉  

婦公害セ）  
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番号  発  表  者   題  目   学 会 等 名 称  開催都市名  年月   

i－22  
藤井園博＝・   （第21報）下水汚泥中のZn．Mn．Cuの形  58年座乗都大会  
麻生未雄＝  態と植物による吸収  

（●東京農大，＝水質土  

壌環境部）  

i－23   
田中和彦◆・高橋弘  

（■日本クレア）   
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付  録   

1．予  算  

（単位：千円）  

区  分  昭和47年度  昭和48年度  昭和49年度  昭和50年度  昭和51年産  昭和52年度  昭和53年度  昭和54年度  昭和55年度  昭和56年度  昭和57年度   

運  営  費   7，685  

1．人に伴う経費  20，868  190，567  302，735  482，536  553，007  615，165  780．619  868，004  942，519  1，006．513   

（1）人  件  費  19，628  187，987  299．098  477，986  547．386  608，766  773，604  860，501  935，192  999，441   

（2）人当庁費  1，240  3，637  4．550  6，399  7，327  7．072  

2．一般事務処理費  10．347  

3．環境情報関係経費  7．685   

（1情報収集経費   6，327  6，479  10，981  10，1朗  13，284  17，578  19，850  38，991  37．002  36，247  35，316   

（2）情報処理経費   1，358  1．465  22，757  235，123  254，130  283．072  283．475  287，923  337，740  361．127  352．168   

（3）インターナショナル・  リファラルシステム経費  1．000  996  9Zl  1．250  1．160  1，144  1．124  1．102  1，075  

4．研究費  67，587   316，404   479，095   534．694   

（1）人当研究費  2．917  29．260  58，462  82，954  106，860  132，264  156．552  172，086  190，912  194，467   

（2）経常研究費  64．670  

（3）特別研究費  39．542  

5．大型特殊施設関係経費  1，476  

施設整備費  70，000  

⑳補正後予算を示す。   



2．組織及び定員 （昭和57年度）  

所  長  

副所長  主任研究  
企画官  

研  究  
企画官  

水質土壌  
環 境 部  生物環境部  技 術 部  環境生理部  環境保健部  環境情報部  計測技術部  大気環境部  総 務 部  総合解析部  

生理生化学 研究 室  陸水環境 研究室  
環境保健  
研究室  大気計測 研究室  

大気物理  
研究室  

環境生理  
研究室  

第  一  
グループ■  技術室  業務室  ‡釜務書果  

生物施設  
管理室  

環境疫学  
研究室  

水生生物  
生態研究幸  

第  ニ  
ケルーフ■  

水質計測  
研究室  

大気化学  
研究室  

土壌環境  
研究室  

環境病理  
研究室  情  報 システム室  会計課  

理工施設  
管理室  水質環壊 計画研究書  

人間生態  
研究室  

踵生生物  
生態研究室  

生体化学  
計測研究室  大気環境 計画研究室  

情  報  
調 査室  

第  三  
グループ  

急性影響  
研究垂  

環境心理  
研究室  

生物環境  
管理研究室  

海洋環境  
研究室  

t手機  
管理室   

底質土壌  エアロゾル  
研究室  

動物施設  第  四  
グループ■  慢性影響 研究嚢  新研究室  

第  五  
グループ  

地盤沈下  
研究室  管理部門  情報部門  研究部門  技術部門  計   

56年虔未定員   24   152   243   

57年虔増減員  5  

△1   △2   △3   

計   a6   24   156   ユ0   216   

分析幸  

（注）2重わく内は57年度新設部門  

△印は削減   



3．科学研究費による研究一覧  

．研 究 課 題   研究分担者  
研究代表者 所属・氏名  種  目  （国立公害研究所職員のみ）   

環境情報部  計測技術部：安部善也   

春山暁実   
東京工業大字  環境科芋持  窒素酸化物から見た汚染大気爪サーベイ  環境情報部：松本幸雄   

堀 素夫  別研究   ランス、システムに関する基礎的研究   

東京大学  
奥野忠一   

（エネルギー）   

東京大学  環境科学特  赤外遠隔計測による勲環境情報の解析に  環境情報部：横田達也・安岡善文   

藤村貞夫  別研究   関する研究   
東京大学  環境科学特  遠隔計測による環境情報の解析・評価に  環境情報部：宮崎忠国   

豊田弘道  別研究  関する基礎研究   大気環境部：笹野泰弘   

東京大字  総合解析郡：内藤正明   

増子昇   
東京大学  環境科宇特  環境情報の収集、ならびに利用システム  総合解析部：内藤正明   

伊理正夫  別研究   の総合化に関する研究   
山形大学  環境科手持  環境情報とその環境評価への応用に閲す  総合解析部二内藤正明   
鎌田 仁  別研究   る基礎班   

埼玉大学  総合解析部：内藤正明・森田恒幸   

武藤義一   
東京大学  エネルギー  エネルギー源及び利用システムの総合評  総合解析部：西岡秀三   

茅 陽一  特別研究  水質土壌環境部：田井慎吾   

（エネルギー）   

東京大学  総合解析郡：北畠能房 ・   

加藤一郎   
東京理科大字  総合解析部：青木陽二   

斉藤平蔵   
東京大字  計測技術部：安部書也   

不破敬一郎   
計測技術部  環境科字特  環境試料の保存とそれを用いた環境変化  計測技術部：森田昌敏   

安部書也  別研究   の解析法に関する研究   
計測技術部  試験研究  四豆粒質塑分析計を用いる微量試料の簡  計測技術部：白石寛明   

大槻 果  易炭素・要素安定同位体比同時測定装置  
の開発   

名古屋大学  計測技術部：大槻 晃   

坂本充   
東京大学  
鈴木継美   

九州大字  環境科芋特  生酒環境物質の人体影響に関する疫学的  計測技術部：植弘崇嗣   

倉恒匡徳  別研究  研究   
大気技術部  環境科字特  分光型レーザーレーダーによる発生源か  計測技術部：溝口次夫・研刀正行   

竹内睦夫  別研究   らのNO2汚染状況の遠隔計測法の開発  大気技術部：中根英昭・杉本伸夫・笹野  
泰弘   

大気環境部  奨励研究A  レーザーレーダーおよび係留気球同時観  な  し   

竃野泰弘  測による大気混合層構造の解明   
京都大学  環境科学特  光化学オキシダントの防除に関する基礎  大気環境部：秋元 諺   

松浦輝甥  別研究  研究   
東北大学  総合研究A  StateLtO－StateChemistryにおける研究  大気環境部：秋元 肇・賀田仲明   

井」二鋒朋  手法の開発および推進   
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研究代表者   目   研  究  課   題   研 究 分 担 者   
種                   所属・氏名  （国立公害研究所職員のみ）   

大気環境部  環境科挙措  気相アルキルラジカルと酸素原子分子の  な  し   
駕田仲明  別研究  反応の研究   

大気環境部  な  し   
井上元   

大気環境部  奨励研究A  低温マト1」ックス法によるホルムアルデ  な  し   

坂東 博  ヒド分子会合体の光化学反応の研究   
大気環境部  
畠山史郎   

大気環境部  特定研究  強い密度成層状態下での乱流の構造と乱  大気環境部：小森 悟・官等 武・笹野   
植田洋匡  流輸送機構   泰弘   

大気環境部  一般研究  重い気体の大気中での拡散機構一重力  大気環境部：小森 悟・光本茂記   
植田洋匡  流の挙動   

東京大字  囁墳科学持  広域大気汚染の動態   大気環境部：橋田洋匡・光本茂記りJ、森   

浅井富雄  別研究  悟   
東京大学  大気環境部：植田洋匡   

木村滝治   

大気環境部  
小森憶   構の解明に関する研究   

北海道大学  大気環境部：村野健太郎   

大書多敏一   
東京農工大字  
村上昭彦   

東京理科大字  
吉野善頭   の処理・処分   

東京大学  環境科学特  汚濁河川中の炭素収支に関するシミュ  水質土壌環境部：岡田光正   
鈴木基之  別研究   レーションモデル   

水質土壌環  
墳部  に関する基礎的研究   
山根教子   

水質土壌現  一般研究  河道内貯留・堆積物質の定量化と流出挙  水質土壌環境部：福島武彦・柏崎守弘・   
墳部  勤に関する研究   平田健正・村岡浩爾・   
海老瀬潜一  大坪国順・岩田 敏   
水質土壌現  環境科学特  水界隔離実験による浅い湖での炭素およ  計測技術部：大槻 晃・河合禁欣   

境部   別研究   び窒素の動態に関する研究   生物環境部：岩熊敏夫・高村典子・   

相崎守弘  花里孝幸   
東京農工大学  水質土壌環境部：柏崎守弘   

小倉紀雄   
水質土壌項  
境郡  機構に関する研究   
平田健正   

水質土壌環  
境郡  基礎的研究   
大坪国順   

水質土壌環  
墳部  における流動の解明   
木幡邦男   

水質土壌環  
境部  
中村泰男   
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研究代表者   
ヨ ほ   研  究  書果  題   研 究 分 担 者   

（国立公害研究所職員のみ）   

水質土壌環  自然災害  地盤沈下現象に伴う多層地盤の応力・ひ  な  し   
境部  すみ・時間関係に関する実験的研究   
陶野郁雄  

北海道大学  試験研究  砂地盤の工学的性質の評価法に関する研  水質土壌環境部：陶野郁雄   
土岐祥介  究 ・   

三重大字  環境科学持  窒素酸化物の生体影響に関する実験科学  環境生理部：嵯峨井 勝   
吉田克己  別研究   的研究   

環境生理部  環境科学特  二酸化窒素による実験動物の臓器代謝系  環境生理都：持立克身・国本 学・   

三浦 卓  別研究   の変化と適応機構に関する研究   高橋勇二   
三重大字  環境科学持  重金屑インパクトに対する生態系諸相で  環境保健部：斎藤 寛   
北岸確三  別研究   の指標レスポンスの検索   

環境保健部  奨励研究A  メタロチオネインのRIA法の確立とカド  な  し   
遠山千春  ミウムによる健康影響の早期診断への応  

用   
基礎生物学  特定研究  海洋生物実験飼育・培養系アクアトロン  生物環境部：菅原 淳   
研究所  システムの開発   
藤田善彦  

生物環境部  環境科字持  陸水の富栄差化とユスリカ塀の分類・生  生物環境郡ご畠山成久・岩辞敏夫・   
安野正之  別研究   態の関連について   宮下 衛・高村典子   

玉川大学  総合研究  生態学研究の推進とその具体化に関する  生物環境部：安野正之   
宝月欣二  研究   

ー230   



4．職員海外出張等  

部  室  名  職 名  氏   名  出 張 国名   用  務   期 間   
計 測 技 術 部   室 長  安部者也  西 ド  イ  ツ  日独科学技術協力協定額囁パネル  57．5．8  大気計測研究室     第6回会議出席のため  一、一57．5． 17   

総合解析部  大一気環境管理と関連エネルギー政 策に関する国際セミナ 
第1グループ  主 研究官  内藤正明  韓  国   ーに出席の 王：め  57．5．16 ′～57．5．22   

水質土壌環境部   
室 長  須藤隆一  中  

国  廃水の生物処理に関する学術集会  57．5．10   
に出席のため   へ一57．5．30   

大気環境部  大気環境計画研究室  主任 研究貞  小川  靖  カナタ●・アメリカ  カナダ環境庁主催の大気汚染に係 る共同野外実験参加及びアメリカ イリノイ大学での研究交流のため  57．5．26 ～57．6．24   
主任 研究月  若松伸司   

】翼境生理部 慢性影響研究室  主任 研究員  米谷民雄  ア  メ  リ  カ  カドミウム毎性研究留学のため  57．5．27 ～58．5．26   

大気汚染の研究とモニタリングに  
大気環境部 大気化学研究室  室 長  秋元  肇  中  国   関するWHO短期顧問として中国  科学者と意見交換及び指導のため   
計 測 技 術 部  主 任   

藤井敏博  ア  メ   
リ  カ  米国質立分析学会に出席講演のた   57．6．5   

め  ～57．6．13   

生物環境部 水生生物生態研究室  室 長  安野正之  オンジュラス国  マラリアの現状及び対策う舌勤に関 する調査、分析の専門家として指 導のため  57．7．19 ～57．8．2   
第1回ガス状汚染物質と植物代謝  

生 物 囁】尭 部  部 長  菅上京  淳  イ  ギ リ  ス   に関するシンポジウムに出席講演 の穴：め  57．7．31 ～57．8．7   
環境生理部 環境病理研究室  主任 研究員  竹中萎二  ア  メ  リ  カ  国際臨席屈性学会出席のため   57．8．6 ～57．8．17   

ハンガリーペップレムで開かれる  
総合解析部 弟1グループ  研究員  松岡  ≡洪  ハ ン ガ リ ー   浅l胡の富栄養化問題に関するワー クショップに出席のため  57．8．28 へ一57．9．5   

環 境 生 理 部  主 任   
彼谷邦光  ア  メ   

リ  カ  生体膜機能に及ぼす環】尭因子に関  57．9．3   
する研究のため   ー〉58．9．3   

水質土±蕪環境部  主 任  矢木修身  ア  メ  リ  カ  有隠化学汚染物質の環境中での挙  57．9．1  陸水環境研究室  研究月    動にするのため   
関研究   ～58．8．31   

第7回国際伝熱会議に出席後酋ド  
イツ、ミュヘン工科大学、スイス、   

大‘気 環 境 部  研究員  小森  惜  西ドイツ・スイス     57．9．4 ′、ノ57．9．18  大気環境計画研究室     チューリッヒ工科子校流体力子研 究所、フランス、ロレーヌ工科大  
芋などを訪問研究交流のため   

生 物 環 境 部  室 長  安野正之  イ ンド ネ シ ア  国際協力事業眉の行う医療協力の  57．8．22  水生生物生態研究雇     評価チームに参加のため  ′－57．9．5   
オ ー ス ト リ ア  不妊混虫法による防除に関する専 に  57．9．19  

門豪会読出席のため  ・‾－57．9．26   

水質土壌環境部 海洋環境研究室  研究月  渡辺  侶  ネ  パ  ー  ル  ネパールヒマラヤにおける微生物 の分布適応、進化に関する調査の ため  57．10．12 ・‾－58．1．19   
生 物 環 境 部   

室 長  戸塚 橋  韓  
国  韓国生態学会において大気汚染の  57．10．27   

植物影響に関する講演のため   ′■－57．10．30   

環 境 情 報 部  主 任  松本幸雄  フ  ラ  ン  ス  OECD環境局において各国の大気  57．10．28  情 報 調 査 室  研究員    環境データの解析研究のため  へ－・58．3． 31   

大 気 率 境 部   
室 長  植田洋匡  中  

国  大気汚染拡散研究用風洞の設計ア  57．11．15   
ドバイス及び研究交流のため   ～57．12．12   

環 境 情 報 部  主 任  安岡善文  イギリス・西ドイツ  高度リモートセンシンク技術の動  58．1．23  情報システム室  研究月   フランス・スイス他  向調査及び研究交流のため  ～58．2． 6   

水質土壌曙】尭部   室 長  ・裂藤隆－  イ   ギ リ  ス  水質汚？筍及び水処理に関する肘  58．3．5   
議、意見交換並びに情報収集  ～58．3．19   

生 物 環 境 部  部 長  菅原  淳  フ  ラ  ン  ス  OECD化学物質グループデイチイ ングパネル会合出席のため  58．3．22 〈一58．3． 28   
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5．委 員等委嘱  

委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   謂 ■…・   

統計数理研究会評議員   統計数理研究所   近 藤 次 郎  所 長   
総合研究開発機構研究評議会評議員   総合研究開発機構   
航空機・機械工業審議会委員   通産省   
航空字音技術研究所技術委員   科学技術庁   
遺伝子組換え研究施設検討会委員   
1981年筑波会議顧問   1981年筑波会議   

日本品質管理学会評議員   恥日本品質管理学会   
日本国土海洋総合学術診断委員会委員   圃日本造船振興財団   
科学大辞典編集委員   脚国際科学振興財団   
許諾貞会評議貞   統計数理研究所   
環境放射能研究委員会委員長   日本原子力研究所   
」哩  事   醐日本学会事務セン  

ター   
文化功労者選考審査会委貞   文部省   

北海道公害対策審議会委員   北海道   高 桑 米 松  由所長   
北海道学校保健審議会委員   
北海道総合医療協議会委員   ノ／   

石炭火力発電所環境影響調査検討会委員   資源エネルギー庁   
環境審査顔間   
学術情報・資料特別委員会委員   日本学術会議   
学術審議会専門委貞   文部省   
生理科学研究連絡委員会委員   日本学術会議   
産業医学卒後教育研究のあり方に関する検討 会委員  産業医科大学   

医薬研究連絡委員会委員   日本学術会議   

リモートセンシング技術の利用実証に関する  奥 野 忠 一  環境情報部長   
研究推進委貞会委員   

環境統計整備研究会委員   行政管理庁   贋 崎 昭 太  情報調査室長   
有害物質全国紙点検調査検討会委員   環境庁   
測定値の地域代表性に関する検討会委員   
昭和57年度健康影響問題検討会委員   

土壌汚染環境基準設定調査検討会委月   
土壌複合汚染影響調査鱒討会委員   〃   
大気汚染に係る判定条件設定調査検討会委員  〃   
昭和57年大気汚染疾病等に関する会合   

環境管理計画策定検討委員会・同分科委員  神奈川県   
プロトコルソフトウェア作業分科会委員   日本電信電話公社   
学位論文書査専門委員   筑波大字   

環境管理計画策定検討委員会・同分科会委員  神奈川県   松 本 幸 雄  情報調査室   
主任研究員   
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委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   現  職   

昭和57年度環境測定統一精度管理調査委貝  晰日本環境衛生セン  
ター   研究員   

昭和57年度各省庁電子計算機利用効率化共同  
研究会委員   

国際有害化芋物質登録制度国内協力委貞   国立衛生試験所   春 山 暁 美  情報システム室   
主任研究月   

地球観測システム開発機想検討支援委員会委  
月   技術センター  主任研究員   
「地球観測システム諸元の検討」客員研究部  
月   

地球観測データ実用化検討会委員   棚リモートセンシング  
技術センター   

研究推進委貞会化合物データベース分科会委  中 條 悦 造  電算機管理室長   
貞   

通信網構成作業分科会委員   日本電信電話公社   

研究会運営委員会委員長   日本科学技術情報セン  
ター筑波支部   

水道施設における安定供給システムに関する  厚生省  内 藤 正 明  総合解析那   
調査委員全委員  第1グループ   

主任研究官   
環境統計整備研究会委員  行政管理庁  
測定値の地域代表性に関する検討会委員  環境庁   
固定発生源対策最適化検討会委員   
核燃料施設の環境影響評価に係る研究会委員  ㈱野村総合研究所   
衛生工学委貞会広域処分小委貞全委員   勧土木学会   
学位論文審査専門委貞   筑波大学   

資源エネルギー研究会委員   厚生省   後 藤 典 弘  第2グループ   
主任研究官   

大型工業技術研究開発連絡会議委員   通産省   
昭和57年慶大量発生廃棄物埋立処分調査検討 会委員  環境庁   

環境影響評価技術専門家会議委員   
資源再利用プロジェクト評価研究会専門委員  脚日本産業技術振興協   

再資源化貢献企業表彰審査委貞会委員   脚クリーンジャパンセ  
ンター   

「先進的自動車技術等調査」専門部会委員  爾旧本電動車輌協会   
ごみ問題検討委月全委員   平塚市   
廃棄物減量化・資源化技術調査専門委員会垂  
員   

学位論文書査専門委貞   筑波大学   

総合交通公害対策モデル検討会委員   環境庁   西 岡 秀 三  第4グループ   
主任研究官   

「発電所立地自然環境保全対策調査検討会J  
委員   



委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   ≡  ：■≡   

酒田北港地域環境対策検討委貞全委員   山形県   中 杉 修 身  第5グループ   
主任研究官   

昭和57年度廃棄物問題検討会委員   環境庁   
昭和57年産化学物質調査検討打合全委員   

環境管理計画策定検討委員会・同分科会委員  神奈川県   
車輌収集システム適正化調査専門委月会費貞  ㈲全国都市清掃会議   

昭和57年度大立発生廃棄物埋立処分調査検討 全委員  環境庁   

昭和57年度化学物質環境運命予測手法開発車  業調査委貞   
資源再生利用プロジェクト評価研究会委員  肘日本産業技術振興協   

編集委員（統計資料作成専門委貞会）   ㈲全国都市清掃会議会   
綾瀬川再生計画検討委員会水質浄化対策検討   草加市   
会分科会委員  

産業廃棄物最終処分場の事前チェックシステ  
ム開発に関する研究委貞会委員   

環境管理計画策定基礎調査委員全委員   茨城県   
廃棄物処理及び再資源化のための専門部会委  爾クリーンジャパンセ   
貝   ンター   

産業廃棄物研究会委員   厚生省   北 畠 能 房  第3グループ   
主任研究員   

「環境と経済」研究委員全委員   ㈲環境調査センター理  
事   

水道施設における安定供給システムに関する  厚生省   乙 間 末 広  第1グループ   
調査委貞全委員  研究員   

衛生工学委員会広域処分小委員会委員   ㈲土木学会   

多環芳香族ニトロ化合物測定法に関する検討  環境庁   飯 倉 孝 和  第1グループ   
会委員  研究員   

昭和57年度化学物質環境運命予測手法開発事  晰日本環境協会   松 岡   謙  第1グループ   
業調査委貞  研究員   

環境影響評価技術手法調査検討会委員   脚日本環境協会   田 村 正 行  第2グループ  
研究員   

昭和57年度水質環境基準検討調査委貞   ㈲日本環境衛生セン  
ター   研究員   

「筑波研究学園都市における景観構成に閲す  
る調査」幹事   

学位論文審査専門委貞   筑波大字   

昭和57年度化学物質調査検討打合会委貞   環境庁   不 破 敬一郎  計測技術部長   

窒素・燐排水処理技術指針策定調査検討会委  大 槻   晃  水質計測研究室長   
員   

窒素・燐等水質目標検討会委月   
水質分析方法検討会委員   
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委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   現  職   

環境測定分析参考資料編築委員   環境庁   大 槻   晃  水質計測研究室長   

昭和57年度化学物質調査検討打合全委員   環境庁   森 田 昌 敏  生体化学計測研究  
室長   

地下水中の有機汚染物質に関する文献調査委  ㈲日本水賀汚濁研究協  会委員  
員  

環境測定分析検討会統一精度管理調査専門部  環境庁   相 馬 光 之  底質土壌計測研究   
全委員  室長   

廃棄物処理安全蕃議委員会委員   高エネルギー物理学研  
究所   

常時監視物質測定等検討会委員   環境庁   
昭和57年度化学物質調査検討打合会委員   

化合物辞書データベース委員会委員   日本科学技術情報セン  
ター   

研究推進委員会化合物データベース分科会委 員  科学技術庁   
NOX測定方法調査委員余香貞   （祖日本環境測定分析協   

学会編集委員   日本質量分析学会  藤 井 敏 博  大気計測研究室   
セミナー実行委員全委員   日本分光学会  主任研究員   

有機溶剤系悪臭物質規制基準設定調査検討会  環境庁   安 原 昭 夫  大気計測研究室   
委員  主任研究員   

昭和57年摩環境測定統一・精度管理調査委貝  
ター  主任研究員   

ISO／REMCO国際規格回答原案調査作成委  
貞全委員   

昭和57年度化学物質環境運命予測手法開発事  脚日本環境協会   業調査委員  
横 内 陽 子  大気計測研究室  

研究員   

計測部門企画委員会委員   触計測自動制御学会  竹 内 延 夫  大気環境部   
理事  日本リモートセンシン グ学会  大気物理研究室長   

資源観測解析センター調査委員全委員  晰資源観測解析セン  
ター  

「地球的規模における二酸化炭素循環等の測  
定法に関する調査」調査推進委貞全委員   

フロンガス問題の科学的事項に係る検討打合  秋 元  轟  大気化学研究室長   
会委員   

昭和57年渡化学物質調査検討打合全委員   

光化学大気汚染対策検討会委員   
移動用スモッグチャンバー調査検討委貞  ㈲日本環境衛生センター   
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委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   現  職   

環境放射能研究委員全委員   日本原子力研究所  植 田 洋 匡  大気環犠計画研究   
排出水に含まれる悪臭物質の規則基準設定謂  室長   
査検討会委員   

アスベスト発生源対策検討会委員   環境庁   小 川  靖  大気環境計画研究室   
浮遊粒子状物質対策検討会委員   主任研究員   

光化学大気汚染対策検討会委員   

炭化水素類固定発生源対策検討会委員   環境庁   若 松 伸 司  大気環境計画研究室   
主任研究貞   

光化学大気汚染対席検討会委貞   〃   
浮遊粒子状物質対策検討会委員   
酸性雨対策検討会委員   

光化学大気汚染対顔検討会委月   環境庁   蘭 書 史 郎  大気化学研究室  
研究員   

水資源開発審議会専門委月   国土庁   合 田  健  水質土壌環項郡長   
国立公衆衛生院衛生工学部長（併任）   国立公衆衛生院   
高度処理二施設の標準化調査委貞全委員   ㈲日本下水道協会   
技術委貞全委員   
下水道施設設計指針改定調査委員会委員   
下水道史編さん委員会委員   
石炭利用と大気環境保全対策検討会委員   環境庁   
瀬戸内海環境情報基本調査検討会委員   
赤潮研究統合解析検討会委員   
窒素・燐等水質目標検討会委員．   

瀬戸内海生物学的海域環境判定調査検討会委  
員   

赤潮問題研究会委員   
環境影響評価技術専門家会議委員   
理事及び昭和57年虔「水質汚濁」絹業委月余  
委員   ．△．   

首都圏等下水汚染広域処分事業調査委貞全委員  （輯日本下水道協会   

低沸点有機塩素化合物の生成要因物質の制御  
に関する研究委員会委員   

衛生工学垂貞会広域処分小委員会委貞   勒土木学会   
生活環境審議会専門委貞   厚生省   

理事及び昭和57年度「水質汚濁」編集委員会   ㈲日本水質汚濁研究協  須 藤 隆 一  陸水環境研究室長  
委月  悶 コ三   

高度処理施設標準化調査委貝会委貞   勅日本下水道協会   
下水道協会誌編集委員会委員   
下水試験方法改定委員会委員   
水質環境基準検討会委員   環境庁   
石炭利用と大気環境保全対策検討会委員   
農薬残留対策調査技術検討会委員   
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委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   爛 ■■；r   

赤潮研究縛合解析検討会委員   環境庁   須 藤 隆 一  陸水環境研究室長   
厚生科学研究補助金による分担研究者   脚日本環境整備教育セ  

ンター   
生酒稚排水対策検討会委員   環境庁   
窒素、燐排水処理技術指針策定調査検討会委  
貞   

排水処理技術ガイドライン検討会委月   
特定環境保全公共下水道事業等の財政措置の  
あり方に関する研究会委員   

尿・尿浄化槽性能評定委員会委員   肘日本建築センター   
深芝処理場における窒素対策調査委貞会委員  茨城県   
茨城県水道原水対策研究会委貞   
栄養化防止下水道整備基本調査委員会委員  ㈹日本下水道協会   
茨城県水質審議会委員   茨城県   
富栄養化問題検討会委員   神奈川県   
醍性雨対策検討会委貞   環境庁   
環境測定分析参考資料編集委員   
川崎市合成洗剤審議会委員   川崎市   

土木学会水理委員会幹事   佳日土木学会   村 岡 浩 爾  水質環境計画研究  
室長   

窒素・燐等水質目標検討会委員   環境庁   
地下水質保全検討委貞   
現犠管理計画策定基碇調査委員会委員   茨城県   

国際シンポジウム実行委貞会幹事会蜜月  艦旧本下水道協会   藤 井 園 博  土壌環境研究室長   
石炭利用と大気環境保全対策検討会委員   環境庁   
学会欧文誌編集委貞   耽‖］本土壌肥料学会   

土壌汚染環境基準設定調査検討会委員   環境庁   
汚泥等土壌環元影響調査検討会委員   
カドミウム等量金属自然賦存調査検討会委員  ロ   
昭和57年度大豊発生廃棄物埋立処分調査検討  
会委員   

昭和57年度海洋汚染調査検討会委員   環境庁   渡 辺 正 孝  海洋環境研究室長   
昭和57年庭瀬戸内海栄養塩数総合管理モデル  
作成調査検討会委員   

砂地盤の工学的性質の評価法に関する研究委  岡 野 郁 雄  地盤沈下研究室長   
貞全委員   

昭和57年度地盤沈下広域対策調査検討会委員  環境庁   

総合・関東平野・北部地域・筑後・佐賀平野 地域部会  
地盤沈下予測手法調査委貞全委員   （粗日本台巨率協会   

／／  調査検討会委員   環境庁   
ノ／  調査委員会委員   （粗日本台旨率協会   

砂地盤の工学的性質の評価法に関する研究委  
員会委員   
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委  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   現  職   

児島湖流域・下水道三次処理研究懇談会委員  岡山県   田 井 慎 吾  陸水環境研究室   
昭和57年度「水質汚濁」編集委員会委員  馳日本水質汚濁研究協会  主任研究員   
学位論文審査専門委貞   筑波大学   

下水試験方法改定委員会生物試験小安貞会委  
貞   

川崎市合成洗剤審議会委員   川崎市  主任研究員   

窒素・憐等水質目標検討会委員   環境庁   海老瀬 潜 一  水質環境計画研究室   
非特定汚染源による汚染防止対策調査検討会  王任研究員   
委員   

学位論文審査専門委員   筑波大声   高 松 武次郎  土壌環境研究室   
酸性雨対策検討会重点   環境庁  主任研究員   
産業廃棄物最終処分場の事前チェックシステ   （輯日本廃棄物対策協会   
ム開発に関する研究委貝会委員  

窒素・燐等水質目標検討会委員   環境庁   岡 田 光 正  陸水環境研究室   
下水道協会誌文献委員会委員   他日本下水道協会  研究員   
昭和57年度「水質汚濁」編集委員会委員  個日本水質汚濁研究協会   

石けん洗剤の環境影響に関する調査会委員   

尿尿浄水槽性能評定委員会委員   伽＝］本建築センター  稲 森 悠 平  陸水環境研究室   

下水試験方法改定委員会生物試験小委員会委  研究員   
貞   

石けん・洗剤の環境影響に関する調査会委員  環境庁   山 根 敦 子  陸水環境研究室   
幹事  研究員   

国際シンポジウム実行委員会幹事会委員  他日木下水道協会   久保井   徹  土壌環境研究室  
研究員   

赤潮予察技術用開発試験検討委貞会委員  ㈱芙蓉情報センター  渡 辺  信  海洋環境研究室  
研究員   

大気汚染質に係る判定条件設定調査検討委員   環境庁   久保田 憲太郎  環境生理部長   
凶  

衛生化学調査委貞会関東部会委員   廻日本薬学会   河 田 明 治  慢性影響研究室長   

大気汚染に係る判定条件設定調査編集委員会  
委員   ター   

学位論文審査専門委員   筑波大学   

筑波大字   学位論文審査専門委員  三 浦  卓  急性影響研究室長   

昭和57年度健康影響問題検討会委員   環境庁   斎 藤   寛  項墳保健部   
昭和57年度健康影響調査委局舎特別蚕貝   醐電力中央研究所  人間生態研究室長   
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蚕  嘱  名   委  嘱  先   氏   名   現  職   

大気汚染健康影響調査検討会委員  環境庁  安 達 史 朗  環境疫学研究室長  
昭和57年度健康影響調査検討会委員  

大気汚染に係る判定条件設定調査編集委員会    日本科学技術情報セン  
蚕員  ター   

複合大気汚染健康影響調査検討委員会委員  東京都   

昭和57年度化学物質調査検討打合会委員   環境庁   菅原淳  
石炭利用ヒ大気環境保全対策検討会委員   
化学物質安全性に関する国際協力懇談会   厚生省   
生態影響評価試験に関する調査研究調査委貞  附旧本環境協会   

石炭利用と大気環境保全対策検討会委員   環境庁   戸 塚   績  陸生生物生態研究   
光化学第二次生成物質調査検討会委員   室長   

酸性雨対策検討会委員   
r地球的規模における二酸化炭素循環等の測  
定法に関する調査」調査推進委員会委員   

淡水赤潮研究会委員   環境庁   安 野 正 之  水生生物生態研究   
共同研究（水の華の発生機構及びその制御に  室長   

関する基礎研究）   

学位論文審査専門委員   筑波大字   

学位論文審査専門委員   筑波大学   春 日 清 一  水生生物生態研究室  
主任研究員   

石炭種別大気汚染負荷評価調査委貝会委員  任射ヒ学工学協会   佐 治 健治郎  技術部長   

「実験動物の開発等に関する研究」研究推進   科学技術庁   安貞全委員  高 橋   弘  動物施設管理室長   
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6．研究所 日 誌  

事  項  事  項  

臨湖実験施設起工式  
中国環境保護科学研究所副所長一行来所  
科学技術週間一般公開  
ミッテラン大統領来所  
科学技術振興対策特別委員視察  
研究発表会（6．9～10）  

環境週間一般公開  
世界銀行総裁ホリス・B・チエネリー来所  

会計実地検査（6．28～30）  

東京都環境保全局一行来所  
鹿児島県議会環境保全等特別委員会一行  
来所  
岐阜県読会議員一行来所  
中国熱帯農業研究視察団来所  
ミュンヘン大字P・リィヒヤルト・ホイズ  

ル教授釆所  
シンガポール政府関係調査団来所  
中国洛陽市環境保護研究生一行来所  
内閣法制局参事官、茨城県地方課兵視察  

中国科学院実験動物視察団来所  
埼玉県入間市役所公害対策委月一行来所  
滋賀県議会議員一行来所  
宮城県気仙沼市議会議員一行来所  
職員の放射線障害の防止に基づく監査  
上緻職採用面揮試験（2日及び4即  

韓国国立環境研究所所長一行来所  
東京都東村山市公害対策審議会委員一行  
来所  
経済団体連合会環境安全対策委貞会一行  
来所  

所内研究発表会（11．17～18）  

千葉県山武町議会議員一行来所  
愛知県環境保全局一行来所  
日米光化学大気汚染、大気汚染気象台同  

会議（12．1～2）  

地方公害研と国公研との協力に関する検  
討会（12、2～3）  

環境庁長官視察  
評議委員会  
水持研シンポジウム（1．ユ7～18）  

参議院公害及び安全対策特別委貞全委員  
一行視察  
評議委員会等門委員会  
長野県松本諏訪地域公害担当課長一行来  
所、山形市議会議員一行来所  

赤潮シンポジウム（2．2～3）  

大気環境データ処理システム研究会  
（2．22～23）  

東京都環境保全局一行来所、海外環境行  

政研修員（開発途上国）」行来所  

職員作品展（3．14～ユ5）  

創立9周年記念行事  

微生物系統保存棟開設式  
毒性苧における過酸化脂質に関するシン  
ポジウム（3．19～20）  

中国天津水質汚染監視システム視察臣来  
所  
動物慰霊祭  

57．4．2  

、12  

．i6  

．17  

．21  

6．9  

．10  

．17  

．28  

7．8  

．14  

．16  

．17  

．28  

．29  

．30  

8．25  

9．1   

10．5  

こ  
．8  

．14   

11．2  

．4  

．5  

．17  

57．11．17  

．24  

．29   

12．1  

．2  

58．1．12  

．17  

．17  

．20  

．26  

．27  

2．2  

2．22  

3．7  

．ユ4  

．15  

．15  

．19  

．22  

．29  
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7．主要人事異動  

員
 
 

総務部長  
捻務部長←環境庁  
研究企画官←環境庁  
研究企画官←環境庁  
研究企画官→環境庁  
総務課長→大蔵省  
総務課長←大蔵省  
主任研究企画官→科学技術庁  
主任研究企画官←科学技術庁  
電算機管理室長→厚生省  
電算機管理室長←厚生省  
総合解析部長→環境庁  
技術室長  
副所長  

川村 健司  
大野  昂  
横田  勇  
津野 ‡羊  
嶋崎 敏昭  
松木  香  
清水 久淑  
一色 畏敬  
米本 弘司  
稲葉賢二郎  
中條 悦造  
大塩 敏樹  
小林 雄一  
高桑 栄松  

職
換
 
 
 

置
 
〃
 
〃
 
 

退
 
配
 
 

ノ／  

出  向  
転  任  
出  向  
転  任  
出  向  
転  任  
配置換  
退  職  

／／  

（2）評議委員会構成員（昭和58年3月31日）  

茅   誠司  
武見  太郎  

東京大学名誉教授  
元日本医師会会長  
東京工業大学名菅教授  
中小企業金融公庫総裁  
富山医科薬科大学芋長  
原子力委員会委員  
理化学研究所理事  
公衆衛生院院長  
岡崎国立共同研究機構分子科学研究所教授  
豊橋技術科芋大学数授  
日本大学教授  
徳島大学芋長  
東京管区気象台台長  
玉川大学数授  
埼玉工業大学副学長  
東京都臨床医学総合研究所新兵  
青森県公害センター所長  
川崎市公害研究所所長  
奈良県衛生研究所所長  
兵庫県公害研究所所長  
徳島県公害センター所長  
大分県公害衛生センター所長  

委 員 長  
重  点  

俊
正
 
 

貞
 
 

″
″
″
″
憎
″
″
″
″
″
″
″
″
″
″
″
〝
〃
〃
〃
 
 

専
 
 

佐々   芋  
向坊   陸  
仲光  佐

武
漢
∵
義
 
夫
夫
貫
 

満
 
 
 

木
口
尾
尾
田
内
月
藤
川
子
部
野
 
鈴
井
横
寺
添
竹
宝
武
山
原
寺
坂
 
 

喬  
滑秀  
欣二  
義一  
民夫   
昭  

本次  
竜光  

渡辺   弘  
近藤平一郎  
鈴木  垂続  
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8．昭和57年度研究発表会、セミナー等活動記録   

（1）国立公害研究所研究発表会   

開催日：57・6・9～10，場所‥国立公害研究所大山記念ホール，発表者及び発表課題は5．2（p．180）  

に掲載。  

（2）国立公害研究所セミナー  

年月日   題  目   発 表 者   所  属   
64回  57．4．13  環境と統計   林   知己夫  し統計数理研究所所長   
6声回  8・2  日本の土   松 坂 泰 明  日本大字農獣医学部教授   
66匝I  8．30  札幌医大において発生した韓国型出血  永 井  浩  札幌医科大字共同研究施設部  

軌の疫学調査について  助教授   
67回  9．2（）  がんと金属   山 根 靖 弘  千葉大学薬宇部教授   
68回 12．2  弘  兵庫県公害研究所所長  

協力について  原子 昭  
寺郡本次  
板野龍光  
近藤平一郎  
鈴木重続  
大科達夫  
氷見庸二  
氏家渾雄  

69回 12．3   吉永 馨   
70回  12．16  大気エアロゾルの勤儲と汚染度評価  笠 原 三紀夫  京都大学原子エネルギー研究  

所助教授  
7ユ回  ユ2．ユ6  森林と環境   鑑賞県琵琶湖研究所所長          吉 良 竜 夫   
72匝I  l．11  認識と効用   佐 伯  肝  東京大学教育学部助教授   
73回  1．19  自然保護会華山鳥の自然－   加 藤 陸奥雄  東北大学名誉教授、宮城県美  

術館館長  
74回  米国商工会議所資源環境部部  

長  
75回  広島大学教授  

チモンセレンの分析法と環境試料への  
応用について   

（3）（所内）年次発表会   

開催日：57・10・，場所：国立公害研究所大山記念ホール，発表課題数：口頭発表39、ポスターセッショ  

ン1．  

（4）（所内）月例発表会  

年月日   題  員   発 表 者   所  属   

22且  清 水  浩  大 気 環 境 部  
－アメリカにおける環境政策研究の新  
しい動き   

†u一   小 林 隆 弘  環 境 生 理 郡  
ネパールの山と湖   渡 辺  信  水質土壌環境部   

＊ この回からサロン・ド・ニースと改称する。サロン・ド・ニースの第ユ回目。  
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9．施設の整備状況一覧  

（昭和58年3月現在）  

施  設  名   構  造   両 校   竣 工 時 期   
研究本館Ⅰ   RC3   11，436m2  Ⅰ期昭和49年3月竣工  

ⅠⅠ期昭和52年5月竣工   

管理棟   RC－2   1．144m2  Ⅰ期昭和49年5月竣工  
ⅠⅠ期昭和54年2月竣工   

研究本館tt   RC－3   5，6S4m2  l鞘昭和54年11日竣工（共同利用棟）  
lI期昭和57年2月竣工（共同研究棟）   

エネルギーセンター、厚生棟  3，101m2  昭和49年10月竣工  
昭和51年一部増築  

廃棄物処理施設  特殊実験排水処  昭和49年10月竣工  
埋能力100mソ日  

一般実験排水処  昭和54年2月竣工  
埋能力500rげ／日  

大気化学実験棟  RC－1  723m2  昭和52年1月竣工   
（スモッグチャンバー）   

大気拡散実験棟（風洞）   RC－2、地下  昭和53年3月竣工   
1   

大気汚染質実験棟  SRC－8   1，321m2   昭和54年8月竣工   
（エアロドーム）  

大気モニター棟   RC－1   81m2   昭和53年3月竣工   

ラジオアイソトープ実験棟   RC－3   1、564m2   昭和53年3月竣工   

水生生物実験棟Ⅰ  RC－3   2．198m2   昭和51年10月竣工   
（アクアトロン）  

水生生物実験棟ⅠⅠ  RC－2   337m2   昭和55年11月竣工   
（アクアトロン）  

水理実験棟   S－1   1，167m2  Ⅰ期昭和51年10月竣工  
ⅠⅠ期昭和55年11月竣工  

土壌環境実験棟  RC3   1．931m2   昭和53年2月竣工  
（ペドトロン）  

動物実験棟Ⅰ   SRC7  5．185m2  
（ズートロン）  ⅠⅠ期昭和51年11月竣工  

（中動物棟を含む）  

動物実験棟II   RC－3  1，862m2   昭和55年5月竣工   
（ズートロン）  

植物実験棟l  RC－3   3，348m之   昭和50年12月竣工   
（ファイトトロン）  

植物実験棟lI  RC－4、地下  昭和56年7月竣工   
騒音保健研究棟  1   

実験ほ場（本橋内）  管理棟   427m巳  Ⅰ斯昭和52年11月竣工  
温室3室   575m2  ⅠⅠ期昭和57年3月竣工  
ほ場6面   4，600m2  

実験ほ墟（別団地）  管理棟   218m2  Ⅰ期昭和52年11月竣工  
は場11面  13，500m2  II期昭和57年3月竣工  

生物生態園  1．5ha   昭和54年10月竣工   

危険物倉庫  B－1  86mヱ   昭和55年11月竣工   

工作棟   RC2   189m2   昭和56年9月竣工   

微生物系統保存棟   RC－2   800m2   昭和57年12月竣工   

大気フリースペース   RC－3   885m2   昭和58年12月竣工予定   

臨湖実験施設   実験管理棟   1，750m2   昭和58年3月竣工  
用廃水処一哩施設   glOm2   昭和58年3月竣工  
水処理パイロツ  40mヱ   昭和58年3月竣工  
トプラント横様  
実験水路  110m2   昭和58年3月竣工  
フリースペース   1．Oha   昭和58年3月竣工   
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